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● 
● 

  第１章 健康福祉局が所管する施策   
● 

● 
 
健康福祉局では、保健福祉分野の施策を所管しています。保健福祉分野の個別計画等に基づき、地域共生社会の推進、

高齢者福祉、障害者福祉、生活福祉、健康、生活衛生分野の様々な施策に取り組んでいます。また、災害救助事務の一
部も担当しています。 
 
１．施策の体系 

 地域共生社会の推進 … 地域福祉、生活困窮者の自立支援、生活福祉資金貸付制度、福祉の環境整備 

高齢者福祉 … 介護保険、高齢者福祉 
 障害者福祉 … 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による制度等、身体障害者福祉、知的障害者福祉、精神障害者福祉、障害者就労支援  
 生活福祉 … 生活保護、ホームレス援護施策、戦争犠牲者援護、国民健康保険、国民年金、年金生活者支援給付金、後期高齢者医療制度、福祉医療 
 健 康 … 地域保健・地域医療、感染症予防、健康増進、精神保健 
 生活衛生 … 環境衛生・薬務事業、霊園・斎場管理、食品衛生・動物愛護管理 
 

２．保健福祉分野の個別計画 

分 野 計画名 策定年月 期 間 策定根拠 掲載頁 

地 域 福 祉 

なごやか地域福祉2029～第４期名古屋
市地域福祉計画・第７次名古屋市社会
福祉協議会地域福祉推進計画～ 

令和７年３月 
令和７ 

～11年度 
社 会 福 祉 法 

32頁 
〔第 4 章 4-1(1)〕 

第２期名古屋市成年後見制度利用促進計画 令和７年３月 
令和７ 
～11年度 

成年後見制度の
利用の促進に関
す る 法 律 

54頁 
〔第 4 章 4-2(1)〕 

70頁 
〔第 4 章 4-3(1)〕 

第2 期名古屋市重層的支援体制整備事
業実施計画 

令和７年３月 
令和７ 

～11年度 
社 会 福 祉 法 

32頁 
〔第 4 章 4-1(1)〕 

福 祉 の 
環 境 整 備 

福祉都市環境整備指針 平成29年３月 ― ― 
41頁 

〔第 4 章 4-1(4)〕 

高 齢 者 福 祉 
はつらつ長寿プランなごや2026 
～名古屋市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画～ 

令和６年３月 
令和６ 

～８年度 
老 人 福 祉 法 
介 護 保 険 法 

66頁 
〔第 4 章 4-2(2)〕 

障 害 者 福 祉 
なごや障害児者福祉プラン 
～名古屋市障害者基本計画（第５次）～ 

令和６年３月 
令和６ 

～11年度 
障害者基本法 

67頁 
〔第 4 章 4-3〕 

障 害 者 福 祉 
なごや障害児者福祉プラン 
～第７期名古屋市障害福祉計画～ 

令和６年３月 
令和６ 

～８年度 
障害者総合支援法 

67頁 
〔第 4 章 4-3〕 

障 害 者 福 祉 名古屋市読書バリアフリー推進計画（第 1 次） 令和６年３月 
令和６ 
  ～11年度 

読 書 バ リ ア フ リ ー 法 
67頁 

〔第 4 章 4-3〕 

ホ ー ム レ ス 
援 護 施 策 

第５期名古屋市ホームレスの自立の支
援等に関する実施計画 

令和６年３月 
令和６ 

～10年度 

ホームレスの 
自立の支援等に 
関する特別措置法  

95頁 
〔第 4 章 4-4(2)〕 

国民健康保険 

第３期名古屋市国民健康保険保健事業
実施計画（データヘルス計画） 
第４期名古屋市国民健康保険特定健康
診査等実施計画 

令和６年３月 
令和６ 

～11年度 

国民健康保険法に基づく  
保健事業の実施 
等に関する指針 
高齢者の医療の
確保に関する法律 

101頁 
〔第 4 章 4-4(4)〕 

感 染 症 予 防 
名古屋市新型インフルエンザ等対策行
動計画 

令和８年３月 
令和８年 
～おおむね6年間 

新型インフルエンザ等対策  
特 別 措 置 法 

118頁 
〔第 4 章 4-5(2)〕 

感 染 症 予 防 名古屋市感染症予防計画 令和６年３月 
令和６ 

～11年度 

感染症の予防及び 
感染症の患者に対する 
医療に関する法律 

118頁 
〔第 4 章 4-5(2)〕 

健 康 増 進 健康なごやプラン21（第３次） 令和６年３月 
令和６ 

～17年度 
健 康 増 進 法 

124頁 
〔第 4 章 4-5(3)〕 

健 康 増 進 名古屋市食育推進計画（第５次） 令和８年３月 
令和８ 

～11年度 
食 育 基 本 法 

125頁 
〔第 4 章 4-5(3)〕 

精 神 保 健 
いのちの支援なごやプラン（第２次） 
（名古屋市自殺対策総合計画（第２次））  

令和５年３月 
令和５ 
  ～９年度 

自殺対策基本法 
135頁 

〔第 4 章 4-5(4)〕 

生 活 衛 生 
名古屋市食の安全・安心の確保のため
の行動計画2028 

令和６年３月 
令和６ 

～10年度 
名古屋市食の 
安全・安心条例 

140頁 
〔第 4 章 4-6(3)〕 

生 活 衛 生 名古屋市人とペットの共生推進プラン 令和２年３月 
令和２ 

～11年度 
名古屋市動物の愛護 

及び管理に関する条例 
143頁 

〔第 4 章 4-6(3)〕  
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● 
●   第２章 健康福祉局の予算   

● 
● 

 
１．健康福祉局の一般会計予算の内訳 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．市の一般会計予算と健康福祉局の一般会計予算の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

1,254,380
1,319,390 1,379,409 1,412,048 1,485,300 1,617,187 1,696,086 

337,802 357,410 
384,203 

419,708 403,986 416,257 435,240 

市 一般会計予算
健康福祉局 一般会計予算

高齢者福祉

68,872

15.8%

障害者福祉

150,321

34.5%
生活保護

95,024

21.8%

健康

39,532

9.1%

国民健康保険

24,231

5.6%

その他

57,260

13.2%

 
健康福祉費等 

435,240 
（単位：百万

円） 

25.7% 25.7% 27.0% 27.1% 27.9% 29.7% 27.2% 
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３．予算総括表 

(1) 一般会計 

款 項 
令 和 ８ 年 度 
当 初 予 算 額 

令 和 ７ 年 度 
当 初 予 算 額 

対前年度予算額 
の 増 △ 減 

 千円 千円 千円 

 健 康 福 祉 費 411,086,253 392,423,739 18,662,514 

1 社 会 福 祉 費 158,897,010 146,429,104 12,467,906 

2 老 人 福 祉 費 67,576,909 67,367,877 209,032 

3 生 活 保 護 費 93,920,481 88,524,818 5,395,663 

4 国 民 年 金 費 371,578 663,636 △ 292,058 

5 国民健康保険費 24,231,325 24,505,957 △ 274,632 

6 介 護 保 険 費 36,483,771 35,273,201 1,210,570 

7 公 衆 衛 生 費 17,113,013 18,284,941 △ 1,171,928 

8 環 境 衛 生 費 6,164,933 3,939,590 2,225,343 

9 保 健 所 費 6,050,894 7,159,983 △ 1,109,089 

10 衛生研究所費 276,339 274,632 1,707 

 職 員 費 24,153,845 23,833,646 320,199 

5 健康福祉職員費 24,153,845 23,833,646 320,199 

 
 
 
 

(2) 特別会計 

区 分 
令 和 ８ 年 度 
当 初 予 算 額 

令 和 ７ 年 度 
当 初 予 算 額 

対前年度予算額 
の 増 △ 減 

 千円 千円 千円 

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 206,393,120 205,621,538 771,582 

後期高齢者医療特別会計 77,044,247 74,363,352 2,680,895 

介 護 保 険 特 別 会 計 232,912,880 227,283,034 5,629,846 

 
 



- 4 - 

４．令和８年度の新規・拡充事項等 
  (1)  新規 

事   項 予  算  額 説   明 
 

民間特別養護老人ホー 

ムの整備補助 

 

 

 

 

 

 

 

名東福祉会館・児童館 

リニューアル改修の設 

計 

 

福祉医療費助成制度の 

ＤＸの推進 

 

 

障害者グループホーム 

の整備補助 

 

 

障害者支援施設の大規 

模修繕補助 

 

 

最高裁判決への対応に 

よる生活保護扶助費等 

の給付 

 

民間鉄道駅舎バリアフ 

リー化設備設置補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

410,330 

 

 

 

 

 

 

 

 

 10,000 

 

 

 

205,767 

 

 

 

32,100 

 

 

 

94,887 

 

 

 

2,940,804 

 

 

 

365,779 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［年度末整備数］ 

 128カ所 (9,401人) 

多床室 

 港区寛政町（新規） 

  定員89人（29人増） 

（⑧～⑨事業） 

 名東区梅森坂二丁目（継続） 

  定員120人（⑦～⑧事業） 

 

老朽化した名東福祉会館及び児童 

館のリニューアル改修 

 ⑧設計 ⑨～⑩改修 

 

国の医療ＤＸ推進方針に準拠する 

ための福祉医療費システムの改修 

等 

 

居住の場である共同生活援助を行 

う施設の整備 

 新規 １カ所 

 

障害者支援施設の大規模修繕に係 

る費用の一部を補助 

 １カ所 

 

平成25年の生活扶助基準改定に関 

する最高裁判決への対応による追 

加給付 

 

名鉄金山駅 

 可動式ホーム柵(３・４番線) 

  ⑧工事 

名鉄森下駅 

 エレベーター２基、階段解消等 

  ⑦設計 ⑧～⑨工事 

近鉄名古屋駅 

 可動式ホーム柵(２・３番線) 

  ⑥～⑧工事 
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事   項 予  算  額 説   明 
 

物価高騰対応生活扶助 

受給者等上下水道料金 

減免負担金 

 

 

 

 

 

 

ＲＳウイルス母子免疫 

ワクチン接種事業 

 

 

 

第３次いのちの支援な 

ごやプランの策定調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

535,550 

 

 

 

 

 

 

 

 

494,520 

 

 

 

 

7,169 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生活扶助受給者等に係る水道料金 

及び下水道使用料の減免について、 

生活扶助費と重複していることな 

どから、令和９年４月料金分より 

終了することとする一方、令和８ 

年度は物価高騰対応重点支援地方 

創生臨時交付金を活用して経過措 

置として減免を実施 

 

妊娠28週から36週の方にＲＳウイ 

ルス母子免疫ワクチンを接種する 

ことにより、新生児及び乳児のＲ 

Ｓウイルス感染症を予防 

 

自殺対策基本法に基づき、自殺対 

策を総合的かつ計画的に推進する 

ための取り組みを定める計画の策 

定調査 

 計画年度 10～14年度 
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(2)  拡充 

事   項 予  算  額 説   明 
 

第８期障害福祉計画の 

策定 

 

 

 

 

はつらつ長寿プランな 

ごや2029の策定 

 

 

 

アジア・アジアパラ競 

技大会への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

5,167 

 

 

 

 

 

3,176 

 

 

 

 

19,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支援法に基づき、福祉 

サービスの必要な見込量や確保策 

等を定める計画の策定 

 計画期間 ９～11年度 

 

 

介護保険事業計画と高齢者保健福 

祉計画を一体とした総合的計画の 

策定 

 計画期間 ９～11年度 

 

アジア・アジアパラ競技大会の開 

催に向けて必要な各種保健衛生対 

策の実施 

 受動喫煙防止に関する周知啓発 

 感染症対策の強化 

 食品衛生監視の強化 

 環境衛生対策の強化 
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(3)  継続 

事   項 予  算  額 説   明 
 

民間特別養護老人ホー 

ムの長寿命化対策補助 

 

 

介護サービス提供体制 

の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

公立大学法人名古屋市 

立大学と連携した発達 

障害児（者）への支援 

 

 

 

ユニバーサルデザイン 

タクシーの導入補助 

 

 

 

定期インフルエンザワ 

クチン接種事業 

 

高齢者肺炎球菌ワクチ 

ン接種事業 

 

陽子線治療機器の更新 

に係る調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

千円 

164,942 

 

 

 

731,128 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

27,500 

 

 

 

 

 

6,000 

 

 

 

 

197,287 

 

 

16,097 

 

 

20,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

民間特別養護老人ホームの大規模 

修繕に係る費用の一部を補助 

 ８カ所 

 

県の地域医療介護総合確保基金を 

活用し、介護サービス提供体制の 

整備に係る経費を補助 

 介護施設等の開設準備経費補助 

 介護施設等の介護ロボット等導 

 入補助 

 介護施設等における看取り環境 

 整備補助 

 介護施設等の個室化改修補助 

 

医療・福祉・教育が一体となった 

発達障害に係る知見の蓄積及び支 

援への活用を図るための公立大学 

法人名古屋市立大学と連携した調 

査研究等 

 

ユニバーサルデザインタクシーの 

普及を促進するため、タクシー事 

業者に対し、導入費用の一部を補 

助 

 

定期インフルエンザ予防接種に係 

る委託単価の増額等 

 

高齢者肺炎球菌予防接種に係る委 

託単価の増額等 

 

更新時期を迎える、公立大学法人 

名古屋市立大学医学部附属西部医 

療センターの陽子線治療機器の更 

新に係る方針検討のための調査 
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 ● 
●   第３章 組織と事務分掌   

● 
● 

 
● 3-1  健康福祉局組織図 

                                                                                                     

　

　　　　センターに係る企画調整） 　　　　調整) (2)

　　　　る障害者施策の調整)兼務 　　　　(2)兼務
 

担当課長(精神障害者福祉)兼務

担当課長(総合リハビリテーション 課長補佐(総合リハビリテーションセンターに係る企画

担当課長(障害者差別解消) 課長補佐(障害者差別解消）

担当課長(アジアパラ競技大会に係 課長補佐(アジアパラ競技大会に係る障害者施策の調整)

課長補佐(福祉特別乗車券に係る企画調整)

課長補佐(難病対策)

知的障害者更生相談所

身体障害者更生相談所

精神保健福祉センター

健
康
福
祉
局
長

課長補佐(施設指導)

課長補佐(栄養指導)

障害福祉部 障害企画課 課長補佐(企画)

課長補佐(障害者スポーツに係る調整)兼務

課長補佐(福祉)

　　　　兼務

担当課長(事業者指定) 課長補佐(施設指定)

課長補佐(居宅指定)

担当課長(事業者指導) 課長補佐(居宅指導)

課長補佐(介護保険システム再構築等) (2)

課長補佐(給付)

厚生院

担当課長(要介護認定) 課長補佐(要介護認定)

担当課長(厚生院に係る連絡調整) 課長補佐(厚生院に係る連絡調整)兼務

　　　　制度の構築) 　　　　

介護保険課 課長補佐(推進)

課長補佐(保険料)

課長補佐(在宅福祉)

担当課長(地域包括ケアの推進） 課長補佐(地域支援)

課長補佐(いきいき支援センター・介護予防推進)

担当課長(持続可能な敬老パス 課長補佐(持続可能な敬老パス制度の構築) 

　　　　兼務

担当課長(バリアフリー整備に 課長補佐(バリアフリー整備に係る企画調整) (2)

　　　　係る企画調整)

高齢福祉部 高齢福祉課 課長補佐(企画)

社会推進)
担当課長(包括的支援の推進に 課長補佐(包括的支援の推進に係る企画調整)

　　　　係る企画調整) 　　　　

担当課長(バリアフリーの推進) 課長補佐(福祉都市推進)兼務

　　　　センター)兼務 

担当局長 地域共生推進部 地域共生推進課 課長補佐(地域福祉・地域共生推進)

(地域共生 事務取扱 課長補佐(孤独・孤立対策等の推進)

担当課長(保健福祉業務オンラ 課長補佐(保健福祉業務オンライン申請等事務処理

　　　　イン申請等事務処理 　　　　センター)

        センター) 課長補佐(保健福祉業務オンライン申請等事務処理

担当課長(システム標準化) 課長補佐(システム標準化)

課長補佐(システム標準化に係る調整) (2)兼務

担当課長(ＤＸの推進) 課長補佐(ＤＸの推進) 

課長補佐(ＤＸの推進)兼務

課長補佐(労務厚生)

監査課 課長補佐(調査)

課長補佐(監査統括)

課長補佐(監査) (2)

課長補佐(監査)兼務

総務課 課長補佐(庶務)

課長補佐(企画)

課長補佐(経理)

職員課 課長補佐(管理)
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担当課長(医療連携に係る特命事 課長補佐(医療連携に係る特命事項の処理)

　　　　項の処理)

衛生研究所

(医療政策) 連携推進)
担当課長(医療関係施設に係る特 課長補佐(医療関係施設に係る特命事項の処理) (4)兼務

兼務
　　　　命事項の処理) (2)兼務 　　　　

　　　　連絡調整)兼務 　　　　

担当局長 担当部長(医療 医療連携推進課 課長補佐(医療連携推進)

担当課長(精神保健・いのちの支 課長補佐(精神保健)

　　　　援) 課長補佐(いのちの支援)

担当課長(ひきこもり支援に係る 課長補佐(ひきこもり支援に係る連絡調整)兼務

担当課長(がん対策・食育推進等) 課長補佐(がん対策)

課長補佐(食育推進)

担当課長(公衆衛生看護) 課長補佐(公衆衛生看護)

担当課長(新興再興感染症対応力 課長補佐(新興再興感染症対応力強化に係る調整) (2)

　　　　強化に係る調整) (2)兼務 　　　　兼務　　　

健康増進課 課長補佐(推進)

感染症対策課 課長補佐(感染症対策)

課長補佐(特定感染症等対策)

課長補佐(感染症予防) (2)

課長補佐(アジア・アジアパラ競技大会に係る感染症対策)

担当課長(予防接種) 課長補佐(予防接種)

に係る総合調整)

兼務

担当部長(健康危 担当課長(健康危機管理) (5)兼務 課長補佐(健康危機管理)兼務

機管理)兼務
担当課長(救急対策等)併任 課長補佐(救急対策等)併任

担当部長(健康危 担当課長(災害医療・健康危機管 課長補佐(災害医療・健康危機管理対応力強化に係る調整)

機管理対応力強化 　　　　理対応力強化に係る調整)

課長補佐(地域保健)

課長補佐(看護師確保)

担当課長(医務指導)

　　　　の一体的実施に係る企画調整）

担当局長 健康部 保健医療課 課長補佐(地域医療)

(医務) 課長補佐(医療安全確保)

医療福祉課 課長補佐(後期高齢者医療)

課長補佐(収納対策)兼務
課長補佐(滞納整理) (4)兼務
課長補佐(福祉医療・ＤＸの推進)

担当課長(高齢者の保健事業と介護予防

課長補佐(給付)

課長補佐(保健事業)

課長補佐(資格賦課・システム基盤)

担当課長(収納対策) 課長補佐(収納対策)

課長補佐(滞納整理) (4)

　　　　調整)兼務

担当課長(保護費等の追加給付） 課長補佐(保護費等の追加給付）

保険年金課 課長補佐(事務)

担当課長(システム標準化に係る 課長補佐(システム標準化に係る調整)兼務

　　　　調整)兼務 課長補佐(システム標準化)

担当課長(困窮者支援に係る連絡 課長補佐(困窮者支援に係る連絡調整)兼務

課長補佐(医療保護)

担当課長(援護事業・保護施設) 課長補佐(援護事業・保護施設)

　　　　 課長補佐(援護事業に係る連絡調整)兼務

生活福祉部 保護課 課長補佐(事務)

課長補佐(保護)

課長補佐(適正実施)

課長補佐(査察指導監査)

課長補佐(事業者指導)

課長補佐(栄養指導)兼務

担当課長(障害者の地域生活支援 課長補佐(障害者の地域生活支援)

　　　　・就労支援の推進） 課長補佐(就労支援の推進)

課長補佐(施設事業)

課長補佐(事業者指定指導統括)

課長補佐(事業者指定)

課長補佐(認定支払)

課長補佐(認定事務の効率化)

担当課長(事業者指導） 課長補佐(指導監査体制に係る企画調整)

障害者支援課 課長補佐(推進)
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動物愛護センター

食肉衛生検査所

担当課長(動物愛護管理・検査 課長補佐(検査業務管理)兼務

　　　　業務管理)

保健所

食品衛生課 課長補佐(食品衛生)

課長補佐(営業許可・届出等に係る企画調整)

課長補佐(食の安全対策)

課長補佐(獣医務)

食品衛生検査所

課長補佐(アジア・アジアパラ競技大会に係る環境衛生

        対策)

課長補佐(環境衛生)

課長補佐(薬務)

八事霊園・斎場管理事務所

担当課長(八事斎場再整備) 課長補佐(八事斎場再整備)

生活衛生部 環境薬務課 課長補佐(衛生指導)

 
 

課長補佐(介護) (2)

診療科

厚生院 管理課 課長補佐(管理)

課長補佐(施設管理)

課長補佐(福祉)

課長補佐(栄養管理)

所長補佐(地域相談支援)

食肉衛生検査所 所長補佐(指導管理)

所長補佐(監視指導・検査管理)

所長補佐(検査)

所長補佐(監視検査)

所長補佐(広域監視)

動物愛護センター 所長補佐(管理指導)

所長補佐(愛護企画)

食品衛生検査所 所長補佐(検査業務管理)

課長補佐(疫学調査)

微生物部

食品部

生活環境部

八事霊園・斎場管理事務所 所長補佐(斎場)

課長補佐(感染症対策)

課長補佐(感染症予防の推進)兼務

疫学情報部 課長補佐(情報管理)

所長補佐(霊園)

衛生研究所 副所長 管理課 兼務 課長補佐(管理)

担当課長(精度管理)兼務

業務課 課長補佐(事業)

所長補佐(支援)

担当課長(精神医療)

精神保健福祉センター 副所長 兼務 所長補佐(管理)

 
 

 
 
 



- 11 - 

 

 

課長補佐(アジア・アジアパラ競技大会に係る感染症対策)

課長補佐(アジア・アジアパラ競技大会に係る環境衛生

        対策)

課長補佐(母子保健DXの推進担当)

　　　　管理)

担当課長(母子保健)

食品衛生課 課長補佐(食品衛生)

課長補佐(営業許可・届出等に係る企画調整)

課長補佐(食の安全対策)

保健センター (16)

動物愛護センター

食肉衛生検査所

子育て支援部 子育て支援課 課長補佐(母子保健) (2)

担当課長(動物愛護管理・検査業務 課長補佐(検査業務管理)

課長補佐(獣医務)

食品衛生検査所

生活衛生部 環境薬務課 課長補佐(衛生指導)

課長補佐(環境衛生)

課長補佐(薬務)

健康増進課 課長補佐(推進)

課長補佐(公衆衛生看護)

担当課長(精神保健・いのちの支援) 課長補佐(精神保健)

担当課長(公衆衛生看護)

課長補佐(予防接種)

担当課長(新興再興感染症対応力 課長補佐(新興再興感染症対応力強化に係る調整) (2)

　　　　強化に係る調整) (2) 　　　　

担当課長(予防接種)

課長補佐(救急対策等)

感染症対策課 課長補佐(感染症対策)

課長補佐(特定感染症等対策)

課長補佐(感染症予防) (2)

担当課長(救急対策等)

担当部長(健康 担当課長(健康危機管理) (5) 課長補佐(健康危機管理)

危機管理)

危機管理対応力 　　　　対応力強化に係る調整) 　　　　

強化に係る総合

調整)

課長補佐(地域保健)

感染症対策・調査センター

担当課長(医務指導)

担当部長(健康 担当課長(災害医療・健康危機管理 課長補佐(災害医療・健康危機管理対応力強化に係る調整)

保健所 健康部 保健医療課 課長補佐(地域医療)

課長補佐(医療安全確保)
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● 3-2 健康福祉局事務分掌 

 
総 務 課 

①局内重要事項の総合調整②局の主管に属する外郭団体の総括③局内の予算決算④局内他部課公所の主管に属

しないこと 

 

職 員 課 

①局内の人事②局内職員の福利厚生 
 

監 査 課 

①社会福祉法人の指導監査（子ども青少年局の主管に属するものを除く。）②社会福祉施設及び介護保険施設の指

導監査（子ども青少年局の主管に属するものを除く。）③社会福祉連携推進法人に係る認定、認可及び指導監査

④局所管事業の調査統計の企画及び調整（局内他部課の主管に属するものを除く。）⑤局所管の災害対策⑥災害

弔慰金、災害障害見舞金及び災害援護資金⑦社会福祉審議会⑧福祉総合情報システムの運用及び管理⑨福祉総合

情報システムの標準化⑩ＤＸの推進⑪保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター 

 

 担当課長（システム標準化） 
①福祉総合情報システムの標準化②福祉総合情報システムの運用及び管理 

 
 担当課長（ＤＸの推進） 

① ＤＸの推進 
 

担当課長（保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター） 
① 保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター  

 
地域共生推進部 

 

 地域共生推進課 

①地域共生の推進に係る企画及び総合調整②地域福祉の推進に係る企画及び総合調整③権利擁護支援（ 局内他部

課の主管に属するものを除く。 ） ④包括的支援の推進に係る企画及び調整⑤生活困窮者に対する自立の支援⑥孤

独・孤立対策の推進⑦ひきこもりの支援⑧バリアフリーの推進及び整備⑨福祉都市環境整備⑩民生委員及び児童

委員⑪民生委員推薦会⑫総合社会福祉会館⑬社会福祉法人名古屋市社会福祉協議会 

 

 担当課長（包括的支援の推進に係る企画調整） 

   ①包括的支援の推進に係る企画及び調整②生活困窮者に対する自立の支援 

 

 担当課長（バリアフリーの推進） 

   ①バリアフリーの推進 

 

 担当課長（バリアフリー整備に係る企画調整） 

   ①バリアフリー整備に係る企画及び調整 
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高齢福祉部 

 

高齢福祉課 

①高齢者施策の企画及び総合調整②高齢者施策に係る計画の総括③高齢者の福祉④高齢者の就業機会の開発⑤地

域包括ケアの推進に係る企画及び総合調整⑥認知症施策に係る企画及び総合調整⑦高齢者虐待の防止⑧地域包括

支援センター⑨介護予防の推進（局内他部課の主管に属するものを除く。）⑩福祉会館及び老人いこいの家⑪休養

温泉ホーム、鯱城学園及び高齢者就業支援センター⑫公益社団法人名古屋市シルバー人材センター⑬部内他課公

所の主管に属しないこと 
 

担当課長（地域包括ケアの推進） 

  ①地域包括ケアの推進に係る企画及び総合調整②認知症施策に係る企画及び総合調整③高齢者虐待の防止④地域

包括支援センター及び介護予防の推進（局内他部課の主管に属するものを除く。） 

 

 担当課長（持続可能な敬老パス制度の構築） 
①持続可能な敬老パス制度の構築 

 

介護保険課 

①介護保険に係る予算及び決算の手続②介護保険の趣旨普及③介護保険事業計画④介護保険事業の運営⑤介護認

定審査会⑥高齢者に係る福祉施設（高齢福祉課の主管に属するものを除く。）⑦介護保険法により指定する事業者

（高齢福祉課の主管に属するものを除く。）、介護保険施設及び指定特別給付事業者⑧介護支援専門員の指導監督

⑨特定福祉用具の販売及び住宅改修を行う者に対する検査及び指導助言⑩介護予防・日常生活支援総合事業⑪厚

生院（医療連携推進課の主管に属するものを除く。）⑫有料老人ホーム 

  

 担当課長(要介護認定） 
①要介護認定等②介護認定審査会③要介護認定等に係る訪問調査の委託④主治の医師に対する意見書料の支払 

 

 担当課長（厚生院に係る連絡調整） 
   ①厚生院に係る連絡調整（医療連携推進課の主管に属するものを除く。） 

  

 担当課長（事業者指定） 
   ①高齢者に係る福祉施設の設置の計画、認可及び運営（高齢福祉課の主管に属するものを除く。）②介護保険施設

の指定又は許可③介護保険法により指定する事業者（高齢福祉課の主管に属するものを除く。）の指定④指定特別

給付事業者の指定⑤有料老人ホームの届出 

 

 担当課長（事業者指導） 
①介護保険の保険給付②高齢者に係る福祉施設の運営（高齢福祉課の主管に属するものを除く。）③介護保険法に

より指定する事業者（高齢福祉課の主管に属するものを除く。）、介護保険施設及び介護支援専門員の指導監督④

特定福祉用具の販売及び住宅改修を行う者並びに指定特別給付事業者に対する検査及び指導助言⑤有料老人ホー

ムの指導監督 
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障害福祉部 

 

障害企画課 

①障害者施策の企画及び総合調整②障害者基本計画及び障害福祉計画③障害者の福祉④難病対策（局内他部課公

所及び子ども青少年局の主管に属するものを除く。）⑤障害者に対する理解の促進⑥障害を理由とする差別の解

消の推進⑦障害児福祉手当及び特別障害者手当⑧特別児童扶養手当⑨心身障害者扶養共済事業⑩戦傷病者、戦没

者遺族等の援護⑪障害者スポーツに係る障害者施策の調整⑫アジアパラ競技大会に係る障害者施策の調整⑬障害

者施策推進協議会⑭知的障害者更生相談所及び身体障害者更生相談所⑮精神保健福祉センター⑯総合リハビリテ

ーションセンター⑰社会福祉法人名古屋市総合リハビリテーション事業団⑱部内他課公所の主管に属しないこと 

 

 担当課長（障害者差別解消） 
①障害を理由とする差別の解消の推進 

 

 担当課長（アジアパラ競技大会に係る障害者施策の調整） 

   ①アジアパラ競技大会に係る障害者施策の調整 

  

 担当課長（精神障害者福祉） 

①精神障害者の福祉 
 

 担当課長（総合リハビリテーションセンターに係る企画調整） 

   ①総合リハビリテーションセンターに係る企画及び調整 

   

障害者支援課 

①障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による障害福祉サービス②障害者の就労支援③

地域生活支援事業（障害企画課の主管に属するものを除く。）④障害者に係る施設（障害企画課の主管に属するも

のを除く。）⑤障害支援区分認定等審査会⑥指定障害児相談支援事業者の指定 

 

  担当課長（事業者指導） 
①指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設、指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者の

指導監督 
 

担当課長（障害者の地域生活支援・就労支援の推進） 

  ①障害者の地域生活支援②障害者の就労支援 
 

生活福祉部 

 

保 護 課 

①生活保護②行旅病人及び行旅死亡人③住居のない者の援護④保護施設⑤中国残留邦人等に対する支援給付⑥部

内他課の主管に属しないこと 

 
 担当課長（援護事業・保護施設） 

①住居のない者の援護②保護施設の運営に係る企画及び調整③無料低額宿泊所に係る届出及び指導監督④日常生
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活支援住居施設の認定 
 

 担当課長（システム標準化に係る調整） 

①生活保護システムの標準化 
 

 担当課長（困窮者支援に係る連絡調整） 

① 生活困窮者に対する自立の支援に係る連絡調整（地域共生推進課の主管に属するものを除く。） 
 
担当課長（保護費等の追加給付） 

   ① 生活保護法に準じた保護費等の追加給付 
 

保険年金課 

①国民健康保険及び国民年金に係る予算及び決算の手続②国民健康保険及び国民年金の趣旨普及③国民年金及び

年金生活者支援給付金④国民健康保険事業の運営⑤国民健康保険事業の運営に関する協議会 

 

 担当課長（収納対策） 

 ①国民健康保険の保険料の収納②後期高齢者医療保険料の収納 

 

医療福祉課 

①後期高齢者医療に係る総合的な企画及び調整②後期高齢者医療の実施③障害者医療費の助成④ひとり親家庭等

医療費の助成の実施⑤子ども医療費の助成の実施⑥高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に係る企画及び

調整 

 

 担当課長（高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に係る企画調整） 

   ①高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に係る企画及び調整 

 

健 康 部 

 

保健医療課 

①救急医療その他地域医療（医療連携推進課の主管に属するものを除く。）②医師、看護師その他医療関係職員の

充足対策③保健環境委員④公衆衛生情報⑤陽子線がん治療施設の広域的な利用の促進等⑥衛生研究所⑦局長の指

定する厚生統計調査（人口動態統計及び保健統計に限る。）に係る企画及び調整⑧局長の指定する健康危機管理に

係る総合的な企画及び調整⑨局長の指定する災害医療・健康危機管理対応力の強化に係る調整⑩部内他課公所の

主管に属しないこと 

 

 担当課長（医務指導） 

①局長の指定する保健事業に係る医学的指導②局長の指定する保健事業の総括 

 

 担当課長（災害医療・健康危機管理対応力強化に係る調整） 

   ①局長の指定する災害医療・健康危機管理対応力の強化に係る調整 
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  担当課長（健康危機管理）（５） 

      ①局長の指定する健康危機管理 

 

  担当課長（救急対策等） 

   ①救急対策等に係る調整 

 

感染症対策課 

①局長の指定する感染症の予防及び医療に係る企画及び調整②予防接種（法令に定めるものを除く。）③局長の 
指定する新興再興感染症対応力の強化に係る調整 

 

 担当課長（予防接種） 
①予防接種（法令に定めるものを除く。） 
 

 担当課長（新興再興感染症対応力強化に係る調整）（２） 
   ①局長の指定する新興再興感染症対応力強化に係る調整 
   
健康増進課 

①健康の増進の推進（局内他部課公所の主管に属するものを除く。）②食育の推進に係る企画及び総合調整③成人

保健対策の総合的企画及び関係機関との調整④成人保健対策事業の施行⑤局長の指定する公衆衛生看護⑥局長の

指定する精神保健⑦自殺対策⑧ひきこもりの支援に係る連絡調整（地域共生推進課の主管に属するものを除く。）

⑨局長の指定する食品表示（食品衛生課の主管に属するものを除く。）⑩精神保健福祉審議会⑪クオリティライフ

21城北の連絡調整⑫一般財団法人名古屋市療養サービス事業団 

   

 担当課長（がん対策・食育推進等） 

①がん対策の推進に係る企画及び総合調整②食育の推進に係る企画及び総合調整③局長の指定する健康づくり事  

   業 

 

 担当課長（公衆衛生看護） 

①局長の指定する公衆衛生看護 

 

 担当課長（精神保健・いのちの支援） 

①局長の指定する精神保健②自殺対策③精神保健福祉審議会 

 

 担当課長（ひきこもり支援に係る連絡調整） 

①ひきこもり支援に係る連絡調整（地域共生推進課の主管に属するものを除く。） 

 

医療連携推進課 

   ①医療連携の推進②医療関係施設に係る特命事項の処理③医療連携に係る特命事項の処理 

 

 担当課長（医療関係施設に係る特命事項の処理）（２） 

①医療関係施設に係る特命事項の処理 
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 担当課長（医療連携に係る特命事項の処理） 

①医療連携に係る特命事項の処理 

 

生活衛生部 

 

環境薬務課 

   ①斎場の整備②献血の推進③局長の指定する環境薬務④八事霊園・斎場管理事務所⑤第二斎場及び南陽交流プラ

ザ⑥部内他課公所の主管に属しないこと 

 

  担当課長（八事斎場再整備） 

①八事斎場の再整備 

 

食品衛生課 

①局長の指定する食品衛生及び食品表示②食鳥肉等の衛生③と畜場④動物の愛護⑤食品衛生検査所、動物愛護セ

ンター及び食肉衛生検査所 

   

  担当課長（動物愛護管理・検査業務管理） 
①動物の愛護等 

 

保 健 所 

 

健 康 部 

 

 保健医療課 

①保健所に係る文書及び公印の管守（他部課並びに保健センター及び感染症対策・調査センターの主管に属する

ものを除く。）②健康危機管理に係る総合的な企画及び調整③病院、診療所、助産所及びオンライン診療受診施

設に係る事務の企画及び調整④衛生検査所に係る事務の企画及び調整⑤あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅ

う師、柔道整復師等の施術所に係る事務の企画及び調整⑥歯科技工所に係る事務の企画及び調整⑦厚生統計調査

（人口動態統計及び保健統計に限る。）に係る企画及び調整⑧医療に係る市民相談⑨安全な医療体制の確保に係

る企画及び調整⑩保健センターとの連絡調整⑪地域保健に係る総合的な企画及び調整⑫地域保健に関する情報

の運用及び管理に係る企画及び調整⑬地域保健に関する思想の普及及び向上に係る企画及び調整⑭地域保健に

関する広報活動に係る企画及び調整⑮放射線業務の連絡調整⑯保健所運営協議会⑰衛生教育に係る企画及び調

整⑱災害医療・健康危機管理対応力の強化に係る調整⑲保健所長の指定する救急対策等⑳他部課並びに保健セン

ター及び感染症対策・調査センターの主管に属しないこと 
 

 担当課長（医務指導） 
   ①保健事業に係る医学的指導②保健所長の指定する保健事業の総括③保健所長の指定する感染症対策に係る他局

室及び関係機関との調整④医療の安全確保 
 
担当部長（健康危機管理対応力強化に係る総合調整） 

   ①健康危機管理対応力の強化に係る総合調整 
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 担当課長（災害医療・健康危機管理対応力強化に係る調整） 

   ①災害医療・健康危機管理対応力の強化に係る調整 

  

担当部長（健康危機管理） 

   ①保健所長の指定する健康危機管理 

 

 担当課長（健康危機管理）(５) 

      ①保健所長の指定する健康危機管理 

 

  担当課長（救急対策等） 

①保健所長の指定する救急対策等②保健所長の指定する感染症対策に係る他局室との調整 

 

感染症対策課 

①感染症の予防及び医療に係る企画及び調整②感染症予防協議会及び感染症診査協議会③予防接種（法令で定め

るものに限る。）に係る企画及び調整④試験検査業務の連絡調整⑤特定感染症等の対策⑥保健所長の指定する感染

症予防⑦新興再興感染症対応力強化に係る調整 
  

 担当課長（予防接種） 
   ①予防接種（法令で定めるものに限る。）に係る企画及び調整 
 
 担当課長（新興再興感染症対応力強化に係る調整）（２） 
   ①新興再興感染症対応力強化に係る調整 
  
 健康増進課 
   ①保健所長の指定する健康の増進②歯科口腔保健に係る企画及び調整③受動喫煙対策に係る立入検査及び指導等

④保健師の業務に係る企画及び調整⑤難病患者の保健に係る企画及び調整⑥医療社会事業に係る企画及び調整⑦

食品表示法による食品表示（食品衛生検査所、食肉衛生検査所、保健管理課、健康安全課及び保健予防課の主管

に属するものを除く。）⑧精神保健に係る企画及び調整 
 

 担当課長（公衆衛生看護） 
①保健師の業務に係る企画及び調整②難病患者の保健に係る企画及び調整③医療社会事業に係る企画及び調整 

   

 担当課長（精神保健・いのちの支援） 
   ①保健所長の指定する精神保健に係る企画及び調整 
 

生活衛生部 
 
 環境薬務課 
   ①公衆浴場、興行場、旅館、理容所、美容所及びクリーニング所に係る事務の企画及び調整②住宅宿泊事業に係

る企画及び調整③温泉の利用に係る企画及び調整④ねずみ及び昆虫等の防除に係る企画及び調整⑤井水、上下水

道、プール等の環境の衛生指導に係る企画及び調整⑥浄化槽に係る企画及び調整⑦建築物における衛生的環境の

確保に係る企画及び調整⑧墓地、納骨堂及び火葬場に係る企画及び調整等⑨有害物質を含有する家庭用品の規制

に係る企画及び調整⑩薬局及び医薬品の販売業に係る企画及び調整⑪医療機器の販売業及び貸与業に係る企画及

び調整⑫毒物及び劇物の販売業に係る企画及び調整⑬特定毒物研究者及び業務上取扱者⑭部内他課並びに食品衛
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生検査所、動物愛護センター及び食肉衛生検査所の主管に属しないこと 
 

 食品衛生課 
   ①食品衛生に係る企画及び調整②食中毒に係る総括③食品衛生に係る苦情処理の総括④営業許可及び営業届出制

度等に係る企画及び調整⑤食の安全・安心に係る施策の総合的な推進⑥食品表示に係る企画及び調整⑦食に係る

事件及び事故の総括⑧食の安全確保のための輸入食品、化学物質等の検査に係る企画及び調整⑨食品の収去等に

係る業務管理⑩乳肉及び水産食品の衛生に係る企画及び調整⑪狂犬病予防に係る企画及び調整⑫化製場等の衛生

に係る企画及び調整⑬人獣共通感染症に係る企画及び調整⑭動物の管理に係る企画及び調整 
 

 担当課長（動物愛護管理・検査業務管理） 
   ①動物の管理に係る企画及び調整②狂犬病予防に係る企画及び調整③化製場等の衛生に係る企画及び調整④人獣

共通感染症に係る企画及び調整⑤食品の収去等に係る業務管理 

  

子育て支援部 
 
 子育て支援課 
  ①身体障害児の療育指導等に係る企画及び調整②栄養の改善指導に係る企画及び調整 

 

 担当課長（母子保健） 
   ①保健所長の指定する身体障害児の療育指導等に係る企画及び調整②保健所長の指定する栄養の改善指導に係る

企画及び調整 
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● 3-3 区役所(社会福祉事務所・保健センター)組織図 

 

　

　

区役所 区政部 (略)

(区長)
保健福祉センター

福祉部 民生子ども課 課長補佐(民生子ども)

課長補佐(子ども家庭支援)［西区、瑞穂区及び熱田区に限る］

社
会
福
祉
事
務
所

(

社
会
福
祉
事
務
所
長
＝

区
長

)

課長補佐(地域子育て支援)［西区、瑞穂区及び熱田区を除く］

課長補佐(子ども家庭相談支援の統括)［西区、瑞穂区及び

熱田区を除く］　

課長補佐(生活保護) (4) ［南区に限る］

課長補佐(生活保護統括)［東区を除く］

課長補佐(生活保護)［東区、西区、昭和区、瑞穂区、熱田区、

緑区及び天白区に限る］　

課長補佐(生活保護) (2) ［千種区、北区、中区、中川区、

港区、守山区及び名東区に限る]　

課長補佐(生活保護) (5) ［中村区に限る］

課長補佐(健康管理支援)兼務

担当課長(生活保護)［中村区、中川区、港区及び南区に限る］

担当課長(保護費等の追加 課長補佐(保護費等の追加給付)兼務

　　　　給付)兼務

福祉課 課長補佐(高齢福祉)

課長補佐(包括的支援等の推進)

課長補佐(地域包括ケア推進に係る地域の活力向上)兼務

［北区に限る］　

課長補佐(介護保険)

課長補佐(障害福祉)

課長補佐(精神障害者福祉・難病対策等に係る連絡調整)兼務

保険年金課 課長補佐(収納・年金)

課長補佐(保険・福祉医療)

保健管理課 課長補佐(企画管理)

［千種区、中村区、中区 課長補佐(医療安全)

保
健
セ
ン
タ
ー

 
 
 
（

保
健
セ
ン
タ
ー

所
長
＝

※
１
）

 
 
 
（

保
健
セ
ン
タ
ー

副
所
長
＝

※
２
）

　及び南区に限る］ 課長補佐(食品衛生・動物愛護)

課長補佐(健康危機管理)兼務

担当課長(健康安全)［千種区、中村区、中区及び南区に限る］

環境薬務課 課長補佐(営業施設指導)［南区を除く］

［千種区、中村区、中区 課長補佐(住居衛生・薬務)［南区を除く］

　及び南区に限る］ 課長補佐(営業薬務)［南区に限る］

課長補佐(住居衛生)［南区に限る］

健康安全課 課長補佐(企画管理)

［千種区、中村区、中区 課長補佐(食品衛生・動物愛護等)

　及び南区を除く］ 課長補佐(大規模施設に係るＨＡＣＣＰ監視等)[熱田区に限る]

課長補佐(健康危機管理)兼務
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　※１　保健福祉センター所長［東区、西区、昭和区、守山区及び緑区を除く］・担当課長(医務総括)
　　　［東区、西区、昭和区、守山区及び緑区に限る］

　※２　保健管理課長［千種区、中村区、中区及び南区に限る］・健康安全課長［千種区、中村区、中区
　　　及び南区を除く］

　　　　処理センター)兼務

課長補佐(保護費等の追加給付)兼務

　　　　給付)兼務

担当課長(保健福祉業務オン 課長補佐(保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター) (2)

　　　　ライン申請等事務 　　　　兼務　

社
会
福
祉
事
務
所
支
所

(

社
会
福
祉
事
務
所
支
所
長
＝

区
役
所
支
所
長

)

　　　　［中川区役所富田支所及び緑区役所徳重支所に限る］ 

課長補佐(生活保護統括)［中川区役所富田支所に限る］ 

課長補佐(生活保護)

課長補佐(高齢福祉・介護保険)

課長補佐(障害福祉)

課長補佐(精神障害者福祉・難病対策等に係る連絡調整)兼務

課長補佐(保険・福祉医療・年金)

担当課長(保護費等の追加

区役所支所 区民生活課 （略）

区民福祉課 課長補佐(民生子ども)

課長補佐(子ども家庭相談支援の統括)

課長補佐(アジア・アジアパラ競技大会に係る感染症対策)兼務

　　　　［港区に限る］ 

社
会
福
祉
事
務
所

・
保
健
セ
ン
タ
ー

担当課長(保健福祉業務オン 課長補佐(保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター) (2)

　　　　ライン申請等事務 　　　　兼務　

　　　　処理センター)兼務

　　　　及び熱田区に限る］ 

課長補佐(母子保健に係る地域子育て支援)兼務［西区、瑞穂区、

　　　　及び熱田区を除く］ 

課長補佐(母子保健に係る子ども家庭相談支援の統括) (2)兼務

保
健
セ
ン
タ
ー

課長補佐(公害保健)［熱田区、中川区、港区及び南区に限る］

課長補佐(精神保健・健康づくり)

課長補佐(保健看護)

課長補佐(母子保健に係る子ども家庭支援)兼務［西区、瑞穂区、

　　　　［中川区及び緑区に限る］ 

課長補佐(母子保健に係る子ども家庭相談支援の統括)兼務

　　　　［西区、瑞穂区、熱田区、中川区及び緑区を除く］ 

課長補佐(包括的支援等の推進)兼務

　名東区に限る］ 課長補佐(規制指導) (2)［港区に限る］

保健予防課 課長補佐(保健感染症)

課長補佐(医務)［東区、西区、昭和区及び守山区を除く］

担当課長(医務総括)［東区、西区、昭和区、守山区及び緑区に限る］

公害対策課 課長補佐(環境活動推進)

［西区、港区、南区及び 課長補佐(規制指導)［西区、南区及び名東区に限る］
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● 3-4 区役所(社会福祉事務所・保健センター)事務分掌 

保健福祉センター 福祉部（注１） 
 
民生子ども課 

①社会福祉事務所長印の管守②統計及び諸報告③民生委員及び児童委員④災害援護資金の貸付及び償還⑤

児童及びひとり親家庭等の福祉（福祉課及び保険年金課の主管に属するものを除く。）⑥子ども・子育て支

援法による教育・保育給付認定、施設等利用給付認定及び乳児等支援給付認定⑦子ども・子育て支援法に

よる利用者負担額等の決定⑧特定保育所における保育を行うことに係る利用者負担額等の決定及び徴収⑨

児童福祉法による助産施設及び母子生活支援施設への入所の承諾又は解除⑩児童福祉法による保育所、認

定子ども園又は家庭的保育事業等の利用についての調整等⑪子ども家庭相談及び児童虐待防止（児童福祉

センター、西部児童相談所及び東部児童相談所の主管に属するものを除く。）⑫配偶者等からの暴力の被害

者その他の女性の自立支援に係る相談及び援助⑬地域の子育て支援ネットワーク⑭児童手当の認定、改定、

支給の制限及び支払の差止め並びに届出等の受理（名古屋市職員並びに小規模住居型児童養育事業を行う

者及び障害児入所施設等の設置者に係るものを除く。）⑮児童扶養手当の認定、改定、支給の制限、支払の

差止め及び届出等の受理⑯子ども会、留守家庭児童健全育成事業、児童遊園地等⑰母子福祉資金、父子福

祉資金及び寡婦福祉資金の貸付及び償還⑱ひとり親家庭手当の支給決定、改定、支給の制限、支払の差止

め及び届出等の受理⑲生活保護法による保護の開始、変更、停止又は廃止⑳要保護者の更生指導㉑生活保

護法の医療券及び介護券の交付㉒生活保護法による費用の返還及び徴収㉓生活保護法による保護費の追加

給付㉔地域福祉の推進に係る総合的企画及び連絡調整㉕地域福祉活動の促進㉖区社会福祉協議会㉗部内他

課の主管に属しないこと 

 
 担当課長（生活保護）（中村区、中川区、港区及び南区に限る。） 

            ①区長の指定する区域（以下担当課長（生活保護）の項において「指定区域」という。）内の生活保護法に

よる保護の開始、変更、停止又は廃止②指定区域内の要保護者の更生指導③指定区域内の生活保護法の医

療券及び介護券の交付④指定区域内の生活保護法による費用の返還及び徴収 
 
 担当課長（保護費等の追加給付） 

①生活保護法による保護費の追加給付 
 
福 祉 課 

①障害福祉事務専用区長印の管守②老人福祉法による措置の開始、変更、停止又は廃止③敬老事業その他

高齢者の福祉（後期高齢者医療の実施に係るものを除く。）④包括的支援の推進⑤地域包括ケアの推進⑥

要介護認定等の申請の相談及び受付⑦介護認定審査会の審査部会⑧居宅サービス計画及び介護予防サー

ビス計画⑨介護保険被保険者資格及び被保険者証⑩介護保険料の賦課徴収（特別徴収の保険料に係る特別

徴収義務者への通知及び過誤納金の還付の事務を除く。）⑪介護保険の保険給付、第１号事業支給費並び

に認知症対応型共同生活介護及び介護予防認知症対応型共同生活介護の居住費の助成費（介護保険法によ

り指定する事業者、介護保険施設及び指定特別給付事業者への支払に係るものを除く。）の申請の受付及

び支払その他の給付事務⑫住宅改修支援事業費の支給⑬その他介護保険実施のための事務（介護保険法に

より指定する事業者、特定福祉用具の販売及び住宅改修を行う者、介護保険施設並びに指定特別給付事業

者に対する報告の命令等並びに保険給付に係る損害賠償の請求を除く。）⑭障害者及び障害児の福祉⑮難

病対策（健康福祉局の主管に属するものを除く。）⑯障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律による介護給付費等の支給決定、地域相談支援給付費等の地域相談支援給付決定及び自立支援

医療費の支給認定（障害支援区分の認定に係る訪問調査の委託に係るものを除く。）⑰障害支援区分認定

等審査会の審査部会⑱障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給
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付（指定事業者等、指定相談支援事業者及び指定自立支援医療機関への支払に係るものを除く。）の申請

の受付及び支払その他の給付事務⑲その他障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律に係る事務（指定事業者等、指定相談支援事業者及び指定自立支援医療機関への支払に係るものを除

く。）⑳小児慢性特定疾病医療の実施のための事務（子ども青少年局の主管に属するものを除く。）㉑児童

福祉法による障害児通所給付費等の通所給付決定及び障害児入所給付費の入所給付決定㉒児童福祉法に

よる障害児通所給付費等、障害児入所給付費及びこれらに関連する給付費等の支給（指定障害児通所支援

事業者、指定障害児入所施設、指定障害児相談支援事業者及び指定発達支援医療機関への支払に係るもの

を除く。）の申請の受付及び支払その他の給付事務㉓特別児童扶養手当並びに障害児福祉手当及び特別障

害者手当（国民年金法等の一部を改正する法律（昭和60年法律第34号）附則第97条による福祉手当を

含む。）の認定、支給の制限及び届出等の受理㉔心身障害者扶養共済事業に係る掛金の徴収及び減免、年

金、弔慰金及び地位の喪失に伴う返還金の支払、届出の受理その他書類の経由㉕戦傷病者、戦没者遺族等

の援護㉕引揚者、未帰還者留守家族等の援護 

 
保険年金課（注２） 

①国民健康保険料及び後期高齢者医療保険料その他徴収金に係る徴収の猶予及び滞納処分に関する事務

専用区長印の管守②国民健康保険被保険者資格及び資格確認書等③国民健康保険の金銭給付及び同保険

の給付の資格審査④国民健康保険料の賦課徴収⑤その他国民健康保険実施のための事務（保険給付に係る

損害賠償の請求、保険医療機関等若しくは特定承認保険医療機関又は指定訪問看護事業者への支払及び柔

道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師による施術に係る療養費の支給の事務を除く。）

⑥国民年金、特別障害給付金及び年金生活者支援給付金の申請、請求及び諸届出の受付及び審査⑦その他

国民年金実施のための事務⑧後期高齢者医療保険料の徴収（特別徴収の保険料に係る特別徴収義務者への

通知及び過誤納金の還付の事務を除く。）⑨後期高齢者医療に係る申請及び届出の受付並びに資格確認書

等の引渡し及び返還の受付⑩その他後期高齢者医療の実施のための事務⑪障害者医療費、ひとり親家庭等

医療費及び子ども医療費の助成対象者の資格及び医療証⑫障害者医療費等の助成対象者への支払 
 （注１）社会福祉事務所の所長は、区長の職にある者を、補助組織は、区役所の保健福祉センター福祉部（保険年金 

  課を除く。）をもって充てる。 
（注２）保険年金課の職員は、他区の区長の権限に属する事務のうち、次に掲げる事務を補助執行するものとする。

ただし、当該保険年金課に区間異動（転入）に係る国民健康保険又は後期高齢者医療の変更の届出をしよう

とする被保険者の従前の住所地の区長の権限に属するものに限る。 
①区間異動（転出）に係る国民健康保険の変更届の受理並びにこれに伴う被保険者証の回収又は記載事項の

変更及び保険料の賦課（当該世帯に属する被保険者全員が区間異動（転出）した場合に限る。）②区間異動

（転出）に係る後期高齢者医療の変更届の受付及びこれに伴う被保険者証の返還の受付 
 
保健管理課（千種区、中村区、中区及び南区に限る。）（注３） 

①保健福祉センター（福祉部を除く。）に係る文書及び公印（公害対策事務専用市長印を除く。）の管守並

びに物品等の管理②保健センターに係る庁舎の管理③保健環境委員及び区保健環境委員会④衛生諸団体⑤

区長の指定する健康危機管理⑥区長の指定する医療の安全⑦区長の指定する食品衛生及び食品表示⑧動物

の愛護⑨大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭の防止（悪臭の防止に係る住居等の堆積物

による不良な状態の解消に係る指導を含む。）（南区を除く。）⑩特定工場における公害防止組織並びに公害

防止協定及び環境保全協定（南区を除く。）⑪公害発生状況の巡回監視（南区を除く。）⑫公害の苦情処理

等（南区を除く。）⑬地域環境審議会の運営（南区を除く。）⑭調査請求の処理（南区を除く。）⑮地域にお

ける環境教育の推進（南区を除く。）⑯保健福祉センター（福祉部を除く。）内他課の主管に属しないこと 
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 担当課長（健康安全）（千種区、中村区、中区及び南区に限る。） 
      ①区長の指定する健康危機管理②動物の愛護 
 
環境薬務課（千種区、中村区、中区及び南区に限る。）（注４） 

①区長の指定する営業施設の指導②献血の推進③区長の指定する住居の衛生 
 
健康安全課（千種区、中村区、中区及び南区を除く。）（注５） 

①保健福祉センター（福祉部を除く。）に係る文書及び公印（公害対策事務専用市長印を除く。）の管守並

びに物品等の管理②保健センターに係る庁舎の管理③保健環境委員及び区保健環境委員会④衛生諸団体⑤

区長の指定する健康危機管理⑥区長の指定する医療の安全⑦区長の指定する食品衛生及び食品表示⑧動物

の愛護⑨区長の指定する営業施設の指導⑩献血の推進⑪区長の指定する住居の衛生⑫大気汚染、水質汚濁、

騒音、振動、地盤沈下及び悪臭の防止（悪臭の防止に係る住居等の堆積物による不良な状態の解消に係る

指導を含む。）（西区、港区及び名東区を除く。）⑬特定工場における公害防止組織並びに公害防止協定及び

環境保全協定（西区、港区及び名東区を除く。）⑭公害発生状況の巡回監視（西区、港区及び名東区を除く。）

⑮公害の苦情処理等（西区、港区及び名東区を除く。）⑯地域環境審議会の運営（西区、港区及び名東区を

除く。）⑰調査請求の処理（西区、港区及び名東区を除く。）⑱地域における環境教育の推進（西区、港区

及び名東区を除く。）⑲保健福祉センター（福祉部を除く。）内他課の主管に属しないこと 
 
 担当課長（医務総括）（東区、西区、昭和区、守山区及び緑区に限る。） 
      ①区長の指定する医務の総括 
 
公害対策課（西区、港区、南区及び名東区に限る。）（注６） 

①公害対策事務専用市長印の管守②大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、地盤沈下及び悪臭の防止（悪臭の

防止に係る住居等の堆積物による不良な状態の解消に係る指導を含む。）③特定工場における公害防止組織

並びに公害防止協定及び環境保全協定④公害発生状況の巡回監視⑤公害の苦情処理等⑥地域環境審議会の

運営⑦調査請求の処理⑧地域における環境教育の推進 
 
保健予防課 

①母子保健（健康福祉局の主管に属するものを除く。）②療育等の医療給付③予防接種（法令に定めるも

のを除く。）④公害保健⑤成人保健及び健康づくり事業⑥包括的支援の推進（ 福祉課の主管に属するもの

を除く。 ） ⑦地域包括ケアの推進（福祉課の主管に属するものを除く。）⑧介護予防（福祉課の主管に属

するものを除く。）⑨助産師及び看護師の業務⑩区内保健師、助産師及び看護師関係諸団体⑪子育て総合

相談窓口 
 

 担当課長（保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター） 
①区長の指定する保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター 
 

（注３）次表の左欄に掲げる区の保健管理課の職員は、同表の中欄に掲げる区の市長の権限に属する事務のうち、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる事務を補助執行するものとする。 
左 欄 中 欄 右 欄 

千 種 区 昭和区、瑞穂区及び名東区 区長の指定する医療の安全 

中 村 区 西区、熱田区及び中川区 
中 区 東区、北区及び守山区 
南 区 港区、緑区及び天白区 
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（注４）次表の左欄に掲げる区の環境薬務課の職員は、同表の中欄に掲げる区の市長の権限に属する事務のうち、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる事務を補助執行するものとする。 
左 欄 中 欄 右 欄 
千 種 区 昭和区、瑞穂区及び名東区 ①区長の指定する営業施設の指導②献血の推進

③区長の指定する住居の衛生 中 村 区 西区、熱田区及び中川区 
中 区 東区、北区及び守山区 
南 区 港区、緑区及び天白区 

 
（注５）次表の左欄に掲げる区の健康安全課の職員は、同表の中欄に掲げる区の市長の権限に属する事務のうち、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる事務を補助執行するものとする。 
左 欄 中 欄 右 欄 

熱 田 区 
千種区、東区、北区、西区、中村区、中

区、昭和区、瑞穂区、中川区、港区、南

区、守山区、緑区、名東区及び天白区 

区長の指定する食品衛生及び食品

表示のうち広域的又は専門的であ

るとして市長が指定した事務 

 
（注６）次表の左欄に掲げる区の公害対策課の職員は、同表の中欄に掲げる区の市長の権限に属する事務のうち、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる事務を補助執行するものとする。 
左 欄 中 欄 右 欄 

西 区 
東区、北区、中村区及び中

区 
①大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、地盤沈下及

び悪臭の防止（悪臭の防止に係る住居等の堆積物

による不良な状態の解消に係る指導を含む。）②

特定工場における公害防止組織並びに公害防止

協定及び環境保全協定③公害発生状況の巡回監

視④公害の苦情処理等⑤地域環境審議会の運営

⑥調査請求の処理⑦地域における環境教育の推

進 

港 区 熱田区及び中川区 

南 区 瑞穂区、緑区及び天白区 

名 東 区 千種区、昭和区及び守山区 

 
保健センター 
 
保健管理課（千種、中村、中及び南の保健センターに限る。）（注７） 

①地域保健に係る企画及び調整②保健センターに係る文書及び公印（環境薬務事務専用市長印を除く。）の

管守並びに物品等の管理③健康危機管理の総括④地域保健に関する情報の運用及び管理⑤地域保健に関す

る思想の普及及び向上⑥地域保健に関する広報活動⑦人口動態統計、保健統計及び地域分析⑧病院の検査

指導⑨診療所、助産所及びオンライン診療受診施設⑩衛生検査所⑪あん摩マッサージ指圧師、はり師、き

ゅう師、柔道整復師等の施術所⑫歯科技工所⑬浸水時の消毒（感染症対策・調査センターの主管に属する

ものを除く。）⑭食品衛生営業の許可その他食品衛生⑮食品表示法による食品表示（健康増進課、食品衛生

検査所、食肉衛生検査所及び保健予防課の主管に属するものを除く。）⑯狂犬病予防注射済票の交付等⑰化

製場等からの報告の徴収等⑱人獣共通感染症に係る調査⑲動物の所有者からの報告の徴収等⑳保健センタ

ー内他課の主管に属しないこと 
 

 担当課長（健康安全）（千種、中村、中及び南の保健センターに限る。） 
      ①健康危機管理の総括②食品衛生営業の許可その他食品衛生③食品表示法による食品表示（健康増進課、

食品衛生検査所、食肉衛生検査所及び保健予防課の主管に属するものを除く。）④狂犬病予防注射済票の交

付等⑤化製場等からの報告の徴収等⑥人獣共通感染症に係る調査⑦動物の所有者からの報告の徴収等 
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環境薬務課（千種、中村、中及び南の保健センターに限る。）（注８） 
①環境薬務事務専用市長印の管守②公衆浴場、興行場、旅館、理容所、美容所及びクリーニング所③住宅

宿泊事業④温泉の利用⑤有害物質を含有する家庭用品の規制⑥薬局及び医薬品の販売業⑦医療機器の販売

業及び貸与業⑧毒物及び劇物の販売業⑨ねずみ及び昆虫等の防除（これに係る住居等の堆積物による不良

な状態の解消に係る指導を含む。）⑩井水、上下水道、プール等の環境の衛生指導⑪消毒（感染症対策・調

査センター及び保健管理課の主管に属するものを除く。）⑫浄化槽⑬建築物における衛生的環境の確保⑭墓

地、納骨堂及び火葬場 
 
健康安全課（千種、中村、中及び南の保健センターを除く。）（注９） 

①地域保健に係る企画及び調整②保健センターに係る文書及び公印の管守並びに物品等の管理③保健セン

ター分室における業務の管理（北、西、中川、港、守山及び緑の保健センターに限る。）④健康危機管理の

総括⑤地域保健に関する情報の運用及び管理⑥地域保健に関する思想の普及及び向上⑦地域保健に関する

広報活動⑧人口動態統計、保健統計及び地域分析⑨病院の検査指導⑩診療所、 助産所及びオンライン診療

受診施設⑪衛生検査所⑫あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師等の施術所⑬歯科技工

所⑭食品衛生営業の許可その他食品衛生⑮食品表示法による食品表示（健康増進課、食品衛生検査所、食

肉衛生検査所及び保健予防課の主管に属するものを除く。）⑯狂犬病予防注射済票の交付等⑰化製場等から

の報告の徴収等⑱人獣共通感染症に係る調査⑲動物の所有者からの報告の徴収等⑳公衆浴場、興行場、旅

館、理容所、美容所及びクリーニング所㉑住宅宿泊事業㉒温泉の利用㉓有害物質を含有する家庭用品の規

制㉔薬局及び医薬品の販売業㉕医療機器の販売業及び貸与業㉖毒物及び劇物の販売業㉗ねずみ及び昆虫等

の防除（これに係る住居等の堆積物による不良な状態の解消に係る指導を含む。）㉘井水、上下水道、プー

ル等の環境の衛生指導㉙消毒（感染症対策・調査センターの主管に属するものを除く。）㉚浄化槽㉛建築物

における衛生的環境の確保㉜墓地、納骨堂及び火葬場㉝保健センター内他課の主管に属しないこと㉞住居

の衛生に係る相談等㉟改葬許可㊱大規模施設に係る食品衛生管理（熱田の保健センターに限る。）㊲食品衛

生自主管理認定施設の認定審査（熱田の保健センターに限る。）㊳食品衛生及び食品表示法による食品表示

に関する事項のうち、広域的又は専門的であるとして市長が指定した監視指導に係る事務（熱田の保健セ

ンターに限る。） 
 
保健予防課 

①精神保健②身体障害児の療育指導等③歯科口腔保健④栄養の改善指導⑤保健所長の指定する食品表示法

による食品表示⑥感染症の予防⑦感染症診査協議会結核部会（千種、中村、中及び南の保健センターに限

る。）⑧結核患者等の医療費公費負担⑨予防接種（法令に定めるものに限る。）⑩医療社会事業⑪難病患者

の保健⑫衛生上の試験及び検査⑬レントゲン撮影（千種、中村、中及び南の保健センターに限る。）⑭保健

師の業務⑮衛生教育⑯医務（東、西、昭和及び守山の保健センターを除く。） 
 

 担当課長（保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター） 
①保健所長の指定する保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター 

 
（注７）次表の左欄に掲げる区の保健センター保健管理課の職員は、同表の中欄に掲げる区の保健センター所長の権

限に属する事務のうち、それぞれ同表の右欄に掲げる事務を補助執行するものとする。 
左 欄 中 欄 右 欄 

千 種 区 昭和区、瑞穂区及び名東区 ①病院の検査指導②診療所及び助産所③衛生検

査所④あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう

師、柔道整復師等の施術所⑤歯科技工所 

中 村 区 西区、熱田区及び中川区 
中 区 東区、北区及び守山区 
南 区 港区、緑区及び天白区 
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（注８）次表の左欄に掲げる区の保健センター環境薬務課の職員は、同表の中欄に掲げる区の保健センター所長の権

限に属する事務のうち、それぞれ同表の右欄に掲げる事務（浸水時の消毒（感染症対策・調査センターの主

管に属するものを除く。）を除く。）を補助執行するものとする。 
左 欄 中 欄 右 欄 

千 種 区 昭和区、瑞穂区及び名東区 
①公衆浴場、興行場、旅館、理容所、美容所及びクリ

ーニング所②住宅宿泊事業③温泉の利用④有害物質を

含有する家庭用品の規制⑤薬局及び医薬品の販売業⑥

医療機器の販売業及び貸与業⑦毒物及び劇物の販売業

⑧ねずみ及び昆虫等の防除(これに係る住居等の堆積

物による不良な状態の解消に係る指導を含む。)⑨井

水、上下水道、プール等の環境の衛生指導⑩消毒(感染

症対策・調査センターの主管に属するものを除く。)⑪

浄化槽⑫建築物における衛生的環境の確保⑬墓地、納

骨堂及び火葬場 

中 村 区 西区、熱田区及び中川区 

中 区 東区、北区及び守山区 

南 区 港区、緑区及び天白区 

 
（注９）次表の左欄に掲げる区の保健センター健康安全課の職員は、同表の中欄に掲げる区の保健センター所長の権

限に属する事務のうち、それぞれ同表の右欄に掲げる事務を補助執行するものとする。 
左 欄 中 欄 右 欄 

熱 田 区 

千種区、東区、北区、西区、中

村区、中区、昭和区、瑞穂区、

中川区、港区、南区、守山区、

緑区、名東区及び天白区 

①食品衛生営業の許可その他食品衛生②食品表示法によ

る食品表示（健康増進課、食品衛生検査所、食肉衛生検

査所及び保健予防課の主管に属するものを除く。）のうち

広域的又は専門的であるとして市長が指定した事務 

 
支所（健康福祉局関連抜粋） 
 
区民福祉課（注10） 

①社会福祉事務所長印及び障害福祉事務専用区長印の管守②統計及び諸報告③児童及びひとり親家庭等

の福祉④子ども・子育て支援法による教育・保育給付認定、施設等利用給付認定及び乳児等支援給付認定

の申請等の受付⑤児童福祉法による助産施設及び母子生活支援施設への入所の承諾又は解除⑥児童福祉

法による保育所、認定こども園又は家庭的保育事業等の利用についての調整に係る申込みの受付⑦子ども

家庭相談及び児童虐待防止（児童福祉センター、西部児童相談所及び東部児童相談所の主管に属するもの

を除く。）⑧配偶者等からの暴力の被害者その他の女性の自立支援に係る相談及び援助⑨児童手当の請求

及び届出の受付（名古屋市職員並びに小規模住居型児童養育事業を行う者及び障害児入所施設等の設置者

に係るものを除く。）⑩児童扶養手当の認定、改定、支給の制限、支払の差止め及び届出等の受理⑪母子

福祉資金、父子福祉資金及び寡婦福祉資金の貸付及び償還⑫ひとり親家庭手当の支給決定、改定、支給の

制限、支払の差止め及び届出等の受理⑬生活保護法による保護の開始、変更、停止又は廃止⑭要保護者の

更生指導⑮生活保護法の医療券及び介護券の交付⑯生活保護法による費用の返還及び徴収⑰生活保護法

による保護費の追加給付⑱老人福祉法による措置の開始、変更、停止又は廃止⑲敬老事業その他高齢者の

福祉（後期高齢者医療の実施に係るものを除く。）⑳地域包括ケアの推進㉑要介護認定等の申請の相談及

び受付㉒居宅サービス計画及び介護予防サービス計画㉓介護保険第三者の行為による給付事由届の相談

及び受付㉔介護保険被保険者資格の得喪その他に係る届出の受付及び審査並びに受給資格証明書㉕介護

保険の被保険者証の交付及び回収㉖高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、高額介護予防サ

ービス費及び高額医療合算介護予防サービス費の申請（介護保険施設への支払に係るものを除く。）の受

付及び支払㉗介護保険の第１号事業支給費（介護保険法により指定する事業者への支払に係るものを除
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く。）の申請の受付及び支払㉘居宅介護福祉用具購入費、居宅介護住宅改修費、介護予防福祉用具購入費

及び介護予防住宅改修費の申請の受付及び支払㉙介護保険の負担限度額並びに認知症対応型共同生活介

護及び介護予防認知症対応型共同生活介護の居住費の助成に係る申請の受理、認定及び認定証の交付㉚介

護保険料の減免の申請の受付及び決定㉛その他介護保険事務のうち区長の指定する事項㉜障害者及び障

害児の福祉㉝成年後見制度の利用支援（審判請求の実施に係るものに限る。）㉞難病対策（健康福祉局の

主管に属するもの及び保健福祉センターに係るものを除く。）㉟障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律による介護給付費等の支給決定、地域相談支援給付費等の地域相談支援給付決定及

び自立支援医療費の支給認定（障害支援区分の認定に係る訪問調査の委託及び保健福祉センターに係るも

のを除く。）㊱障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による自立支援給付（指定

事業者等、指定相談支援事業者及び指定自立支援医療機関への支払に係るものを除く。）の申請の受付及

び支払その他の給付事務（保健福祉センターに係るものを除く。）㊲その他障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に係る事務（指定事業者等、指定相談支援事業者及び指定自立支援医療

機関への支払に係るものを除く。）（保健福祉センターに係るものを除く。）㊳小児慢性特定疾病医療の実

施のための事務（子ども青少年局の主管に属するもの及び保健福祉センターに係るものを除く。）㊴児童

福祉法による障害児通所給付費等の通所給付決定（保健福祉センターに係るものを除く。）及び障害児入

所給付費の入所給付決定㊵児童福祉法による障害児通所給付費等、障害児入所給付費及びこれらに関連す

る給付費等の支給（指定障害児通所支援事業者、指定障害児入所施設、指定障害児相談支援事業者及び指

定発達支援医療機関への支払に係るものを除く。）の申請の受付及び支払その他の給付事務（保健福祉セ

ンターに係るものを除く。）㊶特別児童扶養手当等の支給に関する法律による特別児童扶養手当並びに障

害児福祉手当及び特別障害者手当(国民年金法等の一部を改正する法律（昭和 60 年法律第 34 号）附則第

97 条による福祉手当を含む。）の認定、支給の制限及び届出等の受理㊷心身障害者扶養共済事業に係る掛

金の徴収及び減免、年金、弔慰金及び地位の喪失に伴う返還金の支払、届出の受理その他書類の経由㊸精

神障害者福祉及び難病対策等に係る連絡調整㊹国民健康保険被保険者資格の得喪その他に係る届出の受

付及び審査㊺国民健康保険の資格確認書等の交付及び回収㊻国民健康保険の療養費その他の金銭給付の

申請の受付及び支払㊼国民健康保険料の減額賦課及び減免の申請の受付並びに決定㊽国民健康保険の一

部負担金に係る減免㊾国民年金、特別障害給付金及び年金生活者支援給付金の申請、請求及び届出の受付

㊿その他国民健康保険事務及び国民年金事務のうち区長の指定する事項○51後期高齢者医療被保険者資格

の得喪その他に係る申請及び届出の受付○52後期高齢者医療の資格確認書等の引渡し及び返還の受付○53そ

の他後期高齢者医療の実施のための事務のうち区長の指定する事項○54障害者医療費、ひとり親家庭等医療

費及び子ども医療費（以下「障害者医療費等」という。）の助成対象者の資格の取得その他に係る届出の

受付、審査及び認定並びに資格の確認○55障害者医療費等医療証の交付及び回収○56障害者医療費等の支給申

請の受付及び支払 
 

 担当課長（保護費等の追加給付） 
①生活保護法による保護費の追加給付 

 
 担当課長（保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター） 

      ①区長の指定する保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター 
 
（注10） 所長及び区民福祉課の職員は、他区の区長の権限に属する事務のうち、次に掲げる事務を補助執行するもの

と する。ただし、当該支所に区間異動（転入）に係る国民健康保険又は後期高齢者医療の変更の届出をしよ

うとする被保険者の従前の住所地の区長の権限に属するものに限る。 
    ①区間異動（転出）に係る国民健康保険の変更届の受理並びにこれに伴う資格確認書等の回収又は記載事項

の変更及び保険料の賦課（当該世帯に属する被保険者全員が区間異動（転出）した場合に限る。）②区間異動

（転出）に係る後期高齢者医療の変更届の受付及びこれに伴う資格確認書等の返還の受付 
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● 3-5 附属機関 

 
名 称 事 項 委員人員 任期 主 管 課 

名 古 屋 市 健 康 福 祉 局 

指 定 管 理 者 選 定 委 員 会 

健康福祉局所管の施設にかかる指定

管理者の候補者の選定に関する事項

について調査審議 

40人以内 １年 総 務 課 

名古屋市社会福祉審議会 社会福祉に関する事項の調査審議 50人以内 ３年 監 査 課 

名 古 屋 市 

災害弔慰金等支給審査委員会 

災害弔慰金及び災害障害見舞金の支

給に関する事項の調査審議 
７人以内 ３年 監 査 課 

名 古 屋 市 

高 齢 者 施 策 推 進 協 議 会 

高齢者施策の総合的な推進と介護保

険事業の円滑な実施に関する調査審

議 

25人以内 ３年 高 齢 福 祉 課 

名古屋市民生委員推薦会 
民生委員の委嘱を受ける者の推薦に

関する事務 
14人以内 ３年 地域共生推進課 

名古屋市地域密着型サービス等  

及び地域包括支援センター 

運 営 協 議 会 

地域密着型サービス、地域密着型介護

予防サービス及び介護予防支援並び

に地域包括支援センターの設置及び

運営についての調査審議 

19人以内 ３年 
高 齢 福 祉 課 

介 護 保 険 課 

名古屋市介護認定審査会 
要支援認定又は要介護認定に係る審

査及び判定 
636人以内 ３年 介 護 保 険 課 

名 古 屋 市 

福祉有償運送運営協議会 

福祉有償運送に係る自家用有償旅客

運送の登録を申請する場合における

運送の必要性、旅客から収受する対価

に関する事項の審議 

19人以内 ２年 介 護 保 険 課 

名 古 屋 市 

障 害 者 施 策 推 進 協 議 会 

障害者に関する施策についての調査

審議、及びその施策の実施状況を監視 
20人以内 ２年 障 害 企 画 課 

名 古 屋 市 

精 神 保 健 福 祉 審 議 会 

精神保健及び精神障害者福祉に関す

る事項の調査審議 
20人以内 ３年 健 康 増 進 課 

名古屋市精神医療審査会 

精神科病院に入院中の者についての

入院の必要性、入院患者又は家族等か

らの退院請求及び処遇改善請求に関

する事務 

25人 ２年 
精神保健福祉 

セ ン タ ー 

名 古 屋 市 

透 析 療 法 審 査 委 員 会 

更生医療としての人工透析療法の要

否判定についての調査審議 
６人以内 ２年 障 害 企 画 課 
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名 称 事 項 委員人員 任期 主 管 課 

名 古 屋 市 

障害者差別解消調整委員会 

障害者差別相談に係る事案の解決を

図るための助言又はあっせん 
６人 ２年 障 害 企 画 課 

名 古 屋 市 

障害支援区分認定等審査会 

障害支援区分に係る審査及び判定、介

護給付費等の支給要否決定に係る意

見の陳述 

290人以内 ３年 障害者支援課 

名 古 屋 市 

国民健康保険運営協議会 

本市の国民健康保険事業の運営に関

する重要事項の審議 
21人 ３年 保 険 年 金 課 

名 古 屋 市 

保 健 所 運 営 協 議 会 

保健所所管区域内の地域保健及び保

健所の運営に関する事項の審議 
30人以内 ２年 保 健 医 療 課 

名 古 屋 市 

感 染 症 予 防 協 議 会 

感染症の発生予防及びまん延防止並

びに医療の提供のための施策の調査

審議 

30人以内 ２年 感染症対策課 

名 古 屋 市 

感 染 症 診 査 協 議 会 

感染症患者の就業制限、入院勧告等に

関する事項の審議 
35人以内 ２年 感染症対策課 

名 古 屋 市 

予防接種健康被害調査委員会 

本市が行う予防接種に起因する健康

被害等に関する事項の調査審議 
８人以内 ２年 感染症対策課 

名 古 屋 市 衛 生 研 究 所 等 

疫 学 倫 理 審 査 委 員 会 

衛生研究所等が行う疫学研究に関す

る事項の調査審議 
５人 ２年 衛 生 研 究 所 

名 古 屋 市 

指 定 難 病 審 査 会 

指定難病の患者に対する特定医療費

の支給認定に関する事項の審査 
20人以内 ２年 障 害 企 画 課 

名 古 屋 市 

食の安全・安心推進会議 

食の安全・安心の確保のための施策お

よび関係者間の相互理解に関する事

項の協議 

20人以内 ２年 食 品 衛 生 課 

名 古 屋 市 

人とペットの共生推進協議会 

人とペットの共生に向けた施策に関

する事項の調査審議 
20人以内 ２年 食 品 衛 生 課 
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 第４章 分 野 別 施 策  
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● 
●   ４‐１ 地域共生社会の推進   

● 
● 

 
●  （１）  地域福祉 

 
名古屋市では、地域共生社会の実現のため、「なごやか地域福祉2029」 

及び「第２期名古屋市重層的支援体制整備事業実施計画」に基づき、地域福祉 
の推進に努めています。 

地域福祉推進のためには、市や社会福祉協議会等による各種福祉サービス 
とともに、市民のみなさんの自主的な参加による地域福祉活動が重要となり 
ます。 

 
１．なごやか地域福祉2029（第４期名古屋市地域福祉計画・第７次名古屋市社会福祉協議会地域福祉推進計画） 

 地域共生社会の実現のため、地域の福祉課題や生活課題を明らかにし、名古屋市における地域福祉の取り組むべ

き方向性を示すため、令和７年度から令和１１年度までの５か年を計画期間として策定しました。 
この計画は、市の「地域福祉計画」と、名古屋市社会福祉協議会の「地域福祉推進計画」を一体的に策定しており、

市・区社会福祉協議会とともに「なごやか地域福祉2029」を推進しています。 
 

２．重層的支援体制整備事業 

支援を必要とする人を誰一人取り残さない地域共生社会の実現を目指して、令和7年度から令和11年度までの5

か年を計画期間として策定した「第２期名古屋市重層的支援体制整備事業実施計画」に基づき、各相談支援機関が関

係機関と連携して包括的相談支援を行うとともに、区ごとに設置した包括的相談支援チームが、多機関協働の支援、

アウトリーチ等を通じた継続的支援、社会参加に向けた支援及び地域づくりに向けた支援を一体的に実施しています。 

 
３．孤独・孤立対策事業  

孤独・孤立対策推進法に基づき、日常生活若しくは社会生活において孤独を覚えている、又は社会から孤立して

いることにより、心身に有害な影響を受けている状態の方が相談窓口や支援事業の情報を得やすくするため、ポー

タルサイトを活用した周知や講演会開催などの啓発を実施しています。また、官と民と地域の連携を推進するため、

孤独・孤立対策官民連携プラットフォームを設置しています。さらに、「孤独・孤立に至っても支援を求める声を上

げやすい・かけやすい社会」を実現するため、雑談スタンド、夜さんぽといった対話型イベントを実施し、今後単

身者が増加していくことも考慮しながら、働き世代を含めた若い世代への孤独・孤立に関する普及・啓発活動を実

施します。 
 
４．ひきこもり支援事業 

(1) ひきこもり地域支援センターの設置 
ひきこもり本人や家族等からの相談等の支援を行う「ひきこもり地域支援センター」を市内 2 カ所に設置し、

ひきこもり支援コーディネーターを配置してひきこもり支援を推進しています。 
ア 相談支援事業 

ひきこもりに関する面接相談、電話相談、訪問相談及びLINE相談を実施します。 
  イ 居場所づくり事業 
    ひきこもり本人が社会参加をするための第一歩となる居場所を設置します。 

ウ ひきこもり関係機関連絡会議 
ひきこもり支援を行う団体・機関等と行政機関との連携を図り、各団体・機関同士の情報交換・交流を図る

ため、連絡会を開催します。 

地域住民によるふれあい交流活動 
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エ 普及啓発 
ひきこもりへの理解を促進するため、ひきこもりの支援者を対象としたセミナーの実施、情報誌の作成・発

行をします。 
オ 家族支援 

ひきこもり家族教室やひきこもりを考える家族のつどいを開催しています。 
カ  ひきこもり支援サポーター養成研修・派遣事業 

地域でひきこもり本人や家族に対する支援の輪を広げることを目的としたひきこもり支援サポーターを養

成し、家族のつどいなどに派遣します。 
(2)  ひきこもり支援方針の推進 

令和6年度に策定したひきこもり支援方針の内容に沿い、必要な施策について検討します。 
(3)  ひきこもり支援に関する情報発信及び支援につながる環境づくり 

様々な機会を捉えた相談窓口の周知を行うとともに、ポータルサイト・メタバースを活用した支援情報の発信

や居場所の設置を行い、ひきこもり本人や家族等が支援につながる環境づくりを推進します。 
 
５．ワークダイバーシティモデル事業  

働きづらさを抱えている方を対象に障害者就労支援事業所を活用した就労支援を実施する市内事業者に対して、

事業費の一部を助成しています。 
 

６．民生委員・児童委員 

民生委員は、民生委員法の定めるところにより、名古屋市長の推薦に基づいて厚生労働大臣から委嘱されます。

また、児童福祉法に定める児童委員を兼ねています。民生委員・児童委員は、給与は支給されず、社会奉仕の精神

をもって常に住民の立場に立って相談に応じ必要な援助を行い、社会福祉の増進に努めています。 
介護を必要とする高齢者の問題、子ども達が健やかに生まれ育つ環境づくり、障害者福祉の向上などますます多

様化する福祉ニーズに対し、民生委員・児童委員は、地域住民の福祉活動の推進役としての活躍が期待されていま

す。 
(1) 職務 

民生委員法に定められた調査活動、要援助者の相談・援助、社会福祉施設との連携及び支援、関係行政機関の業

務に対する協力、必要に応じた援助活動とともに、ひとり暮らし高齢者をあたたかく見守る運動の推進、その他自

主的な地域福祉活動を行っています。 
(2) 委嘱 

地域住民の信望があり、社会福祉の増進に熱意をもつなどの資格要件を満たし、それぞれの地域から推薦された

人が委嘱されます。 
(3) 任期 

３年 
(4) 定数 

本市では、一般の区域を担当する民生委員・児童委員が3,918名、児童福祉に関する事項を専門的に担当する主

任児童委員が584名となっており、これらの方々が、小学校区を単位とした267の民生委員児童委員協議会に組織

され、活動しています。 

 
７．総合社会福祉会館 

社会福祉活動の振興と市民福祉の向上を図ることを目的として設置し、社会福祉関係者をはじめ広く市民のみな

さんに利用していただく施設です。 
管理・運営は名古屋市社会福祉協議会が行っており、次のような事業が実施されています。 
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① 福祉のひろば 

障害者の授産製品の展示、ボランティア・市民活動情報コーナーの設置など 
② 相談事業 

福祉に関する各種相談 
③ 福祉図書室・情報閲覧コーナー 

福祉関係の図書・資料の閲覧及び一部貸出し 
④ ボランティアセンター 

ボランティアに関する相談、登録、派遣調整、ボランティア保険の受付け 
⑤ トレーニングルーム 

発達援助指導、おもちゃ図書館の開設など 
⑥ その他 

大・中・小会議室、研修室、和室の利用の受付け（福祉目的の利用は無料です） 
 
８．社会福祉協議会 

社会福祉協議会は、社会福祉法に基づき、社会福祉関係者などによって組織された民間が主体の社会福祉推進団

体で、福祉啓発、ボランティア活動の振興、在宅福祉サービスなど地域福祉を推進するための様々な事業を行って

います。 

本市では、名古屋市社会福祉協議会が総合社会福祉会館に、区社会福祉協議会が各区に設置されています。 

名古屋市社会福祉協議会では、福祉基金事業（37頁参照）の他、障害者・認知症高齢者権利擁護事業、成年後見

あんしんセンター事業、高齢者虐待相談センター事業、障害者虐待相談センター事業、高齢者はつらつ長寿推進事

業、いきいき支援センター事業などを実施しています。また、ホームヘルプサービス事業（訪問介護事業）として

の「なごやかヘルプ事業」、ケアマネジャーによる居宅介護支援事業を実施しています。その他社会福祉施設職員の

研修事業に取組むなど幅広い事業を展開しています。なお、現在、各区の社会福祉協議会が設置・運営主体となっ

て在宅サービスの提供と地域福祉活動の推進の拠点である在宅サービスセンターを、各区に１ヶ所ずつ開設してい

ます。 
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市社会福祉協議会の主な事業内容 
① 区社会福祉協議会の活動支援 
② 社会福祉の啓発 
③ 地域福祉活動の振興 

ア 地域福祉推進協議会事業 
イ ふれあいネットワーク活動の推進 
ウ ふれあい給食サービス事業 
エ ふれあいいきいきサロン活動の推進 

④ ボランティア活動の振興 
ア ボランティアセンターの運営 
イ 区社会福祉協議会ボランティアセンターの支援 
ウ ボランティア組織化の促進 

⑤ 福祉基金事業 
⑥ 障害者・認知症高齢者権利擁護事業 
⑦ 成年後見あんしんセンター事業 
⑧ 法人後見センター事業 
⑨ 高齢者虐待相談センター事業 
⑩ 障害者虐待相談センター事業 
⑪ 障害者差別相談センター事業 
⑫ 高齢者はつらつ長寿推進事業 
⑬ 居宅介護支援事業 
⑭ なごやかヘルプ事業 
⑮ いきいき支援センター事業の運営 
⑯ 重層的支援体制整備事業の運営 
⑰ 認知症相談支援センター運営事業 
⑱ 社会福祉施設の連携強化、職員研修事業 
⑲ 障害者雇用支援センター事業 
⑳ 鯱城学園の管理・経営 
㉑ 総合社会福祉会館の管理・経営 
㉒ とだがわこどもランドの管理・経営 
 

９．福祉基金（地域福祉推進・子育て支援基金） 

昭和56年10月の設置以来、寄附金（チャリティの益金や冠婚葬祭のお返しの一部など）を積み立て、その果実

は福祉意識の啓発やボランティア活動の振興、地域福祉事業の推進など、ぬくもりのある福祉風土をつくりあげて

いくための事業に使われています。 

 
10．共同募金 

昭和22年10月以来、毎年赤い羽根共同募金運動が全国的に展開されています。 

市及び各区の共同募金委員会により、街頭、戸別募金や歳末たすけあい募金活動を実施しています。この募金は、

民間社会福祉施設の建物整備や備品の購入、社会福祉協議会を中心とした地域での福祉活動に対する助成、歳末に

おける福祉施設やボランティア団体への支援・援助などに使われています。 
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●  （２） 生活困窮者の自立支援 

 

就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情により、現に経済的に困窮し、最低限

度の生活を維持することができなくなるおそれのある生活困窮者の自立の促進を図るため、本市では、

生活困窮者に対する自立の支援に関する必要な事業を実施しています。 

 

１．生活困窮者自立支援制度の概要 

事業名 事業内容 

自 立 相 談 支 援 事 業 
○ 生活困窮者及びその家族、その他の関係者からの相談に包括的に対応するとともに、

その自立に向けて、アセスメントを行い、プランを作成し支援を実施。 

住 居 確 保 給 付 金 

○ 離職者等であって、所得等が一定水準以下のものに対して、有期で家賃相当額を給

付するほか、収入が著しく減少した者であって、所得等が一定水準以下で家計改善の

ため転居の必要性が認められるものに対し、転居にかかる費用の一部を給付。 

就 労 準 備 支 援 事 業 
○ すぐに一般就労が難しい生活困窮者に対して、一般就労に必要な知識及び能力の向

上が図られるよう、生活訓練や社会訓練を実施。 

就 労 訓 練 事 業 
○ すぐに一般就労が難しい生活困窮者に対して、支援付きの就労・作業などの場（本

市から認定を受けた企業や事務所が行う就労訓練）の利用に向けた支援を実施。 

居 住 支 援 事 業 
○ 住居のない生活困窮者であって、所得が一定水準以下の者に対して、一定期間（３

か月を想定）内に限り、宿泊場所の供与や衣食の供与等を実施。 

家 計 改 善 支 援 事 業 

○ 家計に課題を抱える生活困窮者に対して、家計簿の作成等の家計に関するきめの細

かい相談支援を行うとともに、必要に応じて資金の貸付のあっせんや公的給付の利用

支援等を実施。 

子どもの学習・生活支援事業 
○ 生活保護世帯を含む生活困窮家庭の子どもに対して、高校進学に向けた支援や居場

所づくりなどを行う学習支援事業を実施。 

その他生活困窮者の自立の 

促進を図るために必要な事業 
○ 上記のほか、地域の実情に応じ、生活困窮者の自立に必要な取組みを実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 37 - 
 

２．仕事・暮らし自立サポートセンターの設置 

市内３か所（名駅・金山・大曽根）に設置した「仕事・暮らし自立サポートセンター」では、生活

困窮者の相談と各種支援（住居確保給付金の支給、就労準備支援、就労訓練、家計改善支援等）を一

体的に実施しています。 

地域の中で生活上の課題を抱えながらも自ら支援を求めることができない方やセンターまで相談に

訪れることができない方など、これまで支援につなげることが難しかった方々を早期に把握し支援に

つなげていくために、地域連携・訪問型自立相談支援員を各センターに２名配置して、地域連携の推

進及び訪問相談の充実を図っています。 

また、各センターに就労支援推進員１名を配置し、就労訓練事業所の開拓や利用後の事業所へのフ

ォローを行うなど、就労訓練事業の推進を図っています。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 38 - 
 

●  （３） 生活福祉資金貸付制度 
 
低所得世帯及び障害者・高齢者の属する世帯に対して、資金の貸付と必要な相談支援を行うことに

より、その経済的自立及び生活意欲の助長並びに在宅福祉及び社会参加の促進を図り、安定した生活

を送れるようにすることを目的として、生活福祉資金の貸付制度があります。 
 

次のとおり愛知県社会福祉協議会が資金の貸付けをしています。（申請窓口は区社会福祉協議会） 
 

１．生活福祉資金 

①  総合支援資金 
生計中心者の失業等により日常生活に困難を抱えている世帯に対し、生活の立て直しのため

に、継続的な相談支援と生活費及び一時的な資金の貸付を行う制度です。 
② 福祉資金 
低所得世帯、障害者世帯、高齢者世帯（日常生活上療養又は介護を要する高齢者が属する世

帯に限る。）に対し、日常生活を送る上で、又は自立生活に資するために一時的に必要な費用や、

緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった場合に費用の貸付を行う制度です。 
③ 教育支援資金 

      低所得世帯に対し、就学や入学に必要な費用の貸付を行う制度です。 
     ④ 不動産担保型生活資金 
      ア 不動産担保型生活資金 
       一定の居住用不動産を有し、将来にわたりその住居に住み続けることを希望する低所得の

高齢者世帯に対し、当該不動産を担保として生活費の貸付を行う制度です。 
      イ 要保護世帯向け不動産担保型生活資金 

    一定の居住用不動産を有し、将来にわたりその住居を所有し、又は住み続ける事を希望す
る要保護高齢者世帯に対し、当該不動産を担保として生活保護に優先して生活費の貸付を行
う制度です。 

 
２．臨時特例つなぎ資金 
   住居のない離職者であって、公的給付制度や公的貸付制度による支援を受けるまでの間、当面

の生活に要する資金の貸付を行う制度です。 

  ※条件として、離職者を支援する公的給付制度又は公的貸付制度の申請を受理されていること、

貸付を受けようとする者の名義の金融機関口座を有していること、自立相談支援事業（名古屋

市仕事・暮らし自立サポートセンター）を利用していることが必要となります。 

取扱窓口 区社会福祉協議会 

  制度の内容40頁(「生活福祉資金 資金別貸付条件」)参照 

 

貸付対象 

(1) 低所得世帯 資金の貸付けにあわせて必要な支援を受けることにより独立自活できると認められる

世帯であって、必要な資金を他から受けることが困難である世帯(市民税非課税程度) 

(2) 障害者世帯 「身体障害者手帳」、「療育手帳・愛護手帳（名古屋市）」、「精神障害者保健福祉手帳」

のいずれかの交付を受けた方の属する世帯、あるいは、障害者総合支援法によるサービ

スを利用している方の属する世帯 

(3) 高齢者世帯 日常生活上、療養または介護を必要とする65歳以上の高齢者の属する世帯 
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生活福祉資金 資金別貸付条件（令和８年４月現在） 

(1)生活福祉資金

  ① 総合支援資金

貸付限度額 据置期間 償還期間 貸付利子

生活支援費 生活再建までの間に必要な生活費用

(二人以上) 月20万円以内
(単身)     月15万円以内
・貸付期間は原則3月以内（延

長により最長12月まで）

最終貸付日
から6月以内

住宅入居費
敷金、礼金等住宅の賃貸契約を結ぶために必要な費用
(住居確保給付金の対象者）

40万円以内

一時生活
再建費

生活を再建するために一時的に必要かつ日常生活費で賄うこ
とが困難である費用

60万円以内

※連帯保証人は原則必要であるが、いない場合も申込可。

　② 福祉資金　

貸付限度額 据置期間 償還期間 貸付利子

福祉費
日常生活を送る上で、又は自立生活に資するために一時的に
必要であると見込まれる以下に掲げる費用

生業を営むために必要な経費 460万円 20年

技能習得に必要な経費及びその期間中の生計を維持するため
に必要な経費

技能を習得する期間が
6月程度　130万円
1年程度　220万円
2年程度　400万円
3年以内　580万円

8年

住宅の増改築、補修等及び公営住宅の譲り受けに必要な経費 250万円 7年

福祉用具等の購入に必要な経費 170万円 8年

障害者用の自動車の購入に必要な経費 250万円 8年

中国残留邦人等にかかる国民年金保険料の追納に必要な経費 513.6万円 10年

負傷又は疾病の療養にかかる必要な経費（健康保険の例によ
る医療費の自己負担額のほか、移送経費等、療養に付随して
要する経費を含む。）及びその療養期間中の生計を維持する
ために必要な経費

　療養期間が１年を超え
　ないときは170万円
　1年を超え1年6月以内で
　あって、世帯の自立に
　必要なときは230万円

5年

介護サービス、障害者サービス等を受けるのに必要な経費
（介護保険料を含む）及びその期間中の生計を維持するため
に必要な経費

　介護サービスを受ける
　期間が１年を超えない
　ときは170万円
　1年を超え1年6月以内で
　あって、世帯の自立に
　必要なときは230万円

5年

災害を受けたことにより臨時に必要となる経費 150万円 7年

冠婚葬祭に必要な経費 50万円 3年

住居の移転等、給排水設備等の設置に必要な経費 50万円 3年

就職、技能習得等の支度に必要な経費 50万円 3年

その他日常生活上一時的に必要な経費 50万円 3年

連帯保証
人あり：
無利子

連帯保証
人なし：
1.5％

※原則として生活困窮者自立支援法に基づく支援（名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンター）を受けるとともに、実施主体及び関係
機関から借入後の継続的な支援を受けることに同意していることが必要。

据置期間
経過後

10年以内

資　　金　　種　　類
貸　付　条　件

貸付の日
（生活支援
費と合わせ
て貸付の場
合は、生活
支援費の最
終貸付日）
から6月以内

資　　金　　種　　類
貸　付　条　件

連帯保証
人あり：
無利子

連帯保証
人なし：
1.5％

貸付の日
（分割によ
る交付の場
合には最終
貸付日）か
ら6月以内
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生活福祉資金 資金別貸付条件（令和８年４月現在） 

緊急小口
資金

次の理由により緊急かつ一時的に生計の維持が困難となった
場合に貸し付ける少額の費用
① 医療費又は介護費の支払等臨時の生活費が必要なとき
② 火災等被災によって生活費が必要なとき
③ 年金、保険、公的給付等の支給開始までに生活費が必要
なとき
④ 会社から解雇、休業（事業主都合によるもの）等による
収入減のため生活費が必要なとき
⑤ 滞納していた税金、国民健康保険料、年金保険料の支払
いにより支出が増加したとき
⑥ 公共料金の滞納により日常生活に支障が生じるとき
⑦ 生活困窮者自立支援法に基づく支援や実施機関及び関係
機関からの継続的な支援を受けるために経費が必要なとき
⑧ 給与等の盗難によって生活費が必要なとき
⑨ その他これらと同等のやむを得ない事由があって、緊急
性、必要性が高いと認められるとき
　ア．事故等により損害を受けた場合による支出増
　（ただし、借受人の日常生活に支障をきたす事故等の場合
に限る）
　イ．社会福祉施設等からの退出に伴う賃貸住宅の入居に伴
う敷金、礼金等の支払いによる支出増

10万円以内
貸付の日か
ら2月以内

据置期間
経過後

12月以内
無利子

※連帯保証人について、福祉費は原則必要であるが、いない場合も申込可。緊急小口資金は不要。

※資金種類によっては、連帯借受人が必要な場合あり。

　③ 教育支援資金

貸付限度額 据置期間 償還期間 貸付利子

教育支援費
低所得世帯に属する者が高等学校、大学又は高等専門学校に
就学するのに必要な経費

（高校）月3.5万円以内
（高専）月6.0万円以内
（短大）月6.0万円以内
（大学）月6.5万円以内
※特に必要と認める
場合に限り上限額の

1.5倍の額まで貸付可能

就学支度費
低所得世帯に属する者が高等学校、大学又は高等専門学校へ
の入学に際し必要な経費

50万円以内

※連帯保証人は不要であるが、世帯内に連帯借受人が必要。

　④ 不動産担保型生活資金

貸付限度額 据置期間 償還期間 貸付利子

不動産担保
型生活資金

低所得の高齢者世帯に対し、一定の居住用不動産を担保
として生活資金を貸し付ける資金

・土地の評価額の70％
　程度
・月30万円以内
※集合住宅は対象外

要保護世帯
向け不動産
担保型生活
資金

要保護の高齢者世帯に対し、一定の居住用不動産を担保
として生活資金を貸し付ける資金

・土地及び建物の評価額
　の70％程度（集合住宅
　の場合は50％）
・生活扶助額の1.5倍以内

※貸付期間は、借受人の死亡時までの期間又は貸付元利金が貸付限度額までに達するまでの期間となる。

※連帯保証人について、不動産担保型生活資金は推定相続人から選任が必要、要保護不動産担保型生活資金は不要。

(2) 臨時特例つなぎ資金

貸付限度額 貸付利子

10万円以内 無利子

公的給付・貸付金の
交付後
1月以内

（１年以内の月賦も可）

住居のない離職者であり、離職者を支援するための公的給付制度（失業
等給付、住居確保給付等）及び公的貸付制度（総合支援資金等）の交付
を受けるまでの間、当面の生活費を貸し付ける資金

資　　金　　種　　類
貸　付　条　件

償還期間

据置期間
終了時

年3％、又
は長期プ
ライム
レートの
いずれか
低い利率

資　　金　　種　　類

据置期間
経過後

20年以内
無利子

※原則として生活困窮者自立支援法に基づく支援（名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンター）を受けるとともに、実施主体及び関係
機関から借入後の継続的な支援を受けることに同意していることが必要。

貸　付　条　件

契約の
終了後
3月以内

資　　金　　種　　類
貸　付　条　件

卒業後
6月以内
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地下鉄駅エレベーターの整備 

●  （４）  福祉の環境整備 

 
高齢者や障害者をはじめ市民のみなさんが生活しやすく活動しやすい快

適な都市環境を築いていくため、「福祉都市環境整備指針－人にやさしいま

ち名古屋をめざして－」に基づき広く福祉のまちづくりの推進を図ってい

ます。 
 
１．福祉都市環境整備指針 

指針では福祉の環境整備の基本的な考え方を明らかにするとともに、公共建築物・道路・公園・公共交通機関利

用時のバリアを解消するための標準的な基準について定めています。 

（平成３年11月策定、平成15年２月改定、平成29年３月改定、令和４年３月一部改定） 

 
２．福祉のまちづくり推進会議 

都市施設の整備に指針を活かし、福祉的視点に立ったまちづくりを総合的かつ面的に推進していくため「福祉の

まちづくり推進会議」を開催し、幅広い見地から専門的な審議を行い指針の進行管理に努めています。 
 
３．バリアフリー法に基づく重点整備地区基本構想 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」に基づき、一定の地区を重点整備

地区として定め、旅客施設、官公庁施設、福祉施設等、高齢者・障害者等が生活上利用する施設やその周辺の道路、

駅前広場などを一体的に整備していくための基本構想を策定しています。 

（平成14年度金山駅地区策定、平成15年度名古屋駅地区策定、平成17年度栄・久屋大通駅地区策定、平成20年

度大曽根駅地区策定、令和4年度瑞穂公園陸上競技場地区策定） 

 
４．建築物における福祉環境整備 

(1)「愛知県 人にやさしい街づくりの推進に関する条例」に基づく整備計画に対する指導及び助言 
多数の市民が日常生活や社会活動に利用する建築物について、「愛知県 人にやさしい街づくりの推進に関する条

例」に基づき、届出がなされる福祉の整備計画について、指導及び助言を行っています。（住宅都市局にて取扱い） 
(2) やさしさマーク（福祉環境整備に関する標示板）の交付 

県条例に定める整備基準以上に整備が進んだ建築物で利用者へのソフト面の配慮を行っている場合に、建築主等

の申請に基づいて交付し、建築物の出入口近くに掲示していただいています。 

232施設（民間建築物）に交付（令和7年度末現在） 
 
５．公共交通機関における福祉環境整備 

高齢者や障害者をはじめだれもが安全で快適に利用できるよう、公共交通機関の福祉環境整備を進めています。 
(1) 民間鉄道駅舎へのバリアフリー化設備設置補助 

市内の民間鉄道駅のバリアフリー化設備（エレベーター、バリアフリートイレ、転落防止設備等）の設置に対し

て補助し、公共交通機関の福祉環境整備を広く推進します。（平成26年度より１日の平均乗降者数3,000人以上の

駅を対象に事業費の３分の１の補助を開始） 
(2) 市営交通機関の福祉環境整備 

地下鉄駅へのエレベーター、可動式ホーム柵等の設置や、照明付バス停留所標識の設置等を交通局において進め

ています。 
 

(3) ユニバーサルデザインタクシーの導入補助 
ユニバーサルデザインタクシーの導入に対して補助し、公共交通機関の福祉環境整備を広く推進します。（平成

29年度より１台あたり20万円の補助を開始） 
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６．道路・公園における福祉環境整備 

(1) ユニバーサルゾーン 
全ての人にやさしい「ユニバーサルデザイン」の視点に立ち、より安心・安全で快適なまちづくりをすすめるこ

とを目的に、障害者施設等の周辺をユニバーサルゾーンとして設定し、より安全な道路交通環境を整備・維持して

います。（令和7年度末現在31地区設定） 

(2) 道路・公園の整備 
指針に基づいて、高齢者や障害者の利用に配慮した道路・公園の整備を関連の各局において進めています。 

 
７．バリアフリー整備相談支援事業 

バリアフリーのまちづくりを進めるため、障害者や高齢者をはじめ配慮を必要とする当事者が、市が行う施設整

備に参画する場を設けることで、市や事業者では気づくことのできない施設の使いやすさ等のニーズを施設整備に

反映させ、誰もが使いやすい施設の整備を進めています。 
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わが国では、高齢化の進展に伴い介護を要する高齢者が今

後も増加することが見込まれています。介護が必要となって

も、能力に応じ自立した日常生活を送ることや尊厳をもって

生活することは国民共通の願いですが、介護をする期間の長

期化や介護をしている方の高齢化などにより、介護に関する

課題は大きくなっていきます。 
介護保険制度は、介護を必要とする方の状況や家族の希望

に応じて保健・医療・福祉のサービスを総合的に提供し、老後の不安要因

の１つである介護の問題を社会全体で支えることを目的としています。 
 
＜介護保険の財源＞ 
・在宅サービス 

保険料 

50％ 

第１号被保険者（65 歳以上の方）の 

保険料 23％ 

第２号被保険者（40～64 歳の方）の 

保険料 27％ 

公 費 

50％ 
国 20％ 

国の調整

交付金 

５％ 

都道府県 12.5％ 市町村 12.5％ 

・施設等サービス 

保険料 

50％ 

第１号被保険者（65 歳以上の方）の 

保険料 23％ 

第２号被保険者（40～64 歳の方）の 

保険料 27％ 

公 費 

50％ 
国 15％ 

国 の 調 整

交付金 

５％ 

都道府県 17.5％ 市町村 12.5％ 

 

１．機関 

本市では、区役所福祉課が窓口となり、被保険者資格、要介護・要支援認定、保険料の賦課徴収等

の業務を行い、支所区民福祉課においても被保険者資格等の業務を行っています。 

要介護・要支援認定については、更新申請の郵送受付や認定通知の発送などの業務を名古屋市介護

認定事務センターで集約して行っています。 

また、高齢者の方に関する各種相談等に応じる身近な窓口として、市内で 29 か所のいきいき支援セ

ンター（地域包括支援センター）を運営しています。（52 頁参照） 

 

２．被保険者 

被保険者には、第１号被保険者と第２号被保険者があります。 
第１号被保険者 本市に住所を有する 65 歳以上の方 

第２号被保険者 本市に住所を有する 40～64 歳の医療保険に加入している方 

被保険者証は、第１号被保険者全員と、第２号被保険者のうち被保険者証の交付申請をした方及び

要介護認定等の申請をした方に交付されます。 

● 
●   ４‐２ 高齢者福祉   

● 
● 

●  (１) 介護保険 

通所リハビリテーション
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３．介護サービス・介護予防サービス 

(1) 介護サービス・介護予防サービスを利用できる方 
介護サービス・介護予防サービスを利用できる方は、要支援・要介護の認定を受けた方です。被

保険者の介護が必要な程度を「要支援１」から「要介護５」までの区分で認定します。認定にあた

っては、心身の状況等を把握するための面接による調査（認定調査）及び主治の医師の意見（主治

医意見書）をもとに、保健、医療、福祉の学識経験者で構成される介護認定審査会において審査判

定を行います。 
第１号被保険者 介護や支援が必要と認定された方（病気やけがなど介護や支援が必要となった原

因にかかわらず、介護サービスの対象となります。） 

第２号被保険者 脳血管疾患やがん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込

みがない状態に至ったと判断したものに限る。）など加齢に伴う 16 種類の病気に

より、介護や支援が必要と認定された方 

(2) 介護サービス・介護予防サービスの内容 
要介護認定を受けた方が利用できる介護サービスには、在宅サービス、地域密着型サービス及び

施設サービスがあり、在宅サービス、地域密着型サービスを利用するには、原則として介護支援専

門員（ケアマネジャー）が作成する居宅サービス計画（ケアプラン）を必要とします。 
また、要支援認定を受けた方は、いきいき支援センター（地域包括支援センター）等で作成する

介護予防サービス計画（介護予防ケアプラン）により、介護予防サービスを利用することができま

す。 
ア 在宅サービス 

＜居宅サービス＞ 

訪 問 介 護 ホームヘルパーなどが居宅を訪問して、介護や家事の援助をします。 

訪 問 入 浴 介 護 
浴槽を積んだ入浴車で居宅を訪問して、入浴の介護をします。 

介 護 予 防 訪 問 入 浴 介 護 

訪 問 看 護 医師の指示のもとに、看護師などが居宅を訪問して療養上の世話や診療
の補助を行います。 介 護 予 防 訪 問 看 護 

訪 問 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 医師の指示のもとに、理学療法士や作業療法士などが居宅を訪問して、
リハビリテーションを行います。 介護予防訪問リハビリテーション 

居 宅 療 養 管 理 指 導 医師・歯科医師・薬剤師などが居宅を訪問して、療養上の管理や指導を
します。 介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導 

通 所 介 護 
デイサービスセンターなどの施設で、入浴や食事その他の日常生活上の
支援や機能訓練などを行います。（定員 19 人以上） 

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 介護老人保健施設や病院、診療所などで、理学療法士や作業療法士など
がリハビリテーションを行います。 介護予防通所リハビリテーション 

福 祉 用 具 の 貸 与 

福祉用具の貸し出しを行います。 
〈対象となる福祉用具〉 
車いす、特殊寝台、床ずれ防止用具（空気マットなど）、体位変換器、
手すり・スロープ（取付け工事のいらないもの）、歩行器、歩行補助杖、
認知症老人徘かい感知機器、移動用リフト、自動排泄処理装置など 
※下線の用具は原則要介護２から５までの方が対象です。 
※自動排泄処理装置のうち便が自動的に吸引されるものについては、原

則として要介護４・５の方が対象です。 
※スロープ（可搬型のものを除く）、歩行器（歩行車を除く）、歩行補助

杖（カナディアンクラッチ、ロフストランドクラッチ、プラットフォ
ームクラッチ及び多点杖に限る）については、購入することも可能で
す。 

介 護 予 防 福 祉 用 具 の 貸 与 
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福 祉 用 具 購 入 費 の 支 給 
特定福祉用具販売事業者の指定を受けた事業者から福祉用具を購入し
たときに、その費用の一部を支給します。 
〈対象となる福祉用具〉 
腰掛便座、自動排泄処理装置の交換可能部品、入浴補助用具（いす、手
すり、入浴台、すのこ、介助ベルト）、簡易浴槽、移動用リフトのつり
具、排泄予測支援機器スロープ（可搬型のものを除く）、歩行器（歩行
車を除く）、歩行補助杖（カナディアンクラッチ、ロフストランドクラ
ッチ、プラットフォームクラッチ及び多点杖に限る） 

介護予防福祉用具購入費の支給 

短 期 入 所 生 活 介 護 短期間、特別養護老人ホームなどの施設に入所して、日常生活上の支援
や機能訓練などを行います。 介 護 予 防 短 期 入 所 生 活 介 護 

短 期 入 所 療 養 介 護 短期間、介護老人保健施設などの施設に入所して、医学的管理のもとで
日常生活上の支援や機能訓練などを行います。 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 

特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 指定を受けた有料老人ホームなどに入居している方に、入浴や食事その

他の日常生活上の支援や機能訓練などを行います。 介護予防特定施設入居者生活介護 

＜その他のサービス＞ 

居 宅 介 護 支 援 

介護支援専門員（ケアマネジャー）が、本人の心身状況や家族の希望に
応じた居宅サービス計画（ケアプラン）を作成します。 
また、サービス事業者や介護保険施設との連絡調整、居宅サービスの給
付管理などを行います。 

介 護 予 防 支 援 

本人や家族とともに、生活機能の維持・向上の観点から、適切なサービ
スを利用できるよう介護予防サービス計画（介護予防ケアプラン）を作
成します。 
また、サービス事業者との連絡調整、介護予防サービスの給付管理など
を行います。 

住 宅 改 修 費 の 支 給 

介護のための小規模な住宅改修について、その費用の一部を支給しま
す。 
〈対象となる住宅改修〉 
手すりの取り付け、段差の解消、滑り防止などのための床又は通路面の
材料の変更、引き戸などへの扉の取り替え、洋式便器への取り替え、そ
の他付帯工事 
※改修工事の前に区役所福祉課又は支所区民福祉課への申請が必要で

す。 

介 護 予 防 住 宅 改 修 費 の 支 給 

イ 地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
日中・夜間を通じて、介護職員と看護職員が定期的な訪問を行います。
また、通報や電話などにより、随時の対応も行います。 

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 
夜間の定期的な巡回や通報による訪問介護で、居宅でヘルパーが排せつ
などの介護やその他日常生活上の世話を提供します。 

地 域 密 着 型 通 所 介 護 
定員 18 人以下の小規模なデイサービスセンターなどの施設で、入浴や
食事その他の日常生活上の支援や機能訓練などを行います。 

認 知 症 対 応 型 通 所 介 護 認知症の方を対象に、デイサービスセンターなどの施設で、入浴や食事
その他の日常生活上の支援や機能訓練などを行います。 介護予防認知症対応型通所介護 

小 規 模 多 機 能 型 居 宅 介 護 事業所で入浴や食事その他の日常生活上の支援や機能訓練などを行う
「通い」のサービスを中心に、利用者の状態や希望に応じ、随時「訪問」
や「泊まり」のサービスを組み合わせて提供します。 介護予防小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 
小規模多機能型居宅介護と訪問看護のサービスを組み合わせて提供し
ます。 

認 知 症 対 応 型 共 同 生 活 介 護 認知症の方が、少人数で共同生活する住宅で、入浴や食事その他の日常
生活上の支援や機能訓練などを行います。 
※要支援１の方は対象となりません。 介護予防認知症対応型共同生活介護 

地域密着型特定施設入居者生活介護 
定員 29 人以下の指定を受けた有料老人ホームなどに入居している方
に、食事・入浴その他の日常生活上の支援や機能訓練などを行います。 

地域密着型介護老人福祉施設 
入 所 者 生 活 介 護 

定員 29 人以下の特別養護老人ホームにおいて、介護を行います。 
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※定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、看護小規模多機能型
居宅介護、地域密着型特定施設入居者生活介護は、要介護の方、地域密着型介護老人福祉施設入所者生
活介護は原則要介護３以上の方が利用できます。 

※訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、（介護予防）短期入所生活介護は、共生型サービスとして指
定を受けた場合に、高齢者や障害児者が同一の事業所を利用できます。 
ウ 施設サービス 

介 護 老 人 福 祉 施 設 
（ 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム ） 

常に介護が必要で、家庭での介護が困難なねたきりや認知症の方に対
し、介護を行う施設です。 

介 護 老 人 保 健 施 設 
比較的病状が安定し、介護や看護を必要とする方に対し、看護、医学的
管理のもとでの介護やリハビリテーションなどを行う施設です。 

介 護 医 療 院 
長期療養のための医療と日常生活上の介護を一体的に提供する施設で
す。 

※介護老人福祉施設は原則要介護３以上の方、介護老人保健施設、介護医療院は要介護１～５の方が利用
できます。 
エ 市町村特別給付 

生 活 援 助 型 配 食 サ ー ビ ス 

要介護者に対して、１日１食を限度に食事を居宅に配送するとともに、
利用者の安否確認等を行います。 
利用者負担：配食経費の１割（一定以上の所得の方は２割又は３割、食
事代は別途負担） 

◆ 利用限度額 
要支援・要介護度ごとに、利用できるサービスの限度額があります。 
利用限度額は、居宅サービス、地域密着型サービス（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定

施設入居者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除く。）について適用されます。

ただし、（介護予防）居宅療養管理指導、（介護予防）福祉用具購入費の支給、（介護予防）住宅改修費

の支給、生活援助型配食サービス（市町村特別給付）を除きます。 
要介護度等区分 利用できるサービスの限度額 

要支援１ １か月あたり 5,032 単位 

要支援２ １か月あたり 10,531 単位 

要介護１ １か月あたり 16,765 単位 

要介護２ １か月あたり 19,705 単位 

要介護３ １か月あたり 27,048 単位 

要介護４ １か月あたり 30,938 単位 

要介護５ １か月あたり 36,217 単位 
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４．利用者負担 

(1) 利用者負担 
ア 原則としてかかった費用（介護報酬）の１割（一定以上の所得の方は２割又は３割）の負担と

なります。（介護サービス計画（ケアプラン）の作成費用については利用者負担はありません。） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

※１ 合計所得金額とは、前年の１月から 12 月までの１年間の年金所得、給与所得、事業所得、土地・建物

等や株式等の譲渡による所得などを合計した金額（土地・建物等の譲渡所得に係る特別控除が適用され

る場合は、この控除額を差し引いた金額）です。また、平成 30 年度税制改正に伴う給与所得控除、公的

年金等控除の引き下げによる影響を考慮し、引き下げがなかった場合と同額に調整して計算します。 

※２ 年金収入には、遺族年金や障害年金などの非課税年金は含まれません。 

イ 福祉用具を購入した場合及び住宅改修をした場合の費用は、利用者が立て替え払いし、後から

費用から利用者負担を除いた額を支給します。ただし、受領委任払い取扱事業者を利用する場合、

利用者負担の支払いのみでサービスを受けることができます。 

ウ 通所介護（地域密着型含む）、通所リハビリテーション、認知症対応型共同生活介護及び特定施

設入居者生活介護（地域密着型含む）については、食費（認知症対応型共同生活介護については

食材料費）のほか、おむつ代などの日常生活に要する実費が別にかかります。 

エ 施設サービスについては、居住費及び食費のほか、理美容代などの日常生活に要する実費が別

にかかります。 

オ 短期入所サービス（ショートステイ）については、滞在費及び食費のほか、日常生活に要する

実費が別にかかります。 

カ 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護については、利用するサービスによ

り、食費、宿泊費のほか、おむつ代などの日常生活に要する実費が別にかかります。 

(2) 低所得者などへの負担軽減制度 

ア 特定入所者介護サービス費 

施設サービス及び短期入所サービス（ショートステイ）の居住費（滞在費）・食費については、

本人の所得・資産や世帯の課税状況等によって利用者負担段階が設けられ、その段階ごとに、居

住費(滞在費)・食費の負担の限度が決められます※。 

※配偶者がいる場合は、世帯が分かれていてもその配偶者の課税非課税や資産も勘案します。 

負担割合 基 準 （以下①②のいずれにも該当する場合） 

３割 

①本人の合計所得金額（※１）が 220 万円以上 

②同一世帯の 65 歳以上の方の年金収入（※２）と 

合計所得金額（※１）（年金収入に係る所得分を除く）の合計が 

単 身 世 帯 340 万円以上 

２人以上世帯 463 万円以上 

２割 

上記以外の方で、 

①本人の合計所得金額（※１）が 160 万円以上 

②同一世帯の 65 歳以上の方の年金収入（※２）と 

合計所得金額（※１）（年金収入に係る所得分を除く）の合計が 

単 身 世 帯 280 万円以上 

２人以上世帯 346 万円以上 

１割 

上記以外の方 

・64 歳以下の方、市町村民税非課税の方、生活保護受給者等は 

所得に関わらず１割負担です。 
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＜利用者負担段階別の適用要件と利用者負担限度額（日額）＞ 令和８年８月から  の金額に変わります。 

利用者負担段階 

預貯金額等 

（＊1）要件 

（夫婦の場合） 

居住費（円） 食費（円） 

ユニット 

型個室 

ユニット

型 

個室的 

多床室 

従来型 

個室 
多床室 

短期 

入所 
施設 

第
１
段
階 

生活保護等受給者 要件なし 

880 550 
550

（380） 
0 300 300 

世帯全員が市町村民税非課

税の老齢福祉年金受給者 

1,000 万円以下 

(2,000 万円以下)  

第
２
段
階 

世帯全員が市町村民税非課

税かつ本人年金収入等（＊2）

が年間 80 万 9,000 円（＊3）

以下 

650 万円以下 

(1,650 万円以下） 
880 550 

550

（480） 
430 600 390 

第
３
段
階
① 

世帯全員が市町村民税非課

税かつ本人年金収入等（＊2）

が年間 80 万 9,000 円（＊3）

超 120 万円以下 

550 万円以下 

(1,550 万円以下） 
1,370 1,370 

1,370 

(880) 
430 

1,000 650 

1,030 680 

第
３
段
階
② 

世帯全員が市町村民税非課

税かつ本人年金収入等（＊2）

が年間 120 万円超 

500 万円以下 

(1,500 万円以下) 

1,370 1,370 
1,370 

(880) 
430 1,300 1,360 

1,470 1,470 
1,470 

（980） 

430（*4） 

530 
1,360 1,420 

基準費用額 2,066 1,728 
1,728 

(1,231) 

437 

697(*5) 

(915) 

1,445 

1,545 

（*1）第２号被保険者の預貯金額等の要件は、利用者負担段階にかかわらず 1,000 万円以下（夫婦の場合

は 2,000 万円以下）です。 

（*2）合計所得金額（年金収入に係る所得部分を除く）と課税年金収入額と非課税年金収入額の合計を指

します。なお、合計所得金額については、47 頁の※１をご参照ください。 

（*3）令和８年８月以降、80 万 9,000 円から 82 万 6,500 円に引き上げとなります。 

（*4）介護老人保健施設・介護医療院の多床室において室料負担が発生しない場合の金額です。 

（*5）介護老人保健施設・介護医療院の多床室において室料負担が発生する場合の費用です。 

※ 第１段階～第３段階②以外の方（市町村民税課税世帯の方）は基準費用額によらず、施設との契約金額

をお支払いいただくことになります。 

※ ( )内の金額は、介護老人福祉施設又は短期入所生活介護を利用した場合の金額です。 

ユニット型個室……食事や談話ができる共同生活室を併せ持ち、一定の基準を満たした完全な個室 
ユニット型個室的多床室……食事や談話ができる共同生活室を併せ持つが、一定の基準を満たしていない個室 
従 来 型 個 室……食事や談話ができる共同生活室がない個室 
多 床 室……上記のいずれにも該当しない定員２人以上の部屋 
(市町村民税課税者に対する居住費・食費の軽減) 

負担限度額の認定は市町村民税が課税されている世帯は対象になりませんが、高齢夫婦などで一方

が施設に入所した場合、在宅で生活する配偶者が生計困難にならないよう、一定の要件を満たす場合

には、居住費・食費が軽減されます。 
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イ 高額介護サービス費 
同一世帯の利用者が支払った利用者負担の１か月あたりの合計が一定の上限を超えるときは、

申請により高額介護サービス費としてその超えた額を支給します。 
ただし、次の負担は高額介護サービス費の対象となりません。 
①福祉用具購入や住宅改修にかかる負担 
②施設における居住費（短期入所の場合は滞在費）及び食費 
③理美容代などの日常生活に要する実費 
④配食サービス（生活援助型・自立支援型）にかかる負担等 

＜利用者負担の上限（１か月あたり）＞ 

利用者負担段階区分 上限額 

生活保護の受給者など 15,000 円（個人） 

世帯全員が

市町村民税

非課税 

・老齢福祉年金受給者 

・公的年金等（※１）の収入金額と合計所得金額

（※２）の合計が 80 万 9,000 円（※３）以下

の方 

15,000 円（個人） 

 24,600 円 

市町村民税

課税世帯 

課税所得 380 万円未満（※４）（※５） 44,400 円 

課税所得 380 万円以上課税所得 690 万円未満 

（※５） 
93,000 円 

課税所得 690 万円以上（※５） 140,100 円 

※１ 障害年金・遺族年金等の非課税年金は除きます。 

※２ 合計所得金額については 47 頁の※１をご参照ください。 

※３ 令和８年８月以降、80 万 9,000 円から 82 万 6,500 円に引き上げとなります。 

※４ 課税世帯において、世帯内の被保険者が第二号被保険者のみの場合の限度額は 44,400 円とします。 

※５ 世帯内の最も所得の高い第一号被保険者（本人含む）の課税所得となります。 

ウ 高額医療合算介護サービス費 

「イ 高額介護サービス費」の支給に加え、各医療保険（国民健康保険、被用者保険、後期高

齢者医療制度）における世帯内で、１年間（毎年８月から翌年７月）の医療保険と介護保険の自

己負担額を合算した額から世帯の負担限度額（年額）を差し引いた額が 501 円以上となる場合、

この限度額を超えた分の内、介護保険に係る部分を「高額医療合算介護サービス費」として支給

します。なお、医療保険に係る部分については「高額介護合算療養費」として医療保険者より支

給されます。 
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＜世帯の負担限度額（年額）＞ 

【70 歳以上の方、後期高齢者医療の方】 

保険区分 

所得区分 

・後期高齢者医療（世帯内の被保険者）＋介護保険 
・被用者保険又は国民健康保険（世帯内の 70～74 歳）

＋介護保険 

① 一定以上 

所 得 が 

ある世帯 

課
税
所
得 

690 万円以上 212 万円 

380 万円以上 690 万円未満 141 万円 

145 万円以上 380 万円未満  67 万円 

② 一般世帯  56 万円 

③ 市町村民税非課税世帯  31 万円 

④ ③のうち、所得が一定以下の世帯  19 万円 

 

【70 歳未満の方】 

   保険区分 
所得区分 

被用者保険又は国民健康保険（世帯内の 70 歳未満） 
＋介護保険 

所 

得 

額 

901 万円超 212 万円 

600 万円超 901 万円以下 141 万円 

210 万円超 600 万円以下  67 万円 

210 万円以下  60 万円 

市町村民税非課税世帯  34 万円 

  ※所得区分は基準日（７月 31 日）現在の医療費の自己負担限度額で適用される区分です。 

  ※所得とは前年中（１～７月は前々年中）のすべての所得（退職所得を除く）を合計した金額から基礎

控除額を差し引いた後の額です。 

  ※所得区分④の世帯の中で、介護サービス・介護予防サービスを実際に利用している方が複数いる場合、

③の負担限度額が適用されます。 

エ 社会福祉法人等による利用者負担軽減制度 
生活保護受給者若しくは中国残留邦人等支援給付受給者又は市町村民税非課税世帯で、世帯収

入や、預貯金等について一定条件にあてはまる方に対し、社会福祉法人及び本市が運営する一定

の介護サービス事業にかかる利用料等について、利用者負担額を軽減します。 
オ 利用者負担の減免 

災害により住宅などに著しい損害を受けたことや、生計を支えている方が長期間入院したこと

などにより、利用者負担の支払いにお困りの方は、申請により利用者負担が減免されることがあ

ります。 
 
５．地域支援事業・保健福祉事業 

平成 28 年６月から開始した介護予防・日常生活支援総合事業のほか、被保険者が要介護状態等にな

ることを予防するとともに、要介護状態等になった場合でもできるだけ地域において自立した日常生

活を営むことができるよう支援するため、包括的支援事業及び任意事業、保健福祉事業を行っていま

す。 

(1) 介護予防・日常生活支援総合事業 

要支援の方や要支援になるおそれのある方の多様な生活支援のニーズに地域全体で応えていくた

め、これまで全国一律の基準で提供してきた予防給付の一部サービス（介護予防訪問介護及び介護

予防通所介護）を介護予防・日常生活支援総合事業に移行し、多様な担い手による新しいサービス

を提供するとともに、従来の介護予防事業の内容もあわせて見直し、介護予防と日常生活の自立に

向けた支援を行います。 
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要支援者の方や要支援者になるおそれのある方が利用できる「サービス・活動事業」と、65 歳以

上のすべての方が利用できる「一般介護予防事業」を実施します。 

なお、「サービス・活動事業」の利用にあたり、要支援認定だけでなく、基本チェックリストによ

る事業対象者の判定が加わり、簡易な手続きで迅速なサービス利用開始が可能となりました。 

 

サ
 
ビ
ス
・
活
動
事
業 

訪
問
サ
 
ビ
ス 

予 防 専 門 型 

訪 問 サ ー ビ ス 
ホームヘルパーなどが居宅を訪問して、介護や家事の援助をします。 

生 活 支 援 型 

訪 問 サ ー ビ ス 

ホームヘルパーや名古屋市が開催する介護や生活支援の技術を学ぶ

研修を修了した方が居宅を訪問し、自立を目指した計画のもと、掃

除・洗濯・調理等の生活支援を行います。 

地域支えあい型 

訪 問 サ ー ビ ス 

学区の地域福祉推進協議会と連携し、地域の元気な高齢者を中心と

したボランティアが、ゴミ出しや電球の交換等の日常のちょっとし

た困りごとに対する生活支援のサービスを提供します。 

短期集中予防型

訪 問 サ ー ビ ス 

専門職が家庭を訪問し、転倒骨折予防を目的とした運動指導や生活

の提案します。 

通
所
サ
 
ビ
ス 

予 防 専 門 型 

通 所 サ ー ビ ス 

デイサービスセンターなどの施設で、入浴や食事その他の日常生活

に必要な介護を行います。 

ミ ニ デ イ 型 

通 所 サ ー ビ ス 

デイサービスセンターなどの施設において、自立した生活を目指し、

「いきいき元気プログラム（なごや介護予防・認知症予防プログラ

ム）」を活用した機能訓練等を受けていただくサービスです。 

運 動 型 

通 所 サ ー ビ ス 

デイサービスセンターや介護老人保健施設、フィットネスクラブ等

において、転倒予防や足腰の筋力保持のため、自宅でもできる軽い

運動や体操等を行います。 

生
活
支
援 

サ
 
ビ
ス 

自 立 支 援 型 

配 食 サ ー ビ ス 

自立した生活や栄養改善、身体能力の維持・向上のため、１日１食

を限度に、配食サービスを提供し、併せて、利用者の安否確認を行

い、必要な場合に関係機関等へ連絡します。 

そ
の
他 

介 護 予 防 ケ ア 

マ ネ ジ メ ン ト 

いきいき支援センターの介護支援専門員等が、利用者の心身の状況

や希望等を踏まえて、利用するサービスの種類を定めたケアプラン

を作成し、併せてサービス事業者等との利用調整を実施します。 

一
般
介
護
予
防
事
業 

介
護
予
防 

把
握
事
業 

介 護 予 防 把 握 

推 進 事 業 

関係機関の連携・協力の下、介護予防の普及・啓発を通じて介護予

防の取り組みが必要な高齢者を把握し、介護予防事業の参加につな

げます。 

介
護
予
防
普
及
啓
発
事
業 

い き い き 教 室 

高齢者全体に広く介護予防を推進するため、各区保健センター等に

おいて、認知症予防や運動機能、栄養、口腔等に関する介護予防教

室や講演会等を開催し、介護予防の普及啓発を行います。 

な ご や 健 康 

カ レ ッ ジ 

健康づくりのきっかけとなるよう、大学と連携して科学的根拠を重

視した、楽しく続けられる健康づくり講座を開催します。 

な ご や 介 護 

予 防 ・ 認 知 症 

予防プログラム 

認知症予防や運動・栄養・口腔等介護予防に関する各分野の取り組

みをプログラム化した「いきいき元気プログラム（なごや介護予防・

認知症予防プログラム）」を、ミニデイ型通所サービスで提供するた

めに研修等を実施するほか、高齢者全体にプログラムの一部を普及

啓発します。 
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フレイル予防の

推 進 

介護予防活動に取り組むきっかけとするためのフレイルテスト等を

活用した周知・啓発や、フレイル予防に取り組むリーダーの養成を

行います。 

一

般

介

護

予

防

事

業 

地
域
介
護
予
防 

活
動
支
援
事
業 

高齢者はつらつ 

長 寿 推 進 事 業 

コミュニティセンターなどの身近な場所でレクリエーションなどを

通し、自主活動（仲間づくり）の支援を行います。 

高 齢 者 サ ロ ン 

推 進 事 業 

高齢者の方が、身近な場所で気軽に集まり、楽しくふれあいを深め

て交流できるサロンの運営、サロン活動を実践するキーパーソンの

育成やネットワークづくりを併せて推進します。 

福 祉 会 館 

認知症予防事業 

高齢者やその支援者に対して、認知症予防に資する知識や活動を普

及啓発するとともに、地域で活躍するリーダーを養成することで地

域の自主的な活動へつなげます。 

一
般
介
護 

予
防
事
業 

評
価
事
業 

総 合 事 業 

評 価 事 業 

総合事業を効果的かつ効率的に実施するため、各種事業の実施回数、

利用者数、基本チェックリストの結果等のデータや各種事業の利用

者を対象としたアンケート等により検証を行います。 

地
域
リ
ハ
ビ
リ 

テ
 
シ
 
ン 

活
動
支
援
事
業 

地域サロン活動 

等 支 援 事 業 

地域における介護予防の取り組みを強化するため、サロン等住民主

体の場へ各保健センターの専門職や地域のリハビリテーション専門

職が訪問し、自立支援に資する取組みを促す仕組みを構築します。 

※予防専門型訪問サービス及び予防専門型通所サービスは、共生型サービスとして指定を受けることがで

き、高齢者や障害児者が同一の事業所を利用しやすくなります。 
(2) 包括的支援事業 

地域支援事業における包括的支援事業として、いきいき支援センターの運営、在宅医療・介護連

携推進事業等を実施します。 
①いきいき支援センターの運営 

いきいき支援センター（地域包括支援センター）を設置し、高齢者の方が住み慣れた地域で

自立した生活を営むことができるよう次の事業を行っています。 
・総合事業や介護予防サービスを適切に利用するためのケアマネジメント 
・介護サービスやその他保健・福祉サービスの利用に関する相談 
・高齢者虐待や権利擁護に関する相談 
・相談内容に応じた各種情報提供や関係機関の紹介 
・認知症の人を介護する家族への支援事業 
・見守り支援に関する個別ケースへの対応や電話による見守り活動の実施（高齢者の見守り支

援事業） 
②在宅医療・介護連携推進事業及び在宅医療体制の整備事業 

在宅医療・介護連携推進事業では、在宅医療と介護サービスを連携して提供できるよう、在

宅医療・介護連携推進会議や在宅医療・介護連携支援センターの運営等を通じ、医療機関と介

護サービス事業者等の連携を推進します。また、在宅医療体制の整備事業では、在宅医療支援

センターの運営等を通じ、在宅療養者の病状の急変時の往診や自宅等での看取りの実施が可能

となるよう在宅医療体制の整備を推進しており、在宅医療・介護連携支援センター及び在宅医

療支援センターを、合わせて「名古屋市はち丸在宅支援センター（愛称）」として運営すること

で、両事業を一体的に推進します。 
③在宅歯科医療・介護連携推進事業 

在宅歯科医療と介護サービスを連携して提供できるよう、在宅歯科医療・介護連携推進会議
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や在宅歯科医療・介護連携室の運営等を通じ、歯科医療機関と介護サービス事業者等の連携を

推進します。 
④認知症初期集中支援チーム及び認知症地域支援推進員 

認知症になっても安心して生活できる地域を実現するため、認知症の人等を訪問し、初期の

支援を包括的、集中的に行う「認知症初期集中支援チーム」の運営や医療機関、介護サービス

事業者等地域の関係機関をネットワークでつなぎ、認知症の人等にやさしいまちづくりに取り

組む「認知症地域支援推進員」の配置を行い、認知症の早期診断・早期対応に向けた地域支援

体制の構築を図ります。 
⑤高齢者サロンの整備等生活支援推進事業 

サロン等の生活支援の基盤整備と充実を図るために各区社会福祉協議会に生活支援コーディ

ネーターを配置し、担い手の育成、ネットワークづくりを推進するほか、協議体を設置し、生

活支援ニーズの把握や情報交換を行います。 

(3) 任意事業 
地域支援事業における任意事業として、介護給付費適正化事業、家族介護支援事業等を実施します。 

①介護給付費適正化事業 

国保連合会から提供される適正化システムデータにより、介護報酬の請求に疑義のある事業

者を抽出し、電話及び文書により請求内容の再確認を行っています。 

②認定調査適正化事業 

適正かつ公平な要介護認定の確保を図るため、要介護認定の認定調査の内容について、名古

屋市介護認定事務センターで書面による全件点検を行っています。 

その他、より公平公正な認定調査を行うため、区分変更申請と更新申請の一部の認定調査を

事務受託法人へ委託するなど、取り組みを行っています。 

③介護保険住宅改修実態調査事業 

住宅改修費の支給について、改修予定や改修を行った一部の住宅を市職員が訪問し、改修内

容を確認して、不適切な請求の防止を図ります。 

④家族介護者教室事業 

介護の必要な高齢者等を介護している方に介護の相談、介護技術の指導を行い、介護者相互

の交流を図っています。 

⑤家族介護慰労金の支給 

介護保険の要介護認定で要介護４又は５と認定され、過去１年間に介護保険サービス等を受

けずに在宅で過ごした方を介護している同居の親族及びファミリーシップ宣誓者に年額 10 万

円を支給します。所得要件は、介護者、被介護者ともに世帯員全員が市町村民税非課税。 

⑥高齢者住宅改修相談事業 

介護の必要な高齢者等のために、住宅の改良を希望する人を対象に居宅を訪問し、その相談

に応じ助言を行っています。 

⑦住宅改修支援事業 

介護保険の住宅改修費に相当する給付の支給をする際に必要とされる住宅改修理由書を居宅

介護支援・介護予防支援（ケアプラン）・（介護予防）小規模多機能型居宅介護・看護小規模多

機能型居宅介護を受けていない利用者に対して作成した場合のその作成業務について補助を行

うものです。（１件 2,000 円） 

⑧高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）生活援助員の派遣 

高齢者の生活特性に配慮した設備・仕様が施され、近接の高齢者福祉施設等への緊急通報シ

ステムが設置された市営県営住宅（シルバーハウジング）に生活援助員を派遣し、入居者の生

活に関する相談、安否確認、関係機関への連絡などを行います。 
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⑨成年後見制度利用支援事業 

認知症等により成年後見制度の利用が必要な方のうち、成年後見制度の利用に必要となる費

用の負担が困難と認められる方に対して、成年後見制度の利用に係る費用の全部又は一部を助

成します。 

⑩成年後見あんしんセンター 

認知症等によって判断能力が不十分となり、自分一人では契約や財産管理が難しい方が安心

して生活できるよう、成年後見制度に関する相談や利用支援を行っています。また、ボランテ

ィアで後見活動を担う市民後見人の養成なども行っています。 

⑪高齢者虐待の相談支援事業 

ア 高齢者虐待相談センター 

高齢者やその家族、居宅介護支援事業者などを対象に虐待にかかる電話相談や面接相談、

法律相談、介護者・養護者のこころの相談（予約制）などを行っています。 

イ 休日・夜間電話相談 

土日祝日、夜間帯に高齢者虐待に関する電話相談を行っています。 

ウ 高齢者短期入所ベッド確保等事業 

家族等からの虐待により、緊急に高齢者を保護する必要が生じた場合に備え、予め短期入

所用ベッドを確保又は空床を活用する事業を行っています。 

 

⑫認知症高齢者グループホーム居住費助成事業 

認知症高齢者グループホームを利用する、一定の要件等を満たす方（預貯金等が一定額(※１)

以下であり以下の要件に該当する方（※２））に対して、居住費（家賃・光熱水費）を助成しま

す。 

所得要件 助成額 

市町村民税非課税世帯（※３）で、本人の年金収入（遺族年金・障害年金等

の非課税年金を含む）と合計所得金額（年金収入に係る所得分を除く）(※

４)の合計が 80 万 9,000 円（※５）以下の方 

20,000 円／月（上限） 

市町村民税非課税世帯（※３）で、本人の年金収入（遺族年金・障害年金等

の非課税年金を含む）と合計所得金額（年金収入に係る所得分を除く）（※

４）の合計が 80 万 9,000 円（※５）を超える方 

10,000 円／月（上限） 

※１ 単身で 1,000 万円、夫婦で 2,000 万円です。 

※２ 生活保護受給者又は中国残留邦人等支援給付受給者については、助成の対象になりません。 

※３ 別世帯に配偶者がいる場合は、その配偶者も判定に含みます。 

※４ 「合計所得金額」については、47 頁の※１をご参照ください。 

※５ 令和 8 年 8 月以降、80 万 9,000 円から 82 万 6,500 円に引き上げとなります。 

 

(4) 保健福祉事業 
①在宅要介護高齢者等寝具貸与事業 

介護保険の要介護認定で要介護４又は５と認定され、世帯員全員が市町村民税非課税である在

宅の方に寝具一式を無償で貸与するとともに、ねまき・シーツ・カバー類を定期的に交換してい

ます。 

②おむつ等購入費用助成 

    令和 9 年 2 月よりおむつ等の購入費用に対する助成を実施します。（対象者要件あり） 
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６．保険料 

(1) 第１号被保険者の保険料 
保険料額は所得などに応じて決めており、第９期事業計画期間（令和６年度～令和８年度）にお

いては、保険料段階を 18 段階に設定しています。 

なお、保険料基準額は年額 83,403 円（月額 6,950 円）です。 
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ア 保険料額（令和８年度） 
段階 対象者 年間保険料額 

第１ 

段階 

生活保護等を受けている方、又は 

老齢福祉年金受給者で世帯全員が市町村民税非課税の方 

20,851 円 

（基準額×0.25） 

第２ 

段階 

世帯全員が 

市町村民税 

非課税 

本人の年金収入と合計所得金額（年金収入に係る所得分

を除く）の合計が 82 万 6,500 円以下の方 

20,851 円 

（基準額×0.25） 

第３ 

段階 

本人の年金収入と合計所得金額（年金収入に係る所得分

を除く）の合計が 82 万 6,500 円を超え 120 万円以下の

方 

33,362 円 

（基準額×0.4） 

第４ 

段階 

本人の年金収入と合計所得金額（年金収入に係る所得分

を除く）の合計が 120 万円を超える方 

57,132 円 

（基準額×

0.685） 

第５ 

段階 
本人が 

市町村民税非課税で 

同じ世帯に 

市町村民税課税者あり 

本人の年金収入と合計所得金額（年金収入に係る所得分

を除く）の合計が 82 万 6,500 円以下の方 

70,893 円 

（基準額×

0.85） 

第６ 

段階 

本人の年金収入と合計所得金額（年金収入に係る所得分

を除く）の合計が 82 万 6,500 円を超える方 

83,403 円 

（保険料基準

額） 

第７ 

段階 

本人が 

市町村民税 

課税 

本人の合計所得金額が 80 万円未満の方 

87,574 円 

（基準額×

1.05） 

第８ 

段階 

本人の合計所得金額が 80 万円以上 

125 万円未満の方 

91,744 円 

（基準額×1.1） 

第９ 

段階 

本人の合計所得金額が 125 万円以上 

200 万円未満の方 

104,254 円 

（基準額×

1.25） 

第 10 

段階 

本人の合計所得金額が 200 万円以上 

290 万円未満の方 

125,105 円 

（基準額×1.5） 

第 11 

段階 

本人の合計所得金額が 290 万円以上 

400 万円未満の方 

141,786 円 

（基準額×1.7） 

第 12 

段階 

本人の合計所得金額が 400 万円以上 

520 万円未満の方 

158,466 円 

（基準額×1.9） 

第 13 

段階 

本人の合計所得金額が 520 万円以上 

620 万円未満の方 

175,147 円 

（基準額×2.1） 

第 14 

段階 

本人の合計所得金額が 620 万円以上 

720 万円未満の方 

191,827 円 

（基準額×2.3） 

第 15 

段階 

本人の合計所得金額が 720 万円以上 

820 万円未満の方 

208,508 円 

（基準額×2.5） 

第 16 

段階 

本人の合計所得金額が 820 万円以上 

1,000 万円未満の方 

225,189 円 

（基準額×2.7） 
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第 17 

段階 

本人の合計所得金額が 1,000 万円以上 

1,500 万円未満の方 

241,869 円 

（基準額×2.9） 

第 18 

段階 
本人の合計所得金額が 1,500 万円以上の方 

258,550 円 

（基準額×3.1） 

※実際に納めていただく保険料は 10 円未満を切り捨てた額になります。 
※年金収入には、遺族年金や障害年金などの非課税年金は含まれません。 

※合計所得金額とは、前年の１月から 12 月までの１年間の総所得金額（事業所得、給与所得、雑所得など）、

土地・建物等の譲渡所得金額（特別控除後）、上場株式等の配当所得金額、株式等の譲渡所得金額などの合

計額（損失の繰越控除前）をいいます。また、市町村民税非課税者（第２段階～第６段階）においては、

給与所得金額（給与所得と年金収入に係る所得の双方を有する場合に適用される所得金額調整控除前の金

額）から 10 万円を控除します。 

※令和８年度介護保険料に限り、令和７年の合計所得金額に給与所得が含まれている場合で、給与等の収入

金額が５５万千円以上１９０万円未満の方は、令和７年度税制改正による給与所得控除の引上げ分を合計

所得金額に加算します（＊）。 
＊令和８年１月１日及び令和８年４月１日に名古屋市に住所を有しない方は除きます。 
＊このほか、税制改正前の住民税課税・非課税判定により保険料段階を決定する特例も設けられましたが、

本市では、特例により増額となる保険料相当額をあらかじめ減免し、保険料が上がらないようにしていま

す。 
イ  納付方法 

老齢・退職、遺族、障害年金のうちいずれか１つでも年額 18 万円以上受給している方は、特別

徴収（年金からの差し引き）となります。 

また、特別徴収以外の方は普通徴収となり、口座振替（自動払込）又は納付書により納付して

いただきます。 

ウ  保険料の納付の猶予・減免 

災害により住宅などに著しい損害を受けたことや、生計を支えている方が長期間入院したこと

などにより、保険料の納付にお困りの方は、申請により保険料の納付が猶予又は減免されること

があります。 

(2)  第２号被保険者の保険料 

ア 国民健康保険に加入している方 

毎月の国民健康保険料と合わせて納付します。また、世帯主が世帯員の分も合わせて納付します。 

イ 健康保険や共済組合などに加入している方 

毎月の医療保険料と合わせて給料から差し引かれます。また、被扶養者は保険料を個別に納付

する必要はありません。 

 
７．介護サービス事業者の指定 

市内で介護サービス等の事業を行う場合には、介護保険法の指定事業者として、あらかじめ指定を

受ける必要があります。 

平成 24 年度からは、県からの権限移譲に伴い、市内すべてのサービス事業者の指定を本市が行って

います。 

 
８．介護人材確保・定着に向けた主な取り組み 

①介護人材確保に関する懇談会 

関係団体や有識者等を委員とする懇談会を開催し、介護職員の確保・定着に向けた効果的な対策
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について検討します。 

②小中学生向けリーフレット 

小中学生向けに介護の仕事に関心を持ってもらうためのリーフレットを作成し、特別養護老人ホ

ーム等へ施設見学に訪れた小中学生に配付します。 

③中学生向け介護の仕事「出前講座」 

中学校へ市内介護施設で働く現役の介護職員を派遣し、介護職としての仕事内容ややりがいを講

義します。 

④介護の日の関連イベント 

介護について市民の理解を深めるとともに、介護の仕事のイメージアップを図るため、介護の日

（11 月 11 日）に関連したイベントを開催します。 

⑤福祉人材育成支援助成事業 

介護事業所の職員の資格取得に係る費用の助成を行い、介護職員のキャリアアップを促進します。 

⑥名古屋市外国人介護人材等導入支援事業 

介護サービス事業所における介護職員の充足を目的として、外国人介護人材等を初めて雇用しよ

うとする介護事業所に対し、導入経費補助と相談支援を行います。 

⑦外国人技能実習生（介護職種）受入支援事業 

 外国人技能実習生（介護職種）を介護事業所等で雇用する際に受講が必須となる入国後講習に係

る費用を補助することで、介護事業所等の負担軽減を図ります。 

⑧介護職員奨学金返済支援事業 

  介護職員の確保、定着及びキャリアアップを図るため、在学中に貸与を受けた奨学金の返済を行

う市内介護施設・事業所等の介護職員を対象に当該返済に要した費用の一部を補助します。 

⑨介護テクノロジー活用推進事業 

介護職員の負担軽減や職場環境の改善を図り、人材の定着や介護の質の向上につなげるため、介

護テクノロジーの活用を促進する事業をなごや福祉用具プラザで実施します。 

⑩高齢・障害福祉職員研修 

介護、障害、障害児の事業所の職員等を対象に、職種別・階層別の研修を実施し、業務に関連す

る知識・技術や円滑な組織運営のための知識を習得してもらい、能力向上を促進します。 

⑪キャリアアップ研修 

階層別・職種別研修を実施することにより、介護業務に関連する対人援助や円滑な組織運営のた

めの知識を習得してもらい、能力向上及び職場への定着を支援します。 

⑫高齢者日常生活支援研修 

「掃除」「洗濯」等をお手伝いする「生活支援サービス」の担い手を養成するための研修を実施し

ます。 

⑬小規模介護事業所・復職者支援研修 

介護職員の教育が困難な小規模介護事業所の新人職員や復職者を対象に、基礎的な介護技術研修

を実施し、職場への定着を支援します。 

⑭かかりつけ医認知症対応力向上研修 

かかりつけ医の認知症診療に係る知識・技術の向上を図ることにより、認知症サポート医との連

携の下、各地域において、認知症の発症初期から状況に応じて、認知症の人に対する支援体制を構

築します。 

⑮認知症サポート医養成研修 

認知症の人の診療に習熟し、かかりつけ医への助言その他の支援を行い、専門医療機関やいきい

き支援センター等との連携の推進役となる認知症サポート医を養成することにより、各地域におい

て、認知症の発症初期から状況に応じて、医療と介護が一体となった認知症の人への支援体制を構
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築します。 

⑯認知症サポート医フォローアップ研修 

サポート医同士による情報の共有化や連携強化を図るための研修を実施することにより、認知症

サポート医の活動をより効果的かつ効率的なものとし、地域における認知症の人への支援体制の充

実・強化を図ります。 

⑰医療機関における認知症対応力の向上事業 

医療機関等に勤務する医師、歯科医師、薬剤師、看護師等の医療従事者に対し、認知症対応がで

きるよう必要な知識の習得や対応技術を向上させるための研修の実施や認知症対応のモデルとなる

病院の養成を行うことにより、認知症の人の身体合併症に対して適切な対応ができる医療体制の構

築を図ります。 

※②～⑤、⑩～⑪、⑬～⑰については、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための

関係法律の整備等に関する法律（平成 26 年６月公布）に基づき設置された地域医療介護総合確保基

金を活用し、介護人材の確保・定着に資する事業を行っています。 

９．その他 
・介護保険体制整備事業 

介護保険制度を円滑に運営するため、医師に対して、主治医意見書の記入に関する講習会を行い

ます。 

・介護サービス事業者自己評価・ユーザー評価事業 

サービスの種類ごとに評価基準を策定し、利用者と事業者が同じ項目について評価を行い、その

評価結果を比較・公表することにより、事業者がサービスの現状を具体的に把握し、事業運営の改

善につなげること、及び利用者が適切な事業者を選択するための情報を提供することを目的として

実施します。 

また、事業をさらに推進するため、継続して評価を実施している事業所を表彰します。（平成 21

年度より名古屋市介護サービス事業者連絡研究会との共催事業） 

・介護サービス情報公表制度 

利用者や家族が介護サービス事業者を比較・検討して適切に選択できるよう、介護サービス事業

者から報告されたサービス内容等の情報をインターネットで公表します。（平成 30 年度より愛知県

から名古屋市へ事務移譲） 
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●  （２） 高齢者福祉 

 
わが国は、いまや平均寿命 80 年を超え、高齢化率が 29.3％と国民の４人に１人以上が 65 歳以上とな

っており、高齢化は今後も世界に例を見ない速さで進むことが予測されます。 

本市においても、高齢化率が 25％を超える状況であり、超高齢社会を迎えています。団塊の世代が 75

歳以上となる 2025 年には、65 歳以上の高齢者数が約 60 万人、高齢化率は 25.5％に達し、また、団塊ジ

ュニア世代が 65 歳以上となる 2040 年には、高齢化率は 30.7％に達することが見込まれています。 

高齢者は、多年にわたり社会の進展に寄与してきた方として敬愛され、健全で安らかな生活が保障さ

れなければなりません。 

病気、孤独などから高齢者を守るとともに、積極的に高齢者に生きがいを保障するための施策が進め

られています。 

一方、高齢者自身もその知識と経験を生かして、積極的に社会活動に参加することにより、自分らし

く暮らし活躍されることが期待されています。 
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１．高齢者福祉の機関 

高齢者福祉の実施機関としては、社会福祉事務所と保健センターなどがあります。 
(1) 社会福祉事務所 

高齢者福祉について、その実態の把握やあらゆる相談、必要な調査・指導を行い、また、老人ホ

ームへの入所等の事務を行っています。 
なお、介護保険制度を始めとした高齢者全般にわたる施策について対応するため、「介護・保健・

福祉相談窓口」を設置し、高齢者福祉の総合的な相談に応じています。 
(2) 保健センター 

高齢者の保健について、正しい衛生知識を普及するための健康教育及び保健指導を行っています。 
 
２．高齢者福祉施設（介護保険外） 

高齢者の福祉の増進を図るため、次のような施設があります。 
(1) 養護老人ホーム 

環境上の理由及び経済的理由により、居宅において養護を受けることが困難な 65 歳以上の高齢者

が入所し、養護を受けるための施設です。必要に応じて介護保険の居宅サービス等も利用できます。 

 

名古屋市の区別高齢者人口比率（令和７年 10 月） 
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(2) 軽費老人ホーム 
ア 軽費老人ホーム（ケアハウス） 

自炊ができない程度の身体機能の低下等により、自立した日常生活を営むことに不安が認めら

れる 60 歳以上の高齢者の方に、低額な料金で、食事その他日常生活上必要なサービスを提供する

施設です。必要に応じて介護保険の居宅サービス等も利用できます。 

イ 軽費老人ホーム（Ａ型） 

高齢等のため独立して生活するには不安が認められる 65 歳以上の高齢者の方に、低額な料金で、

食事その他日常生活上必要なサービスを提供する施設です。必要に応じて介護保険の居宅サービ

ス等も利用できます。 

(3) 老人福祉センター 
地域の高齢者が、無料で各種の相談を受けることができ、健康の増進、教養の向上及びレクリエ

ーション等の便宜を受けられる施設です。 
本市では、「福祉会館」と称して、現在、市内各区に設置しています。 

 
３．有料老人ホーム 

「入浴、排せつ又は食事の介護」「食事の提供」「洗濯、掃除等の家事」「健康管理」のうち、いずれ

かのサービスを入居者に提供する施設です。 
有料老人ホームを設置しようとする者は、あらかじめ、施設の名称や設置予定地など定められた事

項を届け出る必要があります。 
 
４．サービス付き高齢者向け住宅 

緊急通報装置や手すりの設置・床段差の解消などバリアフリー化が図られるとともに、安否確認・

生活相談を必須サービスとして提供する高齢者向け住宅です。 
 
５．高齢者福祉相談員 

主に、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の方たちの各種相談に応じるとともに、適切な支援を

行うため、社会福祉事務所（区役所福祉課・支所区民福祉課）に高齢者福祉相談員を配置し、訪問活

動を行っています。 
 
６．高齢者福祉電話貸与事業 

電話がなく環境的に孤独な 65 歳以上のひとり暮らしの方へ、福祉電話を貸与し、定期的に電話訪問

による各種相談を行っています。（所得制限あり） 

 
７．緊急通報事業 

65 歳以上で心臓病・高血圧等の慢性疾患等があるひとり暮らしの方などに、在宅生活において体調

急変時にボタンを押すと、緊急通報先へ通報されるあんしん電話機やペンダントを貸与しています。 

また、貸与する機器は、据置型又は携帯型のあんしん電話機いずれかを選択していただけます。 

なお、いずれの機器も看護師等が常駐するコールセンターに、いつでも相談することができます。 

 
８．地域支援ネットワーク事業 

地域における高齢者の孤立を防止するため、地域で見守り、支えあうためのネットワークづくりを

推進します。 
 

 



- 62 - 

９．ひとり暮らし高齢者をあたたかく見守る運動 

名古屋市民生委員児童委員連盟の活動のひとつとして、民生委員が担当地域のひとり暮らし高齢者

及び 75 歳以上の高齢者のみの世帯を訪問し相談などを行っています。 

 
10．日常生活用具給付事業 

ねたきり、ひとり暮らし等高齢者の状況に応じて電磁調理器などの日常生活用具を給付しています。 
 
11．生活援助軽サービス事業 

在宅のひとり暮らし高齢者などに対し、臨時的で軽易な日常生活上の援助を行うことで、自立した

生活を送ることができるよう支援をしています。 
 
12．排せつケア相談支援事業 

在宅で排せつケアを行う介護者等の負担軽減を図ることを目的に、排せつケアコールセンターの設

置、身近な場所でおむつ選びのアドバイスを行う専門家の養成及び対面での排せつケア相談対応を行

っています。必要に応じて市民の自宅を訪問（アウトリーチ）し、より具体的なアドバイスも行って

います。 

また、地域の身近な高齢者の相談窓口であるいきいき支援センター等の職員を対象として、排せつ

の介護に関する相談対応力向上のための研修を実施し、在宅で介護する家族の支援を行っています。 

 
13．在宅高齢者訪問理美容サービス事業 

  外出により理美容サービスを利用することが困難な在宅高齢者が、訪問による理美容サービスを受

けやすくなるよう支援をしています。 
 
14．なごや福祉用具プラザ 

福祉用具の展示・相談等を行うとともに、介護知識・技術を習得するための実習・講座等を開催し

ます。また、介護ロボットに関する相談や普及・啓発を実施しています。 
 
15．障害者・高齢者権利擁護センター 

高齢者等の主体性・自主性を尊重し、安心して地域生活を送れるよう、権利擁護・財産管理等の相

談に応じ、金銭管理サービス等の生活支援を行っています。 
 
16．身寄りのない高齢者の死後事務支援事業 

非課税等の要件を満たす身寄りのない高齢者が、住み慣れた地域で最期まで安心して暮らすことを支援

するため、亡くなった後の葬儀、家財処分、役所の手続き等の死後事務支援事業を実施します。 
 
17．ＩＣＴを活用したフレイル予防・見守り事業 

スマートフォンアプリ「名古屋市フレイル予防ポイント＆見守りアプリ」を活用して、加齢ととも

に心身活力が低下し、健康な状態と要介護状態の中間段階にあるフレイルを予防するとともに、地域

における見守り活動を推進します。 
 
18．介護予防に資する通いの場の充実 

住民主体の通いの場に対し、介護予防の取り組みに関する情報提供や担い手の発掘・育成、活動場

所の確保の支援を実施します。 
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19．認知症普及啓発推進事業 
認知症に関する正しい知識の普及・啓発という観点から身近な区において、認知症に関する講演会

等を実施します。 
 

20．はいかい高齢者おかえり支援事業及びはいかい高齢者捜索システム事業 

認知症高齢者等の徘徊による事故を未然に防止するため、メール配信により地域住民等の協力を得

る「はいかい高齢者おかえり支援事業」及び、家族等のＧＰＳ機器の利用を促進する「はいかい高齢

者捜索システム事業」を実施し、はいかい高齢者を早期に発見する取組を行います。 

 

21．なごや認知症の人おでかけあんしん保険事業 
認知症の人と家族が安心して暮らせるまちづくりを推進するため、認知症の人が起こした事故に関

する損害賠償等を補償する事業を実施しています。 

 

22．もの忘れ検診 

認知症を早期に発見して適切な治療につなげることや、予防のきっかけとすることを目的に、市内

の協力医療機関において、65 歳以上の市民を対象とした自己負担無料の認知機能検査を実施します。 

令和５年 10 月より、検診の結果、精密検査が必要と判定された方に対して、精密検査の費用助成を

行っています。 

 

23．認知症疾患医療センター 

地域における認知症疾患に係る保健医療水準の向上を図るため、認知症の専門医療機関として市内

の医療機関を指定し、認知症疾患に関する鑑別診断、認知症の行動・心理症状と身体合併症に対する

急性期治療、専門医療相談等を行っています。 

 

24．認知症相談支援センター 

医療と介護の連携強化や認知症の理解促進を図り、地域における支援体制を構築するため以下の事

業を実施しています。 

・認知症地域連携体制の強化（認知症の人を支援するためのネットワークの構築、調査・研究、普

及・啓発等） 

・認知症コールセンターの運営（認知症介護の専門家や介護経験者が相談に対応） 

・若年性認知症相談支援事業（65 歳未満の認知症の人への個別支援、本人・家族サロンの開催等） 

・認知症カフェの開設・運営支援  

・なごや認知症の人おでかけあんしん保険事業受付事務局の運営 等 

 

25．老人クラブの助成 

老人クラブは、高齢期の生活を健全で豊かなものとし、高齢者の福祉の増進に資することを目的と

した小地域単位の高齢者の自主的な組織で、その活動に対して補助金を交付しています。 
 
26．友愛活動事業 

地域の老人クラブ会員が、定期的な訪問活動や、サロン活動などを行うことにより、高齢者の安否

確認や孤独感の解消等を図る老人クラブ友愛活動事業を支援するため、補助金を交付しています。 
 
27．老人クラブ健康づくり事業 

老人クラブが高齢者の健康づくりを目的として実施する活動を支援するため、補助金を交付してい

ます。 
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28．高齢者ゲートボール広場補助 

高齢者が利用するゲートボール広場の整備を促進するため、老人クラブが土地を借りてゲートボー

ル広場を設置する場合に、補助金を交付しています。 
 
29．高齢者生きがい活動促進事業 

  高齢者等が主体となり、地域社会の中で役割をもっていきいきと生活できるよう、有償ボランティ

ア活動等による一定の収入を得ながら、自らの生きがいや健康づくりにつながる活動を行うとともに、

地域の課題に応じて先駆的な活動を行う団体等の立ち上げを支援するため、補助金を交付しています。 
 
30．敬老優待カード（敬老手帳）の交付 

65 歳以上の高齢者に、提示することにより東山動植物園等の入場料が減額される「敬老優待カード

（敬老手帳）」を交付しています。 

 

31．敬老パスの交付 

65 歳以上の高齢者に市営交通機関等が無料乗車（一部の交通機関は運賃相当額を後日支給）できる

敬老パスを交付しています。なお、交付にあたっては負担金の納付が必要となります。 
利用可能な交通機関は、市営交通機関（市バス・地下鉄）、メーグル（なごや観光ルートバス）、ゆ

とりーとライン、あおなみ線、名鉄・ＪＲ東海・近鉄の市内運行区間、名鉄バス・三重交通・ＳＲＴ

（バス）の原則市内運行区間となります。 
有効期間内の利用回数の上限を 730 回とする利用上限があります。（市バスと市バス、市バスと地

下鉄を 90 分以内に乗り継いで利用した場合は、２回を１回と数える（適用は１日２回まで）） 
   

32．敬老金の支給 

長年にわたり社会の進展に寄与してきた高齢者に対して、敬老金を支給しています。 

・敬老金の贈呈（数え 88 歳、数え 100 歳） 

・市長の高齢者訪問（数え 100 歳の方１名のお宅を訪問） 

 
33．鯱城学園 

60 歳以上の高齢者に学習の場を提供し、地域活動を推進する人材を養成するために開校され、8 専

攻（暮らし、国際、健康と福祉、音楽、園芸、陶芸、美術、歴史と文化）が設置されています。 

 

34．高齢者就業支援センター 

就業に関する相談や情報提供、技能講習等を実施し、高齢者の就業を通じた社会参加を支援してい

ます。 
①就業に関する相談 
②就業に関する情報の収集及び提供 
③就業に必要な技能等の習得を目的とした講習の実施 
④各世代の市民を対象に多様な交流の場を提供 
⑤高齢者が自主的に運営する事業の支援 
⑥その他高齢者の就業支援に関する事業 
なお、関係機関として公益社団法人名古屋市シルバー人材センター事務局、東部支部及びハローワ

ーク相談窓口が併設されています。 
 
35．シルバー人材センター 

原則 60 歳以上の高齢者が、豊かな知識と経験を生かし、臨時的、短期的な就業を通じ生きがいを高

め、社会活動に参加するため、公益社団法人名古屋市シルバー人材センターが設置され（支部を市内
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４方面に設置）、その活動に対して補助金を交付しています。 

 
36．全国健康福祉祭 

60 歳以上の高齢者がスポーツの交流大会等を通じて、世代間等の交流を図るとともに、活力ある長

寿社会を形成するための健康づくりをすすめるために、令和 8 年 11 月 7 日～10 日に埼玉県で開催さ

れる「第 38 回全国健康福祉祭埼玉大会」に本市の代表選手を派遣します。 

 

37．高齢者スポーツ事業 

総合リハビリテーションセンター内の福祉スポーツセンターの施設を利用して、高齢者向けの次の

事業を実施しています。 
(1)  シルバーフィットネス事業 

メディカルチェックに基づく運動・栄養指導を行います。 
(2) 高齢者スポーツ教室 

高齢者に適した運動を指導する健康・スポーツ教室を開催します。 
 
38．市営住宅の入居あっせん 

住宅に困っている高齢者世帯に、一般空家、高齢者専用、親子同居世帯向、親子隣居（一般空家、

高齢者専用には一部単身者向あり）の区分で市営住宅の入居者の募集をしています（抽せん制）。 
 
39．公衆浴場高齢者ふれあい支援事業 

65 歳以上の高齢者に入浴と集いの場を提供し、相互の親睦と心身の健康増進を図るため、毎月５日

と 15 日に 200 円で公衆浴場に入浴できるよう補助金を交付しています。また、高齢者の相互の親睦と

心身の健康増進に資する事業を実施しています。 

 
40．外国人高齢者給付金の支給 

大正 15 年４月１日以前生まれの永住許可、又は、特別永住許可を受けている外国人の方等に月額１

万円を支給しています。 

ただし、一定の所得制限があり、また他の公的年金を受給している場合等には、支給されません。 

 
41．水道料の減免 

老齢福祉年金を受給している高齢者世帯を対象に上下水道料の負担軽減を行っています。 
 
42．各種制度 

(1) 後期高齢者医療制度 

「後期高齢者医療制度」 ·············· 107～108 頁〔第 4 章 4-4 (7)〕参照 

(2) 医療費助成制度 

「福祉医療」 ························ 109～111 頁〔第 4 章 4-4 (8)〕参照 

(3) 老齢基礎年金・年金生活者支援給付金 

「国民年金」 ························ 103～105 頁〔第 4 章 4-4 (5)〕参照 

「年金生活者支援給付金」‥‥‥‥‥‥‥106 頁〔第 4 章 4-4 (6)〕参照 
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平成 12 年に、21 世紀の高齢社会を迎えるにあたりすべての市民が長寿を歓び合い、いきいきとし

た高齢期をすごすことができるような社会の実現を目指し、平成 16 年度までの５年計画として、「は

つらつ長寿プランなごや 2000」（第１期計画）を策定しました。 

この計画は、すべての高齢者にとって望ましい保健福祉の実現を目指す「名古屋市高齢者保健福

祉計画」と、介護保険事業の円滑な実施を図る「名古屋市介護保険事業計画」を両者の調和が保た

れるよう一体的に策定したものです。 

「はつらつ長寿プランなごや 2026」（第 9 期計画）の計画期間が令和 8 年度までであるため、令和

9 年度以降を計画期間とする「はつらつ長寿プランなごや 2029」（第 10 期計画）を策定します。 

高 齢 者 保 健 福 祉 計 画 ・ 介 護 保 険 事 業 計 画 
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● 
●   ４‐３ 障害者福祉   

● 
● 

 
わが国では、平成19年に障害者の権利及び尊厳を保護し促進するための包括的・総合的な国際条約である「障害者権

利条約」に署名した後、障害者基本法の改正など、国内法の整備が進められ、平成26年１月、同条約を批准しました。 

本市においても、令和６年３月に、障害者基本法などに基づき、「なごや障害児者福祉プラン」を策定し、障害者の自

立及び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、障害福祉サービス等の提供体制の確保

に取り組みます。併せて、読書バリアフリー法に基づき、「名古屋市読書バリアフリー推進計画（第１次）」を策定し、

視覚障害者等の読書環境の整備の推進を図っています。 

 また、平成31年４月には、「名古屋市障害のある人もない人も共に生きるための障害者差別解消推進条例」を施行し、

障害の有無にかかわらず、誰もが人格と個性を尊重され、住み慣れた地域で安心して共に生きることのできる社会の実

現を目指して取り組みを進めています。 
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●  （１） 障害者総合支援法による制度等 

 
障害者自立支援法は、支援費制度の課題を解決し、サービスの一層の充実を図るため、費用負担のルール化やサービ

ス利用の仕組みの一元化のほか、福祉サービスの体系の再編、就労支援の強化、支給決定の仕組みの透明化・明確化な

どを柱としています。 

また、同法の附則においては、施行後３年を目途として法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な

措置を講じることとされており、（「施行後３年の見直し」の一環として、）平成21年度には良質な人材確保、障害福祉

サービスの質の向上、事業者の経営基盤安定等を図るための報酬改定の見直しなどが行われ、さらに平成22年度におい

ては利用者負担の見直しが行われました。 

さらに、平成22年12月に「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの

間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」が成立し、同行援護の新設や利用者負

担に関する規程の修正などが平成24年４月１日までの間に段階的に施行されました。 

平成24年６月には、「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の整備

に関する法律」が成立し、平成26年４月１日までの間に段階的に施行されました。これにより、法律の名称が障害者自

立支援法から障害者総合支援法に変わるとともに、障害者の範囲に難病等を追加、また、障害支援区分への名称・定義

の改正などが行われました。 

さらに、平成28年５月には、障害者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支

援の一層の充実や高齢障害者による介護保険サービスの円滑な利用を行うとともに、サービスの質の確保・向上を図る

ための環境整備等を行うことを趣旨とした「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福

祉法の一部を改正する法律」が成立し、平成30年４月１日に施行されました。 

 
１．障害者総合支援法による事業の全体像 
 
 

     
 

介護給付 
●居宅介護（ホームヘルプ） 
●重度訪問介護 
●同行援護 
●行動援護 
●重度障害者等包括支援 
●短期入所（ショートステイ） 
●療養介護 
●生活介護 
●施設入所支援 

 
 
 

訓練等給付 
●自立訓練 
●就労移行支援 
●就労継続支援 
●就労定着支援 
●就労選択支援（令和7年10月～） 
●自立生活援助 
●共同生活援助（グループホーム） 
 
地域相談支援給付 
●地域移行支援 
●地域定着支援 

 

   
 自立支援医療 

●更生医療 
●育成医療 
●精神通院医療 

 

  補装具費  
     

  

 
●相談支援 
（関係機関との連絡調整、権利擁護） 
●意思疎通支援 
（手話通訳派遣等） 
●日常生活用具の給付 
●移動支援 

●地域活動支援事業 
（創作的活動、生産活動の機会提供、社会との交流促進等） 
●福祉ホーム 
●居住支援 
●その他の日常生活又は社会生活支援 

 
 

●専門性の高い相談支援  ●広域的な対応が必要な事業  ●人材育成 等 
 

市町村 

地域生活支援事業 

障
害
者
・
児 

自立支援給付 

都道府県 

支援 
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２．自立支援給付と地域生活支援事業 

○  自立支援給付 
・障害福祉サービス 

 

介

護

給

付 

居宅介護（ホームヘルプ） 自宅で入浴、排せつ、食事の介護などを行います。 

重 度 訪 問 介 護 

重度の肢体不自由者や知的障害又は精神障害により行動上著しい困難を

有する障害者で常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食

事の介護、外出時における移動支援などを総合的に行うとともに、入院

中の意思疎通の支援等を行います。 

同 行 援 護 
視覚障害で移動に著しい困難を有する人に外出時に同行して移動に必要

な情報を提供するなどの支援を行います。 

行 動 援 護 知的障害、精神障害により行動上著しい困難がある人が行動する時に、

危険を回避するために必要な外出支援などを行います。 

重 度 障 害 者 等 包 括 支 援 
介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に

行います。 

短期入所（ショートステイ） 自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間に、夜間も含め施設で入

浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

療 養 介 護 
医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、

看護、介護及び日常生活の世話を行います。 

生 活 介 護 
常に介護を必要とする人に、昼間に入浴、排せつ、食事の介護などを行

うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を提供します。 
障害者支援施設での夜間ケア等 
（ 施 設 入 所 支 援 ） 

施設に入所する人に、夜間や休日に、入浴、排せつ、食事の介護などを

行います。 

訓

練

等

給

付 

自立訓練（機能訓練・生活訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるように、一定期間、身体機能又

は生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就 労 移 行 支 援 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び

能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就労継続支援（Ａ型、Ｂ型） 
一般企業等での就労が困難な人に、働く場所を提供するとともに、知識

及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

就 労 定 着 支 援 
就労移行支援等から一般企業等へ就労した人に、相談を通じて生活面の

課題を把握するとともに、企業や関係機関等との連絡調整やそれに伴う

課題解決に向けて必要となる支援を行います。 

就 労 選 択 支 援 
就労先・働き方についてより良い選択ができるように、本人の希望、就

労能力や適性等にあった選択を支援します。（令和７年10月～） 

自 立 生 活 援 助 
入所施設や共同生活援助等から一人暮らしへ移行した人に、定期的な巡

回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相談・助言等を行

います。 

共同生活援助（グループホーム） 
夜間や休日などに、共同生活を行う住居で、相談や入浴、排せつ又は食

事の介護その他の日常生活上の援助を行います。 

計 画 相 談 支 援 
障害者（児）の抱える課題の解決や適切なサービス利用のために、相談支援専門員が地域

生活における身近な相談役となり、ケアマネジメントを行うなどの支援を行います。 

地 域 相 談 支 援 
施設に入所している人や長期間精神科に入院している人などを対象に、地域における生活

に移行（退所・退院）するための相談に応じるなどの支援を行います。また一人暮らしの

人などを対象に、地域での生活が定着するように支援を行います。 
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・補装具費（74頁〔第4章4-3(2)〕参照） 

・自立支援医療 

育 成 医 療 日常生活に支障のある疾患がある児童及び将来の自活に支障をきたす身体的不自由を残すお

それのある児童は、指定医療機関において必要な医療の給付を受けることができます。 

更 生 医 療 身体障害者が障害の軽減や除去をすることが可能な医療を受けるときは、指定医療機関にお

いて医療の給付を受けることができます。 
精神通院医療 精神障害者が病院又は診療所へ入院しないで精神障害の医療を受ける場合で、通院による治療

を継続的に必要とするものは、指定医療機関において医療の給付を受けることができます。 
 
○  地域生活支援事業 

地

域

生

活

支

援

事

業 

理 解 促 進 研 修 ・ 
啓 発 事 業 

障害者等が日常生活及び社会生活を営む上で生じる「社会的障壁」を除去し、

障害者理解を深めるための事業を行います。 
・なごや意識のバリアフリーフェスタ、障害者週間記念のつどい、ヘルプマー

ク・ヘルプカードの配布等 

自 発 的 活 動 支 援 事 業 

障害者等が自立した日常生活及び社会生活を営むことができるよう、障害者等、

その家族、地域住民等による地域における自発的な取り組みを支援する事業を

行います。 
・精神障害者家族ピアサポート総合事業 

相 談 支 援 事 業 
障害のある人、その保護者、介護者などからの相談に応じ、必要な情報提供や

権利擁護のために必要な援助を行います。 
・障害者基幹相談支援センター、賃貸住宅入居等サポート事業 

成年後見制度利用支援事業 成年後見制度の利用が必要な方のうち成年後見制度の利用に必要となる費用の

負担が困難と認められる方に対して、その費用の全部又は一部を助成します。 

成年後見制度法人後見支援事業 成年後見制度における後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保でき

る体制の整備を行います。 

移 動 支 援 事 業 屋外での移動が困難な障害のある人について外出のための支援を行います。 

地 域 活 動 支 援 事 業 
障害のある人が通い、創作的活動又は生産活動の提供、社会との交流の促進等

の便宜を図ります。 

意 思 疎 通 支 援 事 業 

聴覚、言語機能、音声機能等の障害のため、意思疎通を図ることに支障のある

人とその他の人の意思疎通を仲介するために、手話通訳者や要約筆記者、盲ろ

う者向け通訳・介助員、失語症者向け支援者、代筆・代読支援員の養成や派遣

などを行います。 

手話奉仕員養成研修事業 手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び表現技術を習得した者を養成し

ます。 

日常生活用具給付等事業 重度障害のある人等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具の給付等を行

います。 

そ の 他 の 事 業 
自立した日常生活又は社会生活を営むため福祉ホーム事業、重度障害者移動入

浴事業、日中一時受入事業、社会参加促進事業、重度障害者等就労支援事業な

どを行います。 
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３．障害福祉サービスの利用者負担 

利用者負担は利用者（18歳未満の方は保護者）の負担能力に応じた負担となります（上限額まではサービス費用の

１割を負担）。なお、以下のような負担軽減措置があります。 

(1) 負担上限月額設定 
軽減の対象となるサービス 軽減内容等 

通所・在宅サービス 

グループホーム 

障害者 

（18歳以上） 

生活保護世帯 0円 

市民税非課税世帯  0円 

市民税所得割16万円未満の世帯 上限額 9,300円 

市民税所得割16万円以上46万円未満の世帯 上限額 18,600円 

市民税所得割46万円以上の世帯 上限額 37,200円 

障害児 

（18歳未満） 

生活保護世帯 0円 

市民税非課税世帯  0円 

市民税所得割28万円未満の世帯 上限額 4,600円 

市民税所得割28万円以上46万円未満の世帯 上限額 18,600円 

市民税所得割46万円以上の世帯 上限額 37,200円 

入 所 施 設 

20歳以上 

生活保護世帯 0円 

市民税非課税世帯  0円 

市民税課税世帯 上限額 37,200円 

20歳未満 

生活保護世帯 0円 

市民税非課税世帯  0円 

市民税所得割28万円未満の世帯 上限額 9,300円 

市民税所得割28万円以上の世帯 上限額 37,200円 

(2) 補足給付 
 対象となるサービス 減免・給付の条件 

補 足 給 付 
入  所  施  設 

グ ル ー プ ホ ー ム 

生活保護世帯、市民税非課税世帯 

（但し、入所施設については20歳未満は市民税課税世帯も対象。） 

上記のほか、「高額障害福祉サービス等給付費」、「高齢障害者に対する負担軽減策（新高額障害福祉サービス等給付

費）」、「生活保護への移行防止（負担上限額及び食費等実費負担額を下げる）」等の軽減策が講じられています。 
※ 自立支援医療、補装具費の支給についても所得区分に応じた利用者負担上限額を超える負担は生じませんが、

上限月額までは費用の１割の負担となります。（ただし、世帯の所得が一定水準以上の場合は制度対象外となりま

す。また、自立支援医療は医療保険単位を世帯とします。） 

  補装具費も高額障害福祉サービス等給付費の対象となります。 

 
４．障害者虐待の相談支援事業 

(1) 障害者虐待相談センター 
障害者への虐待等について、電話相談や面接相談（予約制）、法律相談（予約制）、介護者・養護者のこころの相

談（予約制）などを行っています。 
(2) 障害者虐待休日・夜間電話相談窓口 

土日祝日・時間外に障害者虐待に関する電話相談を行います。 
(3) 障害者短期入所ベッド確保等事業 
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家族等からの虐待により、緊急に障害者を保護する必要が生じた場合に備え、予め短期入所用ベッドを確保又は

空床を活用する事業を行っています。 
 
５．障害者差別解消の推進 

(1) 障害者差別相談センター 
障害を理由とする差別に関する相談に応じ、関係者間の調整などを行っています。また、市民・事業者向けの啓

発事業なども行っています。 
(2) 障害者差別解消支援会議 

地域における様々な関係機関が、相談事例等に係る情報の共有・協議を通じて各自の役割に応じた事案解決のた

めの取り組みや類似事案の発生防止の取り組みなど、地域の実情に応じた差別の解消のための取り組みを主体的に

行うことができるよう開催しています。 
(3)  障害者への合理的配慮の提供支援に係る助成事業 

     事業者による障害者への合理的配慮の提供を支援するため、物品購入等に要する費用に対して補助

を行っています。 
(4)  ナゴヤあいサポート事業 

障害の特性を理解して、障害のある方に対してちょっとした手助けを実践する「あいサポーター」

等の養成を行っています。 

 

６．障害福祉人材確保・定着に向けた主な取り組み 

(1) 障害福祉の仕事フェア 
障害福祉サービス事業所等で働く職員の人材確保や、障害福祉の仕事の魅力を知るきっかけにつなげるイベント

として障害福祉の仕事フェアを開催します。 
(2) 福祉人材育成支援助成事業 

障害福祉サービス事業所等の職員の資格取得に係る費用の助成を行い、職員のキャリアアップを促進します。 
(3) 外国人介護人材等導入支援事業 
  障害福祉サービス事業所における職員の充足を目的として、外国人介護人材等を初めて雇用しようとする事業所

に対し、導入経費補助と相談支援を行います。 
(4) 外国人技能実習生（介護職種）受入支援事業 
  外国人技能実習生（介護職種）を介護事業所等で雇用する際に受講が必須となる入国後講習に係る費用を補助す

ることで、障害福祉サービス事業所等の負担軽減を図ります。 
(5) 障害福祉職員等奨学金返済支援事業 
  障害福祉職員の確保、定着及びキャリアアップを図るため、在学中に貸与を受けた奨学金の返済を行う市内障害

福祉サービス事業所等の職員を対象に当該返済に要した費用の一部を補助します。 
(6) 名古屋市移動支援事業従業者養成支援事業 

移動支援事業の従業者の確保を図るため、移動支援事業従業者養成研修の受講に係る費用の一部を助成します。 
(7) 高齢・障害福祉職員研修 

介護、障害、障害児の事業所の職員等を対象に、職種別・階層別の研修を実施し、業務に関連する知識・技術や

円滑な組織運営のための知識を習得してもらい、能力向上を促進します。 
 
７．その他 

(1)在宅人工呼吸器使用者非常用電源装置購入補助事業 
人工呼吸器を使用する在宅の障害児者及び難病患者等に対し、災害時による大規模な停電発生時において生命を

維持する上で必要となる非常用電源装置の購入費補助を行っています。 
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●  （２） 身体障害者福祉 

 
身体に障害があっても、安心して生活をすることができるよう、様々な施設福祉サービスや在宅福祉サービスを提供

するとともに、自立と社会参加を促進するため、各種施策を障害者基本計画に基づいて実施しています。 
 
１．身体障害者福祉の機関 

身体障害者福祉の実施機関としては、社会福祉事務所と身体障害者更生相談所があり、協力機関としては、身体障

害者相談員と障害者基幹相談支援センターがあります。 

(1)  社会福祉事務所 

身体障害者の福祉に関し、必要な情報の提供を行うほか、相談、調査、指導にかかる業務などを行っています。 

(2) 身体障害者更生相談所 

身体障害者に関して、自立支援医療（更生医療）や補装具費の支給・適合に必要な判定、身体障害者手帳交付事

務、施設入所調整会議、その他身体障害に関する相談などを行っています。 

また、来所が困難な身体障害者のために、医師、理学療法士、看護師等が訪問し、障害診断、補装具の判定、リ

ハビリテーションや日常生活動作の改善等の相談を行っています。 

 (3) 身体障害者相談員 

身体障害者の中から専門的知識をもった人を相談員（80名）に任命し、身体障害者の更生援護に関する相談・指

導や社会福祉事務所をはじめとする関係機関の業務への協力などを行っています。 

(4) 障害者基幹相談支援センター 

障害者（児）やその家族の地域における生活を支援し、障害者（児）の自立と社会参加の促進を図るため、各区

に障害者基幹相談支援センターを設置して、福祉施策などに関する情報提供や、生活ニーズに応じた福祉サービス

の利用援助、関係機関の紹介・調整などの援助を行っています。 

 
２．身体障害者社会参加支援施設 

身体障害者を対象に、各種の相談に応じるとともに便宜を供与するため、次のような施設があります。 
(1) 身体障害者福祉センター 

身体障害者が、各種の相談、機能訓練、学習、交流の促進及びレクリエーションなど各種サービスを総合的に受

ける施設です。 
(2) 補装具製作施設 

義肢・装具を始め福祉用具の製作を行い、主によりよく適合したものを供給するための評価や試作を行っていま

す。 
(3) 視聴覚障害者情報提供施設 

点字刊行物、視覚障害者用の録音物、聴覚障害者用の録画物その他各種の情報を製作、提供する施設です。 
 

３．総合リハビリテーションセンター 

障害者に対し、相談から社会リハビリテーション、職業リハビリテーションを経て、社会復帰に至るまでの一貫し

たリハビリテーションサービスを提供する施設で、障害者支援施設、補装具製作施設などからなります。 
また、交通事故などによる脳損傷が原因で認知障害等を引き起こす高次脳機能障害に対する支援など、専門性を活

かした先進的なリハビリテーションに取り組んでいます。 
なお、附属病院は、令和７年４月に名古屋市立大学医学部附属病院化しました。 
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障害別身体障害者手帳交付の状況

視覚障害 聴覚・平衡・音声言語機能障害 肢体不自由 内部障害

４．身体障害者手帳の交付 

身体障害者福祉法等による各種援護をうけるために、障害の種類や程度を明記した手帳が申請により交付されます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本市には、令和7年度末現在77,525人（令和8年4月上旬頃）の手帳所持者がいます。 

 
５．地域リハビリテーション事業（訪問指導） 

在宅の身体障害者等が、居宅でより容易に生活できるよう、理学療法士、作業療法士、ケースワーカー及び建築相

談員が家庭を訪問して相談や助言等を行っています。 
 
６．重度障害者移動入浴事業 

家庭において入浴することが困難な重度障害者（下肢又は体幹機能障害１・２級で、１・２度の愛護手帳を所持す

る方又は常に介護を要する方）に、移動入浴サービスを提供しています。 
 
７．補装具費の支給 

失われた身体機能を補完又は代替し、かつ長期間にわたって継続的に使用される、車椅子、補聴器等の補装具を購

入、借受け又は修理に要する費用について、補装具費を支給しています。 
 
８．寝具・特殊寝台の貸与 

低所得世帯の重度障害者（児）（下肢又は体幹機能障害１・２級で、１・２度の愛護手帳を所持する方又は常に介護

を要する方）に、寝具一式や特殊寝台を貸与するとともに、シーツ・カバー類を定期的に交換しています。 
 
９．重度障害者（児）・難病等日常生活用具給付 

重度障害者（児）の日常生活を容易なものとするため、用具を給付しています。 
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＜重度障害者（児）・難病等日常生活用具一覧＞ 
種 目 対 象 者 

特 殊 マ ッ ト 

・原則３歳以上で、①～⑤のいずれかに該当する方 
① 知的 障害の重度以上の在宅の方 
② 18歳未満の下肢機能障害２級以上の在宅の方 
③ 18歳未満の体幹機能障害２級以上の在宅の方 
④ 18歳以上の下肢機能障害１級で、常時介護を必要とする在宅の方 
⑤ 18歳以上の体幹機能障害１級で、常時介護を必要とする在宅の方 

・難病等の疾患により寝たきりの状態にある在宅の方 

特 殊 尿 器 

・原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 下肢機能障害１級で、常時介護を必要とする在宅の方 
② 体幹機能障害１級で、常時介護を必要とする在宅の方 

・難病等の疾患により自力で排尿できない在宅の方 

入 浴 担 架 
原則３歳以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 下肢機能障害２級以上で、入浴にあたり家族等他人の介助を必要とする在宅の方 
② 体幹機能障害２級以上で、入浴にあたり家族等他人の介助を必要とする在宅の方 

体 位 変 換 器 

・原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 下肢機能障害２級以上で、下着交換等にあたり家族等他人の介助を必要とする在宅の方 
② 体幹機能障害２級以上で、下着交換等にあたり家族等他人の介助を必要とする在宅の方 

・難病等の疾患により寝たきりの状態にある在宅の方 

移 動 用 リ フ ト 

・原則３歳以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 下肢機能障害２級以上の在宅の方 
② 体幹機能障害２級以上の在宅の方 

・難病等の疾患により下肢又は体幹機能に障害のある在宅の方 

特 殊 寝 台 難病等の疾患により寝たきりの状態にある在宅の方 

訓 練 用 ベ ッ ド 難病等の疾患により下肢又は体幹機能に障害のある在宅の方 

入 浴 補 助 用 具 

・原則３歳以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 下肢機能障害で、入浴にあたり介助を必要とする在宅の方 
② 体幹機能障害で、入浴にあたり介助を必要とする在宅の方 

・難病等の疾患により入浴にあたり介助を必要とする在宅の方 

便 器 

・原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 下肢機能障害２級以上の在宅の方 
② 体幹機能障害２級以上の在宅の方 

・難病等の疾患により常時介護を要する在宅の方 

特 殊 便 器 

・原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 上肢機能障害２級以上の在宅の方 
② 知的障害 重度以上で、訓練を行っても自ら排便後の処理が困難な在宅の方 

・難病等の疾患により上肢機能に障害のある在宅の方 

Ｔ字状・棒状の 
つ え 

・原則３歳以上で、① ～ ④のいずれかに該当する方 
① 平衡機能障害で、歩行が不安定な方 
② 下肢機能障害で、歩行が不安定な方 
③ 体幹機能障害で、歩行が不安定な方 
④ 内部障害で、歩行が不安定な方 

・難病等の疾患により下肢が不自由な方 

移 動 ・ 移 乗 
支 援 用 具 

・原則３歳以上で、① ～ ③のいずれかに該当する方 
① 平衡機能障害で、家庭内の移動等において介助を必要とする在宅の方 
② 下肢機能障害で、家庭内の移動等において介助を必要とする在宅の方 
③ 体幹機能障害で、家庭内の移動等において介助を必要とする在宅の方 

・難病等の疾患により下肢が不自由な方 

頭 部 保 護 帽 

・① ～ ⑥のいずれかに該当する方 
① 平衡機能障害で、転倒の危険がある方 
② 下肢機能障害で、転倒の危険がある方 
③ 体幹機能障害で、転倒の危険がある方 
④ 両上肢障害で、転倒の危険がある方 
⑤ 知的障害の重度以上で、医師が必要と認めた方 
⑥ てんかんの発作等により頻繁に転倒する精神障害の１級で、医師が必要と認めた方 
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＜重度障害者（児）・難病等日常生活用具一覧＞ 
種 目 対 象 者 

火 災 警 報 器 

火災発生の感知及び避難が著しく困難な①～③のいずれかに該当する障害者のみの世帯及びこれに準
ずる世帯 
① 身体障害の２級以上 
② 知的障害 重度以上 
③ 精神障害の１級 

自 動 消 火 器 

・火災発生の感知及び避難が著しく困難な①～③のいずれかに該当する障害者のみの世帯及びこれに
準ずる世帯 
① 身体障害の２級以上 
② 知的障害 重度以上 
③ 精神障害の１級 

・火災発生の感知及び避難が著しく困難な難病等障害者のみの世帯及びこれに準ずる世帯 

電 磁 調 理 器 

原則学齢児以上で、①～④のいずれかに該当する方 
① 視覚障害２級以上の方が属する世帯 
② 上肢、下肢又は体幹機能障害２級以上の方 
③ 知的障害重度以上の方 
④ 精神障害の１級で、障害のために火の管理が困難な方 

歩 行 時 間 延 長 
信 号 機 用 
小 型 送 信 機 

原則学齢児以上で、視覚障害２級以上の方 

聴 覚 障 害 者 用 
屋 内 信 号 装 置 

原則学齢児以上で、聴覚障害２級以上の方が属する世帯で日常生活上必要と認められる世帯 

浴 槽 原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 下肢機能障害２級以上の在宅の方 
② 体幹機能障害２級以上の在宅の方 

湯 沸 器 

風 呂 釜 

透 析 液 加 温 器 
原則３歳以上で、腎臓機能障害３級以上の自己連続携行式腹膜灌流法(ＣＡＰＤ)による透析療法を行
う方 

ネ ブ ラ イ ザ ー 

・原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 呼吸器機能障害３級以上の方 
② ①と同程度の身体障害児・者（同程度とは、身体障害者手帳の単独障害３級以上及び申立書に 
よる） 

・難病等の疾患により呼吸器機能に障害のある方 

電気式たん吸引器 

・原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 呼吸器機能障害３級以上の方 
② ①と同程度の身体障害児・者（同程度とは、身体障害者手帳の単独障害３級以上及び申立書に 
よる） 

・難病等の疾患により呼吸器機能に障害のある方 

酸素ボンベ運搬車 18歳以上で、医療保険における在宅酸素療法を行う方 

視 覚 障 害 者 用 
音 声 体 温 計 

原則学齢児以上で、視覚障害２級以上のみの世帯及びこれに準ずる世帯 

視覚障害者用体重計 原則学齢児以上で、視覚障害２級以上の方が属する世帯 

視覚障害者用はかり 原則学齢児以上で、視覚障害２級以上のみの世帯及びこれに準ずる世帯 

視覚障害者用血圧計 18歳以上で、視覚障害２級以上のみの世帯及びこれに準ずる世帯 

パ ル ス オ キ シ 
メ ー タ ー 

① 呼吸器機能障害で、在宅酸素療法を行っている方 
② 心臓機能障害で、在宅酸素療法を行っている方 
③ ①又は②と同程度の障害で、在宅酸素療法を行っている方 
④ 呼吸器機能障害で、人工呼吸器を常時使用している方 
⑤ 心臓機能障害で、人工呼吸器を常時使用している方 
⑥ ④又は⑤と同程度の障害で、人工呼吸器を常時使用している方 
⑦ 難病等の疾患により人工呼吸器を装着している方 

聴覚障害者用体温計 原則学齢児以上で、聴覚障害２級以上のみの世帯及びこれに準ずる世帯 

携 帯 用 会 話 
補 助 装 置 

原則学齢児以上で、①～③のいずれかに該当する方 
① 音声・言語機能障害で、発声・発語に著しい障害を有する方 
② 肢体不自由で、発声・発語に著しい障害を有する方 
③ 聴覚障害４級以上の方 

情 報 通 信 ・ 
支 援 用 具 

原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 視覚障害の方 
② 上肢機能障害２級以上の方 
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視 覚 障 害 者 用 
基 本 ソ フ ト 

原則学齢児以上で、視覚障害の方 

点字ディスプレイ 18歳以上で、視覚障害の方 

地デジが聞ける 
ラ ジ オ 

原則学齢児以上で、視覚障害２級以上の方 

 
＜重度障害者（児）・難病等日常生活用具一覧＞ 

種 目 対 象 者 

標 準 型 点 字 器 視覚障害の方 

携 帯 用 点 字 器 視覚障害の方 

点 字 タ イ プ 
ラ イ タ ー 

視覚障害２級以上で、原則就学・就労中又は就労が見込まれる方 

視 覚 障 害 者 用 
ポ ー タ ブ ル 
レ コ ー ダ ー 

原則学齢児以上で、視覚障害の方 

視覚障害者用活字
文書読上げ装置 

原則学齢児以上で、視覚障害の方 

視 覚 障 害 者 用 
拡 大 読 書 器 
( 携帯用含む) 

原則学齢児以上で、視覚障害の方 

暗所視支援眼鏡 
・原則学齢児以上の視覚障害の方で夜盲又は視野狭窄があり、医師が必要と認めた方 
・難病等の疾患により夜盲又は視野狭窄があり、医師が必要と認めた方 

視覚障害者用時計 18歳以上で、視覚障害２級以上の方 

聴 覚 障 害 者 用 
通 信 装 置 

原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 聴覚障害で、コミュニケーション、緊急連絡等の手段として必要と認められる方 
② 発声・発語に著しい障害を有し、コミュニケーション、緊急連絡等の手段として必要と認められ
る方 

聴 覚 障 害 者 用 
情 報 受 信 装 置 

聴覚障害の方で、本装置によりテレビの視聴が可能になる方 

人 工 喉 頭 音声機能障害又は言語機能障害を有し、無喉頭、発声筋麻痺等により音声を発することが困難な方 

人 工 鼻 
（付属品のみ） 

音声機能障害又は言語機能障害を有し、無喉頭、発声筋麻痺等により音声を発することが困難で、常
時埋込型の人工喉頭を使用する方 

視 覚 障 害 者 用 
音 声 I C タ グ 
レ コ ー ダ ー 

原則学齢児以上で、視覚障害２級以上の方 

パ ー ソ ナ ル 
コ ン ピ ュ ー タ 

原則学齢児以上で、①、②のいずれかに該当する方 
① 上肢機能障害２級以上の方で、文字を書くことが困難な方 
② 言語機能障害かつ上肢機能障害による身体障害２級以上の方で、文字を書くことが困難な方 

人工内耳体外機 
交 換 用 電 池 
（ 使 い 捨 て ） 

聴覚障害で、人工内耳を装用している方 

人工内耳体外機 
交換用充電池・充電器 聴覚障害で、人工内耳を装用している方 

ストーマ用装具 

① 直腸機能障害で、消化器系ストーマを造設している方 
② ぼうこう機能障害で、尿路系ストーマを造設している方 
③ ぼうこう機能障害で、カテーテルを体内に常時留置することによって、尿路変更を行っている方 
④ 難病等の疾患により直腸機能に障害のある方 
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種 目 対 象 者 

紙 お む つ 等 

【ぼうこう機能障害の方】 
① 治療によって軽快の見込みのないストーマ周辺の皮膚の著しいびらん、ストーマ変形のためストー
マ用装具を装着できない方 
② 先天性疾患（先天性鎖肛を除く）に起因する神経障害による高度の排尿機能障害のある方 
【直腸機能障害の方】 
① 治療によって軽快の見込みのないストーマ周辺の皮膚の著しいびらん、ストーマ変形のためストー
マ用装具を装着できない方 
② 先天性疾患（先天性鎖肛を除く）に起因する神経障害による高度の排便機能障害のある方 
③ 先天性鎖肛に対する肛門形成術に起因する高度の排便機能障害のある方 
【肢体不自由の方】 
脳原性運動機能障害により排尿もしくは排便の意思表示が困難な方で、発現年齢が６歳未満であり、

申請時の年齢が３歳以上の方で医師が認めた方 

洗 腸 装 具 

【直腸機能障害の方】 
① 治療によって軽快の見込みのないストーマ周辺の皮膚の著しいびらん、ストーマ変形のためストー
マ用装具を装着できない方 
② 先天性疾患（先天性鎖肛を除く）に起因する神経障害による高度の排便機能障害のある方 
③ 先天性鎖肛に対する肛門形成術に起因する高度の排便機能障害のある方 
【肢体不自由の方】 
脳原性運動機能障害により排尿もしくは排便の意思表示が困難な方で、発現年齢が６歳未満であり、

申請時の年齢が３歳以上の方で医師が認めた方 

収 尿 器 排尿の調節が自由にできない、排尿障害のある方 

住 宅 改 修 難病等の疾患により下肢又は体幹機能に障害のある在宅の方 

 

10．身体障害者福祉電話・福祉ファックス 

障害者のコミュニケーション及び緊急連絡手段の確保を図るため、福祉電話又は福祉ファックスを貸与しています。

（既に電話機（電話回線を含む）を所有する世帯については対象外） 
 

対象者（いずれも市民税非課税世帯） 
・福祉電話 
外出困難な在宅の重度身体障害者（障害程度２級以上）であってコミュニケーション及び緊急連絡の手段として

必要性が認められる人 
・福祉ファックス 
聴覚障害又は音声・言語機能障害の程度が３級以上で音声言語によるコミュニケーション等が困難か支障がある

人のみの世帯 
 

11．緊急通報事業 

非常連絡のできる電話（あんしん電話）を重度身体障害者に貸与しています。 
対象者：外出困難なために緊急時の連絡手段の確保が困難で障害程度が２級以上の人のみの世帯及びそれに準ずる

世帯 
 

12．補助犬育成事業等 

身体障害者の自立及び社会参加の促進を図るため身体障害者補助犬（盲導犬・介助犬・聴導犬）の育成等に係る経

費（飼育費）の助成を行っています。（所得制限があります。） 
 

13．障害者住宅改造補助事業 

障害者の住宅環境を改善するため、専門スタッフによる住宅改造訪問相談を行うとともに、住宅の改造に必要な費

用の一部を助成しています。 

(1) 対象者：肢体不自由の１～３級の人、視覚障害の１～３級の人、内部障害の１～２級の人、愛護手帳１～３度の

人、精神障害者保健福祉手帳１～２級の人、自閉症状群と診断された人 
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(2) 対象工事：居室、便所、浴室などの改造 

(3) 補助額：80万円を限度として補助対象工事の実費額。ただし、所得による自己負担や他制度（介護保険制度等）

との調整があります。 

 

14．障害者自立支援配食サービス 

障害者のみの世帯等に対し、配食サービスを実施し、安否の確認もあわせて行っています。 
 
15．重度障害者入院時コミュニケーション支援事業 

単身者等で意思疎通が困難な在宅の重度障害者が医療機関(精神科病院を除く)に入院する場合に、普段から支援を

行っているヘルパー等が、コミュニケーション支援を実施します（入院中の病院等における重度訪問介護が利用でき

る者を除く）。 
 
16．障害者通院時コミュニケーション支援事業 

意思疎通が困難な障害者(児)が医療機関に通院して診察を受ける際、医療従事者と円滑にコミュニケーションを図

ることができるよう、普段から支援を行っている事業所職員等が、診察中のコミュニケーション支援を実施します。

（身体障害者は、発語が困難な者に限る。精神障害者は、精神科への通院は対象外。） 
 
17．障害者社会参加促進事業 

点訳奉仕員養成講習会  視覚障害者の文化・福祉向上を図るため、点訳奉仕者を養成する点字講習会を開催し
ています。 

朗読奉仕員養成講習会  視覚障害者の教養・文化向上のため、盲人用のテープ・ＣＤに録音する朗読奉仕員を
養成する講習会を開催しています。 

視覚障害女性 社会講座 視覚障害者の女性を対象に料理、茶華道、編物等の講座を実施しています。 

歩 行 訓 練 事 業 視覚障害者が単独で歩行でき、日常生活及び社会生活を安全かつ自由に営むことがで
きるように、歩行訓練を実施しています。 

視覚障害青年等社会講座 視覚障害者の青年等を対象として、社会生活に必要な知織の習得や体験交流を図る教
室を開催しています。 

中途視覚障害者社会講座 中途視覚障害者に対して、将来の生活の方途を見出すために必要な助言、指導及び自
活に必要な前訓練としての感覚訓練、点字指導等を行い、社会復帰を図っています。 

視覚障害者援護促進事業  視覚障害者のリハビリテーションとして、歩行訓練、日常生活訓練等を実施していま
す。 

聴覚障害者社会教育事業  聴覚障害者が社会生活の知識を吸収し、意見、情報等を交換するための場として、社
会教養講座を開講しています。 

盲ろう者生活 訓練事業 盲ろう者の情報取得の幅を広げるとともに社会参加の促進を図るため、多様なコミュ
ニケーション手段を学ぶ学習会を開催します。 

 

18．手話奉仕員養成事業 

聴覚障害者や音声言語障害者の自立した生活を支援するため、手話で日常会話を行うのに必要な知識・技術を習得

した手話奉仕員を養成するための講習会を開催します。 

 

19．手話通訳者養成事業 

聴覚障害者や音声言語障害者の自立した生活を支援するため、手話通訳に必要な専門的知識・技術を習得した手話

通訳者を養成するための講習会を開催します。 

 

20．手話通訳者派遣事業 

聴覚障害者や音声言語障害者が公的機関や医療機関を訪問する場合などに、意思疎通の円滑化を図るため、手話通

訳者を派遣します。 
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21．要約筆記者養成事業 

手話取得の困難な中途失聴者や難聴者の自立した生活を支援するため、要約筆記に必要な専門的知識・技術を習得

した要約筆記者を養成するための講習会を開催します。 

 

22．要約筆記者派遣事業 

聴覚障害者や音声言語障害者が公的機関や医療機関を訪問する場合などに、意思疎通の円滑化を図るため、要約筆

記者を派遣します。 

 

23．盲ろう者向け通訳・介助員養成事業 

盲ろう者（視覚及び聴覚の重複障害者）の自立した生活を支援するため、意思疎通や移動等の支援を行う盲ろう者

向け通訳・介助員を養成するための講習会を開催します。（愛知県と合同で開催。） 

 

24．盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

盲ろう者が公的機関や医療機関を訪問する場合などに、意思疎通や移動の円滑化を図るため、盲ろう者向け通訳・

介助員を派遣します。 

 

25．失語症者向け意思疎通支援者派遣事業 

  失語症者が公的機関や医療機関を訪問する場合などに、意思疎通の円滑化を図るために、支援者を派遣します。 
 

26．代筆・代読支援員派遣事業 
  視覚に障害のある方を対象に、代筆代読を行う支援員を派遣します。 
 
27．なごや福祉用具プラザ 

福祉用具の展示・相談等を行うとともに、介護知識・技術を習得するための実習・講座等を開催します。また、介

護ロボットに関する相談や普及・啓発を実施しています。 
 
28．聴覚言語障害者情報文化センター 

聴覚障害者や音声言語機能障害者の社会参加を促進するため、①各種の相談②手話通訳者・要約筆記者の養成・派

遣③コミュニケーション機器の貸出④字幕入りビデオカセットの製作貸出等、必要とされる情報文化の提供を行う窓

口として聴覚言語障害者情報文化センターが開設されています。本市ではこの事業に対し助成しています。 
 
29．名古屋ライトハウス 情報文化センター 

視覚障害者の社会参加を促進するため、視覚障害者が社会生活を送っていくうえで必要な情報を提供する①点字図

書の貸出②点字情報誌発行③視覚障害者用図書レファレンスサービス等の事業を実施しています。本市では、この事

業に対して助成しています。 
 
30．福祉バス 

障害者の社会参加を促進するため、①研修会・見学会②スポーツ・レクリエーション③その他障害者の福祉増進を

図るための事業に対して大型のリフト付福祉バスの貸出しを行っています。本市ではこの事業に対して助成していま

す。 
 
31．重度障害者タクシー料金助成 

地下鉄・市バスを利用することが困難な重度の身体障害者（身体障害者手帳１・２級又は、３級で愛護手帳１～３

度のいずれかとの重複。）がタクシーを利用する場合に１枚あたり500円を上限とし、１乗車につき10枚（5,000円

分）まで利用可能な福祉タクシー利用券（年間180枚。ただし、人工透析患者のうち週３回以上通院が必要な方は年

間220枚。）を交付し、基本料金及び迎車料金等を助成しています。 
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重度の身体障害者で外出時に車いす等を使用される方が、リフト付タクシーを利用する場合には１枚あたり 2,000

円を上限とし、１乗車につき５枚（10,000円分）まで利用可能なリフト付タクシー利用券（年間140枚。ただし、人

工透析患者のうち週３回以上通院が必要な方は年間170枚。）を交付しています。（福祉タクシー利用券との選択制で

す。） 

なお、重度障害者タクシー料金助成につきましては、福祉特別乗車券との選択制です。 

 
32．重度身体障害者リフトカー運行事業 

地下鉄、市バス、タクシーの利用が困難な車いす利用の重度身体障害者の方を対象にリフトカーの運行を行ってい

ます。なお、事前に利用登録が必要です。予約制。（リフト付タクシー利用券の交付を受けている方は、この事業を利

用することができません。） 

(1) 利用料  １時間あたり400円 

(2) 利用回数 原則として月８乗車以内、１乗車の利用は２時間以内 

(3) 運行時間 原則として８時～20時 

 

33．交通料金の軽減 

 (1) 福祉特別乗車券の交付 
身体障害者手帳の１～４級所持者に対して市営交通機関等が無料乗車できる福祉特別乗車券を交付（１・２級又

は３・４級の第１種の方には介護者用も交付）しています。なお、重度障害者タクシー利用券との選択制です。 
令和４年２月より、名鉄、ＪＲ東海及び近鉄の鉄道（市内運行区間）並びに名鉄バス及び三重交通の路線バス（原

則市内運行区間）への対象交通拡大を実施しました。（運賃相当額を後日支給） 
 (2) 市営交通料金の割引 

福祉特別乗車券を交付されていない身体障害者手帳所持者については割引料金を適用しています。 
割引料金 
・市バス 大人100円 小人50円 

・地下鉄 大人 小人料金と同じ 

小人 小人料金の半額 （10円単位で切り上げ） 

介護者についても、割引制度があります。 
(3) 旅客鉄道株式会社（ＪＲ）旅客運賃の割引 
ア 普通乗車券：介護者とともに利用する第１種身体障害者の場合、距離に関係なく、本人及び介護者は50％割引

されます。本人が単独で利用する第１種及び第２種の身体障害者の場合は、片道 100 キロを超え

る場合に限り50％割引されます。 

イ 定期乗車券：介護者とともに利用する場合で、12歳以上の第１種身体障害者は、距離に関係なく本人及び介護

者は 50%(自動車線は 30%)割引され、12 歳未満の第１種及び第２種の身体障害者は、介護者のみ

50％割引(通勤定期乗車券を発売)されます。 

ウ 回数券・急行券：介護者とともに利用する第１種身体障害者の場合、本人及び介護者は、50％割引されます。(特

別急行等は除く) 

(4) 航空旅客運賃の割引 
満12歳以上の身体障害者手帳所持者が利用する場合、本人及び介護者の普通大人片道料金が各航空運送事業者に

より割引される場合があります。 

 

34．身体障害者自動車運転免許取得補助金 

身体障害者手帳所持者が自動車教習所に入所し、自動車運転免許証を取得した場合、その費用の３分の２に相当す

る額（ただし、10万円を限度とします）を補助しています。 
 
35．身体障害者自動車改造補助金 

就労等の促進を図るため、身体障害者手帳所持者が自ら所有し、運転する自動車（操向装置、駆動装置など）を改
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造する必要がある場合に、10万円を限度として改造実費額を補助しています。 
 
36．有料道路通行料金の割引 

身体障害者手帳所持者が自ら運転する場合及び第１種身体障害者が乗車し、その介護者が運転する場合で有料道路

を利用する場合に、通常料金の50％が割引されます。制度の利用には事前手続きが必要です。 

なお、ETC無線通行（ノンストップ走行）を利用する場合、割引が適用される自動車の事前登録（障害者１人につ

き１台を登録）及び有料道路事業者への事前申請が必要です。 

 
37．肢体障害者自立促進事業 

肢体障害者の社会参加を促進するため、自立生活の相談に応ずるとともに車いすの貸出しを行っています。本市で

は、この事業に対して助成しています。 
 
38．読書環境の整備 

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律（読書バリアフリー法）の成立を踏まえ、点字図書館と公共図

書館等との連携を強化するほか、テキストデータ化ボランティアの養成やデイジー図書再生機器の視覚以外の障害者

への貸出等により読書環境の整備を推進します。 
 
39. 障害者ICTサポート推進事業 
  視覚障害者に対し、自宅等を訪問し、パソコン、スマートフォン等を利用するための操作支援を行っています。 
 
40.重症心身障害児者施設「ティンクルなごや」 

北区クオリティライフ21城北内において、重度の知的障害と重度の肢体不自由が重複している障害児者が安心して

生活できるよう、入所により生活の支援や医療的なケアを提供します。 

 
41.その他の援護 

市営住宅への入居あっせん・家賃等の減額（１～４級）、東山動植物園等の無料入場、市県民税・軽自動車税の減免、

上・下水道料の軽減及びおんたけ休暇村の使用料の割引等を行っています。 
 
42.各種制度 

(1) 特別児童扶養手当 
(2) 障害児福祉手当 
(3) 特別障害者手当 
(4) 愛知県在宅重度障害者手当 
(5) 重度障害者（児）給付金 
(6) 外国人障害者給付金 

 (7) 障害者虐待の相談支援事業 
(8) 障害者医療費助成 
(9) 福祉給付金 
(10) 名古屋歯科保健医療ｾﾝﾀ (ー障害者歯科) 
(11) 障害基礎年金 
(12) 特別障害給付金 
(13) 年金生活者支援給付金 

「障害者総合支援法による制度等」71頁〔第4章4-3 (1)〕参照 

「福祉医療」109～111頁〔第4章4-4 (8)〕参照 

「国民年金」103～105頁〔第4章4-4 (5)〕参照 

「知的障害者福祉」85頁〔第4章4-3 (3)〕参照 

「年金生活者支援給付金」106頁〔第4章4-4 (6)〕参照 
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●  （３） 知的障害者福祉 

 
知的に障害があっても、安心して生活をすることができるよう、様々な施設福祉サービスや在宅福祉サービスを提供

するとともに、自立と社会参加を促進するため、各種施策を障害者基本計画に基づいて実施しています。 
 
１．知的障害者福祉の機関 

知的障害者福祉の実施機関としては、社会福祉事務所と知的障害者更生相談所があり、協力機関としては、知的障

害者相談員と障害者基幹相談支援センターがあります。 

(1) 社会福祉事務所 

知的障害者の福祉に関し、実情の把握につとめるほか、相談、調査、指導にかかる業務などを行っています。 

(2) 知的障害者更生相談所 

知的障害者に関する問題の相談に応ずるほか、医学的、心理学的及び職能的判定や指導を行っています。 

(3) 知的障害者相談員 

市長に委嘱された人（55人）が、知的障害者の養育や、生活上の問題など身近な相談に応じています。 

(4) 障害者基幹相談支援センター（73頁〔第4章4-3(2)〕参照） 

 
２．愛護手帳の交付 

知的障害者に対する一貫した指導・相談や各種の援護を受けやすくするために、申請により愛護手帳を交付してい

ます。令和7年度末現在22,053人（R8.4上旬頃）の手帳所持者がいます。 

愛護手帳交付の状況
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３．職親制度 

知的障害者が自立更生を図るため、一定期間職親のもとで、生活指導及び技能習得訓練を受け、就職に必要な素地

を身につけようとするものです。 

15,002人 

15,565人 

16,101人 

16,660人 

17,187人 

18,258人 

18,386人 

19,019人 

19,637人 

20,379人 

21,202人 

22,053人 
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４．心身障害者扶養共済事業 

障害児（者）の保護者が死亡したり、身体に著しい障害を有する状態となった場合に年金を支給して、障害児（者）

の生活の安定を図ることを目的とした心身障害者扶養共済事業を行っています。 
(1) 掛金の額（２口まで加入できます。） 

１口につき月額9,300円～23,300円（平成20年３月31日現在加入者は、5,600円～14,500円） 

１口目、２口目とも、加入年度４月１日時点の保護者の年齢により決まります。 

(2) 年金の額 
１口加入月額20,000円 

２口加入月額40,000円 

 
５．ふれあい教室 

在宅のおおむね15歳以上の知的障害者を対象に、社会参加と余暇活動の充実を図るため、料理教室等を開催してい

ます。本市ではこの事業に対して助成しています。 

 
６．障害者青年学級 
  心身に障害のある青年が、仲間やボランティアの人たちとともに学習やスポーツ・レクリエーションなどの集団活

動をはじめ、地域社会と関わり交流することを通して、豊かな生活の構築を図るとともに、社会の一員として活動す

ることを促すために、市内の団体・サークルに補助金を交付しています。 
 
７．成年後見あんしんセンター 

知的障害等によって判断能力が不十分となり、自分一人では契約や財産管理が難しい方が安心して生活できるよう、

成年後見制度に関する相談や利用支援を行っています。また、ボランティアで後見活動を担う市民後見人の養成など

も行っています。 
 
８．障害者・高齢者権利擁護センター 

知的障害者等の主体性・自主性を尊重し、安心して地域生活を送れるよう、権利擁護・財産管理等の相談に応じ、

金銭管理サービス等の生活支援を行っています。 
 
９．障害者自立支援配食サービス 

障害者のみの世帯等に対し、配食サービスを実施し、安否の確認もあわせて行っています。 
 
10．重度障害者（児）日常生活用具給付 

重度障害者（児）の日常生活を容易なものとするため、用具を給付します。 
 

11．重度障害者入院時コミュニケーション支援事業 

単身者等で意思疎通が困難な在宅の重度障害者(児)が医療機関(精神科病院を除く)に入院する場合に、普段から支援

を行っているヘルパー等が、コミュニケーション支援を実施します（入院中の病院等における重度訪問介護が利用で

きる者を除く）。 
 
12．障害者通院時コミュニケーション支援事業 

意思疎通が困難な障害者(児)が医療機関に通院して診察を受ける際、医療従事者と円滑にコミュニケーションを図

ることができるよう、普段から支援を行っている事業所職員等が、診察中のコミュニケーション支援を実施します。

（身体障害者は、発語が困難な者に限る。精神障害者は、精神科への通院は対象外。） 
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13．各種手当 

手当の種類 受給資格者 支給要件 支給月額 所得制限 

特 別 児 童 
扶 養 手 当 

身体又は精神に障害を有する20
歳未満の児童を監護している親
又は養育者 
ただし、次の人を除く 
・障害児が障害を支給事由
とする給付（年金）を受
けることができるとき 

※原則として、認定診断書によ
り認定します。 

〈１級〉 
・重度の身体障害（ほぼ身障手帳１・２級） 
・重度の精神障害（知的障害の場合ほぼIQ35以下） 

58,450円 

あり 
〈２級〉 
・中度の身体障害 

（ほぼ身障手帳３級及び４級の一部） 
・中度の精神障害 

   （知的障害の場合ほぼIQ50以下） 
 

38,930円 

障 害 児 
福 祉 手 当 

20歳未満であって、政令で定め
る程度の重度の障害の状態にあ
るため、日常生活において常時
の介護を必要とするもの 
ただし次の人を除く 
・障害を支給事由とする給
付（年金）を受けとるこ
とができる人（５号は除
く） 

・５号については愛知県在
宅重度障害者手当の所
得制限を超えている人 

 
※原則として、認定診断書によ
り認定します。 

〈１号〉 
身障手帳１・２級かつ愛護手帳１・２度 

30,210円 

あり 

〈２号〉 
・愛護手帳１度 
・身障手帳１・２級で全面介助を要すること 
・身障手帳１・２級で進行性筋萎縮症 
・医師に自閉症状群と診断されたこと 

22,960円 

〈３号〉 
上記１号、２号に該当しない 
・身障手帳１級・２級 
・愛護手帳２度 

17,710円 

〈４号〉 
上記１号～３号に該当しないこと 

16,560円 

〈５号-１〉 
上記１号に該当する障害を有し、所得制限を超過又は障害
を事由とする年金等を受けていること 

14,260円 

あり 
〈５号-２〉 
上記２号に該当する障害を有し、所得制限を超過又は障害
を事由とする年金等を受けていること 

16,010円 

特別障害者 
手 当 

20歳以上であって、政令で定め
る程度の著しい重度の障害の状
態にあるため、日常生活におい
て常時特別の介護を必要とする
もの 
 
継続して３ヵ月を超えて
入院している人を除く 

〈１種〉 
身障手帳１・２級かつ愛護手帳１・２度 

42,300円 

あり 

〈２種〉 
・身障手帳１・２級 
・愛護手帳１・２度 

36,500円 

〈３種〉 
上記の１種、２種に該当しないこと 

35,450円 

※原則として認定診断書により
認定します。 

※原爆被爆者の介護手当等を受給している場合は、手当額が調整される。 
※予防接種法による障害年金を受給している場合、当該年金額が調整される。 

愛知県在宅 
重度障害者 
手 当 

重度障害者（児） 
 
特別障害者手当、障害児福
祉手当、経過的福祉手当等
の受給者を除く 

〈１種〉 
身障手帳１・２級かつ愛護手帳１・２度 

15,950円 

あり 

〈２種〉 
・身障手帳１・２級 
・愛護手帳１・２度 
・身障手帳３級かつ愛護手帳３度 
※平成20年４月１日以降、65歳以上で新たに手帳の交付を
受けた方は対象外 

6,950円 

重 度 障 
害 者 (児 ) 
給 付 金 

重度障害者（児） 
特別障害者手当、障害児福
祉手当、各種基礎年金、旧
国民年金法に基づく障害
年金、外国人障害者給付
金、特別障害給付金の受給
者を除く 

次のいずれかに該当する者であって、かつ11月分の愛知県
在宅重度障害者手当又は経過的福祉手当の受給資格を有す
る者 
・身障手帳１・２級 
・IQ35以下 
・身障手帳３級かつIQ36～50  

年額 
20,000円 

あり 

注）いずれの手当も、入所施設に入所しているときは支給されません。支給額は予定です。今後、支給額が変わることがあります。 

外 国 人 
障 害 者 
給 付 金 

昭和57年１月１日 
日本国内に居住地登録していた
20歳以上の障害者で昭和57年１
月１日前に障害の初診日がある方 

・身障手帳１・２級 
・愛護手帳１・２度 
・精神障害者保健福祉手帳１級 

36,000円 あり 

注） 公的年金等、他都市の同様の趣旨の給付金を受給している場合は、支給額が調整されます。 
生活保護、中国残留邦人等の支援給付を受給中の方は支給されません。 

 
14．交通料金の軽減 

(1) 福祉特別乗車券の交付 
愛護手帳所持者に対して市営交通機関等が無料乗車できる福祉特別乗車券を交付（１～３度の方には介護者用も

交付）しています。なお、重度障害者タクシー利用券との選択制です。 

令和４年２月より、名鉄、ＪＲ東海及び近鉄の鉄道（市内運行区間）並びに名鉄バス及び三重交通の路線バス（原

則市内運行区間）への対象交通拡大を実施しました。（運賃相当額を後日支給） 
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(2) 市営交通料金の割引 
福祉特別乗車券を交付されていない愛護手帳所持者については割引料金を適用しています。 

(3) 旅客鉄道株式会社（ＪＲ）旅客運賃の割引 
ア 普通乗車券：介護者とともに利用する第１種知的障害者の場合、距離に関係なく、本人及び介護者は50％割引

されます。本人が単独で利用する第１種及び第２種の知的障害者の場合は、片道100キロを超え

る場合に限り50％割引されます。 

イ 定期乗車券：介護者とともに利用する場合で、12歳以上の第１種知的障害者は、距離に関係なく本人及び介護

者は50%(自動車線は 30%)割引され、12 歳未満の第１種及び第２種の知的障害者は、介護者のみ

50％割引(通勤定期乗車券を発売)されます。 

ウ 回数券・急行券：介護者とともに利用する第１種知的障害者の場合、本人及び介護者は、50％割引されます。(特

別急行等は除く) 

(4) 航空旅客運賃の割引 
満12歳以上の知的障害者（愛護手帳（療育手帳）所持者）が利用する場合、本人及び介護者の普通大人片道料金

が各航空運送事業者により割引される場合があります。 

 
15．重度障害者タクシー料金助成 

地下鉄、市営バスを利用することが困難な重度の知的障害者（愛護手帳１・２度又は３度で身体障害者手帳１～３

級との重複。）がタクシーを利用する場合、１枚あたり500円を上限とするタクシー利用券（年間180枚、１乗車につ

き10枚（5,000円分）まで利用可能）を交付し、基本料金及び迎車料金等を助成します。なお、福祉特別乗車券との

選択制です。 

 
16．有料道路通行料金の割引 

第１種知的障害者が乗車し、その介護者が運転する場合で有料道路を利用する時に、通行料金の50％が割引されま

す。制度の利用には事前の手続きが必要です。 

なお、ETC無線通行（ノンストップ走行）を利用する場合、割引が適用される自動車の事前登録（障害者１人につ

き１台を登録）及び有料道路事業者への事前申請が必要です。 

 
17．その他の援護 

市営住宅への入居あっせん・家賃等の減額（減額は１～３度）、東山動植物園等の無料入場、市県民税・軽自動車税

の減免、上・下水道料の軽減及びおんたけ休暇村の使用料の割引等を行っています。 
 
18．各種制度 

(1) 重度障害者移動入浴事業 
(2) 寝具・特殊寝台の貸与 
(3) 障害者住宅改造補助 
(4) 障害者医療費助成 
(5) 福祉給付金 
(6) 名古屋歯科保健医療ｾﾝﾀ (ー障害者歯科) 
(7) 障害基礎年金 
(8) 特別障害給付金 
(9) 年金生活者支援給付金 
(10) 重症心身障害児者施設「ティンクルなごや」 

 

「身体障害者福祉」74・78頁〔第4章4-3 (2)〕参照 

「福祉医療」109～111頁〔第4章4-4 (8)〕参照 

「身体障害者福祉」82頁〔第4章4-3 (2)〕参照 

「国民年金」104～105頁〔第4章4-4 (5)〕参照 

「年金生活者支援給付金」106頁〔第4章4-4 (6)〕参照 
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●  （４） 精神障害者福祉 

 
精神障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける方の、自立と社会経済活動への

参加を促進するために、各種施策を障害者基本計画に基づいて実施しています。 
 
１．精神障害者福祉の機関 

(1)  区役所・支所 
精神障害者保健福祉手帳の交付申請、自立支援医療（精神通院医療）及び居宅介護等の障害福祉サービスに関す

る支給申請を始めとして精神障害者の福祉施策の窓口となっています。 
(2) 精神保健福祉センターここらぼ 

精神障害者保健福祉手帳及び自立支援医療（精神通院医療）の判定・決定を行うとともに、障害福祉サービスの

給付に関する意見を述べます。 
(3) 障害者基幹相談支援センター（73頁〔第4章4-3(2)〕参照） 

 
２．精神障害者保健福祉手帳の交付  

精神障害があるために、長期にわたり日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける方に対し、申請により精神障

害者保健福祉手帳を交付しています。この手帳は、一定の精神障害の状態にあることを証する手段となることによ

り、手帳の交付を受けた方に対し、各種支援策が講じられることを目的としています。 

精神障害者保健福祉手帳交付の状況（各年度末現在）

1,411

1,381

1,399

1,444

1,472

1591

1679

1794

1895

1970

2117

11,522

12,384

13,091

13,710

14,488

15,386

16,161

17233

18167

19847

21696

23395

25466

4,017

4,669

5,460

6,166

6,752

7,287

8,062

8788

9274

9727

10322

11292

12663

1,535

261

0 4,000 8,000 12,000 16,000 20,000 24,000 28,000 32,000 36,000 40,000 44,000

24

25

26

27

28

29

30

1

2

3

4

5

6

年度

     人

 
３．安全・安心な生活環境の整備 

(1) 住宅・住環境の整備の推進 
ア 市営住宅における住宅の確保など 

(ア) 市営住宅の福祉向け募集（障害者世帯向） 
確保された市営住宅の福祉向募集における障害者入居枠について、募集を行います。 

 
 

17,128人 

18,588人 

19,962人 

21,257人 

22,639人 

24,117人 

25,695人 

27,612人 

29,120人 

31,368人 

33,913人 

36,657人 

40,246人 
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４．情報アクセシビリティ向上と意思疎通支援の充実 
(1) 情報・意思疎通の支援の充実 
ア 人材の養成や活用の推進 

(ア) 重度障害者入院時コミュニケーション支援事業 
単身者等で意思疎通が困難な在宅の重度障害者(児)が医療機関(精神科病院を除く)に入院する場合に、普段から

支援を行っているヘルパー等が、コミュニケーション支援を実施します（入院中の病院等における重度訪問介護

が利用できる者を除く）。 
   (イ) 障害者通院時コミュニケーション支援事業 

意思疎通が困難な障害者(児)が医療機関に通院して診察を受ける際、医療従事者と円滑にコミュニケーション

を図ることができるよう、普段から支援を行っている事業所職員等が、診察中のコミュニケーション支援を実施

します。（精神科への通院は対象外） 
 
５．権利擁護の推進 

(1) 障害者・高齢者権利擁護センターの運営支援 
精神障害者等の主体性・自主性を尊重し、安心して地域生活を送れるよう、権利擁護・財産管理等の相談に応じ、

金銭管理サービス等の生活支援を行っています。 
(2) 成年後見制度の利用促進 
ア  成年後見あんしんセンター 

精神障害等によって判断能力が不十分となり、自分一人では契約や財産管理が難しい方が安心して生活できる

よう、成年後見制度に関する相談や利用支援を行っています。また、ボランティアで後見活動を担う市民後見人

の養成なども行っています。 
 
６．自立した生活の支援・意思決定支援の推進 

(1) 地域生活を支援するサービスの量的・質的充実 
ア 在宅サービスの拡充 

(ア) 障害者自立支援配食サービス 
障害者のみの世帯等に対し、配食サービスを実施し、安否の確認もあわせて行っています。 

イ 外出支援施策の推進 
(ア) 福祉特別乗車券の交付 
精神障害者保健福祉手帳所持者に対して市営交通機関等が無料乗車できる福祉特別乗車券を交付（１～２級の

方には介護者用も交付）しています。なお、重度障害者タクシー利用券との選択制です。 
令和４年２月より、名鉄、ＪＲ東海及び近鉄の鉄道（市内運行区間）並びに名鉄バス及び三重交通の路線バス

（原則市内運行区間）への対象交通拡大を実施しました。（運賃相当額を後日支給） 
(イ) 市営交通料金の割引 
福祉特別乗車券を交付されていない精神障害者保健福祉手帳所持者については割引料金を適用しています。 

(ウ) 航空旅客運賃の割引 
満12歳以上の精神障害者保健福祉手帳所持者が利用する場合、本人及び介護者の普通大人片道料金が各航空運

送事業者により割引される場合があります。 

(エ) 重度精神障害者タクシー料金助成 
地下鉄・市バスを利用することが困難な重度の精神障害者（精神障害者保健福祉手帳１級所持者）がタクシー

を利用する場合に１枚あたり500円を上限とするタクシー利用券（年間180枚、１乗車につき10枚（5,000円分）

まで利用可能）を交付し、基本料金及び迎車料金等を助成します。なお、福祉特別乗車券との選択制です。 
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(オ) 旅客鉄道株式会社（ＪＲ）旅客運賃の割引 
  ア 普通乗車券：介護者とともに利用する第１種精神障害者の場合、距離に関係なく、本人及び介護者は50％

割引されます。本人が単独で利用する第１種及び第２種の精神障害者の場合は、片道 100 キ

ロを超える場合に限り50％割引されます。 

イ 定期乗車券：介護者とともに利用する場合で、12歳以上の第１種精神障害者は、距離に関係なく本人及び

介護者は 50%(自動車線は 30%)割引され、12 歳未満の第１種及び第２種の精神障害者は、介

護者のみ50％割引(通勤定期乗車券を発売)されます。 

ウ 回数券・急行券：介護者とともに利用する第１種精神障害者の場合、本人及び介護者は、50％割引されま

す。(特別急行等は除く) 

ウ  経済的施策の充実 
(ア) 外国人障害者給付金支給事業 
昭和56年に改正された国民年金法が施行される以前に20歳に達していた外国人で障害基礎年金等を受けるこ

とができない重度精神障害者に対し、給付金を支給します。 

 
７．その他の援護 

市営住宅の家賃等の減額（減額は１～２級）、東山動植物園等の無料入場、市県民税・軽自動車税の減免、上・下水

料の軽減及びおんたけ休暇村の使用料の割引等を行っています。 
 
８．各種制度 

  (1) 重度障害者(児)日常生活用具給付事業 
 (2)  障害者住宅改造補助 

(3) 特別児童扶養手当 
(4) 障害児福祉手当 
(5) 特別障害者手当 

 (6) 外国人障害者給付金 
(7) 障害者虐待の相談支援事業 
(8) 障害者医療費助成 
(9) 福祉給付金 
(10) 障害基礎年金 
(11) 特別障害給付金 
(12) 年金生活者支援給付金 

「身体障害者福祉」74頁・78頁〔第4章4-3 (2)〕参照 

 

 

「知的障害者福祉」85頁〔第4章4-3 (3)〕参照 

 

「障害者総合支援法による制度等」71頁〔第4章4-3 (1)〕参照 

「福祉医療」109～111頁〔第4章4-4 (8)〕参照 

「国民年金」103～105頁〔第4章4-4 (5)〕参照 

「年金生活者支援給付金」106頁〔第4章4-4 (6)〕参照 
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●  （５） 障害者就労支援の促進 

 
就労に向けての支援や働く場の確保、活動しやすい環境づくりを通じて、社会的に自立した生活の実現と、社会参加

の促進を図ります。 
 
１．施設から一般就労への移行促進 

福祉、労働、教育、企業など就労支援を推進するためのネットワークの構築のために以下の事業を行います。 
(1) 障害者就労支援推進会議の開催 
(2) 職業能力開発プロモーターの配置 

障害者の実習や訓練を受け入れる企業の開拓などを行う職員を配置します。 
(3) 障害者就労支援にかかる人材の育成 

就労移行支援事業に携わる職員向けの研修を実施します。 
(4) 障害者雇用に向けた啓発 

障害者雇用の促進を図るため、雇用率未達成企業等への働きかけや優良企業の表彰を行います。 
 
２．障害者就労施設等向け支援 

障害者優先調達推進法に基づき、障害者の自立の促進に資するため「名古屋市による障害者就労施設等からの物品

等の調達の推進を図るための方針」を定めています。 
この方針は、市内の事業所等での障害者雇用数が、常用雇用労働者数の一定割合以上である企業を「障害者雇用促

進企業」として認定し、本市の行う指名競争入札において優先指名を受けることができる優遇措置などを実施してい

ます。また、登録された市内の障害者就労施設等の物品や役務について、通常は競争入札に付される金額の物品の購

入や役務の提供を受けるにあたって、随意契約することができるなどの優遇措置を実施しています。 
 
３．障害者雇用支援センター及び障害者就労支援センター 

一般就労や継続就労が困難な障害者に対し、就労面及び日常生活上の相談・支援を一体的に行うことにより、障害

者の雇用の促進を図ります。 
 
４．障害者就労支援窓口「ウェルジョブなごや」 

障害者雇用の推進及び工賃・賃金の向上を図るため、企業及び障害者就労支援施設に対する相談支援や障害者の職

場定着支援、製品の販路拡大等の支援を実施します。 
 
５．重度障害者等就労支援事業 

重度障害者等が働く場合において、通勤時や就労中に必要な支援をヘルパーが行います。 
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● 
●   ４‐４ 生活福祉   

● 
● 

 
●  （１） 生活保護 

 
生活保護法に基づいて実施される保護は、生活に困窮するすべての国民に対して、困窮の程度に応じて必要な保護を

行い、その最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを目的としています。 

被保護世帯数（世帯類型別）

17,488

18,433

19,124

19701

20060

20258

20337

20433

20292

20368

20327

1814

1706

1647

1534

1455

1406

1373

10,269

10,089

9,761

9502

9367

9450

9492

9515

9589

9810

9997

7208

6889

6649

6832

6825

6786

6838

6837

1926

2,064

2,135

2,155

7,366

7,548

7,970

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

H26

H27

H28

H29

H30

R1

R2

R3

R4

R5

R6

年度 高齢者世帯 母子世帯 傷病・障害者世帯 その他の世帯

 
１．保護の原則 

(1) 保護は、要保護者（保護を必要とする状態にある人）やその扶養義務者又はその他の同居の親族の申請に基づい

て開始されます。 
(2) 保護は、要保護者に対して厚生労働大臣の定める基準のうち、その者の金銭又は物品で満たすことのできない不

足分を補う程度で行われます。 
(3) 保護は、要保護者の年齢・健康状態等その個人又は世帯の実際の必要の相違を考慮して行われます。 
(4) 保護は、世帯を単位として行われます。 

 
２．保護の実施機関 

保護の申請は、要保護者の居住地の区役所民生子ども課及び支所区民福祉課（社会福祉事務所）で受け付けていま

す。 
ここでは、専門の職員（ケースワーカー）が、それぞれ担当地区の世帯を受け持ち、調査をします。この調査に基

づいて保護の要否や程度が決定されます。 
また、民生委員は社会福祉事務所の協力機関として、要保護者の相談などにあたっています。 

（注）①停止中の世帯は含まない②世帯数は年度平均を四捨五入するため、総数と内訳の合計が一致しない場合がある 

世帯(年度平均) 

37,670世帯 

37,883世帯 

38,205世帯 

38,314世帯 

38,337世帯 

38,130世帯 

38,062世帯 

38,307世帯 

38,306世帯 

38,121世帯 

38,535世帯 
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３．保護の種類 

保護は次の８種類に区別され、要保護者の必要に応じて行われます。 

生活扶助 
・衣食その他日常生活の需要を満たすために必
要なもの 

・移送 
介護扶助 

・介護保険制度による居宅介護サービス（福祉
用具購入・住宅改修を含む）・地域密着型サー
ビス及び施設サービス 

・介護保険制度による介護予防サービス（介護
予防福祉用具購入・介護予防住宅改修を含む）
及び地域密着型介護予防サービス 

・介護保険制度による介護予防・生活支援サー
ビス事業 

・移送 

教育扶助 
・義務教育に伴って必要な教科書その他の学用
品 

・義務教育に伴って必要な通学用品 
・学校給食その他義務教育に伴って必要なもの 

住宅扶助 ・住居 
・補修その他住宅の維持のために必要なもの 出産扶助 

・分べんの介助 
・分べん前及び分べん後の処置 
・脱脂綿、ガーゼその他の衛生材料 

医療扶助 

・診察 
・薬剤又は治療材料 
・医学的処置、手術及びその他の治療並びに施
術 

・居宅における療養上の管理及びその療養に伴
う世話その他の看護 

・病院又は診療所への入院及びその療養に伴う
世話その他の看護 

・移送 

生業扶助 
・生業に必要な資金、器具又は資料 
・生業に必要な技能の修得 
・就労のために必要なもの 

葬祭扶助 
・検案 
・死体の運搬 
・火葬又は埋葬 
・納骨その他葬祭のために必要なもの 

 

 
４．保護の基準 

（令和８年４月現在） 

世 帯 生活扶助額 (再掲)加算額 

標 準 ３ 人 

（33歳、29歳、４歳） 
163,590円 （児童養育加算）10,190円 

母 子 

（30歳、９歳、４歳） 
196,860円 

（児童養育加算）20,380円 

（母 子 加 算）23,600円 

高 齢 者 

（72歳、67歳） 
121,900円  

高 齢 者 

（68歳） 
76,880円  
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５．保護施設 

保護は、主に、被保護者（現に保護を受けている人）の居宅で行われますが、必要がある場合は、施設に入所して

保護を受けます。 
保護施設には、次のものがあります。 

(1) 救護施設 
身体上又は精神上著しい障害があるために、日常生活を営むことが困難な人が入所して、生活扶助を受けることを

目的とする施設です。 
(2) 更生施設 

身体上又は精神上の理由により養護及び生活指導を必要とする人が入所して、生活扶助を受けることを目的とする

施設です。 
(3) 医療保護施設 

医療を必要とする人に対して医療の給付を行うことを目的とする施設です。 
(4) 授産施設 

身体上、精神上又は世帯の事情により就業能力の限られている人に対して、就労や技能修得のために必要な機会と

便宜を与えることにより、その自立を助長することを目的とする施設です。 
(5) 宿所提供施設 

住居のない世帯に対して住宅扶助を行うことを目的とする施設です。 
 
６．最高裁判決への対応による生活扶助費の給付 
  令和７年６月27日の最高裁判決を踏まえた厚生労働省の対応方針に基づき、平成25年８月から令和８年３月まで

に生活扶助を受給していた世帯に支給実績に基づいた追加給付を行います。 
 
７．その他の援護 

本市では、生活保護法に基づく保護のほかにも、次のような事業を行っています。 
 

(1) 児童の援護 
下表のような支度金等を支給することによって、被保護世帯の児童援護の充実を図っています。 

事 業 名 支 給 対 象 者 
支給金額 

(１人につき) 

修 学 旅 行 参 加 支 度 金 
小学校第６学年に在学し、修学旅行に参加する児童 3,000円 

中学校第３学年に在学し、修学旅行に参加する生徒 5,000円 

学 童 服 購 入 資 金 
５月１日現在、小学校第６学年に在学する児童 8,000円 

５月１日現在、中学校第２学年に在学する生徒 9,000円 

 
(2)  子どもの学習・生活支援事業 

ア 中学生の学習支援事業 

家庭環境や学力面で課題を抱える生活保護世帯、生活困窮世帯及びひとり親家庭の中学生に対し、16区150か所（ひ

とり親家庭を対象とした子ども青少年局の事業と一体的に実施）において、大学生を中心とするサポーターによる学

習支援（週２回又は週１回）を実施し、基礎学力の向上を図り、高校進学を支援するとともに、子どもの居場所づく

りや保護者への養育支援などを行います。 

イ 高校生世代への学習・相談支援事業 

高校中退防止の取り組みとして、中学生の学習支援事業を利用したことがある高校生世代の児童等を対象に、16区

150 か所（ひとり親家庭を対象とした子ども青少年局の事業と一体的に実施）の中学生の学習支援事業の実施場所に

おいて、週１回程度の学習のフォローや半年に１回程度の手紙や電話等による進学後の継続支援を行うとともに、学
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習面の支援の強化としてオンライン学習支援サービスを活用します。また、巡回支援等をあわせて実施することで、

将来の進路などの悩みに対する相談支援を行います。 
 

(3) 生活保護世帯から大学等へ進学した学生への応援金の支給 

   貧困の連鎖を断ち切り、自立を助長するため、生活保護世帯から大学等に進学し、在学している学生に対し、年

に２回、春と秋に５万円ずつ応援金を支給しています。 
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●  （２） ホームレス援護施策 

 
ホームレスは、ピーク時に比べ大きく減少してきましたが、なお、一定人数のホームレスが公園等に起居しており、

その自立と自立の定着が課題となる一方、公園等では、利用を巡って近隣住民との摩擦が生じる場合もあります。 

名古屋市では、ホームレス問題の解決を図るため、平成13年８月に市長（現在は副市長）を本部長とする「名古屋市

ホームレス援護施策推進本部」を設置し、全庁的な体制の下に、総合的な施策を講じていくこととしています。 

平成14年８月に施行した「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法」等に基づき、平成16年７月に「名古屋

市ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」(第１期実施計画)を策定しました。その後も、計画期間の５年ごとに

「実施計画」を策定しており、令和６年３月に「第５期名古屋市ホームレスの自立の支援等に関する実施計画」を策定

しました。今後も計画に基づき、引き続き必要な事業を実施していきます。 

 
１．ホームレス数の推移 

名古屋市においては、平成15年には、1,788人のホームレスが公園等に起居していましたが、令和７年には72人

に減少しました。 

 
 

1,630人（1,788人） 

1,418人   

849人（1,036人） 

624人（804人） 

527人（741人） 

449人（608人） 

474人（641人） 

363人（502人） 

302人（446人） 

262人（347人） 

244人（305人） 

219人（264人） 

226人（273人） 

173人（211人） 

150人（182人） 

141人（167人） 

89人（120人） 

92人（116人） 

76人（98人） 

64人（84人） 

61人（78人） 

64人（77人） 

57人（72人） 

 
 
 
 
 
 
 

※（  ）内は、国及び愛知県等が管理する河川敷等で起居するホームレスを加えた公表人数 
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別表　ホームレス数の推移 公園 道路・橋梁下 その他
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２．主な援護施策 

(1) 自立支援事業 
ホームレスが自立した生活を営めるよう職業相談、職業紹介、生活相談等を行い、就労等による自立を支援します。

また、就労自立した人等に対し、定期的に居宅訪問・電話相談等を行い、地域で社会生活が継続して営めるようアフ

ターフォローを実施します。 
(2) 一時保護事業 

住居がなく生活保護法による保護の要否判定に期間を要する人等が入所します。 
(3) 巡回相談事業 

公園や路上で起居するホームレスに対し、野宿生活からの脱却をはかるため、その生活実態を把握し、福祉援護施

策の周知・相談を行います。また、緊急宿泊施設等の入所者に対する自立への意欲喚起、生活相談等の援助を行いま

す。 
 

３．自立支援事業の入退所状況等について（令和７年12月末日現在） 

(1) 入退所の状況 （単位：人） 
区 分 施 設 定員 入所者累計 退所者累計 現 在 数 

自立支援 

事 業 

（自立支援 
センター） 

自 立 支 援 事 業 あ つ た 

平成 14 年 11 月 28 日開設 
 79 3,720 3,693 27 

自立支援事業なかむら 

平成 16 年５月 10 日開設 
 74 

3,125 

（308） 

3,102 

(303) 

23 

(5) 

計 153 
6,845 

(308) 

6,795 

(303) 

50 

(5) 

注（ ）は女性再掲 
(2)  退所者の状況（令和７年12月末日現在） 

・就労自立又は何らかの福祉的援護を受けて自立した者 4,242人 

・自立率  4,242人／6,795人＝62.4％ 
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●  （３） 戦争犠牲者援護 

 
終戦後すでに80年を経過した今日においても、なお、様々な戦争の傷あとが残っている人々が数多くおられます。 

遺族をはじめとして、戦傷病者、海外引揚者の人たち、いわゆる戦争犠牲者のための各種援護施策については、国家

保障の精神に基づいて、関係法律によりそれぞれ援護が行われています。 

このほか本市においては、市独自の施策として、各種の相談事業の実施及び見舞金の支給などを通じ、これらの人た

ちの福祉増進につとめています。 

 
１．戦傷病者の援護 

(1) 恩給法 
・傷病恩給の支給 

(2) 戦傷病者特別援護法 
ア 療養の給付 
イ 補装具の支給・修理 
ウ ＪＲ無賃乗車券類引換証の交付等 

(3) 戦傷病者戦没者遺族等援護法 
・障害年金、一時金の支給 

(4) 戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法 
・特別給付金の支給 

(5) 戦傷病者等の市営交通料金等無料化 
・戦傷病者手帳所持者 
・被爆者健康手帳所持者 

(6) 市営・県営住宅への優先入居・使用料金の減額 
(7) 公共施設の無料入場（東山動植物園等） 
(8) 福祉給付金制度 

・福祉医療（110頁〔第4章4-4(8)〕参照） 

(9) 原爆被爆者の健康診断等に係る交通費の助成 
 
２．遺族援護 

(1) 恩給法 
ア 公務扶助料の支給 
イ 普通扶助料の支給 
ウ 一時扶助料の支給 

(2) 戦傷病者戦没者遺族等援護法 
ア 弔慰金の支給 
イ 遺族年金の支給 
ウ 遺族給与金の支給 

(3) 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法 
戦没者の父母等に対する特別給付金支給法 
・特別給付金の支給 

(4) 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法 
・特別弔慰金の支給 
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３．未帰還者留守家族の援護 

留守家族手当の支給・帰還者の帰郷旅費の支給等 
４．民間戦災傷害者の援護 
    民間戦災傷害者援護見舞金の支給 
 
５．中国帰国者の援護 

(1) 見舞金の支給（世帯単位） 
・永住帰国者 10万円 

(2) 福祉特別乗車券の交付 
・市営交通機関等に無料乗車できる福祉特別乗車券を２年間に限り交付しています。 

 (3) 地域社会における生活支援等 
・言葉の問題や生活習慣等の違いなどから、日常生活習慣等の困難を抱える方々に対し、生活相談に応じたり、自

立支援通訳の派遣を行います。 
・日本語教室への通学費用の補助をします。 

(4) 特定中国残留邦人等に対する支援給付の実施 
・世帯の収入が一定の基準により算出した額に比べて不足する場合、その不足する範囲内において、支援給付費を

支給します。 
 (5) 配偶者支援金の支給 

・支援給付を受ける権利を有する特定配偶者に対して、特定中国残留邦人等の死亡後に配偶者支援金を支給します。 
(6) 最高裁判決を踏まえた生活支援給付費の追加支給 
 ・令和７年６月27日の最高裁判決を踏まえた厚生労働省の対応方針に基づき、平成25年８月から令和８年３月ま

でに生活支援給付を受給していた世帯に支給実績に基づいた追加給付を行います。 

 



- 99 - 

●  （４） 国民健康保険 

 
国民健康保険法に基づき、職場の健康保険等の適用を受けない市民を被保険者として、病気やケガだけでなく出産、

死亡に関し保険給付を行い、社会保障及び国民保健の向上に寄与することを目的としています。 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第

48号）により、令和６年12月２日に従来の被保険者証の新規発行が終了し、マイナ保険証（健康保険証の利用登録を

したマイナンバーカード）を基本とする仕組みに移行しました。 
 
１．機関 

愛知県との共同保険者として区役所保険年金課・支所区民福祉課が窓口となり、被保険者資格、保険給付、保険料

の賦課徴収等、国民健康保険実施のための業務を行っています。 
療養の給付（治療・投薬）は、知事の登録を受けた保険医または保険薬剤師が担当しています。 
保険医療機関等への診療報酬の審査・支払事務は愛知県国民健康保険団体連合会に委託しています。 

 
２．被保険者 

市内に住んでいる人は、外国人（適格な在留資格で一定期間滞在する人に限る。）を含め、すべて名古屋市の国民健

康保険の適用を受けなければなりません。ただし、次の人は除かれます。 
(1) 健康保険、船員保険、共済組合、国民健康保険組合等の医療保険に加入している人とその家族 
(2) 後期高齢者医療制度の適用を受けている人 
(3) 生活保護を受けている世帯の人 

 
３．保険給付 

被保険者は、次のような保険給付を受けることができます。 

 
  被保険者は、次のような保険給付を申請により受けることができます。 

 
 

種類 事由 給付内容 

療養の給付 
病気やケガをしたとき 
在宅で療養が必要なとき 

医療機関等へマイナ保険証、資格確認書（70 歳以上で高齢受
給者証をお持ちの場合はあわせて）を提示することにより診
療・投薬が受けられます。この場合、医療費の自己負担割合
は、70歳以上は２割または３割、就学児以上70歳未満は３割、
未就学児は２割です。 

入 院 時 
食事療養費 

入院して食事療養を受けたとき 
入院中の食事療養費の給付が受けられます。この場合、食事
療養標準負担額の支払いが必要です。 
市民税非課税世帯等は、標準負担額が減額されます。 

入 院 時 
生活療養費 

65歳以上の人が療養病床に入院したとき 
入院中の食事療養費及び居住費の給付が受けられます。この
場合、生活療養標準負担額の支払いが必要です。 
市民税非課税世帯等は、標準負担額が減額されます。 

種類 事由 給付内容 

療 養 費 

やむを得ない理由でマイナ保険証、資格確認書の
いずれも持たずに診療を受けたとき 
海外でやむを得ず病気やケガの治療を受けたと
き 
外傷性の明らかな負傷により柔道整復師に施術
を受けたとき 
はり、灸、あんま、マッサージの施術を受けたと
き 
コルセット等の治療用装具代や、生血代を支払っ
たとき 

支払った費用につき、審査・決定された額の７割または８割
が支給されます。 
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４．保険料 

国民健康保険の保険料は、世帯単位で次のように計算された医療分、支援金分、介護分、子ども分の合算額です。

ただし、介護分は40歳～64歳の被保険者がいる世帯にのみかかります。 

◆保険料＝医療分＋支援金分＋介護分＋子ども分 

（※）18歳未満の被保険者（18歳に達する日以降最初の3月31日以前まで）については、子ども分の均等割額の全

額が減額されます。 
◆所得基準による減額制度 

世帯の所得額が一定額以下の場合は、均等割額の７割、５割または２割が減額されます。 

◆子ども減額制度 
  未就学児については、均等割額の５割が減額されます。ただし、上記の「所得基準による減額制度」が適用されて

いる場合は、その適用後の均等割額の５割が減額されます。 
◆産前産後減額制度 
  出産する被保険者については出産する（予定）月の前月から４か月相当分（多胎妊娠の場合は、出産（予定）月の     
  ３か月前から６か月相当分）の保険料が減額されます。 
◆均等割額の独自控除 
  「所得基準による減額制度」が適用されている世帯の均等割額から、被保険者１人につき年間2,000円（加入月数

により月割り）を差し引きます。 
 

種類 事由 給付内容 

高額療養費 負担する医療費が高額のとき 

医療機関等の窓口で支払った自己負担が、１か月または１年
の間に一定の額（自己負担限度額）を超えたときは、後でそ
の超えた額が申請により支給されます。 
マイナ保険証によるオンライン資格確認や、資格確認書と供
に限度額適用認定証等を提示することで、医療機関等の窓口
での支払いを自己負担限度額までに抑える制度があります。 

高額療養費 特定疾病に該当するとき 
人工透析を必要とする慢性腎不全、血友病Ａ・Ｂや血液製剤
によるＨＩＶ感染症で治療を受けている人は、申請すること
により、その治療にかかる毎月の自己負担が軽減されます。 

高 額 介 護 
合 算 
療 養 費 

医療と介護の自己負担が高額のとき 
１年間に医療機関で支払った医療費の自己負担と介護サービ
スを利用し支払った自己負担を合算した額が一定の額を超え
たときは、後でその超えた額が申請により支給されます。 

移 送 費 患者として移送されたとき 
治療上一時的・緊急な必要があって、医師の指示により移送
された場合、移送に要した費用が支給されます。 

出 産 育 児 
一 時 金 

出産したとき 
488,000円（産科医療補償制度加入分娩機関での出産の場合は
500,000円）が支給されます。 

葬 祭 費 被保険者が死亡して葬祭を行ったとき 50,000円が支給されます。 

区分 所得割 均等割 

医  療  分 被保険者全員の（前年中の所得－市県民税の基礎控除額）  ×料率 １人あたり均等割額 ×被保険者数 

支 援 金 分 被保険者全員の（前年中の所得－市県民税の基礎控除額） ×料率 １人あたり均等割額 ×被保険者数 

介  護  分 40 歳～64 歳の被保険者全員の（前年中の所得－市県民税の基礎控除額） ×料率 １人あたり均等割額 ×40～64 歳の被保険者数 

子 ど も 分 被保険者全員の（前年中の所得－市県民税の基礎控除額） ×料率 
１人あたり均等割額 ×被保険者数（※） 
＋ 1 人あたり 18 歳以上均等割額 ×18 歳以上の被保険者数 
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◆所得割額の独自控除 
  次の表の①～③を合算した額を「所得割額の独自控除」として、個人ごとの所得割額から差し引いています。独自

控除の適用を受けるには、確定申告や市県民税の申告において、対象となる控除の申告が必要です。 
区分 差し引く額（年間） 

①  扶養家族 
がいる場合 

障害者控除の対象でない扶養家族 扶養家族１人につき３３万円 × 料率 
②  障害者控除の対象である扶養家族 扶養家族１人につき８６万円 × 料率 
③  障害者控除（本人分）・寡婦控除・ひとり親控除の対象である場合 ９２万円 × 料率 
※①・②の「扶養家族」は確定申告や市県民税の申告における同一生計配偶者・扶養親族（１６歳未満の扶養親族も含む。）となります。配偶者特別控除・特定親族特別控除の対象となる人は含みません。  
※「所得割額の独自控除」は、医療分・支援金分・介護分・子ども分ごとに算出し、個人ごとの加入月数により月割りで計算します。また、個人ごとに算出した所得割額を超えることはありません。 
◆保険料の減免 

災害や特別の理由で保険料を納めることが困難な場合には、申請により保険料の減免が受けられる場合があります。

世帯単位または個人単位で判定し、減免額は事由等によって異なります。 

◆会社都合等で退職した人を対象とした保険料の軽減制度 

   会社の倒産、解雇、雇い止め等の理由で退職した人につき、給与所得金額を100分の30として保険料額の算定を行

います。 

 

５．保健事業 

本市では、令和６年に国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針及び高齢者の医療の確保に関する法

律に基づき「第３期名古屋市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）」及び「第４期名古屋市国民健康保

険特定健康診査等実施計画」を策定し、被保険者の健康保持・増進と保険者の医療費適正化のため、次の事業を行っ

ています。 
(1) 特定健康診査・特定保健指導 

糖尿病等の生活習慣病を予防し、メタボリックシンドロームの該当者及び予備群を減少させることを目的に、特

定健康診査及び特定保健指導を実施します。  

(2) ３０・３５健診 
  当該年度４月１日時点で30歳または35歳の被保険者を対象にメタボリックシンドロームに着目した健康診査を

実施します。実施方法については特定健康診査と同様です。対象者には受診券と受診案内を郵送します。 
(3) 重症化予防事業 

特定健康診査の結果等から、糖尿病性腎症や高血圧症等の重症化予防が必要な被保険者に治療勧奨や生活習慣改

善の保健指導等を行っています。 
(4) 後発医療品（ジェネリック医薬品）の使用促進 

後発医療品の使用を促進し、被保険者の一部負担の軽減を図るため、広報及び差額通知を送付しています。 
(5) 重複・多剤投与者への支援 

重複服薬・受診が認められる人、多くの薬を服用されている人に訪問や手紙等の健康支援を行います。 
 

区分 特定健康診査 特定保健指導 

対 象 者 40歳以上の被保険者 
特定健康診査の結果から、生活習慣病のリスクに応じて「積
極的支援」「動機付け支援」「それ以外」に区分し、そのうち
「積極的支援」「動機付け支援」に区分された人 

内 容 
腹囲測定など、メタボリックシンドロームに着目
した健康診査 

「動機付け支援」原則１回の支援 
「積極的支援」３か月以上の支援 
健診受診者全員に対して、健診結果とともに生活習慣病予防
のための情報を提供 

実 施 場 所 市内の協力医療機関または区役所講堂等で行う集団健診会場  市内の協力医療機関または各区保健センター等 

実 施 方 法 対象者に受診券と受診案内を郵送 対象者に特定健康診査の結果通知とあわせて案内 
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 (6) 医療費通知 
健康づくりに役立つ情報の提供と同時に医療費等を通知することにより、健康管理意識と国民健康保険制度の理

解を深めることを目的とします（年３回）。また、確定申告用の医療費控除の添付資料として使用できます。 
 (7)  健康教育パンフレット（国保だより）の作成・配布 

健康管理意識の普及を図るため、パンフレットを作成・配布しています。 
(8)  保養施設利用助成事業 

心身ともにリフレッシュしていただくために、名古屋市民御岳休暇村セントラル・ロッジの宿泊料金の一部を助

成しています。 
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●  （５） 国民年金 

 
国民年金は日本国内に住むすべての人に対し、老齢、障害または死亡によって生活の安定が損なわれるのを防止し、

健全な生活の維持及び向上に寄与することを目的として、自営業の人だけでなく会社員やその配偶者などすべての人に

共通する基礎年金を支給する制度です。 
一方、厚生年金は、報酬比例の年金を支給する「基礎年金の上乗せ」の制度として位置づけられます。 

 

国 金

会社員・公務員の
妻（または夫）
（第3号被保険者）

厚　　　　生　　　　年　　　金

自営業の人と
その家族、学生など
（第１号被保険者）

会社員・公務員
（第2号被保険者）

　　　民 年　　　

↑ ↑ ↑

 
１．機関 

国民年金事業は、国(厚生労働省)が財政責任・管理運営責任を担い、日本年金機構が業務を運営しています。年金

に関する相談や保険料の収納事務などについては、全国の年金事務所が担当しています。 

本市では、区役所保険年金課・支所区民福祉課が市町村の法定受託事務である国民年金の第１号被保険者に関する

届出・申請・請求の受付を行っています。 

 
２．被保険者 

種 別 対 象 者 

第１号被保険者 日本国内に住んでいる20歳以上60歳未満の自営業の人や学生など 

第２号被保険者 厚生年金に加入している会社員や公務員など 

第３号被保険者 第２号被保険者に扶養されている配偶者で、20歳以上60歳未満の人 

任意加入被保険者 

以下のいずれかに該当し、加入を希望する人 

・ 60歳以上70歳未満で、老齢基礎年金を受ける資格期間が不足する人など 

・ 厚生年金から老齢（退職）年金を受けている20歳以上60歳未満の人 

・ 日本国外に住んでいる20歳以上65歳未満の日本人 

 



- 104 - 

３．国民年金保険料 

第１号被保険者は、年金給付に要する費用にあてるため保険料を納めなければなりません。保険料は年齢、収入な

どにかかわらず、すべての人が同じ金額です。 
なお、第２号被保険者と第３号被保険者は、厚生年金がまとめて費用の負担をしますので、個別に国民年金保険料

を納める必要はありません。 
◆保険料の全額・一部免除・納付猶予 
 所得が少ない場合や失業・廃業・災害等のために保険料を支払うことが難しい場合に、申請により保険料の支払

いの免除や猶予を受けることができます。 
◆学生納付特例 
 経済的な理由等により保険料の納付が困難な学生で、本人の前年所得が一定額以下の場合は、申請をすることに

より在学中の保険料の納付が猶予されます。 
◆産前産後免除 

  出産予定日または出産日が属する月の前月から４か月間（多胎妊娠の場合は出産日が属する月の３か月前から６か

月間）の保険料が免除されます。 
◆育児期間における保険料免除措置（令和８年１０月１日施行） 

  子を養育することになった日から子が１歳になるまでの保険料が免除されます。 
 ◆法定免除 
  生活扶助または障害基礎年金・障害年金を受けている場合等には、届出により保険料の支払いが免除されます。 

 

なお、受け取る老齢基礎年金の額は免除や猶予の種類に応じて少なくなります。免除や納付猶予を受けた期間は

後から10年前の分までさかのぼって納めることができます。この場合の年金額は、通常納めたときの年金額と同じ

になります。 

 

４．基礎年金 

基礎年金は、老齢基礎年金、障害基礎年金及び遺族基礎年金の３種類があります。２つ以上の基礎年金を受けるこ

とができる場合は、そのうち１つを選択しなければなりません。 
種 類 事 由 

老 齢 基 礎 年 金 
65歳になったとき 

60歳以上65歳未満での繰上げ支給、66歳以上75歳までの繰下げ支給があります。 

障 害 基 礎 年 金 病気やけがにより障害者となったとき 

遺 族 基 礎 年 金 配偶者が死亡し父子または母子家庭になったとき、子が遺児となったとき 

 

５．その他の給付 

基礎年金のほか第１号被保険者と任意加入被保険者に独自の給付があります。 
種 類 事 由 

付 加 年 金 付加保険料を納めているとき 

寡 婦 年 金 
老齢基礎年金を受ける資格をもった夫が、年金を受けずに死亡し、その妻が60 歳になったと

き 

死 亡 一 時 金 ３年以上保険料を納めた人が、年金を受けずに死亡したとき 
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６．旧国民年金制度による給付 

種 類 事 由 

老 齢 年 金 

（通算老齢年金） 
大正15年４月１日以前の生まれで、一定の資格期間を満たした人等が65歳になったとき 

老 齢 福 祉 年 金 明治44年４月１日以前に生まれた人等が70歳になったとき 

 
７．無年金障害者に対する特別障害給付金 

学生、厚生年金等の加入者の配偶者などで国民年金に任意加入していなかった期間に初診日のある傷病により、現

在、障害基礎年金１級、２級に相当する障害に該当しているが障害基礎年金等を受給していない人に対して、特別障

害給付金が支給されます。 
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●  （６） 年金生活者支援給付金 

 

老齢基礎年金、障害基礎年金、遺族基礎年金を受給している人で、収入や所得額が一定基準額以下の人に対して、

年金に上乗せする形で給付金が支給されます。 

 
種 類 事 由 

老 齢 （ 補 足 的 老 齢 ） 

年 金 生 活 者 支 援 給 付 金 

老齢基礎年金を受けている65歳以上の人で、世帯全員の市町村民税が非課税かつ前

年の公的年金等の収入額と所得額の合計が基準額以下のとき 

障害年金生活者支援給付金 障害基礎年金を受けており、前年の所得額が基準額以下のとき 

遺族年金生活者支援給付金 遺族基礎年金を受けており、前年の所得額が基準額以下のとき 
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●  （７） 後期高齢者医療制度 

 
急速な少子高齢化の中で、今後も国民皆保険制度を維持するためには、医療費の伸びを抑えて、保険料や税の負担を

国民の負担可能な範囲にとどめるとともに、その負担を世代間、世代内を通して公平でわかりやすい制度にする必要が

あります。 

こうした考えのもと高齢者の医療の確保に関する法律が施行され75歳以上の方と65歳から74歳で一定の障害のある

方を対象に後期高齢者医療制度が実施されています。 

本市においては保険料の収納業務と申請の受付などの窓口業務を行っています。 

 
１．機関 

区役所の保険年金課・支所区民福祉課が窓口となり、被保険者資格、給付、保険料に関する届出や申請の受付など

を行います。また、支所でも区役所と同様に届出や申請の受付を行います。 
なお、保険料率の決定、保険料の賦課、給付の決定などの制度運営に関することは愛知県の全市町村が加入する愛

知県後期高齢者医療広域連合が行います。 
 
２．被保険者 

愛知県後期高齢者医療広域連合の区域内（愛知県内）に住所がある次の方です。（ただし、生活保護（準用保護を含

む）又は中国残留邦人等支援給付を受給中の方は除きます。） 

(1)  75歳以上の方 

(2)  65歳から74歳で一定の障害のある方 

なお、一定の障害のある方とは概ね身体障害者手帳１～３級及び４級の一部、愛護手帳１～２度、精神障害者保

健福祉手帳１～２級所持者が該当します。 

 
３．保険給付 

被保険者は、次のような保険給付を受けることができます。 

 
  被保険者は、次のような保険給付を申請により受けることができます。 

 
 

種類 事由 給付内容 

療養の給付 
病気やケガをしたとき 
在宅で療養が必要なとき 

医療機関等へ資格確認書、またはマイナ保険証を提示するこ
とにより診療・投薬が受けられます。この場合、医療費の自
己負担割合は１割から３割です。 

入 院 時 
食事療養費 

入院して食事療養を受けたとき 
入院中の食事療養費の給付が受けられます。この場合、食事
療養標準負担額の支払いが必要です。 
市民税非課税世帯等は、標準負担額が減額されます。 

入 院 時 
生活療養費 

療養病床に入院したとき 
入院中の食事療養費及び居住費の給付が受けられます。この
場合、生活療養標準負担額の支払いが必要です。 
市民税非課税世帯等は、標準負担額が減額されます。 

種類 事由 給付内容 

療 養 費 

やむを得ない理由で資格確認書等をもたずに診
療を受けたとき 
海外でやむを得ず病気やケガの治療を受けたと
き 
外傷性の明らかな負傷により柔道整復師に施術
を受けたとき 
はり、灸、あんま、マッサージの施術を受けたと
き 
コルセット等の治療用装具代や、生血代を支払っ
たとき 

支払った費用につき、審査・決定された額の７割から９割が
支給されます。 
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４．保険料 

保険料は、個人ごとに算定された「均等割額」と「所得割額」の合計額になります。令和8年度から「子ども・子

育て支援金制度」が創設され保険料は従来の「医療分」に加え、新たに「子ども・子育て支援金分」を含む構成に変

更されます。 
令和８年度 

均等割額 
57,492円 

（医：56,130円、子：1,362円）※1 87.1万円（医：85万円 子：2.1万円）

が上限になります。※1 
所得割額 

（総所得金額等－430,000円※2）×

10.73％（医：10.48％ 子：0.25％）※1 

※1 医：医療分、子：子ども子育て支援金分。 
※2 一定以上の所得のある方は、市・県民税算出の際に控除される、所得に応じた基礎控除の額。 

 
なお、所得が一定額以下の場合には保険料が軽減されます。  

同一世帯のすべての被保険者とその世帯主の総所得金額等の合計 保険料の軽減額 

43万円＋10万円×（年金・給与所得者数※1－１）以下のとき 均等割額の７(7.2)割 

(43万円+(31万円×世帯の被保険者数)＋10万円×（年金・給与所得者数※1－１）)以下 均 等 割 額 の ５ 割 

(43万円+(57万円×世帯の被保険者数)＋10万円×（年金・給与所得者数※1－１）)以下 均 等 割 額 の ２ 割 

◎ 軽減判定時には、65歳以上の方の場合は、公的年金等に係る雑所得から、さらに15万円が控除されます。 

  なお、専従者控除及び土地・建物の譲渡に係る特別控除は適用されません。 

※1 世帯主及びその世帯に属する全ての被保険者のうち、下記のいずれかに該当する方の人数（１人の方が下記の２つに該当する場合も１人

として計算します）  

・給与収入が55万円を超える方（ただし、給与専従者収入は含めない）  

・前年の12月31日現在65歳未満で、かつ公的年金等収入額が60万円を超える方  

・前年の12月31日現在65歳以上で、かつ公的年金等収入額が125万円を超える方 

※2 医療分は7.2割、子ども子育て支援金分は7割 
 

なお、後期高齢者医療制度加入前日に、会社の健康保険などの被扶養者であった方は、制度加入後２年間に限り保

険料の均等割額が５割軽減され、所得割額は課せられません。 

     

種類 事由 給付内容 

高額療養費 負担する医療費が高額のとき 

医療機関等の窓口で支払った自己負担が、１か月または１年
の間に一定の額（自己負担限度額）を超えたときは、後でそ
の超えた額が申請により支給されます。 
医療機関等の窓口で、マイナ保険証や限度区分を併記した資
格確認書を提示することにより、自己負担限度額までを支払
う制度があります。オンライン資格確認を実施している医療
機関等では、本人の同意があれば限度区分を併記した資格確
認書の提示は不要です。 

高額療養費 特定疾病に該当するとき 

人工透析を必要とする慢性腎不全、血友病Ａ・Ｂや血液製剤
によるＨＩＶ感染症で治療を受けている人は、「特定疾病療養
受療証」を提示することにより、その治療にかかる毎月の自
己負担が軽減されます。 

高 額 介 護 
合 算 
療 養 費 

医療と介護の自己負担が高額のとき 
１年間に医療機関で支払った医療費の自己負担と介護サービ
スを利用し支払った自己負担を合算した額が一定の額を超え
たときは、後でその超えた額が申請により支給されます。 

移 送 費 患者として移送されたとき 
治療上一時的・緊急な必要があって、医師の指示により移送
された場合、移送に要した費用が支給されます。 

葬 祭 費 被保険者が死亡して葬祭を行ったとき 喪主に50,000円が支給されます。 
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●  （８）福祉医療 

 

 

 

市民の健康の保持と福祉の増進を目的として、就学前の児童・小学生・中学生・高校生世代・障害者・ひとり親家庭

等の人々を対象に医療費の自己負担額を助成しています。 

また、後期高齢者医療の被保険者又は70歳以上の方のうち、障害者など一定の条件に該当する方の医療費の自己負担

額を助成する福祉給付金制度を実施しています。 

 

１．機関 

区役所の保険年金課・支所区民福祉課を窓口として、医療証、福祉給付金資格者証の交付等の業務を行っています。

また、障害者のための歯科保健医療センターが設置（２か所）されています。 
 

２．医療費助成制度（子ども医療、障害者医療、ひとり親家庭等医療） 

病院などで受診したときの医療費（保険診療分）の自己負担額を助成する制度です。 
助成対象者 
健康保険に加入している次表に該当する方です。ただし、生活保護受給者等及び、後期高齢者医療の被保険者は

除きます。（※後期高齢者医療の被保険者は福祉給付金の対象となります。） 
助成内容及び方法 
愛知県内の病院などの窓口で医療証とマイナ保険証等を提示することにより、医療費（保険診療分）の自己負担

額が助成されます。 
ただし、入院時食事療養費又は入院時生活療養費の標準負担額及び保険給付の認められない費用（室料差額など）

は助成されません。また、高額療養費及び家族療養附加金などの保険給付があった場合には、その給付相当額は助

成の範囲から除きます。 
なお、県外で受診された場合や、やむをえない理由により、病院などの窓口で医療費（保険診療分）の自己負担

額を支払ったときは、後日払い戻しを受けることができます。 
 

(47,232円) (47, 294円) (42783,円) (41,455円) (198, 805円) (51, 600円) (150,218円) 

子ども医療 
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区 分 対 象 者 所 得 制 限 

子 ど も 医 療 18歳に達する日以後の最初の３月31日までの方 なし 

障 害 者 医 療 

●身体障害者手帳１～３級所持者 

じん臓機能障害者は１～４級 

進行性筋萎縮症者は１～６級 

●精神障害者保健福祉手帳１～２級所持者 

●IQ50以下と判定された方 

●自閉症状群と診断された方 

●特定医療費受給者証（指定難病）をお持ちで、日常生活が著し

い制限を受けると医師に証明された方 

本人の前年所得※が特別障害者
手当の受給限度額以下であるこ
と 

ひとり 親家庭 等医 療 

18歳以下(18歳に達する日以後の最初の３月31日まで)の児童を

扶養しているひとり親家庭の母（父）とその児童又は両親のいな

い児童 

母又は父の前年所得※が児童扶
養手当の受給限度額以下である
こと 

助成対象者には、医療証が交付されます。                                       ※１月～７月は前々年所得 

 
３．福祉給付金制度 

後期高齢者医療の被保険者又は70歳以上の方が、病院などで受診したときの医療費（保険診療分）の自己負担額を

助成する制度です。 

助成対象者 

   次のいずれかに該当する方です。ただし、生活保護受給者等は除きます。 

  (1) 後期高齢者医療制度の被保険者で、次の要件に該当する方 
    ①障害者医療費助成又はひとり親家庭等医療費助成の受給要件該当者（「２．医療費助成制度」を参照してくださ

い。） 

    ②戦傷病者手帳の交付を受けている方で、本人、配偶者及び扶養義務者の前年所得（１月から７月は前々年所得）

が障害児福祉手当受給限度額以下の方 

   ③精神障害者・結核患者のうち措置入院等している方 

④ねたきり又は重度・中度の認知症が３カ月以上継続している方で、本人の前年所得（１月から７月は前々年所 

得）が特別障害者手当受給限度額以下の方 

  (2) 健康保険に加入している70歳以上の方で、上記(1)②～④の要件に該当する方 

   助成対象者には福祉給付金資格者証が交付されます。 
助成内容及び方法 
愛知県内の病院などの窓口で福祉給付金資格者証とマイナ保険証等を提示することにより、医療費（保険診療分）

の自己負担額が助成されます。 
ただし、入院時食事療養費又は入院時生活療養費の標準負担額及び保険給付の認められない費用（室料差額など）

は助成されません。また、高額療養費及び家族療養附加金などの保険給付があった場合には、その給付相当額は助

成の範囲から除きます。 
なお、県外で受診された場合や、やむをえない理由により、病院などの窓口で医療費（保険診療分）の自己負担

額を支払ったときは、後日払い戻しを受けることができます。 
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４．名古屋歯科保健医療センター（障害者歯科）の運営費補助 

日頃から地域で歯科治療を受けることが困難な障害児・者の口腔衛生相談・指導及び治療のため、名古屋市歯科医

師会が運営する名古屋歯科保健医療センターの運営費を補助しています。 
利用できる方 
身体障害者手帳（１～３級）又は愛護手帳（１～３度）の交付を受けている方などで、地域で歯科診療を受ける

ことが困難な方です。 
利用方法 
予約制になっていますので、それぞれのセンターにあらかじめご相談ください。 
施 設 名 名古屋北歯科保健医療センター 名古屋南歯科保健医療センター 

所 在 地 
北区平手町１丁目１－５ 

（クオリティライフ21城北内） 
南区弥次ヱ町五丁目12－１ 

電 話 番 号 

( F A X ) 

915－8844 

（915－8844） 

611－8044 

（825－4340） 

開 設 日 毎週火～土曜日 毎週火～土曜日 

開 設 時 間 午前９時～午後５時 午前９時～午後５時 
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● 
●   ４‐５ 健康   

● 
● 

 
●  （１） 地域保健・地域医療 

 
１．衛生教育活動 

衛生教育活動とは、公衆衛生活動の教育的な側面を総称しており、各事業そのものにも衛生教育的な要素が含まれ

ています。それらを補完するために行っている条件整備、研修などの衛生教育活動には次のようなものがあります。 
(1) 衛生教育媒体 

各事業ごとのチラシ、リーフレット、冊子の他に保健センターＰＲ誌「保健センターのご案内」を発行しています。 
(2) 公衆衛生に関する研修 

職員に対して、次のような公衆衛生に関する研修を行い、資質の向上を図っています。 
① 名古屋市公衆衛生研究発表会の開催 
日常業務を通じての調査研究の結果や実績などを発表し、幅広い情報の交換、相互の技術、技能などの研さんを

図っています。（昭和29年度より毎年１回開催） 

② 国立保健医療科学院等への派遣 
公衆衛生に従事している職員を短期研修に派遣し、最新の知識、技術、技能を習得させ、資質の向上を図ってい

ます。 
 
２．医師・看護職員確保対策事業 

(1) 医師確保対策 
地域医療へ積極的に貢献する医師を確保するため、診療科全般にわたって高い診療能力を有する総合医の養成を

目的として、名古屋大学及び名古屋市立大学に設置された寄附講座に対して寄附を行っています。 
(2) 看護師等確保対策 

看護の高度化・専門化へ対応するため、看護職の質の向上を図るとともに、職場復帰を目指す潜在看護職の復職

支援や新人看護職の離職防止を図り看護職の確保に資するよう、看護職員向けの研修事業を行っています。 
① 看護職員のキャリアサポート（市主催研修） 
ア 看護管理者研修会 

変化する社会に対応できる看護管理について必要な知識・技術・態度を習得する。 
イ 中堅看護職員研修会 

看護実践者モデルとして役割を認識し、リーダーシップ能力を育成する。 
ウ 臨地実習指導者講習会 

看護基礎教育における実習の意義及び実習指導者としての役割を理解し、効果的な実習指導ができるよう、

必要な知識及び技術を修得する。 
② 看護職員離職防止・再就業支援（県市共催研修） 
ア 新人看護職員合同研修 

新人看護職員卒後研修が自施設で開催されていない病院等の新人看護職員の質の向上及び早期離職防止を図

る。 
イ ナース復職・スキルアップ研修会 

復職を希望する看護職員の就業意欲と看護実践力を高め、職場復帰を図る。 
 
３．地域医療対策事業 

(1) 地域医療の確保 
多様な医療需要に対応し、健康増進から疾病予防、治療、リハビリ、在宅ケアに至る一貫した保健医療サービスの

提供体制の確立を目指し、愛知県地域保健医療計画が策定されています。その中で、日常生活圏等の社会的条件を考

慮して二次医療圏が定められています。 
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二次医療圏についても、愛知県地域保健医療計画の中に医療圏ごとの医療提供体制が記載され、地域の概況、保健・

医療施設の状況、主たる疾病への対策、救急医療対策、災害医療対策、新興感染症発生・まん延時における医療対策、

周産期医療対策、小児医療対策、在宅医療対策などが盛り込まれています。 
 (2) 臓器移植 

（公社）日本臓器移植ネットワークが実施している臓器移植を推進するため、臓器提供意思表示カードを区役所、

保健センター等を通じて配布することにより普及に努める他、腎不全対策事業を行う（公財）愛知腎臓財団や（公財）

愛知県アイバンク協会が設置しているアイバンクを通じて、腎臓・角膜移植の推進を図る等、市民の移植医療に対す

る理解を深めています。 
 (3)  ＡＥＤ（自動体外式除細動器）貸与事業 

   市民の安全・安心の確保を図るため、市民が主催・参加する地域行事（スポーツ大会、イベント等）に、保健医

療課及び各保健センターが所有するＡＥＤを貸し出しています。 
 
４．救急医療対策事業 

休日・夜間等の一般診療時間外における医療を確保するために、本市では、救急医療（時間外等）対策に関する懇

談会を開催するとともに、救急医療（時間外等）対策要綱を策定し、医師会等関係機関の協力を得て、救急医療体制

の整備確立に努めています。 
(1)  救急医療体制 

内科・小児科を中心に休日等における診療体制を確立し、関係諸団体との協議を通じて、より一層の体制強化を図

っています。 
① 第一次体制 
ア 休日急病診療所：市内14か所 

イ 名古屋市医師会急病センター：東区の市医師会館内 
ウ 平日夜間急病センター：中川区、南区、千種区の休日急病診療所内 
エ 歯科保健医療センター：北区、南区 

② 小児救急ネットワーク758 

土曜午後夜間、休日、平日夜間に小児科の診療を確保しています。 
毎日準夜帯（土休日昼間帯含む）：４病院、毎日深夜帯：１病院 

③ 第二次体制 
病院群輪番制：土曜午後夜間に内科・外科・産婦人科・眼科の診療を、休日に内科・外科・産婦人科・眼科・耳

鼻咽喉科の診療を、平日夜間に内科・外科・産婦人科の診療を確保しています。 
④ 第三次体制 
救命救急センター：市内７か所 

(2) 愛知県広域災害・救急医療情報システム 
このシステムは、救急医療体制の円滑な連携を果たし、併せて医療の機能分担と医療資源を有効に活用することを

目的として稼働しています。愛知県、市町村及び医療機関の三者が共同で設置運営しているもので、市民等からの問

合せに対して医療機関の案内を行っています。また、平成10年度から「広域災害システム」を付加し、「愛知県広域

災害・救急医療情報システム」として、運営しています。 

 
５．なごや医療モデル 

名古屋市立大学の機能を最大限活用しながら、民間医療機関をはじめとする関係機関とともに、市民が求める安全・

安心な医療・介護を提供する「なごや医療モデル」の一環として、令和8年4月から旧中央看護専門学校の施設を同

大学医学部保健医療学科看護学専攻の施設として全面供用するとともに、厚生院施設の一部を同学科リハビリテーシ

ョン学専攻の施設として供用を開始しています。 

 
６．医療安全業務 

市民に対する適正な医療が確保されることを目的に、病院・診療所・施術所・衛生検査所等について、立入検査・

指導等を行っています。 
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(1) 定例立入検査 
各施設が関係法令により規定された人員及び構造設備を有しているか、また、適正な管理を行っているかなどにつ

いて定例立入検査を実施しています。その結果、基準に適合しない事実を確認したときは、管理者に通知するととも

に改善計画の提出を求めています。 

(2) 随時立入検査 
開設届及び建物構造等に関する変更届を受理した場合、又は広告違反等の違法行為があった場合、苦情等の通報が

あった場合などに随時立入検査を実施しています。 
(3) 医療安全相談窓口 

医療に関するさまざまな相談や苦情について中立的な立場でお話を伺い、相談者自らが問題を解決するための助言

や適切な相談窓口の紹介等を行います。 
 

７．保健環境委員活動 

地区において、公衆衛生活動を推進し、公衆衛生思想の普及を図るためには、市民の理解及び参加が不可欠です。

そのため本市では、協力機関として昭和22年６月より区長の推薦により市長が委嘱する保健委員を置いていましたが、   

その活動範囲が環境分野にも大きく広がったことなどから、平成27年４月より保健環境委員に名称を変更しました。 

保健環境委員は、地区衛生活動の中心となり公衆衛生を増進するため、フレイル予防の推進などの保健所業務、資

源・ごみ収集などの環境事業所業務、その他の公衆衛生事業への援助及び協力、公衆衛生思想の普及徹底等を職務と

しています。 
 
＜保健環境委員の組織＞ 

 
・・・・・・・区保健環境委員会の正副会長より構成 
 
・・・・・・・学区保健環境委員会会長より構成 
 
・・・・・・・町保健環境委員会会長より構成 
 
・・・・・・・町の区域内の保健環境委員より構成 

 
 
 
８．保健所の運営整備等 

(1) 保健所の概要 
保健所は、地域保健法（昭和22年法律第101号）に基づき、公衆衛生の向上及び増進を図るため、都道府県、地

域保健法施行令で定める市及び東京都特別区が設置しているもので、地域保健に関する思想の普及、感染症その他の

疾病の予防、食品及び環境衛生の改善等地域住民ニーズ、地域の実態に応じた公衆衛生施策を実施する行政機関です。 

本市では、本庁に保健所を、行政区単位に16保健所支所（名称は保健センター）を設置しているほか、区役所支

所管内の保健衛生対策として６分室を設けています。 

本市の保健所は、地域保健法に定める事業を推進するとともに、指定都市（長）の行うべき感染症予防、食品衛生、

興行場・旅館・公衆浴場の営業指導に関する事務等及び市町村（長）の行うべき成人保健、母子保健等の保健衛生事

業も行っており、都道府県の保健所に比べて、より市民に密着した存在となっています。 

また、保健所には、市長の附属機関として名古屋市保健所運営協議会が設置され、保健所所管区域内の地域保健及

び保健所の運営に関する事項を審議しています。 

(2) 保健所の運営・整備 
地域保健対策推進の基盤整備として、経常の庁舎修繕、備品整備を行っています。 

市保健環境委員会 

区保健環境委員会 

学区保健環境委員会 

町保健環境委員会 

保健環境委員 
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９．難病施策 

原因が不明で治療方法が未確立であり、かつ長期の療養が必要となるため、経済的、精神的にも患者及び家族に負

担の大きい疾病など、いわゆる難病の患者に対し、区役所福祉課又は支所区民福祉課において、医療給付事業や日常

生活及び社会生活を支援するため、障害福祉サービス等を実施しています。 

また、臨床研究や患者団体への助成を行い施策の推進を図るとともに、患者や家族の安定した療養生活の確保と生

活の質の向上を図ることを目的に保健センターにおいて訪問・相談支援事業や医療生活相談事業などを行っています。 
 

(1) 難病法に基づく特定医療費助成制度 
  厚生労働大臣が定める指定難病（348疾病）について、指定医療機関で受診した際の医療費の公費負担を行ってい

ます。 

 (2) 愛知県特定疾患医療給付事業 
  愛知県が行う当該事業について、その申請手続き等を区役所福祉課又は支所区民福祉課で実施しています。 
 (3) 名古屋市特定疾患医療給付事業 

本市の独自事業として、突発性難聴について、委託医療機関で治療している方を対象に医療費の公費負担を行っ

ています。 

 (4) 障害福祉サービス等 
難病患者等の日常生活及び社会生活の支援として、障害者総合支援法に基づくホームヘルプなどの障害福祉サービ

スや補装具、日常生活用具の給付等を実施しています。 
 (5) 交通料金の軽減 
  特定医療費受給者証（指定難病）所持者のうち、日常生活が著しい制限を受けると医師に証明され福祉医療費助成

制度（障害者医療・福祉給付金）の受給をされている方に、市営交通機関等が無料で乗車できる福祉特別乗車券を交

付しています。 

 (6) 難病患者医療生活相談事業 
保健センターにおいて、医師・保健師・理学療法士等により、疾患や病態、家族介護等の相談援助並びに指導を行

い、患者等の日常生活上及び療養上の悩み等の軽減を図るとともに、地域における療養を支援しています。 
(7) 難病訪問・相談支援事業 
  患者・家族に対して、保健センター保健師等が訪問などにより病状や家庭環境に応じた個別の相談・支援を行い、

地域における療養を支援しています。 
(8) 難病関係団体運営費補助金交付 
  患者団体や特定疾患研究協議会などの難病関係団体に対し、難病相談や治療研究事業にかかる運営経費の一部を補

助しています。 
 (9) 難病講習会（愛知県・愛知県医師会と共催） 

関係職員に対し、専門医の講演や保健師等の事例発表の講習会を開催しています。 
(10) 障害者自立支援配食サービス 

難病患者のみの世帯等に対し、配食サービスを実施し、安否の確認もあわせて行っています。 
 (11) その他の援護  
  市営住宅への入居あっせん（障害種別欄に難病の記載のある障害福祉サービス受給者証若しくは地域相談支援受給

者証若しくは特定医療費受給者証所持者又は指定難病登録者証）、東山動植物園等の無料入場を行っています。 
 
10．がん相談事業等 
 (1) 相談・支援事業 

がん患者やその家族が直面するさまざまな疑問や不安に関する相談、図書・インターネット等による情報提供、患

者の交流支援等を行う、がん相談・情報サロン「ピアネット」を運営しています。 
 (2) 若年がん患者の在宅ターミナルケア支援事業 
  40歳未満のがん患者の方が、住み慣れた自宅で自分らしく安心して日常生活を送ることができるよう、在宅サービ

スにかかる利用料等を助成するなど、在宅におけるターミナルケアの支援を行っています。 
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 (3) がん患者のアピアランスケア支援事業 
  がん患者の身体的・精神的な負担や社会生活上の不安を和らげるため、がん相談・情報サロン「ピアネット」にお

いてアピアランスケアにかかる相談に対応しています。また、がん治療に伴う脱毛等の症状によりウィッグが必要と

なった方、乳房の変形のため乳房補整具が必要となった方又は顔面（眼、耳等）や手指等の欠損による外見変化のた

め装具が必要となった方に対し、購入費用の助成を行っています。 
(4) がん患者の妊よう性温存治療費助成 

  将来、子どもを産み育てることを望む小児、思春期・若年のがん患者が、希望をもってがん治療に取り組んでいく

ことができるよう、がん治療により生殖機能が低下する又は失う恐れがある方に対する妊よう性温存治療にかかる費

用の助成等を実施しています。 
 

11．公衆衛生看護活動 

保健師が地域住民の健康づくりと健康寿命の延伸を目標に、住民自らが健康問題の解決に取組めるように支援して

います。 
(1) 公衆衛生看護 
① 家庭訪問 
対象者とその家族が生活を営んでいる地域に出向き、それぞれの家庭環境等に適した方法で保健指導を行ってい

ます。 
〈家庭訪問の対象者〉 
感染症・結核患者、精神障害者（児）、生活習慣病・介護予防が必要な方、難病患者、妊産婦・乳幼児、その他訪

問指導が必要な方及びその家族 
② 健康相談 
電話等で心身の健康等に関する個別の相談に応じ、必要な支援をしています。 

③ 健康教育 
地域住民が健康的な生活が送れるよう講話や実技等を通して、自ら生涯を通じた健康づくりに取り組むための知

識の普及をしています。 
④ 地区組織活動 
地域住民が健康づくりに自主的に取り組めるよう、地区組織の育成・支援をしています。また、関係機関等との

連携を図り、地域で健康な生活を送ることができるための体制づくりをしています。 
(2) 公衆衛生看護指導業務 
①  公衆衛生看護業務に必要な知識や技術を習得させるため、保健師の人材育成を実施しています。 
②  保健師・助産師・看護師の業務の連携及び、教育に努めています。 
③  保健師・助産師等の養成に伴う看護学生等の保健センター実習の充実に努めています。 
④  各種関係団体との連携を図っています。 

 
12．ホームレス健康支援事業 

  本市ホームレスの自立の支援に関する実施計画に基づき、自立支援健康相談員により健康に不安を抱えるホームレ

スに対し、健康相談等の保健サービスを実施しています。 
 

13．衛生研究所 

衛生研究所は、地域保健法第26条の規定に基づき、地域の科学的技術的中核機関として各種業務を行っています。 

① 疾病予防・食品衛生・環境衛生等の「調査研究」 

② 公衆衛生に関する「試験検査」 

③ 地域保健に関する情報の「収集・整理・活用」 

④ 保健所職員等への「研修指導等」 

主な業務としては、食中毒原因細菌・ウイルス・感染症病原体の検査、ウイルス性疾患のウイルス検査、ＧＬＰ対
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応の食品の安全チェック検査、生活環境の調査等です。 
また、全国規模のコンピューターオンラインシステムによる感染症発生動向に関する情報の収集・解析を行う「感

染症情報センター」を運営しています。 
 
14．名古屋陽子線治療センターの運営支援 

  名古屋陽子線治療センターは、名古屋市立大学が西部医療センターの一部門として一体的な運営を行っており、健

康福祉局が運営支援を実施しています。 
  同センターでは、都市型施設の立地を活かした通院治療が可能な「陽子線治療」を提供しています。 
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●  （２） 感染症予防 

 
１．感染症予防対策 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成11年４月１日施行、以下「感染症法」という。）」 

及び感染症法第10条第14項に基づき策定した名古屋市感染症予防計画に沿い、感染症の発生及びまん延を防止す 

るため必要な対策を実施します。 

また、感染症発生動向調査等によって得られた情報については、市民へ積極的に情報提供し感染症のまん延防止

に努めています。 

(1) 消化器系感染症病原体検索事業 
消化器系感染症のまん延を防止するため、患者発生時における関係者等を対象に細菌性赤痢・腸管出血性大腸菌感

染症等の病原体保有検索を目的とした検便検査を実施します。 
(2) 感染症発生動向調査事業 

感染症法に基づき厚生労働省が定める感染症について発生状況を把握し、感染症の情報収集・解析・還元を実施し

ます。 
また、衛生研究所で、選定した医療機関等から提出された検体から病原体の検査を行います。 

(3) ウイルス性肝炎対策 
① 知識の普及等 

保健センターにおいて、市民からの相談に対応するとともに、正しい知識の普及を図ります。 

② Ⅽ型・Ｂ型肝炎ウイルス検査の実施 

市内の協力医療機関において、名古屋市に住民登録があり過去にＣ型・Ｂ型肝炎ウイルス検査を受けたことがな

い方を対象に、無料でＣ型・Ｂ型肝炎ウイルス検査を実施します。 

③ Ｂ型・Ｃ型肝炎患者、肝がん・重度肝硬変患者医療給付事業の推進 

愛知県が行う当該助成事業について、保健センターを申請窓口として県への進達業務等を行っています。 

(4) 発生時対策 
感染症患者発生時には、感染症のまん延防止を図るため疫学調査を行います。調査にあたっては、その必要性を患

者・関係者等へ十分説明した上で実施します。 
また、必要な場合には、健康診断・消毒の実施、患者の指定医療機関への入院等、二次感染の防止を図ります。 

(5) 災害発生時対策 
浸水被害発生時には、被災家屋への消毒薬の配布、感染症対策・調査センターによる公共的場所の消毒等を実施し、

感染症のまん延防止を図ります。 
(6) 感染症予防協議会 

感染症の発生予防及びまん延防止並びに医療の提供のための施策に関することを調査審議します。 
(7) 感染症診査協議会 

感染症患者の就業制限、入院勧告、結核医療費公費負担等に関することを審議します。 
 
２．新型インフルエンザ等対策（新興・再興感染症対策） 

新型インフルエンザは、ほとんどの人が免疫を持っていないため急速に感染が拡大し、市民の健康・生命や社会・

経済活動に多大な影響を与えるおそれがあります。新型コロナウイルス感染症対応の教訓を活かしながら「新型イン

フルエンザ等対策特別措置法」第８条第１項に基づき、新型インフルエンザ等対策の基本的な方針等を定めた「名古

屋市新型インフルエンザ等対策行動計画」に沿い、今後、発生が懸念される病原性の高い新型インフルエンザに備え、

必要な対策を実施します。 

(1)  相談体制の充実 
新型インフルエンザ等の発生状況に応じ、相談窓口を設置し、感染した場合の対応や医療機関の受診方法等をご案

内します。 
(2)  検査の実施体制の確保 
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  新興感染症のまん延時に備え、検査体制を速やかに整備できるよう、医療機関や民間の検査機関等との協力関係を

構築し、平時から計画的に準備を行っています。また、平時から検体の搬送方法等を確立しておくとともに、新興感

染症の発生時には、衛生研究所や医療機関、民間の検査機関等との連携の下に検査の実施体制の確保を図ります。 
(3)  保健医療体制の確保 

本市の医療体制について、平時から医療機関や医療関係団体、消防局等との緊密な連携を図るとともに、感染症対

策物資の備蓄・更新をしています。また、新興感染症の発生時には、その緊密な連携の下に感染が疑われる方専用の

外来設置や入院体制の整備など、愛知県と連携して市民が適切な医療を受けられる体制の確保に努めます。 
(4) 市民への広報等 

新型インフルエンザ等の基礎知識や感染予防策、医療機関の受診方法等の情報についてお知らせし、正しい知識の

普及を図ります。 
(5) 人材育成等 

新興・再興感染症の対応力強化に向けて、医師や看護師の人材育成を支援する他、健康危機管理の拠点機能の強化

を目的として、平時から保健所・保健センター職員に対する訓練・研修や有事に向けた体制整備等を実施します。 
 
３．ＨＩＶ／エイズ対策・性感染症予防対策 

世界的な規模で患者・感染者が発生しているＨＩＶ/エイズ（後天性免疫不全症侯群：ＡＩＤＳ）及び近年急増して

いる梅毒を含む性感染症のまん延を防止するための事業を実施します。 

(1) 知識の普及 
ＨＩＶ/エイズに関する相談に対応するとともに、公式ウェブサイト「なごや・ＨＩＶ性感染症ガイド」の運営、

市民向けのリーフレット（外国語版を含む）、中学生向けリーフレット等の作成・配布等、正しい知識の普及を進め

ています。さらに、12 月１日の世界エイズデーを中心に、レッドリボンライブ等啓発を目的とした事業を実施して

います。また、適宜機会をとらえて性感染症予防に関する正しい知識の普及を図ります。 
 (2) 検査の実施 

ＨＩＶや性感染症への感染に対する不安の解消、感染の早期発見及び二次感染の防止を目的として、保健センター

等においてＨＩＶ・梅毒等の検査を無料で実施しています。 
 (3) その他の事業 

患者・感染者の医療体制確保のため、医療従事者の研修をすすめるとともに、エイズ予防対策の推進のため民間を

含めた関係機関との会議を開催しています。 
 
４．結核対策 

結核の早期発見や治療の完遂及び結核まん延防止のため、「名古屋市結核対策基本指針」に基づき必要な対策を実施

します。 
(1) 結核の定期の健康診断 

① 一般住民健康診断 
40歳以上の一般市民を対象に市医師会委託により胸部Ⅹ線検査を実施し、結核の早期発見を図っています。 

② ハイリスク層の結核健診 
公園・路上等起居者や無料低額宿泊所、日本語教育機関にて X 線検診車による健診と、日本語教育機関に対し

てはワークショップによる健康教育を実施しています。 
③ 事業所・施設等の健診報告 
医療機関や対象の高齢者施設等より健診報告書の受領を行っています。 

(2) 患者管理 
① 患者登録・保健指導 
結核患者を把握し、適切な対策・指導を行うために患者登録を行っています。 
また、家庭訪問等を実施し、治療の完遂のための相談や保健指導等を行っています。 

② 管理検診 
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治療終了者に対して、再発の有無を確認する検診を行っています。結核の予防又は医療上必要があると認めると

きは胸部Ⅹ線検査等の精密検査を行っています。 
③ 定期病状調査事業 
患者登録者の中で病状把握の困難な方について、医療機関から病状等を把握することにより、結核対策の迅速

化・円滑化を図ります。 
④ 結核登録者情報システムの活用 
結核登録者情報システムを活用して、患者管理を行うとともに結核対策策定の基礎資料としています。 

⑤ 接触者健康診断 
結核患者の接触者で結核にかかっている疑いのある方に対し血液検査、胸部Ⅹ線検査等を実施し、感染・発病者

の早期発見を図っています。 
(3) 結核健康診断費補助金 

一定の条件を満たした学校や施設、日本語教育機関に対して補助金を交付しています。 
(4) 結核対策特別促進事業 

効果的な結核対策の充実のために、服薬支援（ＤＯＴＳ）、外国出生者やホームレス等ハイリスク層を対象にした

結核健康診断、従事者研修を実施しています。 
(5) 結核病床運営費補助金 

市民の安全・安心な結核医療体制の確保を目的として、市内の結核病床を有する第二種感染症指定医療機関に対し

て補助金を交付しています。 
 
５．定期予防接種事業 

(1) 目的 
感染のおそれがある疾病について、その発生及びまん延の予防を目的として予防接種法に基づき実施しています。  

 (2)  事業内容 
① 実施機関：市内指定医療機関 
② 対象者等 
 

予 防 接 種 の 種 類 対 象 者 
標準的な接種年齢・回数等 

（名古屋市） 

ロタウイルス 

ロタリックス 
出生６週０日後から 24 週０日後までの間にある

方 

４週間隔で２回 

１回目の接種は出生14週６日後までに実施 

ロタテック 
出生６週０日後から 32 週０日後までの間にある

方 

４週間隔で３回 

１回目の接種は出生14週６日後までに実施 

Ｂ 型 肝 炎 生後12か月未満の方 

生後２か月～９か月未満 

４週間隔で２回、１回目から20～24週の間

隔をおいて１回 

小児肺炎球菌 

初回 
生後２か月以上５歳未満の方 

（接種間隔・回数は開始時期により異なる） 

生後２か月～７か月未満で開始 

追加 
初回接種完了後60日以上の間隔をおいて、

生後12か月以降に１回 

ジ フ テ リ ア 

百 日 せ き 

破 傷 風 

急性灰白髄炎（ポリオ） 

インフルエンザ菌b型 

（ヒブ） 

第１期 

初回 

生後２か月以上90か月未満の方 

生後２か月～７か月未満で開始 

３～８週間隔で３回 

第１期 

追加 

第１期初回接種（３回）を実施後 

６か月～18か月の間隔をおいて１回 

インフルエンザ菌ｂ型 

（ヒブ） 

初回 
生後２か月以上５歳未満の方 

（接種間隔・回数は開始時期により異なる） 

生後２か月～７か月未満で開始して１歳の

誕生日前までに完了する 

追加 
初回接種完了後７か月以上の間隔をおいて

１回 
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予 防 接 種 の 種 類 対 象 者 
標準的な接種年齢・回数等 

（名古屋市） 

ジ フ テ リ ア 

破 傷 風 
第２期 11歳以上13歳未満の方 11歳で１回 

ＢＣＧ（結核） 生後12か月未満の方 生後５か月～８か月未満で１回 

麻しん 

風しん 

第１期 生後12か月以上24か月未満の方 生後12か月以降できるだけ早期に１回 

第２期 小学校就学前年度１年間にある方 小学校就学前年度１年間で１回 

第５期 

昭和37年４月２日～昭和54年４月１日生まれの

男性で、令和７年３月末までに行った抗体検査の

結果、免疫が不十分だった方 

抗体価が低い方に１回 

（令和８年度末で事業終了予定） 

水痘 生後12か月以上36か月未満の方 
生後12か月～15か月（１回目接種） 

６か月～12か月間隔で２回 

日本脳炎 

第１期 

初回 
第１期：生後６か月以上90か月未満の方 

第２期：９歳以上13歳未満の方 

※平成18.４.２～平成19.４.１生まれの方は20

歳未満まで接種可能（令和８年度末で事業終

了） 

３歳 

６～28日間隔で２回 

第１期 

追加 

４歳 

第１期初回接種（２回）を実施後概ね１年

で１回 

第２期 ９歳で１回 

子宮頸がん 小学校６年生～高校１年生相当の年齢の女子 
中学校１年生で２回または３回 

※接種開始年齢により実施回数が異なる。 

ＲＳウイルス感染症 妊娠28週０日～36週６日の妊婦 妊娠中の決められた週数の間に１回 

インフルエンザ 

高用量 満75歳以上の方 

※標準量または高用量のいずれかを選択 

毎年決められた期間に１回 
標準量 

満65歳以上75歳未満の方 

満60歳以上65歳未満の方で、心臓、腎臓若しく

は呼吸器の機能障害又はヒト免疫不全ウイルス

による免疫機能障害を有する方（身体障害者手帳

１級相当） 

高齢者肺炎球菌 

満65歳の方 

生涯で１回（再接種は対象外） 
満60歳以上65歳未満の方で、心臓、腎臓若しく

は呼吸器の機能障害又はヒト免疫不全ウイルス

による免疫機能障害を有する方（身体障害者手帳

１級相当） 

新型コロナウイルス感染症 

満65歳以上の方 

毎年決められた期間に１回 
満60歳以上65歳未満の方で、心臓、腎臓若しく

は呼吸器の機能障害又はヒト免疫不全ウイルス

による免疫機能障害を有する方（身体障害者手帳

１級相当） 

帯状疱疹 

ビケン 

満65歳の方（ただし、経過措置として、令和７

年度から５年間は、65、70、75、80、85、90、95、

100歳となる年度に属する方とする。） 

満60歳以上65歳未満の方であって、ヒト免疫不

全ウイルスによる免疫機能障害を有する方（身体

障害者手帳１級相当） 

※過去に任意予防接種を受けた方を除く。 

助成は生涯で１度（ビケンは接種１回分、

シングリックスは接種２回分）限り 

シングリックス 
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（3）その他 
① 予防接種後健康状況調査事業  
予防接種副反応情報を収集・還元するため、国の予防接種後健康状況調査実施要領に規定される予防接種を対象

に予防接種後健康状況調査事業を実施します。 
② 予防接種健康被害見舞金制度 
定期予防接種を受けたことによって、健康被害を受け、疾病及び障害の状態にあると国から認定を受けた方に見

舞金を支給します（特例臨時接種の期間における新型コロナウイルスワクチンの接種も対象となります）。 
６．任意予防接種費用助成事業 

(1) 目的 
任意接種で行われている５種類の予防接種について、疾病の重篤性や感染力、ワクチンの有効性及び安全性、費用

対効果の観点などを総合的に考慮したうえで、費用の助成を行うことによって、対象者の費用負担を軽減し、予防医

療の推進を図ることを目的としています。 
(2)  事業内容 
① 自己負担金：麻しん、風しんは無料。おたふくかぜ、高齢者肺炎球菌及び帯状疱疹は接種費用の半額程度。 

ただし、次に掲げる方については、自己負担金の免除制度があります。 
ア 生活保護世帯に属する方 
イ 市民税非課税世帯に属する方 
ウ 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す

る法律による支援給付を受けている方 
② 実施機関：市内指定医療機関 
③ 対象者等 

予防接種の種類 対  象  者 接種回数 自己負担金額 開始時期 

おたふくかぜ 

１歳～小学校就学前で当該疾

病のり患歴、予防接種歴のな

い方 

１回 3,000円 平成22年８月 

麻しん 

「妊娠を希望する女性」「妊娠

を希望する女性とそのパート

ナー又は同居者」「妊婦のパー

トナー又は同居者」のいずれ

かに該当する方で、抗体検査

の結果免疫が不十分であるこ

とが判明した方 

※同対象者に抗体検査も実施 

１回 無料 

令和７年10月 

風しん 平成27年４月 

高齢者肺炎球菌 満66歳以上の方 １回 5,600円 平成22年10月 

帯状疱疹 

ビケン 
満50歳以上の方 

（定期予防接種の対象年齢を

除く） 

１回 4,200円 令和２年３月 

シングリックス ２回 10,800円／回 令和２年３月 
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 (3) その他 
  ① 任意予防接種健康被害見舞金制度 
   平成22年８月以降に、名古屋市が実施する任意予防接種の副反応により、ワクチンとの因果関係が否定できない

と独立行政法人医薬品医療機器総合機構が決定した健康被害に対し、現在も治療中または障害の状態にある方の申

請に基づき、見舞金を支給します。 

② 医療行為により抗体が失われた小児へのワクチン再接種費用助成 

   骨髄移植手術などの医療行為により、接種済みの定期予防接種の抗体が失われた名古屋市に住民登録のある 20

歳未満の方を対象に、任意予防接種として受ける再接種費用を助成します。 

   

 

7．その他予防接種に関する事業 

（1）健康被害救済申請支援金制度 

令和３年２月17日以降に名古屋市が実施する予防接種の副反応により、予防接種健康被害救済制度または医薬

品副作用被害救済制度の申請を行う方を対象に、経済的負担、心理的負担を軽減し、これらの申請を支援するため、

文書料及び自己負担分の医療費の一部を助成します。 

（2）なごや新型コロナウイルスワクチン長期的な副反応相談窓口 

新型コロナウイルスワクチンの接種から２週間以上経過しても継続するような、長期的な副反応が疑われる方に

対し、治療及び予防接種健康被害救済制度を案内します。 
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●  （３） 健康増進 

 
本市では、平成19年11月24日に、人の健康と人を取り巻く都市環境の健康に総合的に取り組むことを目的とした「な

ごや健康都市宣言」を行いました。ＷＨＯの理念に基づいたこの宣言は、政令指定都市では、名古屋市が初めてです。 

「健康都市なごや」の実現を目指し、「なごやに住んで本当によかった」と思える魅力ある都市を築いていきます。 
 
１．健康増進推進事業 

  本市では、健康増進法に基づく市町村健康増進計画として健康なごやプラン２１を策定し、本計画に基づき市民の

健康づくりに関する施策を進めてきました。そして、令和５年度に第２次計画を改定して、令和６年度から令和１７

年度までの１２年間を計画期間とする「健康なごやプラン２１（第３次）」を策定しました。 
すべての市民が健康で心豊かに生活できる持続可能な社会を目指し、生活習慣の改善による生活習慣病の予防、健

康寿命の延伸及び生活の質の向上を図るとともに、健康寿命については、平均寿命と健康寿命の延びを想定し、平均

寿命の延びを上回る健康寿命の延びとなるように、健康寿命の延伸を目指しています。 
 

 
 
 (1) 普及啓発事業 

ア 健康・食生活フェア 
   多くの市民に健康への関心を高めてもらう機会として実施しています。生活習慣病の予防や生活の質の向上につ

ながるように、健康的な食生活や食習慣の実践を目指した内容の普及啓発を実施します。 
イ 健康なごやプラン２１の周知・広報 
講演会、地域での健康教育、ホームページ等を通じて、「健康なごやプラン２１（第３次）」を広く市民に周知し

て健康づくりを支援します。 
(2) 健康増進推進事業 
ア 地域健康づくり事業 
市民自らの継続的な健康増進を支援すること及び生活習慣病予防に関する正しい知識の普及を図るとともに、「健

康なごやプラン２１」の趣旨を取り込み、参加者同士の自主グループ育成等を図ります。 
また、地域の健康づくり活動を幅広く推進するため、管内事業所等の支援も推進していきます。 

イ 食育推進協力店登録事業 
飲食店及び給食施設等における栄養成分表示を始め、食生活や健康に関する情報を提供する施設を登録し、栄養

を中心とした健康情報を市民に適切に提供することにより、市民自らの健康管理を支援します。 
   また、市民の野菜摂取量増加を促すため、登録店舗で野菜たっぷりのメニューを提供しているお店を「なごベジ

◎ダイニング」の名称で、食育ウェブサイト「なごや食育ひろば」で紹介しています。 
ウ なごや健康カレッジ 

   健康づくりのきっかけとなるよう、大学と連携して科学的根拠を重視した、楽しく続けられる健康づくり講座を

開催します。 

健康なごやプラン２１周知・広報

事 業 の 体 系

健康・食生活フェア
普及啓発事業

なごや健康カレッジ 

健康づくり活動育成事業

地域健康づくり事業 

健康増進推進事業
〔健康なごやプラン２１推進事業〕 

食育推進協力店登録事業

健康なごやプラン２１推進会議

（地域・職域連携推進協議会）

健康増進推進事業

推進体制の整備 
連携施策の推進 

なごや健康マイレージ

なごや健康経営推進事業

女性の健康相談窓口
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エ なごや健康マイレージ 
愛知県の｢あいち健康マイレージ｣と協働し、市民の自主的な健康づくりの取り組みに対してポイントの付与と優

待カード｢ＭｙＣａ（まいか）｣の交付・お楽しみ特典の抽選等により、健康づくりのきっかけの提供と継続を推進

しています。 
    オ なごや健康経営推進事業 
    健康状態に大きな影響を与えると言われる「働く世代」への健康増進・維持を図るため、市内中小企業に対して

健康経営に取り組む機運醸成を図るとともに、民間企業等と連携して個別支援の実施や支援メニューを提供します。 
カ 女性の健康相談窓口 

   仕事や子育て等で忙しい女性が、自身の抱える健康課題に十分対処できていない現状に鑑み、女性のための健康

相談事業を実施しています。幅広い世代の女性の多様な健康課題への対処方法について、保健・医療の専門職が助

言を行う相談窓口の設置と、ポータルサイトでの市民に対する広報・啓発を一体的に実施しています。 
(3) 推進体制の整備 

健康づくり活動育成事業 
地域ぐるみの健康増進活動を支援するために、｢健康なごやプラン２１｣を周知するとともに地域の自主活動グル

ープ育成、リーダー養成に努めていきます。 
(4) 連携施策の推進 

健康なごやプラン２１推進会議（地域・職域連携推進協議会） 
健康なごやプラン２１（第３次）を推進するため、広く健康に関わる関係機関・団体と情報交換や健康づくりへ

の取り組みに関する意見交換を行い、連携の強化を図っています。 
 
２．食育の推進  
名古屋市食育推進計画（第５次）（令和８年度～令和11年度）に基づき、市民の生涯健康で心豊かな生活の実現をめ

ざし、関係機関、団体等と連携して食育を総合的に推進しています。 

(1) 普及啓発 
ＳＮＳを活用した普及啓発やより実践につながりやすい効果的な食育指導など、新たな手法も取り入れつつ、各種

広報媒体や様々なイベント等の機会を利用して、食育に関する啓発を実施します。 
(2) 多様な関係者との連携 
  健康な食生活が実践しやすい食環境づくりの普及を推進します。 
 また、食育活動をしている市民、団体、企業等に登録いただいている「なごや食育応援隊」との連携による食育の

推進や、地域で食育に取り組む、団体、企業、大学等との協働による食育講習会を実施しています。 
(3) 食育ウェブサイト「なごや食育ひろば」の運営 
食育ウェブサイト「なごや食育ひろば」を運営し、イベントのお知らせや暮らしに役立つコラム等、食育に関する

幅広い情報の提供に努めています。 

(4) 名古屋市食育推進懇談会の開催 

  食育に関する施策についての評価等、食育の推進に関し、幅広く意見交換を行うため、外部の有識者等による食育

推進懇談会を開催しています。 

 
３．成人保健対策 

健康寿命の延伸と健康格差の縮小のため、総合的な成人保健対策を推進し、健康増進法の健康増進事業である健康

手帳の交付、健康教育、健康相談、各種がん検診等の充実を図ります。 
 

健康教育・健康相談 
(1) ロコモティブシンドローム予防教室 

ロコモティブシンドロームに関する正しい知識の普及･啓発を行い、食生活や運動などの生活習慣の改善を図り、

その予防に努めることを目的として実施しています。 
(2) 歯と歯ぐきの健康づくり事業 
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歯周疾患予防のための正しい知識を普及し、健康の保持増進を図ることを目的として実施しています。 
(3)  ブレスト・アウェアネス啓発事業 

乳がんの正しい知識とブレスト・アウェアネス（乳房を意識する生活習慣）の普及啓発を通して、がん予防と女

性の健康管理に関する自覚の高揚を図ることを目的として実施しています。 
(4) 喫煙対策 

市民に対して喫煙及び受動喫煙が健康に及ぼす影響について正しい知識を普及啓発するなど、市民の健康保持増進

を推進していくとともに、健康増進法の徹底と「名古屋市子どもを受動喫煙から守る条例」に基づく施策を実施する

ことにより、受動喫煙対策の強化を図ります。 

 (5) 健康相談 
生活習慣病に関する個別の相談に応じることにより、健康不安の解消、健康管理に関する自覚の高揚等を図ること

を目的として実施しています。 
 
各種検診 

(1) 生活保護受給者及び中国残留邦人等支援給付受給者に対する健康診査及び保健指導 
高齢者の医療の確保に関する法律に基づいて医療保険者が実施する特定健康診査・特定保健指導に該当しない生活

保護受給者及び中国残留邦人等支援給付受給者（社会保険加入者を除く）に対して、健康診査を行うことにより、メ

タボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当者・予備群を抽出し、リスク要因の数に応じた保健指導を実施し

ています。 
 (2) ワンコインがん検診 
   がんの早期発見・早期治療を目的として、６種類のがん検診を１つにつきワンコイン（500円）で実施しています。 

  ア 胃がん検診（エックス線検査・内視鏡検査） 

 イ 大腸がん検診 

 ウ 肺がん・結核検診 

 エ 子宮がん検診 

 オ 乳がん検診 

 カ 前立腺がん検診 

(3)  ピロリ菌検査及び胃がんリスク検査 
   胃がん発生の予防を推進するため、20～30代を対象にピロリ菌検査を、40～50代を対象に胃がんリスク検査を

実施しています。 

 (4)  腹部超音波スクリーニング検査 
  腹部の各種疾患の発見を目的として、令和７年２月から50歳以上の市民を対象に腹部超音波スクリーニング検査

を実施しています。 

  (5) がん検診推進事業（無料クーポン券の交付） 
特定の年齢の市民を対象として、６種類のがん検診（胃がん検診、大腸がん検診、肺がん検診、子宮頸がん検診、

乳がん検診及び前立腺がん検診）の無料クーポン券を交付し、受診促進を図っています。 
(6) 歯周疾患検診 

高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるようにするとともに、歯の喪失を予防することを目的と

して実施しています。 

無料クーポン券を４月１日現在20、25、30、35、40、45、50、55、60、65、70、75、80 歳の市民に送付していま

す。 

(7) 骨粗しょう症検診 
骨粗しょう症は骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が予想されることから早期に骨量減少者

を発見し、予防・早期治療することを目的として実施しています。 

無料クーポン券を４月１日現在40、45、50、55、60、65、70歳の女性市民に送付しています。 
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訪問指導 
疾病（特に生活習慣病）の予防と、ねたきりなどの介護を要する状態となることの予防を通じ、健康寿命の延伸を

図ることを目的として、保健師、管理栄養士、歯科衛生士等が家庭を訪問し、本人及び家族に対して必要な支援を行

っています。 
 

事 業 対 象 実施場所等 内 容 等 

健康手帳の交付 がん検診受診者等 
保健センター及び検診実

施医療機関から交付 

健診の記録その他の健康保持増進の

ために必要な事項を記載する手帳を

交付 

健

康

教

育 

ブレスト・アウェア

ネス啓発事業 
女性市民 

小グループ単位で各地区

で実施 

乳がんの特徴とブレスト・アウェアネ

スの啓発、自己触診法等の指導 

歯と歯ぐきの 

健 康 づ く り 

事 業 

市民 保健センター等で実施 

口腔内一般診査、歯周組織の診査、

冠・入れ歯等の診査、保健指導、健康

教育、相談 

ロコモティブ 

シンドローム 

予 防 教 室 

20歳以上の市民 保健センター等で実施 
ロコモティブシンドローム予防に関

する運動、栄養、生活の指導 

喫 煙 対 策 
市民等 

保健センター 禁煙実施に関する個別指導等 

保健センター、事業所、学

校等 

喫煙に関する健康への影響及び禁煙

への普及啓発（禁煙教室） 

地下鉄駅等 キャンペーン等の実施 

オンライン（委託） ＩＣＴを活用した禁煙希望者支援 

市内医療機関（助成金は個

人へ交付） 
禁煙外来治療費の助成 

事業者 事業所、店舗等 分煙施設設置費用等の助成 

健 康 相 談 40歳以上の市民及びその家族 保健センターで実施 
方法：来所、電話等 

内容：健康に関する相談 

各 
 

種 
 

検 
 

診 

健 康 診 査 

（生活保護・中国

残留邦人） 

40 歳以上の生活保護受給者及

び中国残留邦人等支援給付受

給者のうち社会保険未加入者 

市内の協力医療機関にお

いて実施 

①問診②身体計測（腹囲測定を含む）

③理学的検査④血圧測定⑤尿検査（蛋

白、糖）⑥血中脂質検査（LDL－コレ

ステロール、中性脂肪、HDL－コレス

テロール）⑦肝機能検査（GOT、GPT、

γ－GTP）⑧その他検査（クレアチニ

ン・尿酸、eGFR）⑨血糖検査（血糖、

ヘモグロビンA１ｃ）⑩心電図検査（12

誘導心電図）⑪貧血検査（赤血球数、

血色素量、へマトクリット）⑫眼底検

査 

⑩⑪⑫の検査は該当者に実施 

自己負担金：無料 

保 健 指 導 

（生活保護・中国

残留邦人） 

健康診査（生活保護・中国残留

邦人）により階層化された方 

市内の協力医療機関及び

保健センターにおいて実

施 

リスクに応じて積極的支援又は動機

づけ支援の保健指導を実施 

自己負担金：無料 

胃
が
ん 

検 

診 

エックス線 
検 査 

40 歳以上の市民で、前年度胃
内視鏡検査を受診されていな
い方 

市内の協力医療機関等に
おいて実施 

①問診②胃部エックス線検査 
自己負担金：500円 

内視鏡検査 
50 歳以上の市民で、前年度胃
内視鏡検査を受診されていな
い方 

市内の協力医療機関にお
いて実施 

①問診②胃内視鏡検査 
自己負担金：500円 
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事 業 対 象 実施場所等 内 容 等 

各  

種  

検  

診 

大 腸 が ん 
検 診 

40歳以上の市民 
市内の協力医療機関等にお
いて実施 

①問診②免疫便潜血検査（２日法） 
自己負担金：500円 

肺がん・結核 
検 診 

40歳以上の市民 
市内の協力医療機関等にお
いて実施 

①問診②胸部エックス線検査 
肺がん検診の自己負担金：500円 

子 宮 が ん 
検 診 

20歳以上の女性市民で、前年度
検診を受診されていない方 

市内の協力医療機関等にお
いて実施 

頸がん検診 
①問診②視診③内診 
④細胞診検査 
必要な方に体がん検診 
（子宮内膜細胞診） 
自己負担金：500円 

乳 が ん 
検 診 

40歳以上の女性市民で、前年度
検診を受診されていない方 

市内の協力医療機関及び保
健センター等において実施 

①問診②乳房エックス線検査 
（マンモグラフィ） 
自己負担金：500円 

前 立 腺 が ん 
検 診 

50歳以上の男性市民 
市内の協力医療機関等にお
いて実施 

①問診②PSA検査(血液検査) 
自己負担金：500円 

ピロリ菌検査 年度末時点で20～39歳の市民 
市内の協力医療機関におい
て実施 

①問診②抗ヘリコバクターピロリ抗
体検査 
自己負担金：無料 

胃がんリスク検査 年度末時点で40～59歳の市民 
市内の協力医療機関におい
て実施 

①問診②抗ヘリコバクターピロリ抗
体検査③ペプシノゲン検査 
自己負担金：500円 

腹部超音波スク
リーニング検査 

50歳以上の市民 
市内の協力医療機関におい
て実施 

①問診②腹部超音波スクリーニング
検査 
自己負担金：500円 

歯周疾患検診 
４月１日現在20、25、30、35、
40、45、50、55、60、65、70、
75、80歳の市民 

市内の協力歯科医療機関に
おいて実施 

①口腔内一般診査②歯周組織診査 
③口腔機能検査(75・80歳)④保健指導 
自己負担金：無料 

骨粗しょう症 
検 診 

４月１日現在40、45、50、55、
60、65、70歳の女性市民 

市内の協力医療機関におい
て実施 

①問診②骨量検査 
自己負担金：無料 

がん検診推進 
事 業 
(無料クーポン
券等の交付) 

〔胃がん検診（エックス線検
査）・大腸がん検診、肺がん検
診〕 
４月１日現在40、45、50、55、
60歳の市民 
〔胃がん検診（内視鏡検査）〕 
４月１日現在50、55、60 歳の
市民 
〔子宮頸がん検診〕 
４月１日現在20、25、30、35、
40歳の女性市民 
〔乳がん検診〕 
４月１日現在40、45、50、55、
60歳の女性市民 
〔前立腺がん検診〕 
４月１日現在50、55、60 歳の
男性市民 

上記の胃がん検診、大腸が
ん検診、肺がん・結核検診、
子宮がん検診、乳がん検診
及び前立腺がん検診の各実
施場所 

胃がん検診（エックス線検査及び内視
鏡検査）、大腸がん検診、肺がん検診、
子宮頸がん検診、乳がん検診及び前立
腺がん検診 
自己負担金：無料 

訪 問 指 導 

40歳以上64歳以下の生活習慣
病、ねたきり者、健康に不安の
ある方等で保健指導が必要な
方及びその家族 

保健師等により実施 
訪問による生活習慣病予防等に関す
る相談・指導など 
自己負担金：無料 

在宅ねたきり者 
訪 問 歯 科 診 査 

40歳以上の在宅ねたきりの方 
市内の協力歯科医療機関に
おいて実施 

①口腔内一般診査②補綴状況の診査、
③保健指導 
自己負担金：無料 

注：がん検診は、次に該当する場合、自己負担金が無料となります。 

①70歳以上②生活保護世帯 ③中国残留邦人等支援給付受給者 

④市民税非課税世帯 ⑤障害者、ひとり親家庭等医療費助成制度受給者 ⑥福祉給付金受給者 
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４．歯科口腔保健対策 

歯科口腔保健対策事業は、歯科健康診査、保健指導、フッ化物塗布等を通じて、歯科保健知識の普及啓発を図ると

ともにむし歯予防はもとより、歯周疾患の予防等口腔機能の維持、向上に努め、市民の健康の保持増進を図っていま

す。 

  平成27年度に口腔保健支援センターを設置し、企画調整を行っています。 

 
(1) 歯と口腔の健康づくり専門部会の開催 

   関係機関が意見交換や取り組みに関する協議を行い、施策を効果的かつ円滑に実施することを目的に、外部の有

識者等による会議を開催しています。 
(2) 歯科健康診査 
① １歳６か月児健康診査・３歳児健康診査 

１歳６か月児・３歳児を対象に一般健康診査に併せて歯科健康診査を実施し、希望者にフッ化物塗布を行ってい

ます。 

② むし歯予防教室 

むし歯の増加が著しい２歳児に対し口腔内一般診査、歯科衛生教育等を行い、希望者にフッ化物塗布を行ってい

ます。 

③ 親子の歯の健康教室 

う蝕り患性の高い幼児とその保護者を対象に口腔内一般診査、歯科保健指導、歯科相談等を行い、希望者にフッ

化物塗布を行っています。 

④ 妊産婦歯科診査 

妊産婦を対象に口腔内一般診査、歯周組織検査、保健指導を名古屋市歯科医師会に委託して実施し、妊産婦の健

康管理の向上を図っています。 

⑤ 歯周疾患検診 

４月１日現在20、25、30、35、40、45、50、55、60、65、70、75、80歳の市民を対象に口腔内一般診査、保健指

導を名古屋市歯科医師会に委託して実施し、高齢期における歯の喪失の予防を図っています。また、75、80歳には

口腔機能検査を追加で実施しています。 
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⑥ 在宅ねたきり者訪問歯科診査 

歯科診査を希望する40 歳以上の在宅ねたきり状態にある市民を対象に、訪問歯科診査及び歯科保健指導を名古

屋市歯科医師会に委託して実施し、適切な健康管理を行っています。 

(3) 歯科口腔保健指導 
① 両親学級（パパママ教室）・３か月児健康診査 

両親学級（パパママ教室）・３か月児健康診査時に歯科保健指導を行い、歯科保健知識の普及啓発を図っています。 
② お口の発達支援事業 

口腔機能が大きく発達する乳幼児及びその保護者に対して、個々の口腔機能の発達段階に応じた適切な支援をし、

口腔機能の発達と食育の推進をめざしています。 

③ フッ化物塗布 

むし歯予防を目的に、歯科健診を受けた幼児のうち希望者にフッ化物塗布を行っています。 

④ ４歳児及び５歳児歯の健康づくり事業 

幼若永久歯のう蝕予防についての知識を普及し、幼稚園・保育所でのフッ化物洗口を推進、支援しています。 

⑤ 歯と歯ぐきの健康づくり事業 

市民を対象に歯周疾患等について、口腔内診査と保健指導を行い、疾病の早期発見と正しい歯科保健知識の普及

を図っています。 

⑥ いきいき教室 

高齢者を対象に、介護予防を推進するため、健康教育や講演会等を行い、口腔機能向上に関する知識の普及、啓

発を行っています。 

  ⑦ 地域サロン活動等支援事業 

   高齢者の地域における介護予防を推進するため、サロン等住民主体の場へ訪問し、口腔機能向上に関する知識の

普及、啓発を行っています。 

⑧ 訪問歯科指導 

訪問による歯科指導、支援が必要な市民や家族に対して、歯科衛生士が家庭に訪問し、口腔機能の維持、向上を

図っています。 

⑨ 地域健康づくり事業 

地域の健康づくり運動の一環として、「健康なごやプラン２１（第３次）」の目標でもある「８０２０運動」を推

進しています。 

⑩ 歯と口の健康週間 

毎年６月４日からの「歯と口の健康週間」にちなみ、歯科医師会との共催により、「歯と口の１日健康センター」

を各保健センターで開催し、歯科健診・保健指導・フッ化物塗布等を行っています。 

 (4) 健康寿命延伸に向けた歯科口腔保健対策 
加齢に伴って口腔機能が低下しつつある段階の「オーラルフレイル」への対策として、歯科医療従事者向けの研修

会を実施します。また、市民向けの周知啓発イベントの開催や高齢者の集いの場での講話及び簡易口腔機能チェック

を行い市民の意識醸成を図ります。 
口腔がん対策として、市民へ口腔がんに関する知識の周知啓発や、地域歯科医療機関での口腔がん早期発見に寄与

するため歯科医師診断力向上を目的に検診を希望する30歳以上の市民を対象に口腔がん検診を実施します。口腔が

んに関するより専門的な知識を向上させるため、歯科医療従事者向けの研修会を実施します。 
 

５．栄養改善対策 

市民の健康の保持増進を図るため、個々人の栄養・食生活面の健康格差の是正を始め、生活習慣病発症及び重症化

の予防のための食生活、給食施設の栄養管理のための知識の普及等、市民の食生活の改善を目的として次の事業を実

施しています。 
(1) 栄養相談指導 

区民健康相談・成人健康相談・ロコモティブシンドローム予防教室・地域健康づくり事業等の来所時などに栄養の

バランスのとれた食事・生活習慣病予防のための食事等について相談、助言を行います。 
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(2) 食生活改善普及運動 
栄養知識の普及及び食生活の改善を一層推進するため、普及期間である９月を中心に広報の実施や教室開催の機会

を利用して相談指導を行います。 
(3) 国民健康・栄養調査 

国民の身体の状況・栄養摂取量及び生活習慣の状況を明らかにし、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための

基礎資料を得るため、11月中に厚生労働省が指定する地区（未定）において調査を行います。 

(4) 食育推進協力店登録事業（再掲） 
市民及び飲食店等に対し、食育推進協力店登録事業についての普及啓発・実施指導及び登録等を行います。 

(5) 食育推進事業 
  食育を介した連携により食育活動を活性化し、市民の食育に対する意識を高めるため、地域で食育に取り組む関係

者との協働による講習会を行います。また、より実践につながりやすい効果的な指導をすすめるため、機器を使用

した啓発も行います。 
(6) 栄養成分表示に対する指導 

消費者及び食品関連事業者に対し食品表示基準に基づく栄養成分表示についての制度の周知及び相談指導を行い

ます。 
(7) 訪問栄養指導 

40 歳以上で、訪問による栄養指導、支援が必要な市民や家族に対して、家庭に訪問し、食生活に関する相談、指

導を行います。 

(8) 一般介護予防事業 
① いきいき教室 
高齢者に対して介護予防を推進するため、介護予防教室や講演会において、栄養摂取の必要性などの栄養教育を

実施するほか、食生活に関する相談、支援を行います。 
② 地域サロン活動等支援事業 
高齢者の地域における介護予防を推進するため、サロン等の住民主体の場へ訪問し、栄養摂取の必要性などの栄

養教育を実施するほか、食生活に関する相談、支援を行います。 
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６．ウエルネスガーデン 

  クオリティライフ21城北内の健康・交流広場「ウエルネスガーデン」では、市民の継続的な運動習慣の定着を目指

した健康づくり講座を実施しています。 

 
（参考）クオリティライフ21城北 

  「いきいき」として暮らす市民があふれる、21 世紀の生活の質の高い都市を支えていく、「保健・医療・福祉の総

合的エリア」として北区平手町に整備。敷地内には、ウエルネスガーデンのほか、西部医療センター、名古屋陽子線

治療センター、重症心身障害児者施設「ティンクルなごや」があります。 

 

 ０  １  ２   ３  ４〜６      12〜     15〜    18〜 20〜 30〜  35〜  40〜 50〜 60〜 65〜 70〜 

栄
養
指
導
・
相
談 

 

 

 

 

 
 
 

幼稚園・保育所父母の会 
(集団指導)地区栄養講習会等 

 

 

 
食育推進事業 

           成人健康相談 
        

    個別健康教育 
       ロコモティブシンドローム予防教室 

 
 
 

いきいき教室 
地域サロン活動等支援事業 
 

             訪問栄養事業 
 

 
 

一般市民(食生活改善指導)地区栄養講習会 
食育推進協力店登録事業(普及啓発、指導)等 

栄養成分表示に対する相談・指導 
 
食生活改善普及運動 
 
区民健康相談 

地域健康づくり事業 

小中高等学校PTA等 
(集団指導) 

地区栄養講習会等 
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●  （４） 精神保健 

 
精神障害者の医療、その社会復帰の促進並びに住民の心の健康の保持及び増進のための施策を総合的に推進していま

す。また、自殺者数の減少を目指し、関係機関等と連携を図りながら、自殺対策を総合的に推進します。 
 
１．精神保健福祉の機関 

(1) 保健センター 
地域精神保健福祉活動の第一線機関として、精神科嘱託医、精神保健福祉相談員等を配置し、精神保健福祉に関

する相談支援を行うほか、精神障害者の家族を対象に病気についての理解や家族同士の交流を図るための家族教室、

地域関係組織の育成支援や関係機関の連携強化を行っています。 
 (2) 精神保健福祉センターここらぼ 

地域精神保健福祉活動推進の中核機関として、精神保健福祉に関する普及啓発、特定課題を中心とした相談等、

教育研修・技術援助、組織育成、調査研究等を行う、本市域の精神保健福祉に関する総合的技術センターです。 
(3) 名古屋市精神保健福祉審議会 

本市における精神保健及び精神障害者福祉に関する事項を調査審議するため設置しています。 
(4) 名古屋市精神医療審査会 

精神障害者の人権に配慮しつつ、その適正な医療及び保護を確保するために、市長からの求めに応じて、精神科

病院に入院中の人の入院継続の適否又はその人等からの退院・処遇改善請求について中立公正な審査を行う専門的

かつ独立的な機関として設置しています。 
(5) 障害者基幹相談支援センター（73頁〔第4章4-3(2)〕参照） 

 
２．こころの健康増進施策 

(1) 普及啓発事業 
市民にこころの健康に関する正しい知識の普及を図っています。 

(2) 相談事業 
こころの健康に関する面接相談、電話相談を行っています。 

 
３．精神医療施策 

(1) 市長同意事務 
医療保護入院（入院期間の更新も含む）に際し、名古屋市長が同意者となる場合の事務を行っています。 

(2) 指定医の診察・入院措置等の実施 
精神障害者又はその疑いのある人について、必要があると認められる場合は、精神保健指定医によって診察を行

います。その結果、精神障害者であり、医療及び保護のために入院させなければその精神障害のために自身を傷つ

け又は他人に害を及ぼすおそれがあると認められたときは、入院措置を講じます。令和4年度から夜間・休日の体

制強化に取り組んでいます。 
また、必要があると認められる場合に行った精神保健指定医による診察の結果、精神障害者であり、かつ直ちに

入院させなければ医療及び保護を図る上で著しく支障があり、任意入院が行われる状態にないと判定された場合に、

その家族等のうちいずれかの者の同意があるときは、医療保護入院等のために、応急入院指定病院に移送します。 
(3) 精神医療の適正化 

精神障害者の人権に配慮した適正な医療を確保するために、精神科病院に対し実地指導等を行うとともに、精神

科病院から医療保護入院者の入院届等や措置入院者等の定期病状報告書を徴し、名古屋市精神医療審査会を設置し、

措置入院の決定、医療保護入院者の入院や入院期間の更新、措置入院者等の定期の報告及び精神科病院に入院中の

人などからの退院請求等を審査しています。 
(4) 精神科病院における精神障害者に対する虐待の防止 

精神科病院において業務従事者から虐待を受けたと思われる方を発見した方からの通報や虐待を受けた方からの

届出を受理し、その精神科病院に対する報告徴収等を行い、虐待が行われていた場合は必要な措置を講ずるように

命じます。また、毎年市内の精神科病院における虐待の状況等について公表します。 
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(5) 入院者訪問支援事業 
入院者訪問支援員を養成し、精神科病院に市長の同意により医療保護入院している方及びその他の外部との交流

を促進するための支援を要するものとして市長が認めた方に、その者の求めに応じて、入院者訪問支援員が訪問し、

傾聴、入院中の生活に関する相談、必要な情報の提供を行います。 
(6) 精神科救急医療体制整備事業 

愛知県と協同で、休日又は時間外に緊急に医療が必要となった精神障害者のために、精神科救急医療体制を整備

するとともに、精神障害者及びその家族等からの電話による緊急的な精神医療等の相談に対応するため、24時間体

制の精神科救急情報センターを設置しています。 
 

４．地域精神保健福祉施策 

(1) 精神保健福祉相談・訪問支援 
各保健センターにおいて、精神科嘱託医によるこころの健康相談日を設けるほか、随時、精神保健福祉相談員、

保健師等が精神保健福祉に関する相談・訪問支援を行っています。 
(2) 特定相談 

精神保健福祉センターここらぼにおいて、思春期に関する相談、アルコール・薬物・ギャンブルなどの依存症に

関する相談、ひきこもり相談、自死遺族相談、債務等相談を行っています。 
(3) 関係地域組織の育成援助 

保健センター及び精神保健福祉センターここらぼにおいて、精神障害者の社会復帰の促進を支援するために、自

助組織、関係者組織を育成援助するとともに、関係機関の連携を図っています。 
(4) 普及啓発事業 

精神障害者の社会復帰を促進していくうえで、地域住民の正しい理解と認識を深めることを目的として、保健セ

ンターにおいて精神障害者を対象とした健康づくり事業、精神障害者家族を対象とした家族教室、地域の実情に応

じた住民や関係者に対する講話、研修等を行う地域密着企画事業や、精神保健福祉センターここらぼにおいて精神

保健福祉に関する刊行物の発行等を行うとともに、グリーフケア等の普及啓発を行います。 
また、メンタルヘルスや精神疾患への正しい知識を持ち、地域や職域でメンタルヘルスの問題がある人や家族に

対してできる範囲で手助けをするこころのサポーターの養成に取り組みます。 
(5)  教育研修・技術援助 

精神保健福祉センターここらぼにおいて、保健センター、相談支援事業所等の関係機関に精神保健福祉活動につ

いての専門的な教育研修、技術援助を行います。 
(6)  保健医療型アウトリーチ支援モデル事業 

精神保健医療的な支援を必要としていながら、様々な理由で自ら支援を求めることができず未治療・治療中断の

状態にある方に対して、保健センターが精神医療機関と連携し、精神科医、精神保健福祉士、看護師などの多職種

専門チームによるアウトリーチを行うことで、個別支援を重点的に行います。（西ブロック（中村区、熱田区、中川

区、港区）、南ブロック（瑞穂区、南区、緑区、天白区）において実施。） 
(7)  精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進 
ア ネットワークづくり 

一人ひとりの精神障害者、４区毎の地域、市域全体の三つの次元で支援ネットワークを構成して、一人ひとり

の精神障害者が地域で安心して自分らしい生活ができるように関係機関、事業所、地域の連携を促進する仕組み

を構築します。 

イ 具体的な支援施策 

精神障害者ピアサポーター活用事業等の必要な事業を併せて実施します。 

 

５．社会復帰施策 

(1) 先駆的な集団精神療法等の実施 
精神保健福祉センターここらぼにおいて、精神障害者の社会復帰を促進するために、集団精神療法等を実施しま

す。実施に当たっては、他機関が技術等の方法を実践できるよう先駆的なプログラム等を実施し、普及します。令

和２年度からは、ギャンブル障害がある方を対象に、「自身のギャンブル等の問題の整理」「ギャンブル等の再発防
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止に向け具体的対処法と今後の備え」などについてテキストを用いてグループで学ぶプログラムを開発、実施し、

効果的な普及を検討します。 
(2) 支援技術（認知行動療法）の普及 

精神保健福祉センターここらぼにおいて、精神障害者の社会復帰を促進するために、他機関が技術等の方法を実

践できるよう認知行動療法を普及します。 
(3) 精神障害者ピアサポーター活用事業 

精神障害者の視点を重視した支援を充実する観点や、精神障害者が自らの疾患や病状について正しく理解するこ

とを促す観点から、ピアサポーターを養成し、ピアサポーターを活用した長期入院患者の動機づけ支援や地域住民

等に対する普及啓発を行います。また、精神障害者の地域移行及び地域定着を推進するために、精神障害者の地域

移行を担う人材の育成を行います。 
(4) 社会資源見学事業 

精神科病院に長期入院中の精神障害者等に対し、ジャンボタクシー等の車両を借り上げ、病院単位で居住施設や

日中活動場所等の社会資源を見学する機会を設けることにより、地域生活に対する不安を軽減し、退院を意識させ、

地域生活への移行の動機づけを行います。 
(5) 精神障害者家族ピアサポート総合事業 

精神障害者の家族を対象とした家族による家族ならではのピア相談を行うとともに、家族同士の繋がりを深める

ための交流事業を実施します。 
(6) 精神障害者居住体験支援モデル事業 

措置入院者の退院後支援の一環として居住支援法人等と連携し、単身生活の体験の場の提供等、住まいの確保に

関するモデル事業を実施します。 

 
６．自殺対策 

いのちの支援なごやプラン（第２次）（名古屋市自殺対策総合計画（第２次））に基づき、自殺の予防・自殺の防止・

自死遺族に対する支援という３つの視点で、総合的に自殺対策を推進していきます。 
(1) 自殺の予防 

自殺や精神疾患についての正しい知識の普及を図るため、ウェブサイト「こころの絆創膏」および「こころの絆

創膏アプリ」を運営するとともに、「こころの絆創膏」を配布する街頭キャンペーンの実施や「こころの健康フェス

タなごや」の開催など、啓発運動を推進します。 
 また、自殺と深い関連があるとされるうつ病への対策として、うつ病家族教室や各保健センターにおけるうつ病

家族相談（月１回）を実施します。 
さらに、子ども・若者を中心に相談機関等を周知し援助希求行動を促すための「こころの絆創膏デー」の実施や

インターネット等を活用した周知・啓発を行うなど、子ども・若者の自殺対策を推進します。 
(2) 自殺の防止 

市民の様々なこころの健康に関する電話相談およびＬＩＮＥ相談を受けるとともに、帰宅途中等にも専門家によ

る面接相談ができるよう、こころの健康無料相談を実施するほか、早期対応の中心的役割を担う人材を育成するた

め、市職員や民間事業者、市民等に対し、悩んでいる人のサインに気づき、声をかけ、話を聴き、必要な支援につ

なげ、見守る人材を育成する「ゲートキーパー」研修や市民向け傾聴講座を実施するとともに、かかりつけ医師等

に対し、うつ病及び思春期精神疾患の診断技術の向上や医療連携等に関する研修を実施します。 
   また、「ゲートキーパー」研修の受講機会の拡大のため、ウェブ学習サイトや研修動画を作成し活用しています。 

加えて、子ども・若者の自殺対策をより一層推進するため、「子ども・若者の自殺危機対応チーム」の運営により、

自殺防止対策の検討や、関係機関等からの支援要請に応じて専門職が支援方針の検討・助言等を行う取組みを実施

します。 
さらに、民間団体への支援として、相談事業を実施する愛知いのちの電話協会への助成を行います。あわせて、

ウェブサイト「こころの絆創膏」の運営により、悩んでいる方を悩みに応じた相談機関等へつなげることで、悩み

の解決及びうつ等の原因の解決を目指します。 
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(3) 自死遺族に対する支援 
精神保健福祉センターここらぼにおいて、自死遺族を対象とした相談日を設け、精神面の相談に応じるほか、問

題に応じた適切な機関へつなげるとともに、こころのケアが必要な方に対しては、継続したカウンセリングを行い

ます。また、リーフレットやウェブサイト「こころの絆創膏」等において、身近な人を自死で亡くされた方が感じ

る心理面の変化等の説明や各種相談窓口、自助グループの情報の周知を行います。 
さらに、自死遺族に対する市民の理解を促進するため、セミナーの実施や「ゲートキーパー」関連研修の中での

啓発等を行います。 
(4) 推進体制の整備（名古屋市自殺対策推進本部・名古屋市自殺対策連絡協議会） 

自殺対策を総合的に推進していくため、副市長を本部長とし、関係局長を構成員とする名古屋市自殺対策推進本

部を設置しています。 
また、自殺対策の推進に資するネットワークを構築し、地域の特性に応じた取組の方向性を協議するとともに、

取組の成果について検証を行うため、関係機関・民間団体等を構成員とする名古屋市自殺対策連絡協議会を開催し

ています。 
その他、自殺問題等に関係する相談機関の連携強化を図るため、自殺対策関係相談機関等ネットワーク会議を開

催し、情報交換等を行うことで連携の強化を図ります。 
 
７．依存症対策 

(1) 依存症相談拠点の強化 
依存症相談員を配置し、精神保健福祉センターここらぼをアルコール、薬物、ギャンブル等の依存症に関する相

談拠点として、相談者の状況に応じた適切な相談・指導のほか依存症の治療回復プログラムや家族支援等を行いま

す。 
(2) 依存症に関する問題に取り組む民間団体への支援 

依存症関連問題に取り組む民間団体（自助グループ）に対して会場費等の事業実施に係る必要な費用の一部を補

助します。 
(3) 依存症専門医療機関及び依存症治療拠点機関の整備 

依存症患者が適切な医療を受けられるように、アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症に関するそれぞれの専

門医療機関及び依存症治療拠点機関の選定を行います。依存症治療拠点機関には情報提供・普及啓発事業及び医療

機関等向研修事業を委託するほか、３つの依存症の治療拠点機関となっている機関に機能強化事業を委託していま

す。 
(4) 依存症専門医療機関開設支援事業 

依存症専門医療機関の拡大を図るため、依存症専門医療機関の選定を希望し、選定基準を満たす見込みがある医

療機関に対し開設準備経費を助成します。 
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● 
●   ４‐６ 生活衛生   

● 
● 

 
●  （１） 環境衛生・薬務事業 

 
１．環境衛生 

(1) 住宅宿泊事業（民泊） 
 住宅宿泊事業（民泊）について、届出の受理、現地調査、指導等を適切に 
行い、事業の適正な運営の確保を図ります。また、違法民泊に対して適切に 
指導を行います。 
(2) 環境衛生関係営業施設監視指導 

健康的な生活環境を確保するためには、多人数が集合し、あるいは利用す 
る施設の衛生水準を向上させることが、個人の居住環境の衛生の向上と併せて 
重要です。このような見地から、旅館、公衆浴場、興行場、理容所、美容所、クリーニング所等市民の日常生活に密

接な関わりのある施設に対して法令等に基づく監視指導を行い、施設の衛生水準の向上を図ります。 
 
＜監視指導件数＞                                      （令和６年度） 

 
(3) 家庭用品衛生対策 

家庭用品による健康被害を防止するため、家庭用品の製造業者、輸入業者及び販売業者に対する立入指導を行うと

ともに、試験検査を実施します。また、市民に対して家庭用品に関する衛生知識の普及啓発を行っています。 
 (4) 建築物等衛生指導 

近年の建築物は、高層化、気密化しており、維持管理が適切でない場合の影響はきわめて大きくなっています。ま

た、飲料水を供給する受水槽等の給水設備も、管理の徹底を図ることが重要です。 
そこで、「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に定める特定建築物の立入指導を行うとともに、衛生

知識の普及啓発を図ります。 
また、「水道法」に定める専用水道、簡易専用水道等の立入指導を行います。 

さらに、法的規制のない小規模貯水槽水道の指導を効率的に行うため、平成20年度から清掃実施報告制度を導入

しています。 

 

＜建築物等衛生指導件数＞ （令和６年度） 

区 分 特定建築物 簡易専用水道 専 用 水 道 小規模貯水槽水道 

施 設 数 1,475 5,120 110 － 

指 導 件 数   557   430 76 343 

 
(5) 住居衛生対策 

建材や家具から発生するホルムアルデヒド等によるシックハウス症候群、室内で発生するダニによるアレルギーな

ど、居住環境に起因する健康被害が問題となっています。 
そこで、より快適な居住環境を求める市民ニーズに応えるため、住居衛生に関する相談、啓発用資材を活用した普

及啓発などを行います。 
 

区 分 総 数 旅 館 公衆浴場 興行場 理・美容所 クリーニング 温 泉 墓地等 

施 設 数 9,107 474 218 97 6,341 1,115 23 839 

監 視 指 導 件 数 2,567 413 264 77 1,323   451 29 10 

科学的監視指導件数  930 228 219 60   381    28 14 － 

高層建築物における高置水槽の立入検査 
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(6) ネズミ昆虫等対策事業 
ネズミ昆虫等による健康被害を防止するとともに、健康的で快適な生活環境及び地域環境づくりを推進するため、

地域住民活動の指導育成、ネズミ昆虫等に関する相談指導、普及啓発などを行います。 
 

＜ネズミ昆虫等相談指導件数＞ （令和６年度） 

相談指導件数 
内 訳 

ネズミ ゴキブリ ハチ ダニ アタマジラミ その他 

1,549 137 70 797 36 10 499 

 
(7) 浄化槽の指導 

浄化槽によるし尿及び雑排水の適正な処理を確保することにより、河川等の公共用水域の汚濁を防止し、生活環境

の保全及び公衆衛生の向上を図ることは重要です。 
そのため、浄化槽管理者、保守点検業者、清掃業者等に対して指導を行います。 

(8) プールの衛生指導 
プール施設の多様化、温水プールの普及に伴うプール利用の通年化などにより、プールの指導は重要となっていま

す。プールに起因する事故及び感染症の発生を防止し、市民が安全で快適にプールを利用できるようにするために、

愛知県プール条例に基づく衛生管理等の周知に努め、各施設の自主管理体制の確立を重点に立入指導を行います。 
 
２．薬務事業 

(1) 薬事 
医薬品や医療機器等は、市民の保健衛生上重要なものであり、その品質、有効性及び安全性の確保を目的として、薬

局・医薬品販売業・医療機器販売貸与業等の監視指導を実施します。 

また、医薬品等に関する情報を収集・提供するとともに、市民からの相談等に対して適切に対応します。 
 
＜立入検査実績＞    （令和６年度） 

区 分 総 数 薬 局 

薬局製剤製 

造業・薬局 

製 剤 製 造 

販 売 業 

店舗販売業 特例販売業 

高 度 管 理 

医療機 器等 

販 売 業 ・ 

貸 与 業 

管 理 医 療 

機 器 販 売 

業 ・ 貸 与 業 

施 設 数 16,862 1,294 140 561 2 1,960 12,905 

立 入 検 査 

施 設 数 
1,342 440 15 223 - 410 254 

  

(2) 毒物劇物 
毒物や劇物は、私たちの周りの様々な分野で用いられ、利用価値の高いものですが、事件や事故が発生すると、市

民に重大な保健衛生上の危害を及ぼすおそれがあります。毒物劇物について保健衛生上必要な取締りをするため、毒

物劇物販売業・特定毒物研究者・毒物劇物業務上取扱者の監視指導を実施します。 
(3) 献血推進等 

「愛の血液助け合い運動」等を通して献血に対する市民の理解を深めるとともに、血液製剤の安全性の向上と安定

供給を確保するため、愛知県や愛知県赤十字血液センター等と協力して、献血の推進を図ります。 
白血病、再生不良性貧血等の血液難病の有効な治療法である造血幹細胞移植を推進するため、関係機関と協力して

骨髄、末梢血幹細胞及び臍帯血の提供に関する市民の理解を深め、骨髄バンク事業及び臍帯血バンク事業の普及に努

めます。また、愛知県赤十字血液センター等の協力を得て、骨髄バンクドナー登録会及び説明会を実施するとともに、

骨髄等を提供したドナー及びドナーが勤務している事業所に対して助成金を交付し、移植の負担軽減とドナー登録の

推進に努めます。 
今日、覚醒剤や大麻、危険ドラッグを始め様々な薬物が乱用され、大きな社会問題となっています。薬物乱用防止

を推進するため、薬物相談窓口を設置するとともに、愛知県等関係機関と協力して正しい知識の普及啓発に努めます。 
また、いずれの事業も若年者を重点対象とし、各種啓発活動を実施します。 
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●  （２） 霊園・斎場管理 

 
１．霊園・斎場管理 

 (1) 霊園 

八事霊園は、大正３年３月に供用を開始し、その後、人口の増加や隣接市町村の編入により墓地の需要が増大した

ことから、霊園の拡張及び造成を行ってきました。また、緑区の愛宕霊園は、昭和50年10月から供用開始となりま

した。 

両霊園とも、快適な墓参ができるよう定期的な霊園の清掃、墓参道や階段等への手すりの設置などを進めています。

なお、平成18年度以降は、公募による新規使用者の募集を行っています。 

 
＜市立霊園の概要＞                                      （令和６年度） 

 墓 地 面 積 墓 碑 数 使 用 者 数 

八 事 霊 園 271,875㎡ 約50,000基 約20,000人 

愛 宕 霊 園   4,473㎡  約1,200基  約1,200人 

 
(2) 斎場 

八事斎場は、大正４年６月に使用を開始し、その後、昭和59 年 11 月に排煙の無煙・無臭化などの改良工事に着

手、昭和62年10月に完成しました。以降、火葬炉46基・獣し炉２基を有する斎場として、人体火葬業務及び死亡

獣畜焼却業務を実施してまいりましたが、施設の老朽化等に伴う再整備を行うため、令和７年４月より人体火葬業

務を稼働停止しております。新斎場は令和10年６月より供用を開始する予定です。 

第二斎場は、平成27年３月に完成し、平成27年７月から供用を開始しています。なお、第二斎場は火葬炉30基

を有し、人体火葬業務のみを実施しています。 
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●  （３） 食品衛生・動物愛護管理 

 

１. 食の安全・安心対策事業 

市民の食の安全・安心を確保するために、「名古屋市食の安全・安心の確保のための行動計画 2028」及び「令和８

年度名古屋市食品衛生監視指導計画」により、重点的・計画的に事業を実施します。 

さらに、「名古屋市食の安全・安心条例」の理念により、市、事業者、消費者がそれぞれの立場から、食の安全・安

心の確保に向けて共に力をあわせて、市民の健康の保護を図ることを目的とした取組みを進めます。また、消費者、

事業者及び市の三者におけるリスクコミュニケーションを推進し、食の安全・安心の確保を目指します。 

 

市
民

の
目

線
で

確
認

市の責務事業者の責務

消費者の役割

監視・指導・検査
助言・認定

協力

情報・意見交換
（リスクコミュニケーション）

知識と理解を深める
意見表明

食の安全確保に第一義的責任
自主的な衛生管理

総合的・計画的な施策の実施
国・他の自治体との連携

情
報

提
供

意
見

表
明

・
協

力

情
報

提
供

【名古屋市食の安全・安心条例の基本的な考え方】
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市の責務事業者の責務

消費者の役割

監視・指導・検査
助言・認定

協力

情報・意見交換
（リスクコミュニケーション）

知識と理解を深める
意見表明

食の安全確保に第一義的責任
自主的な衛生管理

総合的・計画的な施策の実施
国・他の自治体との連携

情
報

提
供

意
見
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明

・
協

力

情
報
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供

【名古屋市食の安全・安心条例の基本的な考え方】

 
 

(1) 食の安全・安心の確保のための体制 

食の安全・安心の確保のための体制を整備し、連携協力し取り組みます。 

① 市の食の安全・安心対策推進体制

 

 

 

 

 

 委員  学識経験者 
     事業者 
     消費者 

 本部長  副市長 
 副本部長 健康福祉局長 
 構成員  スポーツ市民局長 

      環境局長 
      子ども青少年局長 
      緑政土木局長 
      教育長 

意見を 
いただく 

情報提供 

名古屋市 リスクコミュニケーション 

名古屋市食の安全・安心 
推進会議 

名古屋市食の安全・安心 
対策推進本部 

  役割：施策の総合調整 
     緊急事態への対応 

役割：食の安全･安心の確保の
ための施策、関係者間の相互理
解について協議し、市に意見を
述べる 

      経済局長 
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② 関係機関との連携協力体制 

 
(2) 主な事業内容 

① HACCPに沿った衛生管理の定着の推進 

保健センター等による事業所への定期的な立入検査や営業許可の更新の機会において、事業者の衛生管理計画

や手順書の内容、記録等の確認及び検証の評価を行うとともに、各事業者の状況に合わせた指導等を実施する

ことでHACCPに沿った衛生管理の定着を図り、食中毒等の危害発生を防止します。 

また、新たに営業を開始する事業者等に対しては、引き続きHACCP に沿った衛生管理の導入支援を行います。 

② 食中毒防止対策の強化 

  ア 生又は加熱不十分な食肉による食中毒防止対策 

生又は加熱不十分の鶏肉料理を提供する飲食店に対し、5 月を「カンピロバクターによる食中毒防止のための

監視強化月間」とし、鶏肉の生食等による食中毒発生のリスクやギラン・バレー症候群に関する情報を提供し、

鶏肉は中心部まで十分に加熱して提供するよう指導します。また、消費者に対しても啓発を重点的に行います。

その他、年間を通して牛の生食用食肉や牛レバー・豚肉（内臓を含む）を取扱う施設には、規格基準の遵守等に

ついて指導を行います。 

イ ノロウイルスによる食中毒防止対策 

特に発生が多い11～２月を「食中毒防止対策期間」とし、事業者指導や消費者啓発を重点的に行います。 

ウ 寄生虫による食中毒防止対策 

生鮮魚介類を取り扱う魚介類販売店や飲食店の事業者に対し、確実な冷凍処理や目視の徹底等について指導を

行います。 

エ その他の食中毒防止対策 

過去の食中毒事例を踏まえ、黄色ブドウ球菌やウェルシュ菌などによる細菌性食中毒についても事業者に対す

る指導を行います。その他、焼肉店等、客自らが調理を行う形態の施設に対し、食肉を十分に加熱すること、箸
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やトング等を使い分けること等について注意喚起を行うよう指導します。また、食肉の安全な調理や喫食のため、

低温調理に対する正しい考え方や加熱殺菌の注意点などについて、消費者に対する情報提供を行います。 

③ 食の情報バリアフリーに向けた取組みの推進 

  ア 食の安全に関する知識の普及啓発 

食品安全・安心学習センター事業で各種講座等を実施し、幅広い世代の消費者を対象として、食の安全に関

して共に考え、理解を深める機会を提供します。また、保健センター等が実施する講習会や各種事業を通じて、

家庭での食中毒予防や食品表示の基礎知識等の情報提供を行い、普及啓発を図ります。 

  イ 食の安全・安心推進会議 

     学識経験者、消費者、事業者、行政で構成する食の安全・安心推進会議を開催し、食の安全・安心の確保の

ための施策や関係者の相互理解に関する事項を協議し、市の施策への反映を図ります。 

ウ 食の安全・安心フォーラム 

     食の安全について社会的な問題となったテーマを取り上げて、消費者、事業者、市の三者が情報と意見を交

換する場を設け、関係者間の信頼や相互理解を深めるよう努めます。 

  エ 食の安全・安心モニター制度 

     消費者の方に食の安全・安心モニターを委嘱し、食の安全について幅広く情報や意見をいただき、市の施策

への反映を図ります。 

  オ 「よい食」ダイヤルによる情報受付 

     「よい食」ダイヤルを設置し、食品の取り扱いや施設の衛生管理等の食の安全・安心に関する情報や相談を

受け付けます。 

カ ホームページ、ＳＮＳ等による情報発信 

     食の安全に関するポータルサイト「食の安全・安心をめざして（食の安全・安心情報ホームページ）」を公式

ウェブサイト内に設け、食の安全に関する情報を提供します。また、LINE（なごや「よい食」インフォメーシ

ョン）やX（旧Twitter）等により、本市の食の安全に関する情報や学習センターの講座案内等をお知らせしま

す。 

 

④ 食品等の検査 

  ア 食品等の検査 

     市内で製造又は流通する食品等を対象に、収去検査（抜き取り検査）等を実施し、違反食品等の効果的な発

見・排除に努めます。 

イ 検査項目 

     細菌検査や添加物検査、残留農薬・動物用医薬品に関する検査、遺伝子組換え食品の検査、アレルゲンを含

む食品の検査、放射性物質検査などを実施します。 

ウ 試験検査の精度管理 

     試験検査に関する精度管理基準（ＧＬＰ）に基づき、内部点検や精度管理等を実施し食品等の検査の信頼性

を確保します。 

・「よい食」ダイヤル（電話・メール） 

電話：052-961-4 1 4 9
よいしょく

 

メール：a2648@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp 

・食の安全・安心をめざして（なごや食の安全・安心情報ホームページ） 

https://www.city.nagoya.jp/kenkofukushi/eisei/1014927/index.html 

・LINE（なごや「よい食」インフォメーション） 

https://www.city.nagoya.jp/shisei/kouhou/1010579/1035005/1035006/1010720.html（登録用リンク） 

・X（旧Twitter）アカウント 

 @kensa_nagoya（なすこ@食品安全・安心学習センター） 

mailto:a2648@kenkofukushi.city.nagoya.lg.jp
https://www.city.nagoya.jp/kenkofukushi/eisei/1014927/index.html
https://www.city.nagoya.jp/shisei/kouhou/1010579/1035005/1035006/1010720.html
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⑤ 自主管理の推進 

 ア 事業者への情報提供 

    食品衛生責任者講習会や食の安全・安心自主管理講習会、保健センターによる講習会等を通じて、食品等事業

者に対し、許可・届出制度やＨＡＣＣＰに沿った衛生管理、フグの取扱い規制等に関する情報等を提供し、事業

者自らが実施する衛生管理の向上を推進します。 

 イ 制度に関する指導等 

食品等の自主回収（リコール）情報報告制度や、食品用器具・容器包装のポジティブリスト制度について、制

度の対象となる事業者に対して必要な周知、指導又は助言を行います。 

ウ 自主管理認定制度 

食の安全・安心条例に基づき、食の安全の確保に関する優れた取り組みを行っている施設を認定し、市民への

公表を行います。 

＜令和６年度 事業実績＞ 

食品営業施設 
要許可施設数 43,847施設 

要届出施設数 17,916施設 

監視指導 延監視指導件数 39,827件 

食中毒発生状況（令和７年） 
発生件数 18件 

患者数 474名 

食品衛生関係苦情 届出件数 1,626件 

収去検査 実施項目数 93,617件 

違反・不適食品 発見項目数 20件 

と畜検査 検査頭数 217,292頭 

食品衛生責任者講習会 受講者数 6,275名 

意見交換・情報提供・啓発 

食の安全・安心モニター人数 
活動モニター： 39名 

意見モニター：260名 

安全・安心学習センター事業 95回、3,180名 

講習会（消費者向け） 262回、3,447名 

講習会（営業者向け） 138回、4,062名 

 

２. 狂犬病予防、動物の愛護・管理及び化製場等対策事業 

主な対策 

(1) 狂犬病予防対策 

 ① 犬の登録及び狂犬病予防注射実施の指導･啓発 

    犬の飼主に対し、通知はがきや広報等により犬の登録と狂犬病予防注射実施の徹底及び鑑札・注射済票の装着

について指導・啓発を行います。また、飼犬の死亡・所在地変更等を確認し、適正な原簿管理を行います。 

 ② 狂犬病予防集合注射の実施 

    犬の登録と狂犬病予防注射を効率よく実施するため、市内各所に会場を設定 

し、集合注射を行います。 

 ③ 野犬及び飼犬の危害防止対策 

    野犬等の捕獲、抑留を行います。 

また、危害防止のため犬の飼主への適正飼養の指導や飼主以外への犬との 

正しい接し方の啓発を行い、事故等の発生を未然に防ぎます。 

(2) 動物愛護と適正飼養 

 ① 人とペットの共生に向けた取り組み 

    「名古屋市人とペットの共生推進プラン」に沿って、人とペットの共生するまち・なごやの実現を目指して総

狂犬病予防集合注射 
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合的かつ計画的に事業を実施します。学識経験者、地元獣医師会、関係事業者団体、関連ボランティアなどを構

成員とする「名古屋市人とペットの共生推進協議会」において、人とペットの共生に向けた事項に関し、市長か

らの諮問に対する答申、意見の具申、計画の進捗状況の報告に基づく計画及び施策の見直しなどについての提案

を受けます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 計画（Plan）、実施（Do）、評価（Check）、改善（Action）の繰り返しによるマネジメントサイクル 

 

 ② 動物愛護・適正飼養の普及啓発・指導 

    動物を愛護する心を育てるとともに、動物による人の生命・身体・財産に対する侵害を防止するため、適正飼

養の推進、動物愛護週間行事、避妊・去勢手術費用の補助、所有明示の推進（マイクロチップ装着の補助）、地域

活動の支援（市民との協働によるペットと暮らすきれいなまちづくり運動及び地域が猫と共存するための活動の

支援）、動物愛護センターにおける動物愛護管理事業等を行います。 

    また、委嘱した動物愛護推進員との協働による適正飼養の普及啓発を行います。 

③ 猫対策 

    飼主による不適切な飼養や飼主のいない猫に起因する危害や迷惑の発生を防止するため、飼猫については完全

室内飼育・所有明示の推進等の指導啓発を行います。 

    また、人とペットの共生サポートセンターでは、ガイドラインに沿って飼主のない猫を適正に管理する市民や

地域に対し、避妊去勢手術費用等の支援や助言を行います。 

④ 犬猫の引取り、自活不能猫・負傷動物の収容 

    遺棄等の防止を図るため、やむを得ず飼えなくなった犬猫を引取るとともに、動物愛護の観点から、自活不能

猫を保護収容します。また、病気又は負傷した動物に治療の機会を確保するため、負傷した動物を収容します。 

    人とペットの共生サポートセンターでは、やむを得ず飼えなくなった犬猫の新たな飼主探しの支援を行います。 

 ⑤ 収容動物の返還・譲渡等 

    収容した動物については、飼主への返還、飼養を希望する者への譲渡、動物愛護精神の普及啓発を目的として

の飼養又は殺処分のいずれかを行います。 

 ⑥ 失踪動物の問い合わせ対応 

    収容した飼主不明の動物の情報をホームページに掲載するほか、失踪保護動物情報管理システムを活用し、迷

い犬猫等の早期発見・返還に努めます。 

 ⑦ 災害時におけるペット対策 

    災害発生時に迅速に対応するため、必要な調整を行います。 

    また、災害発生時には犬や特定動物による危害の防止及び被災動物の救護に努めます。 

＜計画の推進体制と進行管理のイメージ図＞ 
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 ⑧ 特定動物飼養者への指導 

    特定動物の飼養者に対し、危害防止及び適正飼養の指導を行います。また、特定動物の逃走事故があった場合

には、関係機関と連携し危害防止に努めます。 

⑨ 動物取扱業者への監視指導 

    ペットショップ等の動物取扱業者に対し、動物の適正飼養、施設の適切な管理等について指導を行います。 

(3) 人獣共通感染症対策 

    人獣共通感染症の発生を予防するため、啓発等に努めます。また、感染症発生時には、まん延を防止し市民の

健康と安全を確保するため、迅速かつ的確な情報収集、関係機関との連絡調整及び感染源の究明を行います。 

(4) 化製場等対策 

    化製場、死亡獣畜取扱場、指定地域の畜舎・家禽舎及び動物処理場に対し、悪臭・衛生害虫等による周辺の環

境衛生の悪化を防止するため、監視指導を行います。 

 

＜事業実績＞ 

 
狂犬病予防 

注射済票 

交 付 数 

犬 猫 

捕 獲 

頭 数 

引取り 

頭 数 

譲 渡 

頭 数 

殺処分 

頭 数 

※ 

引取り 

頭 数 

自活不能猫の

収容頭数 

譲 渡 

頭 数 

殺処分 

頭 数 

※ 

令和４年度 78,884 43 19 34 0 367 460 735 25 

令和５年度 78,112 39 21 30 0 242 493 709 20 

令和６年度 78,694 52 32 45 0 293 380 539 22 

※収容中死亡を含まない 
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● 
●   ４‐７ 災害対策   

● 
● 

 
災害が発生し、又は発生するおそれがある場合には、名古屋市災害対策本部が設置され、本部長（市長）統括のも

とに名古屋市地域防災計画の定めるところにより災害応急対策が実施されます。健康福祉局では、平常時を含め次の

ような災害対策事務を行っています。 

 

１．避難行動要支援者名簿の作成 

  要配慮者が円滑かつ迅速に避難するためには、地域（近隣）の共助を基本とする要配慮者への避難支援体制等の

整備が重要となります。そのため、災害対策基本法の規定に基づき避難行動要支援者名簿を作成するとともに、防

災危機管理局が所管する「助け合いの仕組みづくり」に取り組む地域団体等に対して、避難行動要支援者の同意を

得た上で、避難支援等を行うために必要な名簿情報を提供しています。 

 

２．福祉避難所の指定・協定 

  通常の避難所がバリアフリー化されていないなどの理由で、高齢者や障害者など避難所生活に困難をきたす方を

対象に開設される福祉避難所について、社会福祉施設等へ協力を呼びかけながら災害対策基本法に基づく指定や協

定の締結を進めています。なお、福祉避難所については、通所サービス利用者が災害発生時に直接避難する指定福

祉避難所と一般の指定避難所から移送する協定福祉避難所があり、令和８年３月末現在では計 248 か所となってい

ます。 

また、指定福祉避難所については、要配慮者に適した備蓄物資・機材の費用を補助する備蓄物資購入等補助制度

を令和４年４月から実施しています。 

 

３．災害弔慰金の支給等 

暴風・豪雨・洪水・高潮などの自然災害により死亡したり、精神・身体に一定の障害を受けた場合、又は住居家

財に被害を受けた場合で、その災害が一定規模以上であるときは次のような制度があります。 

(1) 災害弔慰金・災害障害見舞金の支給 

・世帯の生計中心者の死亡 500万円 ・世帯の生計中心者の障害 250万円 

・その他の者の死亡    250万円 ・その他の者の障害    125万円 

(2) 災害援護資金の貸付 

住居家財の被害程度等に応じ150～350万円を限度に無利子（保証人がない場合は利率１%）の貸付けを行います。 

 

４．災害見舞金の贈呈 

火災・風水害などの災害により被災した市民に、次のような見舞金・弔慰金を贈呈しています。 

区 分 単 身 世 帯 ２ 人 以 上 世 帯 

全 壊 ・ 全 焼 ・ 流 失 70,000円 90,000円 

半 壊 ・ 半 焼 50,000円 70,000円 

床 上 浸 水 30,000円 50,000円 

消 火 冠 水 30,000円 50,000円 

弔 慰 金 100,000円／人 

 

５．被災者生活再建支援金の支給 

  暴風・豪雨・洪水・高潮などの自然災害によりその居住する住居が一定の被害を受けた場合に、18.75～300万円

の支援金を支給します。 
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● 
●   ４‐８ 統計調査   

● 
● 

 
保健福祉分野をはじめとする、行政の計画の立案、施策の推進、結果の評価のための基礎的な資料を作成するため、

次の統計調査を行っています。 
 
１．主な国の委託統計調査業務 

(1) 保健統計調査 

 名称 調査期日 
実施年度 

内容 
８ ９ １０ 

基
幹
統
計
調
査 

人 口 動 態 調 査 経 常 経常 経常 経常 
出生、死亡、死産、婚姻、離婚に関わる人口動態事象を把握し、
出生や死亡の動向など、行政施策推進等の基礎資料を得るための
調査です。 

国民生活基礎調査
（ 世 帯 票 等 ） 

毎 年 
６ 月 頃 

○ ○ ◎ 

保健や福祉にかかる国民生活の基礎的事項を把握することを目的
に、世帯の状況、社会保障や就業等の状況を調査するものです。
◎の３年に１度の大規模調査年には、世帯票の他、健康・傷病や
介護状況等の把握のために健康票と介護票を実施します。 

医療施設動態調査 経 常 経常 経常 経常 病院及び診療所の分布及び整備の実態を明らかにし、医療施設の
診療機能を把握するための調査で、動態調査は医療法に基づく開
設・廃止・変更等の届出等を受理又は処分した時にその都度調査
し、静態調査は３年毎に一斉に全医療機関に対し、より詳細な事
項について調査します。 医療施設静態調査 

３年に１度 
10 月１日 

○   

患 者 調 査 
３年に１度 
10 月中旬 

○   
医療施設を利用する患者数をとらえ、傷病及び受療の種類並びに
在院日数等国民の受療の実態を明らかにするための調査です。 

一
般
統
計
調
査 

病 院 報 告 経 常 経常 経常 経常 
病院等の分布とその実態、利用状況及び毎月の患者数等を把握し、
医療行政の基礎資料を得るための調査です。 

受 療 行 動 調 査 
３年に１度 
10 月中旬 

○   
患者の受療の状況や受けた医療に対する満足度を調査し、医療に
対する認識や行動を把握するための調査です。 

医師・歯科医師・ 
薬 剤 師 統 計 

２年に１度 
12 月 31 日 

○  ○ 
医師・歯科医師・薬剤師の分布及び就業の実態を把握し、医療行
政の基礎資料を得るための統計です。 

地 域 保 健 ・ 
健康増進事業報告 

年 度 報 ○ ○ ○ 
住民の健康の保持及び増進を目的とした保健施策の展開等を把握
する調査です。 

衛生行政報告例 年 度 報 ○ ○ ○ 
公衆衛生･環境衛生･医務及び薬務行政の実績、衛生業務資格保有
者数、人工妊娠中絶等の把握などを行う調査です。 

社会保障・人口 
問 題 基 本 調 査 

毎 年 
７ 月 頃 

○ ○ ○ 

国立社会保障・人口問題研究所が行う調査で、国民生活基礎調査
の調査地区から抽出された地区の世帯又は特定の対象者等に対
し、社会保障や人口に関する５種類のテーマの調査を、年ごとに
一定の周期で行うもの。 
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(2) 社会福祉統計調査 

 名称 調査期日 
実施年度 

内 容 
８ ９ １０ 

基
幹
統
計
調
査 

国民生活基礎調査 
（ 所 得 票 等 ） 

毎 年 
７ 月 頃 

○ ○ ◎ 

国民生活基礎調査の世帯票実施の地区からさらに抽出した単位区
について、世帯の所得の状況等を調査するものです。◎の３年に
１度の大規模調査年には、所得票のほかに、貯蓄状況を把握する
ため貯蓄票を実施します。 

一
般
統
計
調
査 

社会福祉施設等調査 
毎 年 
10 月１日 

○ ○ ○ 
介護保険関係を除く社会福祉に関する施設や事業所を対象に、設
備、入所者、利用者、職員、サービス提供等の状況を把握し、福
祉の基盤整備に関する基礎資料を得るための調査です。 

福祉行政報告例 経 常 経常 経常 経常 
生活保護受給者等の状況をはじめ、その他福祉行政にかかる事業
の実績を年度ごとに把握し、福祉の基盤整備に関する基礎資料を
得るための調査です。 

基幹統計調査…統計法第２条第４項第３号の規定により指定を受けた基幹統計を作成するための調査 
一般統計調査…国の行政機関が行う統計調査のうち基幹統計調査以外のもの 

 
２．調査結果の公表について 

(1) 人口動態統計、平均寿命について 
人口動態統計の前年の結果を取りまとめた上で、毎年７月頃に同調査の名古屋市分の概数の概況を、毎年10月以

降に確定数の概況を公表し、またその結果を利用して名古屋市民の平均余命(現在の死亡状況が今後変わらず続くと

仮定した時に、ある年齢に達した人が、平均してその後何年生きられるかを表したもの)、平均寿命(０歳における平

均余命）を算出して毎年12月～翌年２月頃に公表しています。公表した主な結果は、次のとおりです。 

 
人口動態統計（確定数） 平均寿命 

出生数(人) 死亡数(人) 死産数(胎) 婚姻数(組) 離婚数(組) 男(年) 女(年) 

令和

６年 
14,795 26,621 297 12,292 3,797 80.95 87.27 

令和

５年 
15,701 25,709 327 11,499 3,698 81.04 87.36 

 
(2) 健康福祉年報について 

本市の健康福祉行政の前年度の事業に関する実績等について、事業分野ごとにまとめた「名古屋市健康福祉年報〈事

業編〉」を毎年９月頃に、また、本市の人口動態統計の結果のうち、概況で発表したものよりも詳細なデータをまと

めた「名古屋市健康福祉年報〈人口動態統計編〉」を毎年３月頃に公表しています。 
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年 社会福祉関係 公衆衛生関係 国の動向･その他 

明治22年 

(1889) 

    3月 ･薬品営業並薬品取扱規則制定 

-死因別死亡者統計調査開始 

  10月 ･名古屋市誕生 

-本市衛生行政は市制施行当時から学務衛生課で処理され

ていた 

(→明治35年掃除課→明治39年衛生課) 

10月 ･市制施行 

･名古屋区を名古屋市と改称 

人口 157,496人 

面積 13.335㎢ 

明治23年 

(1890) 

    1月 ･湯屋取締規則を公布 

    2月 ･水道条例公布 

  3月 ･(東市民)愛知県避病院を引きつぎ市立伝染病院とする 3月 ･市役所開庁式挙行 

    7月 ･汽車検疫心得制定 

    10月 ･伝染病予防心得書廃止 

明治24年 

(1891) 

     ･濃尾地震 

死者   7,469人 

全半壊 148,610戸 

全半焼  4,860戸 

    6月 ･海外諸港より来る船舶に対し検疫の件公布 

    8月 ･地方衛生会規則 

    9月 ･文部省に学校衛生事務嘱託をおく(学校衛生事務の初め) 

明治25年 

(1892) 

    11月 ･大日本私立衛生会が伝染病研究所(主任北里柴三郎)を創

立 

明治26年 

(1893) 

    6月 ･名古屋城、名古屋離宮となる 

    8月 ･暴風雨 

庄内川堤防19か所決壊 

死傷者30人余、倒壊流失約1,000人 

    11月 ･衛生局衛生課と改称 

明治27年 

(1894) 

    2月 ･伝染病予防上必要ノ諸費ニ関スル件公布(原則として市町

村負担) 

    4月 ･警視庁令「精神病者ノ届出に関スル件」 

    7月 ･愛知医学校内に産婆･看護婦養成所設置 

    8月 ･小学校に体育･衛生に関し訓令 

明治28年 

(1895) 

    4月 ･内務省に臨時検疫局設置(12月閉鎖) 

･庁府県に臨時検疫部設置 

  9月 ･名古屋市消毒所設置   

明治29年 

(1896) 

    3月 ･獣医予防法公布(獣疫に狂犬病を指定) 

･痘苗製造所官制(東京大学に痘苗製造所を設置) 

･血清薬院官制 

    4月 ･医術開業試験委員官制 

･薬剤師試験委員官制 

    9月 ･水害 

庄内川決壊 

溺死者約1,000人 

明治30年 

(1897) 

    1月 ･文部省学校清潔方法に関し訓令 

    3月 ･学生生徒身体検査規定を公布(年2回の定期検査) 

･阿片法 

    4月 ･伝染病予防法公布(コレラ、赤痢、腸チフス、天然痘、発

しんチフス、猩紅熱、ジフテリア、ペストの8種)これによ

り衛生組合法制化 

    6月 ･検疫委員設置規則 

    7月 ･汽車検疫規則、船舶検疫規則制定 

明治31年 

(1898) 

    1月 ･公立学校に学校医を置くことを定める 

    2月 ･学校医職務規定制定 

    9月 ･学校幼稚園伝染病予防及び消毒法を制定 

    10月 ･府県警察部に衛生課を置くことになる 

明治32年 

(1899) 

    2月 ･海港検疫法公布 

    3月 ･行旅病人及行旅死亡人取扱法公布 

･伝染病研究所官制(内務省所官となる) 

･海港検疫所官制 

    7月 ･産婆規則 

    11月 ･家鼠駆除の件を達 

･ペスト媒介のおそれのある古錦古着等の輸入禁止を達 

･船鼠駆除の件を達 

    12月 ･臨時ペスト予防事務局官制 

明治33年 

(1900) 

    2月 ･「飲食物其ノ他ノ物品取締ニ関スル件」制 

(食品衛生に関する最初の法律) 

    3月 ･未青年者喫煙禁止法 

･汚物掃除法を公布 

･下水道法公布 

･精神病者監護法の公布(7月施行→昭和25年) 

･学生生徒身体検査規定制定 

･臨時海港検疫所官制 

    4月 ･牛乳営業取締規則 

･有毒性着色料取締規則 

･文部省に学校衛生課を置く(明治36年廃止大正9年再設) 

    6月 ･清涼飲料水営業取締規則 
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年 社会福祉関係 公衆衛生関係 国の動向･その他 

    7月 ･氷雪営業取締規則 

    9月 ･死亡診断書死体検案書、死胎検案の令公布 

  10月 ･名古屋市汚物掃除規則施行(塵芥は毎月5回･汚泥は毎月1

回) 

10月 ･娼妓取締規則制定(公娼の検診開始) 

    12月 ･飲食物器具取締規則 

明治34年 

(1901) 

  7月 ･(東市民)愛知県から引き継いだ伝染病隔離病舎を避病院

として開設 

  

明治35年 

(1902) 

    3月 ･検疫所を地方庁の所管とする 

  4月 ･掃除課を創設(明治33年の汚物掃除法の施行に伴い汚物掃

除に関する事項が増加したため) 

  

明治36年 

(1903) 

    3月 ･警視庁に臨時防疫職員を置く(ペスト予防事務) 

    4月 ･蓄犬取締規則を公布 

    9月 ･飲食物防腐剤取締規則 

明治37年 

(1904) 

    2月 ･肺結核予防に関する件公布(内務省令1号)公衆の集合する

場所に痰つぼの設置を命ずる 

明治38年 

(1905) 

    3月 ･伝染病予防法一部改正(ペスト流行に対処するためネズミ

駆除を市町村の義務とする) 

  4月 ･(東市民)名古屋市伝染病院と改称 

･痘苗製造所、血清薬院を伝染病研究所に移管 

  

明治39年 

(1906) 

   ･掃除課を衛生課と改称(衛生行政の一元化を図るため学務

衛生課の分掌事項中の衛生に関する事項と汚物掃除事務

を分掌) 

  

    4月 ･屠場法公布 

    5月 ･医師法、歯科医師法公布(10月施行) 

    6月 ･府県に屠畜検査員を置く 

    11月 ･医師会規則制定 

    12月 ･陸軍伝染病予防規則制定 

明治40年 

(1907) 

    3月 ･「癩予防に関スル件」を公布(→昭和6年) 

    10月 ･本市徽章 ○ハ と制定 

    11月 ･名古屋港開港 

明治41年 

(1908) 

    4月 ･東、西、南、中の4区設置 

    6月 ･陸軍省臨時脚気病調査会設置 

明治42年 

(1909) 

    4月 ･種痘法公布 

明治43年 

(1910) 

  10月 ･市設屠場業務開始(西区桜木町4丁目)   

明治44年 

(1911) 

    8月 ･按摩術営業取締規則、鍼術、灸術営業取締規則を制定 

大正元年 

(1912) 

    1月 ･国際阿片条約締結(大正9年1月公布実施) 

    4月 ･防疫職員官制公布 

    5月 ･毒物劇物営業取締規則 

･メチルアルコール取締規則 

    9月 ･暴風雨 

死者行方不明      64人 

全 半 壊 1,224戸 

大正2年 

(1913) 

    2月 ･日本結核予防会設立 

    5月 ･屠畜検査心得を公布 

    12月 ･ペスト菌検査法指針を定める 

･日本結核予防協会設立 

･愛知県結核予防会結成 

大正3年 

(1914) 

    2月 ･恩腸財団済生会事業を行政庁へ委託の件を公布 

  3月 ･八事墓地使用開始 3月 ･肺結核治療所設置及国庫補助ニ関スル法律を公布 

･売薬法を公布(売薬規則を廃止) 

  4月 ･八事墓地内葬儀場使用開始   

    10月 ･伝染病研究所内務省より文部省に移管 

  12月 ･日赤愛知支部八事結核療養所をおく   

大正4年 

(1915) 

  6月 ･八事火葬場完工、使用開始 6月 ･染料、医薬品製造奨励法公布 

･看護婦規則を制定 

    7月 ･東京、大阪、神戸、三市に市立結核療養所の設置を命令 

大正5年 

(1916) 

    4月 ･伝染病予防研究所を東京大学に附置する 

    6月 ･文部省官制改正学校衛生官を置く 

･保健衛生調査会官制を公布(→昭和14年) 

  10月 ･ねずみ買い上げ始まる(ペスト対策) 

市内ペスト患者3名 

  

    11月 ･文部省に学校衛生会を設置 

･大日本医師会創立総会開催 

大正6年 

(1917) 

    4月 ･京都、横浜、名古屋に結核療養所設置を命ずる 

    6月 ･精神病者の全国調査を実施(保健衛生調査会による) 

    8月 ･内務省地方局に救護課設置→大正9年社会局) 

大正7年 

(1918) 

  2月 ･(東市民)名古屋市立城東病院と改称   

    6月 ･大阪府に救済課(府県における社会事業主管課の初め) 

･救済事業調査会官制公布 
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大正8年 

(1919) 

    3月 ･結核予防法公布(→昭和26年) 

･全国主要都市に療養所設立 

･精神病院法公布(→昭和25年) 

･トラホーム予防法公布 

4月 ･救護課を創設     

    8月 ･学校伝染病予防規定を制定 

(「学校伝染病予防及消毒方法」廃止) 

    9月 ･医師会令公布 

    10月 ･文部省児童生徒及び学生の近視眼予防に関し注意事項令 

    12月 ･衛生局に調査課新設 

大正9年 

(1920) 

4月 ･救護課を社会課と改称 4月 ･トラホーム診療所(平野町、羽城町、蘇鉄町、西築地、下

奥、旗屋町)開設 

  

    5月 ･市･区役所で臨時職業紹介事務開始 

    8月 ･内務省に社会局設置 

    9月 ･国立栄養研究所設置 

    10月 ･名古屋市中央職業紹介所完工 

･第1回国勢調査(本市人口429,997人) 

大正10年 

(1921) 

    1月 ･内務省衛生局流行性感冒の予防事項を庁府県に訓令 

･社会事業調査会官制公布 

3月 ･名古屋市で初めての「名古屋市保育園」が開園   3月 ･新尾頭町に保育園開園 

  6月 ･トラホーム診療所(西二葉町、伝馬町)開設 

･無料診療所を創設、診療開始(矢場町) 

6月 ･文部省に学校衛生課新設 

    7月 ･内務省衛生局に予防課新設 

    11月 ･庁府県衛生職員制制定 

大正11年 

(1922) 

    2月 ･人口動態調令公布 

  4月 ･結核療養施設八事療養所開設 

当時の組織 

衛生課＜庶務係･防疫係･衛生係＞ 

4月 ･家畜伝染病予防法公布(狂犬病予防の拡大規定) 

･伝染病予防法一部改正(パラチフス、流行性脳脊髄膜炎を

加える) 

･健康保険法公布(大正15年7月一部施行昭和2年1月全施行) 

    5月 ･学校衛生調査会官制制定 

    9月 ･簡易保険相談所規則制定 

    11月 ･愛知県水平社設立 

大正12年 

(1923) 

    3月 ･医師法の改正により日本医師会の設置を規定 

    7月 ･愛知県方面委員設置規程公布 

･愛知県に方面委員制度誕生(全国で17番目) 

    8月 ･8月21日方面委員35名に辞令公布 

    9月 ･関東大震災 

市会緊急協議会を開き関東大震災救護費 

25万円の追加予算、その他を議決 

名古屋を通過する関東大震災罹災者の救護活動に愛知県

方面委員大活躍 

･済生会訪問看護事業始まる(保健師の始まり) 
    11月 ･法定日本医師会設立(大日本医師会解散) 

  12月 ･八熊、沢上無料診療所開設 

･トラホーム診療所(新出来町)開設 

  

大正13年 

(1924) 

1月 ･困窮者に対し、入浴券、診察券、薬剤券、理髪券、牛乳券

などを公布開始 

 ･トラホーム診療所(塚越･呼続)開設   

    4月 ･熱田職業紹介所開設 

  5月 ･衛生試験所開設   

    6月 ･地方学校衛生委員制を公布(各府県に1名の学校衛生技師

をおく) 

    8月 ･海上に使用せられる児童及び年少者の海上に使用し得る

児童の最低年齢を定むる条約締結 

    10月 ･文部省に体育研究所設置 

    11月 ･日置労働紹介所開設 

    12月 ･労働者募集取締令公布 

･税関官制により検疫所を大蔵省(税関)に移管 

大正14年 

(1925) 

    1月 ･方面事業助成会相次いで設置 

･方面委員章携帯による非常線内立入許可の通牒でる 

  4月 ･保健部創設 

･保健部の組織 

水道課 

下水道課 

衛生課 

4月 ･薬剤師法公布 

    8月 ･日置に共同宿泊所及び公衆食堂開設 

    10月 ･第2回国勢調査(本市人口 768,558人) 

大正15年 

(1926) 

3月 ･愛知県社会事業協会設立   3月 ･郵便年金法公布 

･歯科医師会令公布 

･薬剤師会令公布 

4月 ･救済院(東山寮の前身)開設 4月 ･御田トラホーム診療所開設 4月 ･救済院東山寮を開設 

･労働争議調停法公布 

    5月 ･方面委員規程公布 

    6月 ･工場労働者最低年齢法施行規則公布 

･地方官制の改正により内務大臣の指定した府県に衛生部

を置きうることとなる 

    7月 ･「方面委員執務心得拉方面委員取扱事項概目」明示される 
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    10月 ･本市の人口80万人突破 

･健康保険署官制公布 

    11月 ･日本歯科医師会設立 

･日本薬剤師会設立 

    12月 ･政府、地方に小児保健所設置を勧奨 

･「小児保健所指針」通牒内務省 

･全国児童保護事業会議開催に小児保健所の設置を勧奨 

昭和2年 

(1927) 

1月 ･熱田共同宿泊所開設   1月 ･健康保険法全面施行(給付開始) 

･食肉輸移入取締規則制定 

    2月 ･坂文種報徳会、東区東外堀町に婦人ホーム設立 

    3月 ･不良住宅地区改良法公布 

･公益質屋法公布 

4月 ･東山寮事業開始(弥富町密柑山) 

･名古屋市保育園を新尾頭町保育園と改称 

･新出来町保育園開園 

  4月 ･花柳病予防法公布 

･東山寮事業開始 

7月 ･向田町保育園開園   7月 ･人口食糧問題調査会設置 

8月 ･北押切に託児所と無料診療所竣工   8月 ･千種職業紹介所開設 

･熱田労働紹介所開設 

昭和3年 

(1928) 

1月 ･名古屋市社会課、社会部に昇格 

･北押切保育園開園 

1月 ･保健部の組織 

防疫課(→昭和11年) 

清掃課 

衛生係 

1月 ･狂犬病予防に関する事務が農林省から内務省に移管(閣議

決定) 

    2月 ･千･種･日置公益質屋事業開始 

  3月 ･(東市民)単独伝染病院として病床数208床となる   

5月 ･名古屋市方面事業助成連合会発足   5月 ･文部省学校衛生課を体育課に改める(体育運動行政の一元

化) 

    6月 ･雇員扶助令公布 

･ムシ歯予防デー始まる(日本連合歯科医会主唱→昭和34年

歯の衛生週間) 

    9月 ･私設無料健康相談所森田病院に開設 

  10月 ･市民病院新設起工 

･トラホーム診療所(矢場町、天神山町、西古渡町、沢上町)

開設 

10月 ･御大典記念事業として各方面毎に無料宿泊、保育園、子供

預かり実施 

･救貧法制定の実現促進全国社会事業大会開催 

    11月 ･押切公益質屋開設 

･熱田公益質屋開設 

昭和4年 

(1929) 

4月 ･東区百人町に授産場開設 

･社会政策審議会設置 

･名広愛児園開設(養護施設) 

4月 ･トラホーム診療所(百人町、真砂、白金町)開設 4月 ･救護法公布 

    8月 ･健康保険署を廃し地方庁へ移管(警察部に健康保険課をお

く) 

    9月 ･世界経済恐慌日本におよぶ 

    12月 ･社会政策審議会廃止 

昭和5年 

(1930) 

    1月 ･金解禁、経済恐慌深刻化 

2月 ･名古屋市方面委員連盟結成     

4月 ･愛知県失業問題研究会開催   4月 ･名古屋市の失業者11,000人に達す 

    5月 ･失業対策について6大都市社会事業協議会開催 

･麻薬取締規則を公布 

    7月 ･社会事業懇談会開催、社会事業週間を設置 

    8月 ･県方面委員会、多子、貧困、劣等児を調査 

    10月 ･救護法実施促進全国大会開催 

･第3回国勢調査11月(本市人口9,071,404人) 

11月 ･杉村町保育園開園   11月 ･長島愛生園設立(初めての国立らい療養所) 

12月 ･名古屋市社会事業助成連盟結成   12月 ･有害避妊具取締規則公布 

昭和6年 

(1931) 

2月 ･救護法実施促進の全国方面委員大会開催、救護法実施の上

奏を決行 

    

    4月 ･入営者職業保障法公布 

･国家総動員法公布 

･重要産業統制法公布 

･労働者災害扶助責任保険法公布 

･癩予防公布(絶対隔離主義採用→昭和28年) 

･寄生虫予防法公布 

    5月 ･大曽根労働紹介所開設 

  7月 ･と場完工(高畑町)9月移転し作業開始 

･市民病院完工 診療開始 

7月 ･押切職業紹介所開設 

･市内の救護法該当者2,270人 

･家計調査施行規則公布 

    8月 ･県下初の「方面委員事務所」築地に開設 

    11月 ･市役所庁舎新築工事に着手 

･健康保健歯科診療方針制定 

    12月 ･簡易水道布設助成規則制定 

昭和7年 

(1932) 

    1月 ･軍事救護法施行4月 

･労働者災害扶助法施行 

･救護法施行 

    2月 ･学校医職務規則及学校歯科医職務規定制定 

･ラジオ納付金による結核相談所設置通知する 

    3月 ･全日本方面委員連盟結成 
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  6月 ･名古屋市域に小児保健所設置 

･東区2ヵ所中部北部(方面助成会) 

･千種区1ヵ所元古井町(私立) 

･トラホーム診療所(豆園町)開設 

  

7月 ･救護法による救護開始   7月 ･済生会名古屋診療所開設 

    9月 ･文部省学校給食に関し訓令 

昭和8年 

(1933) 

1月 ･大曽根宿泊所開設 1月 ･名古屋市臨時衛生調査会設置   

2月 ･築地宿泊所開設4月 2月 ･西区那古野町に小児保健所設置(私立)   

    3月 ･米穀統制法公布 

    4月 ･児童虐待防止法公布 

    5月 ･中部日本児童愛護連盟発足 

･少年救護法公布 

  6月 ･西区平野町に小児保健所設置(私立)   

    7月 ･慈友会母子寮開設 

  8月 ･財団法人衆善会で妊産婦保護施設「衆善館」中区に設立 8月 ･財団法人衆善会設立 

  9月 ･衛生係が衛生課となる 

･トラホーム診療所(八熊、白鳥)開設 

9月 ･保健衛生調査会結核予防の根本対策答申 

    10月 ･市役所庁舎落成式 

･少年救護法公布 

･診療所取締規則、歯科診療所取締規則(→昭和17年) 

･牛乳営業取締規則 

昭和9年 

(1934) 

  1月 ･「名古屋市特別健康地区設定計画」策定 1月 ･名古屋少年審判所設置 

  3月 ･衛生試験所(中区新栄町(旧市庁舎))に移転 3月 ･廃兵院法を傷兵院法と改正 

4月 ･社会部庶務課、社会課と改称 

･方面委員増員(名古屋市分70名) 

･築地保育園開園(夜間託児所も併設) 

  4月 ･愛知県の新事業「軍人家族世話係」設置、県下で1,250人4

月 

  5月 ･市立家畜病院開院 

･下奥トラホーム診療所開設 

  

    6月 ･財団法人昭徳会設立 

  7月 ･名古屋市内救急業務開始(県警察部)   

    10月 ･名古屋の人口100万人突破 

･健康保険相談所を全国12ヵ所に設置 

昭和10年 

(1935) 

    1月 ･名古屋新聞社「社会事業団」を設立 

･東京市特別衛生地区保健館開設(京橋区明石町) 

･埼玉県所沢農村保健館(米国ロックフェラー財団の寄付に

よる設置) 

4月 ･則武保育園開園     

  5月 ･八事新火葬場完工(30基) 

･民間団体による小児保健所各地区に開設 

･トラホーム診療所(広路、旗屋町、呼続町)開設 

  

    7月 ･社会保険調査会設置 

    10月 ･第4回国勢調査(本市人口1,082,816人) 

昭和11年 

(1936) 

    2月 ･内務省「らい病20年根絶計画」決定 

  4月 ･防疫課が医事課と名称変更 4月 ･貧困救助と防犯の隣保会が小針連区に結成される 

  8月 ･(城西)名古屋市民病院(現市立大学病院)の分院として開

設(病床数35床、診療科8科) 

･白川健康地区協会発足 

･特別健康地区規定(告示473)→昭和19年9月30日解消(昭和

11年～昭和14年まで9地区指定) 

･トラホーム診療所(都通、杉村、金作町)開設 

8月 ･愛知県方面委員「結核患者の救療運動」を全国方面委員に

呼びかける 

    10月 ･第1回結核予防国民運動振興週間開く 

    11月 ･方面委員令公布 

昭和12年 

(1937) 

    1月 ･方面委員令施行 

･財団法人青大悲協会設立、養老院開設 

･学校身体検査規定程制定 

2月 ･藤の宮保育園開園     

3月 ･正色保育園(下の一色町合併により)移管   3月 ･母子保護法公布 

･軍事扶助法公布 

･下之一色町、庄内町、萩野村合併 

    4月 ･保健所法公布 

･済生会愛知県病院開設 

･結核予防法改正(医師の届出、道府県での療養所設置、感

染患者入所等) 

･保健所法による国庫補助の件制定 

5月 ･中央社会館開設     

    6月 ･国立結核療養所官制公布 

  8月 ･内務省本市に対して保健所を年次計画により5ヵ所設置せ

られたい旨を指示 

･笹島トラホーム診療所開設 

8月 ･船員法公布 

･診療エックス線装置取締規則公布 

9月 ･板橋町保育園開園     

    10月 ･10区制実施(千種、東、西、中村、中、昭和、熱田、中川、

港、南) 

昭和13年 

(1938) 

    1月 ･厚生省官制(勅令9号)公布(内務省衛生局、社会局、体力局、

予防局等廃止) 

･厚生省設置(内務省社会局昇格) 

･埼玉県特別衛生地区保健館開設(所沢) 

    2月 ･愛知県･軍人遺家族に生活、授産の相談開始 
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    3月 ･公衆衛生官制公布 

4月 ･東社会館を市に移管   4月 ･職業紹介法公布 

･社会事業法公布 

･国民健康保険法(旧法)公布 

    12月 ･国民体力管理制度調査会官制(→昭和14年) 

昭和14年 

(1939) 

    3月 ･司法保護事業法公布 

4月 ･社会部に軍事援護課新設   4月 ･船員保険法公布 

･職員健康保険法公布 

･厚生省に結核課新設全国の主要都市に小児結核予防所を

設置 

5月 ･広住保育園開園     

7月 ･厚生局創設 

保健部と社会部が厚生行政として一元化 

(保健部廃止) 

＜庶務課･医務課･体力課･清掃課･ 

社会部(保護課、福祉課、児童課)＞ 

7月 ･厚生局創設 

保健部と社会部が厚生行政として一元化 

(保健部廃止) 

＜庶務課･医務課･体力課･清掃課･ 

社会部(保護課、福祉課、児童課)＞ 

7月 ･国民体力審議会官制公布(保健衛生調査会国民体力管理調

査会廃止) 

    8月 ･人口問題研究所官制公布 

･結核予防生活指導要網決定 

  9月 ･牧野保健所開所(本市保健所第1号)中村区、西区を担当 

･内田橋トラホーム診療所開設 

9月 ･司法保護委員会設置 

    10月 ･全国児童保護大会開催 

･価格等統制令施行 

    11月 ･則武授産所事業開始 

昭和15年 

(1940) 

  1月 ･市設結核療養所梅森光風園開所   

2月 ･東、西、熱田各区方面事業助成会が有施設を市に寄付 2月 ･花柳病中川診療所開所(西古渡町) 2月 ･国立結核診療所、軍事保護院へ移管(予防局から) 

    3月 ･地代家賃統制令公布 

･賃金統制令公布 

･全国に隣組制度実施 

4月 ･厚生局に保健部復活 

(庶務課、医務課、体力課、清掃課)設置 

厚生局 

保健部 

＜庶務課･医務課･体力課･清掃課＞ 

社会部 

＜保護課･福利課･児童課＞ 

4月 ･厚生局に保健部復活 

(庶務課、医務課、体力課、清掃課)設置 

厚生局 

保健部 

＜庶務課･医務課･体力課･清掃課＞ 

社会部 

＜保護課･福利課･児童課＞ 

4月 ･国民体力法公布 

 ･熱田有隣館(昭和10年10月設立)を市に移管し、熱田社会館

と改称 

･内田橋有隣館(昭和13年4月設立)を市に移管し、南社会館と

改称 

 ･六郷、杉村、西志賀、栄生、呼続、築地の6診療相談所を

開設、続いて笹島診療相談所開設 

  

    5月 ･国民優生法公布 

･紀元2,600年記念全国児童愛護運動実施 

･公衆衛生院庁舎完成 

  6月 ･児童健康指導所開所(大曽根、江川、野立、御器所) 

･ふん尿の農村配給始める 

6月 ･草薙寮開設 

･大都市の保健所に小児結核予防所併設 

    10月 ･第5回国勢調査(本市人口1,328,084人) 

  11月 ･市立防疫所開所   

    12月 ･大政翼賛会愛知県支部設立 

･公衆衛生院栄養研究所を合併し厚生科学研究所を設置 

昭和16年 

(1941) 

    1月 ･戦時体制方面委員選任 

･人口政策確立要網(閣議決定) 

･町内会社会係、方面委員の協力機関となる 

    2月 ･体力局「まず歩こう運動」提唱 

    3月 ･医療保護法公布 

･労働者年金保険法公布 

    4月 ･妊産婦届出制 

  5月 ･西裏保健所開所、千種区、東区を担当   

  7月 ･(城北)北区田幡町(現在の城見通3丁目)に産婦人科、小児

科、病床数30床として開設 

7月 ･保健婦規則制定(→昭和20年) 

    8月 ･報徳寮･豊本寮開設 

･厚生省社会局、体力局を人口局に改称 

9月 ･市民生活相談所開設     

    11月 ･日本保健婦協会設立 

    12月 ･真珠湾攻撃、対米英宣戦布告 

･医療関係者微用令公布 

昭和17年 

(1942) 

1月 ･今池保育園はじめ15保育園開園     

    2月 ･国民医療法公布 

･国民体力法改正(乳幼児に対しても体力検査) 

･戦時災害保護法公布 

3月 ･新富町保育園開園   3月 ･水上児童寮開設 

4月 ･保健部社会部廃止 

･作業部創設 

  4月 ･国民学校卒業児童にＢＣＧを接種 

･結核診療所を日本医療団に移管 

6月 ･伝馬町保育園はじめ7保育園開園   6月 ･国民保健指導方策要網決定(保健所を中心とする保健指導

の徹底) 

7月 ･東山､八熊､児玉､東杉､日比津保育園開園   7月 ･妊産婦手帳規程公布 

8月 ･堀田､青池､大手保育園開園   8月 ･結核予防対策要網(閣議決定) 

･地方官官制改正 

･地方衛生関係事務を警察部から内政部に移管 



- 156 - 

年 社会福祉関係 公衆衛生関係 国の動向･その他 

9月 ･直来保育園開園 9月 ･(城西)病床数74に増床   

10月 ･押切授産場開設     

11月 ･厚生局を健民局と改称(庶務課、補導課、体力課、軍事援護

課、保健課) 

11月 ･保健婦講習所を牧野保健所に併設(→昭和23年4月6日)そ

の後授業場所を西裏保健所講堂に変更 

  

     12月 ･生産増強援護のため社会事業団総動員 

･翼賛会厚生部整備拡充協議会開催(方面委員8万人) 

昭和18年 

(1943) 

3月 ･築地授産場廃止 3月 ･八事療養所、梅森光風園、日本医療団に移管 3月 ･厚生省人口局「妊産婦保健指針」 

4月 ･港社会館開設 4月 ･内田橋保健所開所熱田区南区を担当 

･従来の乳幼児健康相談所を保健所出張所とし業務開始(西

裏保健所杉村･布池･板橋、牧野保健所則武･広住正色、内

田橋保健所向田･築地の8出張所) 

･市立女子高等医学専門学校を開設し市民病院を附属病院

とする 

･(城西)名古屋市立城西病院と改称 

  

5月 ･結婚相談所開設(10区役所内)     

6月 ･西社会館開設 

･長良､榎､西社会館付設保育園開園 

    

7月 ･上飯田保育園開園     

    8月 ･健民修連所一斉開所 

11月 ･大杉保育園開園   11月 ･厚生省改組 人口局→健民局等 

    12月 ･衛生物資確保対策要網(閣議決定) 

昭和19年 

(1944) 

1月 ･国民学校に学校保育園を付設、戦時保育を開始     

    2月 ･13区制実施(北、栄、瑞穂区を増区) 

    3月 ･熱田公益質屋閉鎖 

4月 ･国民学校内に新たに38か所学校保育園を設置     

5月 ･北、栄、瑞穂区に結婚相談所開設   5月 ･各種保健所施設の総合整備に関する件通牒「保健所整備要

領」これに基づき昭和10年簡易保険健康相談所、公立健康

相談所等を保健所に統合 

6月 ･(～9月)幼稚園に4か所付設保育園を設置     

  7月 ･衛生試験所→衛生研究所と改称(中村区日比津町に移転)   

  9月 ･衛生研究所附属栄養士養成所開設   

  10月 ･千種保健所開所 

･西裏保健所名称変更→東保健所 

･西保健所開所 

･牧野保健所移転名称変更(保健婦講習所も移転) →中村保

健所 

･中保健所開所 

･熱田保健所開所 

･中川保健所開所 

･内田橋保健所名称変更→南保健所 

10月 ･「保健所運営刷新に関スル件」通牒 

    12月 ･東南海地震 

死者 約1,000人 

全半壊 73,080戸 

津波による流出  3,059戸 

･B29による市内爆撃本格化 

昭和20年 

(1945) 

    1月 ･三河地震 

死者  約1,961人 

全半壊 17,245戸 

3月 ･戦時保育園63園休園     

4月 ･中央社会館保育部ほか4館保育部と出来町保育園はじめ17

保育園休園 

  4月 ･栄養士規則制定 

･医療戦時措置要網(閣議決定) 

5月 ･西、熱田、南社会館休館 

･名古屋城空襲により消失 

5月 ･栄保健所、北保健所事務開始前にり災、その他5保健所の

保健所支所り災 

･(城北)戦火により焼失、2ヵ月後に西区志摩町1丁目、葵記

念会館において診療 

5月 ･国民医療法に基づき保健婦規則制定(→昭和22年) 

7月 ･東山保育園はじめ10保育園休園     

    8月 ･広島、長崎に原子爆弾投下 

･終戦(8月15日) 

  9月 ･(緑市民)旧愛知郡鳴海町国民健康保険組合診療所として

開設(外来) 

9月 ･GHQ公衆衛生対策に関する覚書発表 

10月 ･直来､新富町､則武保育園及び水上児童寮再開   10月 ･医療関係者徴用令等戦時法令廃止 

11月 ･中央勤労館保育部及び東社会館保育部再開   11月 ･栄区廃止、中区に併合 

･花柳病予防法特例制定(患者に届出義務課す) 

･生活相談所開設 

  12月 ･昭和保健所開設 12月 ･GHQ農地改革指令 

･生活困窮者緊急生活援護要綱閣議決定 

･陸軍病院等を厚生省に移管 

昭和21年 

(1946) 

  1月 ･北保健所開所 1月 ･公職追放令 

･公娼廃止 

･有毒飲食物等取締令公布 

2月 ･藤の宮保育園及び西社会館保育部再開   2月 ･厚生省健民局、保護院廃止 

  3月 ･次の保健所支所の業務を停止 

(千種、東、西、中村、栄、中、昭和、熱田、中川)また保

健所出張も廃止 

･1行政区1保健所制 

･衛生組合解散 

･名古屋市防疫団発足 
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4月 ･中村寮開設 

･婦人参政権を含む総選挙施行 

･婦人議員39名選出さる 

･名古屋引揚援護局設置 

･名古屋市保母養成所開設 

    

    5月 ･GHQ覚書日本帝国政府の保健及び厚生行政機構改正に関す

る件指令 

･公衆衛生院官制公布(厚生省研究所官制廃止) 

6月 ･東山保育園再開   6月 ･市民勤労作業場を市授産場と改称 

･麻薬取締規則制定 

7月 ･天神山授産場開設 

･則武授産場廃止 

7月 ･瑞穂、港保健所を開設 

･国民栄養調査実施 

･花柳病診療所(六郷)設置 

7月 ･日本脳炎を伝染病予防法の適用される伝染病に指定 

8月 ･民生委員制度制定     

9月 ･民生委員誕生 

･中村寮廃止 

  9月 ･生活保護法公布(旧法) 

･民生委員令公布 

･主要地方浮浪児等保護要綱指示 

10月 ･名古屋市民生委員連盟結成 

･草薙寮及び若松寮開設 

･東山寮を瑞穂寮と改称 

･名古屋市生活保護規則公布 

･名古屋寮開場 

10月 ･国民栄養調査実施 10月 ･生活保護法取扱規程公布施行 

11月 ･民生委員定数告示(名古屋市分1,631名) 

･植田寮開設 

･東効寮開設 

  11月 ･自作農創設措置法施行 

･地方官官制改正 

･内務大臣の指定した府県道に衛生部をおくこと 

･厚生省に公衆衛生、医務、予防の3局設置 

･看護課設置、GHQ看護課長ミス･オルソン氏 

･日本国憲法公布(施行昭和22年5月3日) 

    12月 ･柔道整復術営業取締規則制定 

昭和22年 

(1947) 

1月 ･西裏授産場開設 

･正色保育園再開 

1月 ･中花柳病診療所開設   

2月 ･上野寮開設   2月 ･医療制度審議会発足 

3月 ･日置授産場開設 

･西社会館廃止 

  3月 ･伝染病届出規則制定 

･GHQ結核対策強化に関する覚書発令 

4月 ･天神山保育園開園 

･蘇鉄寮開設 

4月 ･結核療養所を国に移管 

･検疫所官制により検疫所厚生省所管となる 

4月 ･新学制施行(6、6、3、4制) 

･私的独占禁止法公布 

･地方自治法公布 

･公選による初代市長就任 

･日本医療団解散 

     ･警察署の衛生警察事務をすべて衛生行政部門に移す 

･GHQ保健所拡充強化に関する覚書発令 

  5月 ･名古屋市防疫団解散 5月 ･日本国憲法施行 

･飲食物営業取締規則制定 

･予防衛生研究所官制公布 

･食品衛生監視員設置、食品衛生行政が警察行政より分離 

6月 ･福利課を社会課と改称 6月 ･局内に防疫課新設 

･保健委員制度成立 

･市立女子医科大学発足 

  

    7月 ･保健婦助産婦看護婦令交付(→昭和23年) 

9月 ･名古屋市共同募金委員会設立 9月 ･各区役所に衛生班40個班設置 9月 ･保健所法全面改正(法律101号)(昭和23年1月1日施行) 

10月 ･北授産場及び付設保育園開設   10月 ･災害救助法公布 

･職業安定法公布 

･医師会、歯科医師会及び日本医療団解散等に関する法律 

･第6回国勢調査(本市人口853,085人) 

11月 ･戦災援護会名古屋市分会を名古屋市援護会と改称     

    12月 ･失業保険法公布 

･児童福祉法公布 

･民法大改正 

･あんま、はり、きゅう、柔道整復等営業取締法公布 

･食品衛生法、栄養士法公布 

･理容師法公布 

     ･内務省廃止（12月31日） 

昭和23年 

(1948) 

1月 ･児童福祉法施行により民生委員が児童委員を兼務   1月 ･地方自治法施行 

2月 ･名古屋市援護会を名古屋市公共福祉事業団と改称   2月 ･各官立医学専門学校を医科大学に昇格 

4月 ･名古屋市保母養成所を市立保育専門学園と改称 4月 ･市立女子医学専門学校附属病院を市立女子医学大学附属

病院とする 

･防疫所復旧改築(中川区八熊町) 

4月 ･国民健康保険法(旧法)改正 

･保健所を設置すべき市として30市を指定 

･地方衛生研究所設置要綱の通達 

    5月 ･墓地埋葬等に関する法律 

6月 ･東、中、港、南区等により民生協力委員設置   6月 ･5大都市民生委員令名結成 

･予防接種法公布 
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7月 ･名古屋市災害救助隊発足 7月 ･保健所法の改正に伴い区役所所管の保健衛生事務を保健

所に移管、保健所条例(条例38号)公布 

･中保健所が愛知県のモデル保健所となる 

･保健委員規則改正(区長→市長) 

7月 ･地方財政法公布 

･優生保護法公布 

･少年法公布 

･矯正院法公布 

･民生委員法公布、施行 

･民生委員令廃止 

･麻薬取締法公布(→昭和28年) 

･へい獣処理に関する法律公布 

･興業場法公布 

･公衆浴場法公布 

･性病予防法公布 

･薬事法公布 

･医師法、歯科医師法公布 

･保健婦、助産婦、看護婦法公布 

･歯科衛生士法公布 

･医療法公布 

･厚生省予防局に保健所課設置 

8月 ･船見寮開設     

  9月 ･環境衛生監視員17名配置(次官通牒) 

･(城北)焼失場所に木造瓦葺2階建(4診療科増設)で診療開

始 

9月 ･環境衛生監視員設置要網決定 

10月 ･天白寮開設 

･名古屋市児童福祉事業団設立 

    

11月 ･厚生局を保健福祉局と改称 11月 ･公衆衛生課防疫課2課をおく   

12月 ･児童福祉施設最低基準決定   12月 ･特別未帰還者給与法公布 

昭和24年 

(1949) 

3月 ･第1回保母試験実施 

･市立6授産場廃止 

    

4月 ･半額入浴券支給制度実施(入浴設備のない世帯) 

･北区清水学区で子ども会の育成始まる 

･東、北共同作業所開設 

  4月 ･保健所格付け 

    5月 ･緊急失業対策法公布、施行 

･厚生省設置法公布 

･草薙寮廃止 

･社会保障制度審議会設置 

･保健所法1次改正 

  6月 ･保健婦寮開設 6月 ･簡易公共事業廃止、新失業対策事業発足 

･死体解剖保存法公布 

･厚生省予防課廃止に伴い保健所課公衆衛生局に 

    9月 ･ストレプトマイシン国産確保要網(閣議決定) 

  10月 ･(緑市民)鳴海町国民健康保険鳴海町民病院として、病床数

20床で開設 

  

    11月 ･GHQ厚生行政6原則示す 

･母子福祉対策要綱決定 

  12月 ･港保健所新築移転 (旧地名 港区千年町二ノ割)  12月 ･身体障害者福祉法公布 

昭和25年 

(1950) 

    1月 ･公的保護事務取扱要領実施 

3月 ･名古屋寮廃止 

･中央、東、港社会館廃止 

･共同作業所廃止 

    

4月 ･民生名古屋創刊 

･名古屋寮、南母子寮、児童館及び水上児童寮開設 

･婦人館開設 

4月 ･性病予防法等の一部改正に伴い環境食品権限移譲 4月 ･性病予防法等の一部改正 

･衆参両院において結核予防対策強化の決議 

5月 ･高蔵保育園開園 5月 ･そこんモデル地区活動 5月 ･生活保護法(新法)公布、施行 

･社会福祉主事設置に関する法律施行 

･更生緊急保護法公布、施行 

･保護司法公布 

･クリーニング業法公布 

･精神衛生法公布、施行 

･結核予防法命令入所制度開始 

    6月 ･口腔衛生普及運動実施要網 

-母と子の乳歯のコンクール実施要網 

「衛生事務に関する権限の委任について」 

(厚生事務次官通知) 

    7月 ･地方税法公布、施行 

･栄養改善法公布 

8月 ･各区厚生課廃止、社会福祉事務所を設置 

･社会福祉主事資格認定講習会開催 

･中村授産場廃止 

8月 ･保健部に医務課を新設する 

保健福祉局 

＜庶務課･社会課＞ 

保健部 

＜医務課･公衆衛生課･防疫課＞ 

･母親教室開始 

･乳幼児健康相談開始 

･母性健康相談開始 

8月 ･狂犬病予防法公布 

    9月 ･長欠児指導本格化、児童委員による個別調査実施 
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10月 ･若松寮廃止   10月 ･第7回国勢調査(本市人口1,030,635人) 

･民生宝くじ発売 

･(民生安定資金貸付財源確保のため)天神山公益質屋開設 

･社会保障制度審議会、政府に社会保障制度に関する勧告を

行う 

･政府結核予防対策本部設置 

11月 ･上野寮廃止 11月 ･保健部週報発行 

･北、中、港、南保健所に併設性病診療所となる 

･トラホーム診療所に眼科診療所併設 

11月 ･上野寮廃止 

･保健所の衛生教育事務規準について(通知) 

    12月 ･地方公務員法公布 

･愛知県社会福祉協議会発足 

･毒物及び劇物取締法公布 

昭和26年 

(1951) 

 

  1月 ･第1回衛生教育講習会   

2月 ･上名古屋保育園開園(天神山保育園廃止)     

3月 ･身体障害者市営交通料金割引制度開始 

･名古屋寮廃止 

  3月 ･社会福祉事業法公布 

･結核予防法全面改正(医療費の公費負担等規定) 

    4月 ･あん摩師、はり師、きゅう師及び柔道整復師法公布 

  5月 ･港保健所「保健所祭」 

･港保健所が衛生教育モデル保健所として指定される 

5月 ･社会福祉法人登記令公布 

･児童憲章制定 

･日本、世界保健機構に正式加盟 

    6月 ･東山保育園廃止･移転開園 

･若狭公益質屋開設 

･検疫法公布 

･診療エックス線技師法公布 

･厚生省通牒「国民健康保険保健施設の指導等監督につい

て」「国民保健保険の保健施設の拡充強化に関する件」 

7月 ･名古屋市社会福祉協議会設立決定 

･南保育園開園 

7月 ･ゴキブリ駆除薬で死亡事故(北区)   

  8月 ･(守山市民)旧守山市立守山市民病院として建築に着手 8月 ･西裏公益質屋開設 

  9月 ･自動三輪車局、南、中村に配置 

･瑞穂保健所事業開始 

9月 ･としよりの日制定 

･保健所デー(9月15日) 

10月 ･名古屋市福祉地区及び福祉事務所設置条例施行   10月 ･社会保障制度審議会、社会保障制度推進に関する勧告 

  11月 ･公衆衛生パネル巡回展   

12月 ･名古屋市保護施設設置条例公布施行     

昭和27年 

(1952) 

2月 ･民生委員による1人1世帯更生運動始まる   2月 ･国立精神衛生研究所発足 

  3月 ･(緑市民)診療棟、病棟(木造平屋建)増築、病床数40床7診

療科となる 

  

4月 ･草薙寮、名古屋寮開設 4月 ･Ｆ運動(市民の手洗い運動) 

･保健所の歌発表会 

4月 ･戦傷病者戦没者遺族等援護法公布 

･児童遊園地へ補助金制度実施 

･衆参両院において結核予防対策強化の決議 

  5月 ･中川保健所庁舎新築移転 5月 ･生活保護法公布(旧法廃止) 

  6月 ･第1回母と子のよい歯のコンクール 6月 ･ダイアナ台風 

死者 

床上浸水等  約7,000戸 

･口くう衛生普及運動実施要網 

･母と子のよい歯のコンクール実施要網 

「衛生事務に関する権限の委任について」 

厚生事務次官通知 

7月 ･東保育園開園 7月 ･千種保健所新築 

･中村保健所新築 

7月 ･破壊活動防止法公布 

･栄養改善法公布 

  8月 ･第1回医療社会事業講習会 8月 ･狂犬病予防法公布 

10月 ･寿寮(現在の養護老人ホーム)開設   10月 ･政府結核予防対策本部設置 

  11月 ･中村保健所で移動保健所開始 

･結核の公費負担実施 

･8保健所が性病診療所となる 

  

    12月 ･母子福祉資金の貸付に関する法律公布 

昭和28年 

(1953) 

  3月 ･環境衛生模範地区制度発足 

･優生保護相談所を各保健所に設置 

3月 ･社会保険並びに社会保障の擁護、改善及び拡大のための国

際会議開催(於ウィーン) 

･麻薬取締法公布 

4月 ･各区に母子相談員設置 

･市立保育短期大学開校 

4月 ･中保健所(旧地名中区大池1-49)庁舎移転新築   

  5月 ･市保健委員大会   

  6月 ･三菱電機集団赤痢発生 

･模範健康地区第1号(港区大手1～3丁目) 

  

7月 ･機構改革により保健福祉局廃止 

衛生局(医務課･衛生課･防疫課)、民生部(社会課、福祉課)

に分離 

7月 ･模範健康地区設置要網 7月 ･中央児童福祉審議会、混血児対策を厚生大臣に答申 

･青少年間題協議会設置法公布 

8月 

 

･中保育園開園   8月 ･日雇労働者健康保険法公布 

･社会福祉事業振興会法公布 

･と蓄場法公布 

･らい予防法公布(旧法廃止) 

･保健所運営協議会設置 

･保健所法2次改正(①保健所設置基準と人口→人口等その

他の事情とする②運営協議会保健所長の諮問機関→保健

所設置地方公共団体の長の諮問機関③国庫補助を受ける

要件として承認制度創設等) 
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  9月 ･栄養士養成所を名古屋市立栄養専門学院と改称 9月 ･台風13号、南部5区に災害救助法適用 

(床上浸水8,431世帯) 

    10月 ･保健所法施行規則公布(省令第55号) 

  11月 ･墓地の死体埋葬を禁止する規則 11月 ･第1回国民健康調査 

  12月 ･保健所運営協議会条例制定(これまでの規則) 12月 ･水俣病患者発生 

･第1回結核実態調査 

昭和29年 

(1954) 

  2月 ･中村保健所、保健所整備計画によりB級となり3課9係 

･東保健所、保健所整備計画によりB級となり3課9係 

  

3月 ･児童福祉法による育成医療給付始まる     

4月 ･保育専門学園廃止 4月 ･准看護婦学院設置 4月 ･あへん法公布 

･清掃法公布(→昭和45年) 

･保健所法3次改正(清掃法附則第9項によるもの) 

6月 ･民生部に失業対策課設置 6月 ･蚊とハエをなくする運動(臨防) 6月 ･名古屋テレビ塔完工 

･法定伝染病に日本脳炎追加 

  7月 ･北保健所出火 7月 ･市町村職員共済組合法公布 

8月 ･市児童館を保育短期大学附属児童館と改称 8月 ･第1回騒音対策協議会開催(8月3日発足)   

  10月 ･(守山市民)診療開始   

  11月 ･オール保健所研究発表会(第1回名古屋市公衆衛生研究発

表会) 

･動物慰霊碑除幕式(高畑) 

･犬抑留所設置 

  

12月 ･北保育園開園(北授産場付設から独立) 

･報徳母子寮開設 

12月 ･騒音防止実施 

･名古屋市栄養改善法施行細則制定 

12月 ･精神衛生実態調査(130万) 

･日本脳炎、法定伝染病届出規則 

昭和30年 

(1955) 

1月 ･千種母子寮開設     

  2月 ･ハエのさなぎ取り運動(はえの子退治)   

  3月 ･(緑市民)病棟、給食施設(木造平屋建)を増築し、病床数70

床となる 

･准看護婦学院校舎完工 

3月 ･熱田公益質屋開設 

4月 ･ひばり荘(虚弱児施設)開設 

･猪高保育園(猪高町合併により)移管 

4月 ･昭和保健所愛知郡天白村が編入され所管になりＢ級昇格 

･西保健所Ｂ級保健所に昇格 

･天白病院設置 

･(守山市民)瀬古診療所を本院の附属診療所とする(昭和43

年閉鎖) 

･熱田保健所市場分室設置 

4月 ･猪高村、天白村を合併 

･厚生省ポリオワクチン発表 

  6月 ･毒ガ大発生全市をあらす 6月 ･「蚊とハエのいない生活」実践運動閣議決定 

8月 ･民生部を民生局に昇格   8月 ･結核予防一部改正(結核検診全国民に拡大) 

･歯科技工士法公布 

9月 ･味鋺､如意保育園(楠木町合併により)移管 

･南陽一､南陽二､南陽三保育園(南陽町合併により)移管 

9月 ･「蚊とハエをなくする運動」要網   

    10月 ･楠村、山田村、南陽町、富田町を合併 

･世帯更生資金貸付金制度発足 

･国際家族計画会議東京で開催 

･流感全国的に流行 

･第8回国勢調査(本市人口1,336,780人) 

11月 ･戦没者遺児の就職に対し、市長身元保証を開始 11月 ･ヘリコプターで毒ガの幼虫退治   

  12月 ･(守山市民)伝染病隔離病舎建設(昭和47年閉鎖)   

昭和31年 

(1956) 

  2月 ･城東病院移築着工   

  3月 ･瑞穂保健所Ｂ級保健所に昇格 

･衛生局に管理課を新設し4課となる 

  

5月 ･新地域に季節保育所を開設 5月 ･千種保健所庁舎増築(木造2Ｆ)Ｂ級に昇格 5月 ･売春防止法公布 

    6月 ･地方自治法の一部改正により5大都市の特例設けられる 

10月 ･名古屋市医療扶助審査会条例公布(11月1日施行)   10月 ･厚生省第1回「厚生白書」を発表 

･日本脳炎法定伝染病に指定 

11月 ･児童福祉審議会設置 

･民生局社会課を管理課と改称 

･民生局児童課設置 

･地方自治法の改正により愛知県から児童福祉をはじめ16項

目の事務移譲 

･児童相談所開設 

11月 ･中川保健所Ｂ級保健所となる 

･行政事務配分に伴い医務課及び衛生課の係を改正 

･地方自治法の改正による愛知県から建築、衛生、児童施設

などの16項目の事務移譲その結果全保健所3課9係となる 

･名古屋市食品衛生法施行細則制定 

  

昭和32年 

(1957) 

  2月 ･市保健委員規則制定   

  3月 ･(城西)西病棟増設し、病床数169に増床 3月 ･原子爆弾被爆者の医療等に関する法律公布 

4月 ･民生局管理課を総務課と改称 4月 ･市保健委員会運営規程･区保健委員会運営規定制定 

･保健所の結核健康診断と同予防接種を無料とする 

4月 ･瑞穂公益質屋開設 

･公衆衛生修学資金貸与法公布 

5月 ･名古屋市保育所規則制定 5月 ･新型流感全市に猛威、小･中学校135校で集団欠席、推定患

者453人 

5月 ･結核予防法改正(健康診断･予防接種無料) 

6月 ･港保育園開園 6月 ･(東市民)近代的総合病院を目指し、現在地に250床を有す

る伝染病院を移転改築、名称を名古屋市立東市民病院と改

称 

6月 ･美容師法公布 

･環境衛生関係営業の運営の適正化に関する法律公布 

･水道法公布 

  7月 ･市街地空中散布開始   

8月 ･天白寮(救護施設)開設 8月 ･衛生局管理課を総務課と改称   

9月 ･みどり学園(精神薄弱児通園施設)開設 9月 ･八事霊園拡張工事完成 

･家族計画特別普及事業開始 

  

11月 ･生活困窮世帯水道料金減免制度実施     

12月 ･身体障害者更生相談所開設 
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昭和33年 

(1958) 

  3月 ･名古屋市公害対策協議会発足   

  4月 ･一般住民検診の方法変る対象者全員に間接 

撮影実施 

4月 ･学校保健法公布 

･衛生検査技師法公布 

･下水道法公布 

･予防接種法から猩紅熱削除 

5月 ･平池、正色第二保育園開園 

･未熟児に対する養育医療給付開始 

5月 ･北保健所別館増築完工 

･中川保健所改築 

  

  6月 ･東保健所別館増築完工 

･中村保健所本館増築 

6月 ･第2回結核実態調査 

    7月 ･「保健所における医療社会事業の事務指針」を出す 

  8月 ･東山指導所(結核アフターケア施設)開設 8月 ･学校保健法と公衆衛生関係法規との関係について通達 

  9月 ･未熟児訪問指導事業開始 9月 ･愛知県敬老金贈呈開始 

･未熟児訪問開始 

10月 ･母子福祉資金償還協力員各区に設置 

･青少年問題協議会発足 

･玉野川学園(教護院)開設 

    

    12月 ･国民健康保険法公布(昭和34年1月施行) 

昭和34年 

(1959) 

  1月 ･(城北)病床数156に増床   

  3月 ･併設性病診断所廃止 3月 ･未帰還者に関する特別措置法公布 

･性病無料診断所廃止 

4月 ･各区社会福祉事務所児童係設置   4月 ･ロサンゼルス市と姉妹都市提携 

･国民年金法公布 

･草薙寮廃止、豊国母子寮として開設 

6月 ･神松保育園開園 6月 ･性病代用病院及び代用診療所設置 

･ポリオ予防接種初めて実施 

6月 ･ポリオ法定伝染病となる 

    7月 ･厚生省、戦後最高の赤痢発生に対し強権発動を含む防疫対

策を全国に指示 

9月 ･伊勢湾台風･災害救助法全市に適用 

死者、行方不明  1,851人 

住家の被害 11万8,000世帯 

り災者総数    約53万人 

･全市あげて3か月にわたり災害救助活動を実施 

･あけぼの学園(精神薄弱児施設)開設 

    

    11月 ･国民年金法施行(無拠出年金制度実施) 

･第1回日本老人学会開催 

12月 ･伊勢湾台風災害救助費精算事務所設置 

(昭和35年7月廃止) 

    

昭和35年 

(1960) 

  1月 ･名古屋市飼犬規制条例実施（1月1日）   

    3月 ･精神薄弱者福祉法公布 

･塵肺法公布 

4月 ･民生局年金保険課設置 4月 ･機構改革 

医務課が保健課と衛生課が公衆衛生課と名称を変えたほ

か医療社会事業係がなくなり衛生公害係が新設される等

かなりの変動があった 

衛生局 

＜総務課(4係)保健課(5係)公衆衛生課(5係)防疫課(5

係)＞ 

4月 ･医療制度調査会設置発足 

  5月 ･千種･北･西･中･瑞穂･港保健所結核対策推進地区として指

定 

･赤痢集団発生多発(例年の3倍) 

･旧結核登録票を新登録票に全市統一切替 

5月 ･瑞穂保健所結核予防事業推進顕著により結核予防会総裁

より感謝状受ける 

6月 ･緊急小口資金貸付制度実施 

･家庭奉仕員制度実施 

･浜田児童遊園開設 

6月 ･ポリオ患者を東市民病院に隔離収容開始 6月 ･医療金融公庫法公布 

7月 ･民生局年金保険課、保険年金部(管理課、業務課)に昇格   7月 ･身体障害者雇用促進法公布 

  8月 ･ポリオ緊急対策要綱作成 8月 ･保健所を型別に分類 

     ･「保健所の運営の改善について」(厚生事務次官通知)及び

9･2「保健所の運営について」(公衆衛生局長通知)－いわ

ゆる型別人口別運営となる 

  9月 ･型別人口別運営になり、昭和保健所Ｕ3型、 

千種保健所Ｕ2型、中川保健所Ｕ3型、北保健所Ｕ3型、西

保健所Ｕ3型、中保健所Ｕ4型、南保健所Ｕ3型に格付 

9月 ･災害対策委員設置 

  10月 ･食品衛生検査車活動開始 10月 ･第9回国勢調査 (本市人口1,591,935人) 

･ポリオ全国的に大流行 

･小児マヒ予防接種における緊急措置について(公衆衛生局

長) 

･北海道夕張市にポリオ流行(5月～11月) 

  11月 ･「鉄の肺」を東市民病院に設置 

･乳幼児身体発育調査開始 

  

12月 ･被保護世帯等歳末見舞金支給制度実施     

昭和36年 

(1961) 

1月 ･名古屋市国民健康保険事業発足     

2月 ･名古屋市国民健康保険条例公布     

  3月 ･防疫所、東市民病院内に新築、業務開始 3月 ･予防接種法一部改正(ポリオ予防接種追加) 

4月 ･各区に保険年金課設置 

･医療費貸付金制度、世帯更生資金制度に包含 

･名古屋市国民健康保険条例施行 

･国民皆保険発足 

4月 ･プールの事務について名古屋市長に委任 

･瑞穂保健所、保健所基準改正によりＵ3型となる 

･ポリオ予防接種法定となる 

4月 ･国民年金法全面施行(拠出年金制度実施) 



- 162 - 

年 社会福祉関係 公衆衛生関係 国の動向･その他 

  5月 ･市プール指導要網 5月 ･結核予防法一部改正(患者管理制度、命令入所制度制定) 

6月 ･民生局失業対策課、失業対策部となる 

･土古保育園開園 

･瑞穂寮第2期工事完工 

･36･3梅雨前線豪雨、災害救助法5区に適用 

床上浸水  2,752世帯 

床下浸水 53,387世帯 

･社会福祉施設職員退職手当共済法公布 

･国民健康保険給付改善(世帯主の結核性疾病及び精神障害7

割給付) 

6月 ･市立大学、衛生局から総務局に移管 

･「全市一斉ゴキブリ駆除月間」を初めて設ける 

･新生児訪問指導事業開始 

6月 ･児童福祉法改正 

･九州7県にポリオ流行 

･ポリオ生ワクチン緊急輸入35万人に経口投与 

･酒に酔って公衆に迷惑をかける行為の防止等に関する法

律交付 

    6-7月 ･ポリオ大流行生ワクチン緊急輸入 

  7月 ･(城西)本館診療棟改築 7月 ･ポリオ生ワクチン投与 

  8月 ･(守山市民)病棟第1期、第2期工事完成、 

病床数200床に増床 

8月 ･3歳児健康診査制度制定 

･結核予防法一部改正、管理制度及び命令入所 

･公費負担制度の制定(昭和26年法的整備) 

･成人病基礎調査実施 

･サリドマイド事件発生 

･「保健所における栄養指導業務の運営方針」出す 

  10月 ･児童福祉法改正により、3歳児健康診査、新生児訪問制度

実施 

  

  11月 ･3歳児健康診査開始 

･老人衛生相談、北･南保健所開始 

･肺がん対策全市的に重点実施 

･北保健所で成人病基礎調査実施 

･母子管理票作成 

･新生児訪問指導事業開始 

11月 ･児童扶養手当法公布･年金福祉事業団法公布 

･通算年金通則法公布･災害対策基本法公布 

昭和37年 

(1962) 

1月 ･笹島寮開設これに伴い名古屋寮及び蘇鉄寮廃止     

    2月 ･国立がんセンター発足 

･コレラ侵入に備え港湾関係者の予防接種開始 

･衛生局衛生公害係を公害対策係と改称 

    3月 ･コレラ防疫対策実施要網決定 

4月 ･市社会福祉協議会心身障害者(児)家庭奉仕員派遣事業開始 

･産休保母代替職員制度実施 

･内山､白金保育園開園 

4月 ･乳幼児健康相談を5か月児保健指導として全保健所統一 

･赤痢予防特別対策地区に熱田区船方学区指定 

･妊産婦訪問指導開始 

･老人衛生相談日を成人衛生相談日と改称 

全保健所で実施 

･乳幼児健康相談を「5か月児保健指導」に一斉に切り替え 

･昭和区総合庁舎現在地に新築(区役所、保健所、清掃事務

所、水道事務所) 

  

  5月 ･妊娠中毒症又は疑いのある妊産婦への保健婦の訪問開始   

  6月 ･中村保健所U2型保健所に格付 6月 ･ばい煙の排出の規定に関する法律公布 

･東大附属病院「老人科」新設 

･ポリオワクチン乳幼児･児童1,700万人に経口投与 

･睡眠薬イソミン出荷停止 

･ばい煙規制法公布 

8月 ･宝保育園開園 8月 ･台湾に発生したコレラの関係で、本市に入荷したバナナの

廃薬焼却措置 

  

    9月 ･医療法一部改正(公的性格を有する病院の開設規制を行

う) 

10月 ･瑞穂寮を厚生院と改称 10月 ･妊産婦訪問指導事業開始 

･(東市民)一般病院の建設に着手し、外来診療棟の一部と病

床数100床を増床 

･インフルエンザ特別対策(小、中、幼、保に予防接種) 

  

11月 ･国民年金推進員制度実施     

12月 ･国民健康保険給付改善(助産費2,000円) 

･民間施設職貝研修費支給開始 

    

昭和38年 

(1963) 

2月 ･守山保育園はじめ6保育園(守山市合併により)移管 2月 ･(守山市民)･本市と合併、名古屋市立守山病院と改称 

･国民健康保険志段味診療所を守山市民病院附属志段味診

療室に改称(昭和60年閉鎖) 

･守山保健所設置本室は旧守山市役所分庁舎、分室は春日井

保健所守山支所 

2月 ･守山市･名古屋市に合併、守山区誕生 

3月 ･戦没者等の妻に対する特別給付金支給法公布     

4月 ･保母修学資金貸与開始 

･国民健康保険成人病検診開始 

4月 ･南保健所緑支所U2型となる 

･守山保健所U5型へ格付変更 

･(緑市民)本市と合併、名古屋市立緑市民病院と改称 

･療育相談事業全保健所で実施(従来、中･港保健所のみ) 

･定期予防接種無料化 

4月 ･鳴海町･名古屋市に合併、緑区誕生、南保健所緑支所とし

て保健所業務開始 

･熱田区旗屋小学校で集団赤痢発生 

5月 ･港西保育園開園 

･ひよし学園(精神薄弱児通園施設)開設 

5月 ･(東市民)一般病床数250床を有する病院として開院   

6月 ･身体障害者相談員設置(16名) 6月 ･南保健所新築   

  7月 ･成人病無料検診開始(各保健所) 7月 ･老人福祉法公布 

･成人病無料検診開始(各保健所) 

･保健所法4次改正(老人福祉法附則第9項によるもの) 

･精神衛生実態調査(全国推計124万人) 

    8月 ･戦傷病者特別救護法公布 

    9月 ･老人(65歳以上)の健康診査開始 

･ジフテリア、百日ぜきの混合ワクチン完成39年春からの使

用決定 
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10月 ･第1回身体障害者体育大会開催 10月 ･静岡のコレラ続発に備え関係者3,000人に臨時予防接種開

始 

10月 ･健身会館開設 

･国民健康保険給付改善(世帯主の全疾病7割給付) 

･公衆浴場の水質等に関する基準通知 

11月 ･名古屋市社会福祉協議会、社会福祉法人となる 11月 ･第1回名古屋市環境衛生大会開催   

  12月 ･熱田保健所庁舎新築のため中央卸売市場内仮庁舎で業務

開始 

･療育相談事業開始 

･トラホーム診療所が東市民病院附属眼科診療所となる 

  

昭和39年 

(1964) 

  2月 ･妊娠中毒患者の療養援護費支給開始 2月 ･救急病院等を定める省令施行 

3月 ･社会福祉審議会設置     

4月 ･民生局保護課老人福祉係設置 

･家庭福祉員制度発足 

･上野保育園開園 

･大高保育園(大高町合併により)移管 

4月 ･衛生局に公害対策課を新設 

･飼犬指導所設置 

･食品化学係を新設 

･定期予防接種を無料実施 

･病院事業が地方公営企業法の適用を受けたことに伴い、衛

生局総務課に病院係を設置 

･老人健康診査開始 

･妊娠中毒症療養援護費支給開始 

･市東部の丘綾地帯に毒ガ発生全保健所応援のもとに駆除

活動開始 

･ポリオ生ワクチン一斉与薬開始 

4月 ･予防接種法改正 

小児マヒワクチン一斉与薬開始 

  5月 ･薬剤散布車(ロートミスト)登場 5月 ･地方衛生研究所設置要綱の改正 

  6月 ･中学校でミルク給食開始 6月 ･新潟地震(本市救助隊派遣) 

  7月 ･衛生班活動ブロック体制開始 

･食中毒警報施行 

7月 ･母子福祉法公布 

･特別児童扶養手当法公布 

･厚生省環境衛生局に「公害課」 

･社会局に「老人福祉課」新設 

･「保健所において執行される事業等に伴う事務経理の合理

化に関する特別設置法」公布 

･重度精神薄弱児扶養手当法(現特別児童扶養手当法)公布 

    8月 ･献血推進について(閣議決定) 

  9月 「ばい煙規制法」全市域が指定   

  12月 ･南保健所緑支所を廃止し、緑保健所設置 

･(東市民)総合病院名称変更 

12月 ･東郊寮廃止し、寿楽荘開設 

･国民の健康、体力増強対策について(閣議決定)愛知県がん

センター開設 

昭和40年 

(1965) 

  1月 ･北保健所U2型に格付 1月 ･体力づくり国民会議結成 

2月 ･名古屋老人クラブ連絡協議会発足 2月 ･熱田保健所新庁舎完成業務開始   

4月 ･市社会福祉協議会･老人家庭奉仕員派遣事業開始 

･乳児保育実施(内山、星ケ丘、千種台及び富田第一保育園) 

･若葉寮移転開設これに伴い乳児院廃止 

長時間保育制度開始 

4月 ･公衆衛生修学資金制度発足   

5月 ･老人福祉会館(現都福祉会館)開設     

  6月 ･食肉衛生検査所新設 6月 ･戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法公布 

･精神衛生法一部改正(通院医療費負担、精神衛生相談員制

度成立) 

･理学療法士及び作業療法士法公布 

･保健所法5次改正(精神衛生法の一部を改正する法律附則3

項によるもの) 

8月 ･船見寮、更生施設から簡易宿泊所に切替え 8月 ･愛知県公害防止条例に基づき騒音の基準を告示 

･母子保健法公布 

  

  9月 ･性病予防大会始まる   

10月 ･白金肢体不白由児機能回復訓練室･精神薄弱児相談室開設   10月 ･第10回国勢調査(本市人口1,935,430人) 

11月 ･被保護地帯の母子に無料牛乳配達実施 11月 ･妊産婦乳幼児(被保護世帯など)に無料牛乳配達実施 

･フェニ－ルケトン尿症検査開始(５か月児指導に併せて) 

･小児心身、発達追跡研究調査事業開始 

11月 ･国立小児病院開設(東京) 

･同和対策審議会答申 

12月 ･身体障害者施設入所者に対し歳末見舞金支給開始 12月 ･市衛生研究所改築着工（瑞穂区萩山町）   

昭和41年 

(1966) 

1月 ･高齢者無料職業紹介事業開始     

    2月 ･「保健所における精神衛生業務運営要領」を出す 

  3月 ･北保健所新築工事完工   

4月 ･民間保育所乳児保育勧奨金補給制度実施 

･被保護世帯児童等進学就職祝品制度実施 

･六郷･山田保育園開園 

･清風荘(軽費老人ホーム)開設 

･福祉奨学金制度実施(身体障害者) 

4月 ･保健所に精神衛生相談員を配置(千種、北、中村、南)同時

に精神科嘱託医配置 

  

5月 ･東丘保育園開園 

･ちよだ学園(精神薄弱児通園施設)開設 

  5月 ･「がん対策の推進について」通知 

    6月 ･留守家庭児童会(4か所)開設 

･国民の祝日法改正(敬老の日、体育の日) 

    7月 ･戦傷病者の妻に対する特別給付金支給法公布 

    9月 ･市役所西庁舎完工 

    11月 ･「衛生教育業務指針」を出す 

  12月 ･市衛生研究所完工(瑞穂区萩山町へ移転) 

･市立栄養専門学院移転(瑞穂区萩山町) 

12月 ･建国記念日政令公布 

･抗結核薬エタンブトール使用認可 

･厚生省保健所問題研究会設置 

昭和42年 

(1967) 

1月 ･若松寮開設   1月 ･買血制度を廃止し余預血制度を採用 

  2月 ･若水寮完工   
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  3月 ･港保健所完工 

･(東市民)中央手術棟の西3階病棟を増設し、277床となる 

  

4月 ･民生局福祉課設置 

･被保護世帯児童祝品(小･中学校入･進学)制度実施 

･施設退所児童指導費補助開始 

･島田第一､小幡保育園開園 

4月 ･衛生局総務課に衛生教育係新設 

･BCG接種法経皮接種に切替 

･愛知県公害防止条例に基づき、ばい煙、振動の基準を告知 

･東市民病院院内に市立高等看護学院開校 

･港保健所新庁舎で業務開始(現在地) 

･日本脳炎特別対策(1歳以上、毎年予防接種) 

4月 ･永住許可を受けた大韓民国国民及び外国人世帯に属する

日本人、国民健康保険の被保険者となる 

  5月 ･瑞穂保健所庁舎新改築のため旧市大病院の仮庁舎で業務

開始 

  

6月 ･内職相談業務を各区で開始   6月 ･下水道整備緊急措置法公布 

7月 ･保険年金部、保険年金課となる 7月 ･衛生局機構改革 

保健課･公衆衛生課･防疫課を保健予防課･環境衛生課に統

合 

7月 ･戦没者の父母等に対する特別給付金支給法公布 

8月 ･白金精神薄弱児職能訓練室開設 8月 ･市高速道路(地下鉄)構内防蚊対策(名駅から本山) 8月 ･引揚者等に対する特別給付金支給法公布 

･公害対策基本法公布 

･環境衛生金融国庫法公布 

  9月 ･八事霊園に本市初の納骨堂完工   

10月 ･どんぐり広場第1号完成     

  11月 ･胃の集団検診車初めて登場   

12月 ･身体障害者家庭奉仕員派遣開始 

･重度心身障害者(児)介護見舞金支給開始 

12月 ･精神衛生相談員を西、昭和、瑞穂、中川保健所に配置。同

時に精神科嘱託医配置 

･(城西)東病棟、診療棟、管理棟を増築し、病床数259床に

増床 

･名古屋市伝染病予防協議会設置 

  

昭和43年 

(1968) 

1月 ･国民健康保険給付改善(世帯員7割給付、助産費2,500円、葬

祭費2,000円) 

    

4月 ･愛護手帳交付開始 

･心身障害者扶養共済制度実施 

･在宅重症心身障害者特殊寝台貸与開始 

･福祉奨学金対象拡大(被保護世帯･施設収容児童) 

･一般災害見舞品支給制度実施 

･五条保育園をはじめ4か園開園 

･五条保育園園開園 

4月 ･中央卸売市場衛生検査所発足 

･化学物質消長調査の開始 

･衛生局に公害対策部新設(公害対策課昇格) 

･瑞穂保健所新庁舎で業務開始 

･(緑市民)名古屋市立天白病院が緑市民病院附属天白診療

所となる(病床20床廃止) 

4月 ･厚生省「保健所再編成」の基本的な考え方発表(基幹保健

所構想) 

･国立病院特別会計法の一部を改正する法律 

成立(国立療養所の経理、一般会計から特別会計へ) 

･妊産婦糖尿病療援護費支給開始 

5月 ･大池･鳴子保育園開園   5月 ･イタイイタイ病公害疾患と認定 

･医師法改正(インターン制度廃止) 

6月 ･身体障害者世帯の市営住宅優先入居開始 

･希望荘(精神薄弱者援護施設)開設 

･各楽福祉会館開設 

･東山指導所に肢体不自由者更生施設併設 

6月 ･犬の避妊手術開始 6月 ･区政協力委員制度発足 

･大気汚染防止法騒音規制法公布 

「先天性代謝異常児の医療給付について」(事務次官通知) 

  7月 ･日本脳炎警報発令基準決まる   

8月 ･飛騨川バス転落事故(連絡本部設置、救援隊派遣) 

･子ども会活動事故見舞金支給開始 

8月 ･初の日本脳炎警報発令   

  9月 ･市内河川に水質基準適用   

  10月 ･百日咳･ジフテリア･破傷風の三混ワクチン採用   

11月 ･宿所提供施設「熱田荘」開設 11月 ･香港かぜワクチンの予防接種   

  12月 ･先天性代謝異常児医療給付事業開始 

･精神衛生相談員を東、中、熱田、港、守山、緑保健所に配

置、同時に精神科嘱託医配置 

･3か月児保健指導開始(5か月児を移行) 

  

昭和44年 

(1969) 

  2月 ･(緑市民)本館改築により病床数168床となる   

  3月 ･市血液対策協議会発足 3月 ･「名古屋市将来計画･基本計画」策定 

･子ども専門病院新設(兵庫県) 

･厚生省保健所の将来像発表 

･腸･パラチフス、定期予防接種から除外 

4月 ･重症心身障害者(児)介護手当制度実施 

･老人向公営住宅あっせん開始 

･被保護世帯児童学童服購入資金支給制度実施 

･笠寺福祉会館開設 

･猪子石第一､二ツ橋､上の池保育園開園 

4月 ･町美「除草剤」反対 

･妊産婦糖尿病療援護費支給開始 

･大気汚染監視センター市役所西庁舎に完工 

･子宮がん検診開始(実施月10月のみ) 

4月 

 

･国立病院特別会計法の一部を改正する法律成立(国立療養

所の経理、一般会計から特別会計へ) 

  5月 ･犬の去勢手術に補助金支給 5月 ･フェニ－ルケトン尿症の検査体制確立 

6月 ･居宅ねたきり老人寝衣支給開始 

･厚生院(特別養護老人ホーム)増築完工 

  6月 ･脳卒中予防特別対策実施要網出る 

7月 ･同和対策事業特別措置法公布 

･名城保育園開園 

7月 ･進行性筋萎縮症者療養等給付事業実施 

･付添看護料補給金支給制度実施 

･がん予防対策要網出る 

  

8月 ･児童手当･交通遺児手当制度実施 

･託児室の助成開始 

･被保護世帯交通災害共済加入補助制度実施 

8月 ･局保健予防課が保健課と予防課に分割(1部6課24係) 

･ねたきり老人訪問健康診査開始 

･防疫センター発足 

･緑保健所改築のため仮庁舎へ移転 

  

9月 ･若狭精神薄弱者職能訓練室開室 9月 ･昭和保健所、移動保健所業務開始 

･飼犬指導所東分所完工 

  

10月 ･寡婦福祉資金貸与制度実施 10月 ･乳児･精密健康診査妊産婦一般健康診査、医療機関委託 

･西保健所新築移転(複合施設) 

･フェニ－ルケトン尿症検査開始 

･妊婦健康診査及び乳児精密健康診査の実施(委託) 

  

11月 ･重度身体障害者に日常生活用具の給付開始     
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    12月 ･公害健康被害救済に関する特別措置法公布 

･厚生省、公害病対象地域に水俣市、四日市市、川崎市、大

阪市など6か所指定 

昭和45年 

(1970) 

  2月 ･中央卸売市場衛生検査所完工   

  3月 ･中村保健所現在地に新築 

･千種保健所移転(現在地)(総合庁舎) 

･(守山市民)防衛庁航空騒音防止対策補助金を受け、診療部

門、管理部門の改築工事、第1期、第2期完成 

･(城北)･現在地に新築移転し、病床数220床となる 

･総合病院名称承認 

  

4月 ･民生局保育課設置 

･西児童交通遊園開設 

･矢田･富田第二保育園開園 

･老人いこいの家開設(中川区) 

･愛知県遺児手当制度実施 

･福祉奨学金制度統合(身体障害者、被保護世帯、施設収容児

童) 

4月 ･防疫センター事業運営要領(そ族こん虫駆除指導要領) 

･衛生局総務課病院係を廃止し病院管理課を 

設置 企画係、財務係の1課2係となる 

･(城西)総合病院名称承認 

･千種保健所新庁舎にて業務開始(複合施設) 

･学童心臓検診の実施 

･乳幼児身体発育調査の実施 

4月 ･愛知県在宅重度障害者手当制度実施 

･柔道整復師法公布 

5月 ･日雇労働者健康保険擬制適用の取扱い廃止 

･熱田福祉会館開設 

･鳩岡･本星崎保育園開園 

  5月 ･心身障害者対策基本法公布 

･衛生検査技師法改正(臨床検査技師の免許制度規定) 

6月 ･島田第二保育園開園 6月 ･「自閉症対策実施実施について」に基づき、ブロック制で

精神衛生相談員が対応 

･学童心臓検診の実施 

･乳幼児身体発育調査の実施 

  

7月 ･政府「公害対策本部」新設 

･45･7集中豪雨･災害救助法4区に適用 

死者3人、全半壊8世帯 

床上浸水 4,452世帯 

    

9月 ･一般災害見舞金制度実施 

･天神山福祉会館開設 

  9月 ･厚生省キノホルム剤の販売中止 

･「保健栄養学級実施要網」出す 

  10月 ･名古屋市救急医療(時間外等)対策協議会発足 

･市公害対策審議会発足 

･東保健所新築移転(複合施設) 

10月 ･愛知県遺族相談員制度発足(名古屋市分7名) 

･救急医療対策協議会設置 

･第11回国勢調査(本市人口2,036,053人) 

11月 ･北千種保育園開園   11月 ･保健所問題懇談会開始 

12月 ･老人性白内障手術費支給事業開始   12月 ･水質汚濁防止法公布 

･「精神衛生特別都市対策の推進について」厚生省局長通知 

･保健所法6次改正(「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」

附則4条によるもの) 

･母乳に残留農薬発見 

･東京に光化学スモック発生 

昭和46年 

(1971) 

  3月 ･(守山市民)既設病棟防音施行により減少した病床数71床

分の病床を増設し、防音改築工事第3期完成 

･八事斎場改築(50基) 

  

4月 ･重度心身障害者市営交通料金無料化実施 

･身体障害者自動車運転免許取得費補助制度実施 

･手話講習会開始 

･夜間保育所補助制度実施 

･保母修学資金対象拡大(高校生) 

･中児童交通遊園開設 

･十番､汐見が丘､梅森坂保育園開園 

･在宅重度身体障害者訪問診査実施 

･児童福祉センター第一期工事完成 

児童相談所移転 

中央児童館開設、児童遊園設置 

･あつた学園(精神薄弱児通園施設)開設 

4月 ･肺がん検診開始 

･中保健所庁舎改築のため北接旧美容学校跡へ仮庁舎移転 

･衛生研究所機構改革(環境部･公害部から独立して公害研

究所を併設) 

4月 ･児童手当法公布(昭和47年1月施行) 

･中高年齢者等の雇用の促進に関する特別措置法公布 

6月 ･にじが丘、上飯田東保育園開園   6月 ･悪臭防止法公布 

･リファンピシン結核予防法適用 

    7月 ･環境庁発足 

8月 ･点字講習会開始 8月 ･公害対策部が公害対策局に昇格(衛生局5課20係) 

･港、南保健所に公害保健係新設 

  

9月 ･台風23号･災害救助法2区に適用 

全半壊     12世帯 

床上浸水 2,543世帯 

･国民健康保険給付改善(助産費10,000円) 

    

10月 ･民生局老人医療課設置 

･老人医療費助成制度実施(75歳以上) 

･ねたきり老人介護手当制度実施 

･前津福祉会館･児童館開設 

･若杉作業所(精神薄弱者授産施設)開設 

10月 ･守山保健所の新築移転(複合施設) 

･インフルエンザ予防接種無料化(15歳以下、65歳以上) 

  

11月 ･高岳福祉会館･児童館開設 11月 ･セイタカアワダチソウ調査   

  12月 ･「名古屋市救急医療(時間外等)対策要網」決定 

･市ならびに区救急患者医療対策協議会発足 

･予防接種における問診の重視 

･35歳以上の肺がん検診開始 

  

昭和47年 

(1972) 

1月 ･失業対策事業紹介対象者就職支度金制度実施   1月 ･医療基本法案(仮称)発表 

  2月 ･先天性心臓疾患児精密検査実施   

  3月 ･(東市民)臨床研修病院の指定を受ける 3月 ･PCB汚染対策委員会発足 
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4月 ･老人医療費助成対象拡大(75歳以上→70歳以上) 

･家庭奉仕員派遣事業市へ移管 

･学区子ども会育成連絡協議会助成 

･国民健康保険限度額改定(80,000円) 

･被保護世帯児童野外教育参加支度金支給制度実施 

･猪子石第二･新宮坂保育園開園 

･東山指導所を緑風荘と改称 

･天白寮を植田寮に統合 

4月 ･「小児がん治療研究事業」開始 

･市民の火葬料、無料化 

･日本脳炎予防接種無料化(15歳以下、65歳以上) 

･日本脳炎3歳以上に年齢引き上げ 

  

5月 ･児童福祉センター第二期工事完成(わかくさ学園、昭和児童

交通遊園開設) 

･八事福祉会館開設 

    

6月 ･上飯田福祉会館･児童館開設 

･御田保育園開園 

･緑風荘に肢体不自由者更生施設重度棟増設 

  6月 ･自然災害にかかる市町村災害弔慰金補助制度実施 

･労働安全衛生法公布 

･食品衛生法の一部改正(管理運営基準の設定等営業者責任

の強化) 

  7月 ･指宿から蚊駆除対策のためタップミノウ移植 7月 ･勤労婦人福祉法公布 

･厚生省公衆衛生局に「特定疾患対策室」新設 

･保健所問題懇談会基調報告 

8月 ･区社会福祉事務所に福祉係設置 

･氷室保育園開園 

･敬老金の贈呈開始(80歳以上) 

･1日老人の日制定 

･老人社会奉仕団活動開始 

･東志賀保育園(乳専)開園 

8月 ･保健課に特定疾患係、衛生研究所に環境医学部新設   

  9月 ･「血友病児医療給付事業」開始 9月 ･「児童の慢性腎炎ネフローゼ及びぜんそくの治療研究事業

について」(児童家庭局長通知) 

10月 ･老人居室整備資金貸付制度実施 

･留守家庭児童育成会助成開始 

･老人福祉法改正(老人医療費無料化) 

10月 ･保健所問題懇談会基調報告 

･中保健所改築 

10月 ･国連人間環境会議、ストックホルムで開催 

･難病総合対策5か年計画要網発表(20疾患) 

12月 ･民生局老人医療課を医療福祉課と改称     

昭和48年 

(1973) 

1月 ･乳幼児医療費助成制度実施(O歳児) 

･外国人に国民健康保険適用開始 

･ねたきり老人及び重度障害児に日常生活用具支給開始 

1月 ･公共下水道内ネズミ駆除開始 

･中川保健所機構改革で公害対策係新設3課10係 

1月 ･老人医療費助成国の制度となる 

  2月 ･名古屋市医師会との協力により第一次救急医療体制整備

開始 

･中村区休日急病診療所開設(中村保健所の一部借用) 

･名古屋市内において第二次救急医療体制整備開始 

  

    3月 ･厚生省、保健所の将来像発表 

4月 ･乳幼児医療費助成制度拡大(0,1歳児) 

･遺児手当制度実施･各区に老人相談員設置 

･地域子ども会運営助成開始 

･守山福祉会館･児童館開設 

･東栄保育園開園･北児童交通遊園開設 

4月 ･特定疾患治療研究事業開始 

･潜在看護力活用講習会開始 

4月 ･愛知県、市町村の乳幼児医療費助成制度に補助開始 

･特定疾患治療研究事業実施要綱 

5月 ･本地第一保育園開園 

･児童福祉センター完工(くすのき学園開設) 

5月 ･慢性疾患児治療研究事業開始   

6月 ･平針原、片平保育園開園 6月 ･食品衛生法に基づく管理運営基準の施行 

･南区休日急病診療所開設 

  

7月 ･芝保育園開園   7月 ･民問社会福祉施設整備資金貸付制度実施 

8月 ･民生局に児童部･厚生部設置 

･敬老特別乗車券の交付･公共施設敬老優待券交付 

･老人無料入浴事業開始 

8月 ･食品衛生課新設 

･昭和保健所、北保健所、西保健所機構改革で公害対策係新

設3課10係 

･乳児一般健康診査の医療機関委託開始 

･代謝異常児検査研究事業開始 

8月 ･心身障害者対策協議会発足 

･厚生省公衆衛生局改組保健所課廃止 

    9月 ･災害弔慰金の支給及び災害援護資金の貸付に関する法律

公布 

･愛知県第1回老人スポーツ大会開催 

10月 ･障害者医療費助成制度実施   10月 ･愛知県、市町村の心身障害者医療費助成制度に補助開始 

･有毒性物質を含有する家庭用品の規制に関する法律公布 

･動物の保護及び管理に関する法律公布 

･WHO家庭計画セミナー、東京で開催 

･公害健康被害補償法公布 

12月 ･名古屋市奉仕銀行設置   12月 ･精神衛生実態調査 

昭和49年 

(1974) 

    1月 ･名古屋市短期計画研究班設置(1月～4月) 

  3月 ･北区休日急病診療所開設 3月 ･国立公害研究所新設「循環器疾患等健康診断実施要領」出

す 

4月 ･守山児童交通遊園開設 

･国民健康保険給付改善(助産費20,000円、葬祭費10,000円) 

･医療費助成制度(老人･乳幼児･障害者)対象者に対する看護

料差額助成事業開始 

･みどり学園を児童福祉センター内に移転 

･病休代替保母制度開始 

  4月 ･重度心身障害者介護手当対象拡大 

5月 ･天神山いこいの家開設 5月 ･名古屋市域看護婦等確保対策協議会発足 

･中村区休日急病診療所移転(中村保健所の一部借用の廃

止) 
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6月 ･身体障害者福祉街づくり事業千種区内で開始 

･本地第二保育園開園 

･高齢者福祉電話設置事業開始 

･心身障害児短期里親制度実施 

  6月 ･職親補給金制度実施 

･結核予防法一部改正 

･世界人口会議、ブダベストで開催 

･大腿四頭筋短縮症、社会問題化 

･公害健康補償法施行 

･塩ビモノマー発がん性問題になる 

7月 ･民生局同和対策室設置 

･港福祉会館･児童館開設 

･瑞穂福祉会館･児童館開設 

･畑田保育園開園 

･老人福祉電話貸与制度実施･個人災害救済制度実施 

･国民健康保険給付改善(高額療養費支給制度実施) 

･集中豪雨･災害救助法2区に適用(床上浸水約3,000世帯) 

    

  8月 ･名東保健所開設準備のため局付課長2、局付係長1が発令さ

れ千種保健所内で事務開始 

･港区休日急病診療所開設 

8月 ･厚生省AF2全面使用禁止を決定 

9月 ･特別児童扶養手当法改正により特別児童扶養手当等の支給

に関する法律施行(特別福祉手当新設)･敬老手帳の交付 

･天神山老人共同作業所開設 

    

  10月 ･「小児慢性特定疾患治療研究事業」開始   

11月 ･中村児童館開設 11月 ･名古屋市立中央高等看護学院(仮称)設立準備委員会設置   

  12月 ･名東保健所仮庁舎完成 

･遺伝子相談指導事業開始 

･羊水による染色体検査実施 

･水銀による母子汚染調査実施 

  

昭和50年

(1975) 

 

     ･国際婦人年 

  1月 ･中川保健所新築移転 (複合施設) 

･百日せきワクチン中止、ジフテリア･破傷風二混で継続 

1月 ･名古屋市短期計画(昭和50年～昭和52年)公表 

  2月 ･昭和保健所区政改革により天白区独立でＵ4型となる 

･千種保健所区政改革により名東区が独立でＵ3型となる 

･名東保健所開設(仮庁舎) 

･天白保健所開設(仮庁舎) 

･精神衛生相談員を名東、天白保健所に配置 

同時に精神科嘱託医配置 

2月 ･名古屋市同和対策事業の基本方針と基本計画策定 

･16区制実施(名東区、天白区を分区) 

･児童養育手当制度実施(外国人の児童･遺児に対する手当) 

4月 ･九番、宮根、野南保育園開園 

･「共同作業事業助成要綱」を制定し、小規模作業所への助

成を開始 

4月 ･し尿浄化槽維持管理指導要網の施行 

・看護師を対象とした臨床実習指導者講習会を開始 

・名古屋市立中央高等看護学院開校(3年課程(定時制)) 

4月 ･東京都保健所区移管 

5月 ･身体障害者福祉街づくり事業中村区内で開始 

･緑寿荘(軽費老人ホーム)開設 

･緑福祉会館･児童館開設 

･港児童交通遊園開設 

･富田第三保育園開園 

5月 ･幼児に対するフッ素塗布開始 

･大腿四頭筋拘縮症児検診実施 

･(緑市民)総合病院名称承認 

 

5月 ･同和緊急生活資金貸付金制度実施 

6月 ･(福祉手当新設)昭和橘作業所開設 

･天子田、藤が丘保育園開園 

  6月 ･特別児童扶養手当等の支給に関する法律の一部を改正す

る法律公布 

7月 ･盲導犬貸与事業実施   7月 ･義務教育諸学校等の女子教育職員及び医療施設･社会福祉

施設等の看護婦･保母等の育児休業に関する法律公布(昭

和51年4月施行) 

･同和関係地区個別調査実施 

･「保健所における精神衛生業務中の社会復帰相談指導実施

要領」出す 

8月 ･手話通訳者派遣制度実施 

･重度心身障害者住宅改造補助金支給制度実施 

8月 ･ジフテリア、破傷風二混の年齢2歳に引き上げ 8月 ･ねたきり老人寝具貸与事業実施 

9月 ･はざま保育園開園     

10月 ･福祉手当制度実施 

･心身障害者施設通所付添交通費助成制痩実施 

10月 ･市医師会東京高裁判決により予防接種の一時協力返上 10月 ･第12回国勢調査(本市人口2,079,740人) 

    11月 ･愛知県看護協会が社団法人化する(会員数6,662名) 

12月 ･障害者歯科医療センター開設に伴い助成開始     

昭和51年 

(1976) 

  1月 ･名東保健所新庁舎にて業務開始(複合施設) 

･種痘の全面中止 

  

  3月 ･天白保健所新庁舎にて業務開始(複合施設) 3月 ･ラッサ熱伝染病予防法による指定伝染病となる 

4月 ･中川福祉会館･児童館開設 

･中川児童交通遊園開設 

･尾上、一本松保育園開園 

･老人配食サービス事業実施 

･国民健康保険給付改善(助産費40,000円、葬祭費20,000円) 

･国民健康保険料限度額改定(120,000円) 

4月 ･中川保健所Ｕ2型に格付 

･名古屋休日急病歯科医療センター開所(現在の北歯科医療

センター) 

･猫の避妊去勢手術費用の補助制度開始 

4月 ･「大腿四頭筋等拘縮症の健康診査の実施について」厚生省

家庭児童局長通知 

5月 ･機構改革により部制廃止 

･スタッフ制導入(参事･主幹･主査) 

･失業対策部、失業対策室となる 

･宝神保育園開園 

･同和地区老人慰労金支給制度実施 

･身体障害者福祉街づくり事業中区内で開始 

･桜山通勤寮開設 

5月 ･「動管法」施行に伴う不用猫の引取り制度はじまる 

･機構改革(事務見直し作業に基づき保健課、予防課を医療

対策課、保健予防課に整理統合、参事、主幹主査制度導入。

保健所でも主幹主査制度導入)全保健所3課1係9主査(10主

査) 

5月 ･身体障害者雇用促進法及び中高年齢者等の雇用の促進に

関する特別措置法の一部を改正する法律公布 

･「在宅老人福祉対策事業の実施及び推進について」(厚生

省社会局長) 

･厚生省において看護婦等就労促進事業(ナースバンク事

業)発足 
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6月 ･桜山いこいの家開設 

･大永寺、亀の井、黒石保育園開園 

6月 ･飼犬指導所を動物指導センターに名称変更 

･(守山市民)総合病院名称承認 

6月 ･予防接種法、結核予防法一部改正(予防接種の接種対象か

ら、腸チフス、パラチフス、発疹チフス及びペストを除外。

新たに麻しん、風しん、日本脳炎を追加。特に必要がある

と認められるものを政令で指定できる旨規定。 

･予防接種(BCGを含む)による健康被害に対する救済措置を

規定。救済措置は昭和52年2月より施行) 

7月 ･身体障害者福祉電話貸与制度実施 

･特別養護老人ホーム黒石荘開設 

    

    8月 ･「市町村母子保健事業の推進について」(事務次官) 

9月 ･千種児童館開設 

･千種児童交通遊園開設 

･振甫保育園開園 

･台風17号に伴う豪雨･災害救助法3区に適用 

半壊          217戸 

床上浸水  1,953世帯 

9月 ･初の動物フェスティバル 

･専修学校(専門課程)の許可を受け名古屋市立中央高等看

護学院→名古屋市立中央看護専門学校と改称 

9月 ･「地方衛生研究所設置要網」改正 

10月 ･在宅重度心身障害児･者緊急一時保護制度実施 10月 ･精神衛生指導センターあおばの里開設   

12月 ･上飯田南保育園開園     

昭和52年 

(1977) 

  1月 ･給排水設備の構造と維持管理に関する基準及び指導要網

の施行 

  

  3月 ･名古屋市医師会休日急病診療所設置 

･第1回東区民健康展開催 

  

4月 ･軍水、豊成、山根保育園開園 

･被保護世帯等高校進学支度金制度実施(福祉奨学金制度) 

･国民健康保険料隈度額改定(150,000円) 

･中村児童交通遊園開設 

･産休あけ保育制度開始 

    

  5月 ･全保健所機構改革で3課1係8主査(9主査) 5月 ･「民生委員の日」制定(5月12日) 

6月 ･安田保育園開園 

･身体障害者街づくり事業北区内で開始 

  6月 ･簡易専門水道の規制に係る水道法の一部改正法律公布 

･ILO看護職員条約勧告の採択 

･厚生省が看護研修研究センター設置 

7月 ･松が根保育園開園 7月 ･食品衛生相談所実施要領出る 

･昭和区休日急病診療所開設 

7月 ･「救急医療対策事業実施要網」医務局長通知 

  8月 ･緑市民病院に神経科開設される 8月 ･予防接種法の一部改正(麻しんの定期接種の義務づけ) 

10月 ･老人医療費助成対象拡大(70歳以上→68歳以上) 

･西味鋺、よもぎ保育園開園 

･重度心身障害老寝具･特殊寝台貸与事業実施 

10月 ･食品の営業許可有効期限3年となる 

･街頭栄養相談所市民コーナーで開設 

･先天性代謝異常検査実施(ガスリー法) 

  

  11月 ･熱田区休日急病診療所開設 11月 ･循環器疾患予防重点地区対策の実施について 

12月 ･名古屋市基本構想策定 12月 ･中川区休日急病診療所開設 12月 ･被保護世帯に対する休日夜間受診証発行 

昭和53年 

(1978) 

1月 ･名東福祉会館･児童館開設 

･名東児童交通遊園開設 

1月 ･風しん予防接種開始(中3女子、集団接種) 

･1才6か月児健康診査開始 

  

    2月 ･メキシコ市と姉妹都市提携 

4月 ･児童福祉施設入所児童、戦傷病者、原爆被爆者、精神薄弱

者市営交通料金無料化実施 

･中島保育園開園 

･国民健康保険給付改善(助産費60,000円) 

･国民健康保険料限度額改定(180,000円) 

･名古屋市同和対策事業長期計画策定 

･被保護世帯に対する各種支給要綱を統合 

4月 ･同和対策事業開始 

･腎臓バンク発足(本市と東海三県) 

･ポリオ予防接種時期を変更(冬→春、秋) 

4月 ･「国民の健康づくり対策」推進通知 

･「婦人の健康づくり実施要網」出す 

･「市町村保健センター整備要網」出す 

5月 ･老人･乳幼児･障害者医療費助成制度窓口統合(区役所保険

年金課) 

5月 ･名古屋掖済会病院において救命救急センター運営開始(第

三次救急医療体制) 

5月 ･許可、認可等の経理に関する法律公布(国民栄養調査の執

行に関する事務が保健所を設置する市にあっては、市長が

行うこととした等) 

6月 ･森田、烏森、豊田、森孝、太子保育園開園 

･重度身体障害者自動車改造補助金制度実施 

  6月 ･大規模地震対策特別措置法公布 

7月 ･身体障害者街づくり事業熱田区内で開始 

･交通遺児手当制度を遺児手当制度に統合し支給対象拡大 

7月 ･保健所、市立病院に喫煙コーナー設置   

  9月 ･公害研究所新庁舎で事業開始 

･第1回健康増進市民のつどい開催 

  

10月 ･鳩岡作業所開設 

･移動入浴事業開始 

･重度身体障害者タクシー料金助成事業実施 

･盲人ガイドヘルパー派遣事業実施 

･障害者住宅整備資金貸付制度実施 

･ねたきり老人短期保護事業開始 

･住所不定者の診察、入院に伴う協力料支給制度実施 

･住所不定者に対する生活用品支給制度実施 

10月 ･第二次救急医療体制において病院群輪番制開始 
･在宅ねたきり委嘱訪問看護事業開始 

10月 ･医療法の一部改正公布(公告のできる診療科目の追加) 

11月 ･母子家庭医療費助成制度実施 

･母子家庭医療費助成制度対象者に対する看護料差額助成事

業開始 

･笠寺老人共同作業所開設 

11月 ･瑞穂区休日急病診療所開設 

･千種区休日急病診療所開設 

11月 ･同和対策事業特別措置法一部改正 

12月 ･植田寮増改築(救護定員140人→170人) 

･天白福祉会館･児童館開設 

･天白児童交通遊園開設 

12月 ･名東区休日急病診療所開設 12月 ･南京市と友好都市提携 

昭和54年 

(1979) 

     ･国際児童年 

･WHO，種痘根絶宣言 

  1月 ･麻しん予防接種開始(定期、個別接種)   

  3月 ･救急医療情報システム開始 

･中央看護専門学校において第1回卒業式挙行 
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4月 ･民生局福祉課廃止、老人福祉課、障害福祉課設置 

･都、砂田橋、比良西保育園開園 

･障害児保育制度開始 

･国民年金推進員制度廃止 

･国民健康保険料限度額改定(18万円→20万円) 

4月 ･県から「猛獣等の飼養の制限に関する条例」事務委任 

･犬の登録料大巾値上げ(300円→1,500円) 

  

5月 ･民生窓口設置 

･西児童館開設 

･軽費老人ホーム安田荘開設 

･西文化センター開設 

･区役所支所(守山区志段味支所除く)に 

    

6月 ･田幡、当知保育園開園 

･老人クラブ活動推進員設置 

･身体障害者街づくり事業瑞穂区内で開始 

6月 ･名古屋医療センターにおいて救命救急センター運営開始

(第三次救急医療体制) 

  

7月 ･母子休養ホーム事業開始 

･名古屋ポート･プレイランド開園 

･西文化センターにおける保健婦個別指導 

7月 ･精神衛生指導センターの設置が条例化される「わかばの

里」設置 

  

9月 ･集中豪雨･災害救助法1区適用(床上浸水462世帯)     

10月 ･新開、宮西、森の里、牧野池保育園開園 

･高齢者能力活用推進事業実施 

･老人クラブ友愛訪問事業モデル実施 

･心身障害者扶養共済制度加入対象拡大と二口加入制度開始 

    

  12月 ･天白区休日急病診療所開設 12月 ･角膜及び腎臓の移植に関する法律公布 

･許可認可等の経理に関する法律公布(興業場、旅館、公衆

浴場の営業許可等の事務が、保健所を設置する市にあたっ

ては市長が行うこととした等) 

昭和55年 

(1980) 

  2月 ･中央看護専門学校に助産学科新設   

  3月 ･(東市民)救急診療棟増設 

･中央看護専門学校移転(現在地) 

  

4月 ･水草保育園開園 

･国民健康保険料限度額改定(20万円→23万円) 

･国民健康保険給付改善(鶴;無親) 

助産費 6万円→8万円 

葬祭費 2万円→3万円 

4月 ･乳がん自己検診普及事業開始 

･風しん予防接種中2女子に切り替え 

･中央看護専門学校に助産学科を新設 

  

5月 ･熱田児童館･児童交通遊園開設 

･父子休養ホーム事業開始 

･身体障害者、精神薄弱者、戦傷病者及び原爆被爆者に対し

東山動植物園等公共施設の無料入場実施 

･守山区志段味支所に民生窓口設置 

･国際障害者年推進協議会設置 

5月 ･「へい獣処理場等に関する法律」の規定の内、動物の飼養

等に関する事務を保健所長に委任 

  

6月 ･春里、宮前、荒輸井、高針北保育園開園 

･身体障害者衛づくり事業昭和区、港辱内で開始福祉向け住

宅を父子世帯まで対象拡大 

    

7月 ･盲導犬総合訓練センター開設 7月 ･守山区休日急病診療所開設 7月 ･東海地震「警戒宣言時における応急対策要綱」を策定 

･し尿浄化槽の構造を告示(建設大臣) 

  8月 ･定期種痘接種廃止 8月 ･同和地区高齢者実態調査 

9月 ･茶屋、宝生保育園開園 

･母子、父子家庭介護人派遣事業実施 

  9月 ･シドニー市と姉妹都市提携 

･老人保健制度、第1次試案提案 

  10月 ･王子住宅改良事務所における保健婦個別相談 

･先天性代謝異常症等検査(クレチン症)の追加実施 

10月 ･第13回国勢調査(本市人口2,087,884人) 

12月 ･身体障害者福祉バス運行開始 12月 ･し尿浄化槽法定検査の開始   

昭和56年 

(1981) 

     ･国際障害者年 

1月 ･市南部高年者能力活用センター設立     

  3月 ･(城西)管理診療棟、理学診療棟増築   

4月 ･福祉奨学金制度対象学校の拡大手をつなぐ親の会会館開設 

･千代田橋保育園開園 

･国民健康保険料限度額改定(23万円→26万円) 

･国民健康保険給付改善(葬祭費30,000円→35,000円) 

･母子家庭医療費助成制度対象拡大(義務教育終了前→18歳

以下) 

4月 ･愛知県済生会病院を助産施設に指定 

･緑区休日急病診療所開設 

  

5月 ･身体障害者スポーツセンター開設 

･南児童館･南児童交通遊園開設 

･軽費老人ホームきよすみ荘開設 

･大野、丸池、旭出、牧野原保育園開園 

･住所不定者の緊急ベッド確保事業実施 

    

6月 ･障害福祉課に手話通訳者配置 

･休養温泉ホーム松ケ島開設 

･身体障害者街づくり事業西区、名東区内で開始 

･中途失明者生活訓練事業開始 

    

7月 ･障害福祉課に聴覚障害者用手書き電話設置 

･失業者就労事業就労者白立引退特例援助金制度実施(9月ま

で) 

･盲青年社会生活教室開催 

  7月 ･同和問題と市民の意識調査実施 

  8月 ･食中毒防止強調月間の設定   

9月 ･障害者の市営駐車場利用料金減額実施   9月 ･障害者早期療育指導委員会設置 
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10月 ･福祉基金の創設 10月 ･食品衛生責任者設置要網の設定 

･食品衛生責任者養成講習会の実施 

･感染症サーベランス事業開始 

･母子管理システム発足 

･歯科疾患実態調査実施 

･酒害予防対策実施要領策定 

･3種混合沈降精製ワクチン使用開始 

10月 ･第40回日本公衆衛生学会名古屋市にて開催 

11月 ･第1回「障害者と市民のつどい」開催     

12月 ･第1回「障害者の日」記念のつどい開催 12月 ･(城北)診療棟西館(未熟児病棟、西3階病棟)増築 12月 ･名古屋市一般戦災傷害者慰労金支給 

昭和57年 

(1982) 

    1月 ･在日外国人に国民年金の適用開始 

2月 ･中文化センター開設     

3月 ･国民健康保険給付改善(助産費8万円→10万円)   3月 ･名古屋市国際障害者年長期計画策定 

･市児童扶養手当支給要綱廃止 

4月 ･東児童交通遊園開設 

･神宮東保育園開園 

･在宅障害児療育相談事業を通園施設において開始 

4月 ･犬の登録料値上げ(1,500円→2,100円) 4月 ･結婚相談事業を社会福祉協議会が開始 

･地域改善対策特別措置法施行 

･厚生省公衆衛生局に老人保健部設置 

･結核予防法一部改正 

･母子福祉法の一部改正により母子及び寡婦福祉法として

施行 

･結核予防法施行令一部改正高校2年、3年の定期健康診断を

間引 

5月 ･高齢化対策室設置 

･のりくら保育園開園 

･緑風荘に身体障害者通所授産施設を開設 

5月 ･有床診療所監視業務(定期)開始   

6月 ･ハンディキャップゾーンを千種区、港区に開設 

･身体障害者街づくり事業東区、南区内で開始 

    

8月 ･市北部高年者能力活用センター設立 

･白金児童館改築のため取壊し(昭12年中央社会館として設

置) 

  8月 ･老人保健法公布(昭和58年2月施行) 

･老人保健法成立(昭和58年2月施行) 

10月 ･厚生院新築移転 

･戦傷病者医療費助成制度実施 

･戦傷病者医療費助成制度対象者に対する看護料差額助成事

業開始 

    

11月 ･総合社会福祉会館開設 

･北歯科医療センターが北区総合庁舎内に移転 

11月 ･北保健所新築移転(複合施設) 

･北歯科医療センターが北区総合庁舎内に移転 

･西区休日急病診療所開設 

  

  12月 ･東市民病院附属眼科診療所(トラホーム診療所)閉鎖 12月 ･個人災害救済制度に災害障害見舞金制度創設 

昭和58年 

(1983) 

     ･「国連障害者の十年」開始年 

  3月 ･(東市民)南1階病棟一部増設し、288床となる   

4月 ･白金児童館改築工事竣工 

･藤里保育園開園 

･精神薄弱者生活能力訓練事業開始 

･国民健康保険高額療養費受領委任払制度実施 

･人工肛門等造設者装具助成の実施 

4月 ･委託健康診査開始 

･委託胃がん検診開始 

･老人保健法保健事業としてリハビリ教室開始 

･衛生局組織改革(保健予防課成人衛生係を廃止し､成人保

健対策室設置) 

  

5月 ･緑児童交通遊園開設 

･児童福祉センターにすぎのこ学園(難聴幼児通園施設)と療

育棟を新設し、障害児総合通園センターを開設 

    

6月 ･身体障害者街づくり事業守山区、緑区内で開始 6月 ･(城北)本館改築し、病床数251床となる   

  7月 ･名古屋市旅館等指導要綱施行   

8月 ･名古屋市同和対策事業実施計画策定 

･老人医療費助成制度一部改正(68･69歳を対象) 

･福祉給付金制度実施(県制度による) 

    

9月 ･ハンディキャップゾーンを北区、西区、南区に開設     

    11月 ･中国からの帰国者に対する福祉特別乗車券の交付 

    12月 ･トラホーム予防法廃止 

･全国精神衛生実態調査 

昭和59年 

(1984) 

2月 ･瑞穂児童交通遊園開設 

･福祉給付金制度対象拡大(市制度において非課税世帯など

を追加) 

    

4月 ･苗代保育園開園 

･精神薄弱者援護施設入所者入院看護料補給金助成制度実

施 

･国民健康保険料限度額改定(26万円→28万円) 

4月 ･神経芽細胞腫検査実施 

･乳幼児発達相談開始に伴い療育相談事業の見直し(16→2

保健所) 

･ピカピカ歯みがき運動開始 

･幼稚園･保育所歯科指導者講習会開始 

･名古屋第二赤十字病院において救命救急センター運営開

始(第三次救急医療体制) 

･食品衛生課･環境衛生課を廃止し、環境食品課を設置 

4月 ･厚生省組織改革により健康政策局と保健医療局設置、生

活衛生局に改編 

･名古屋歯科衛生士専門学校開校 

5月 ･身体障害者街づくり事業 中川区、天白区内で開始     

7月 ･市西部高年者能力活用センター設立 

･痴呆性老人短期保護事業実施 

･要約筆記奉仕員派遣事業開始 

    

    8月 ･AIDSサーベイランス事業開始 

  9月 ･(守山市民)中央材料室、新管理棟の増築 

･なごやか健診開始 

9月 ･保健所法一部改正(保健所経費の一部について国の補助

を負担金方式から交付金方式へ) 

10月 ･痴呆性老人介護手当制度実施 

･虚弱老人デイ･サービス事業実施 

･介護人派遣事業実施 

･退職者医療制度実施 

  10月 ･健康保険法改正施行医療費1割負担となる 

･子供難病の専門研究機構として小児科医療研究センター

が国立小児病院に開設 

11月 ･ハンディキャップゾーンを昭和区に開設     
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12月 ･各区社会福祉事務所にミニファックスを設置 

･ハンディキャップゾーンを名東区に開設 

･聴覚障害者世帯に福祉電話･ミニファックスの貸与事業開

始 

  12月 ･東京都新宿区に全国身障者福祉センターが開設 

昭和60年 

(1985) 

     ･国際青年年 

3月 ･ハンディキャップゾーンを熱田区に開設     

4月 ･在宅障害者デイ･サービス事業実施 

･寿楽荘移転改築 

 

  4月 ･厚生省は「中間施設に関する懇談会」の設置を決定 

･厚生省が母子保健法改正について検討事項を発表 

･国民年金法改正 

    5月 ･国民年金法等の一部改正法公布(昭和61年4月施行) 

    6月 ･児童手当法の一部を改正する法律公布(昭和61年6月施

行) 

･児童扶養手当法の一部を改正する法律公布(昭和60年8月

施行) 

7月 ･市東部高年者能力活用センター設立   7月 ･地方公共団体の事務に係る国の関与等の整理、合理化等

に関する法律公布 

8月 ･母子福祉資金貸付金に児童扶養資金増設     

10月 ･「名古屋市高齢化対策長期指針 

－なごやかライフ80－」策定･公表 

  10月 ･第14回国勢調査(本市人口2,116,381人) 

･市役所東庁舎完工 

    11月 ･厚生省は50代、60代の新名称について公募 

「実年」を金賞に決定 

    12月 ･医療法が23年ぶりの大改正 

昭和61年 

(1986) 

1月 ･民生委員審査会を社会福祉審議会に統合 1月 ･結核、感染症サーベイランスオンラインシステム開始 

･Ｂ型肝炎母子感染防止事業開始 

1月 ･神戸で初のエイズ女性患者死亡 

    2月 ･日本がん看護学会発足 

･エイズ問題総合問題対策大綱の決定 

3月 ･ハンディキャップゾーンを千種区に開設 

･社団法人名古屋市シルバー人材センター設立 

･名古屋市高年大学鯱城学園開校 

･乳幼児健全育成相談事業開始 

3月 ･(城西)北病棟増築し、病床数305に増床 

 

3月 ･高知県でエイズ感染の主婦が出産 

4月 ･民生局に児童部、福祉部、厚生部を設置 

･聴覚障害者情報文化活動事業開始 

･脳性まひ者等ガイドヘルパー派遣事業開始 

4月 ･看護技術教室(健康づくりの一環に組み入れ名称変更) 

･リハビリ教室の充実(各保健所年6回) 

･母乳推進事業開始 

･精神障害者小規模保護作業所助成要綱制定 

4月 ･国民年金法等の一部改正法施行(基礎年金等の導入) 

  6月 ･エイズ相談窓口を設置 6月 ･政府は閣議で「長寿社会対策大綱」を決定 

･医療法一部改正 

7月 ･名古屋市短期計画(昭和61年～昭和63年)公表 

･同和問題と市民の意識調査実施 

7月 ･中川保健所富田分室開設   

8月 ･失業者就労事業自立引退者特例給付金制度実施 

･失業者対策事業高齢者生活相談員制度実施 

･福祉風土まちづくり事業開始 

･社会保険本人に対する医療費助成制度実施 

  8月 ･厚生省医療計画策定指針を決定 

･厚生省は痴呆性老人対策本部を設置 

9月 ･高年齢者就業機会開発事業実施     

10月 ･鶴舞公益質屋廃止 

･公文書公開制度実施 

    

  11月 ･東区、緑区の一部地域で在宅療養支援システム･モデル事

業開始 

  

    12月 ･厚生省はエイズ対策専門家会議を設置 

･地方公共団体の執行機関が国の事務として行う事務の整

理厚び合理化に関する法律公布 

･老人保健法等の一部を改正する法律公布 

昭和62年 

(1987) 

     ･国際居住年 

  1月 ･在宅療養支援システムモデル事業に北区追加。歯科モデル

事業開始 

1月 ･厚生省創立50周年記念式典 

･厚生省は昭和63年度から第2次国民健康づくり対策 

･アクティブ80ヘルスプランを計画 

･日本人初のエイズ患者発生(神戸市) 

3月 ･豊国荘廃止   3月 ･地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関

する法律公布(昭和62年4月施行) 

･公害健康被害補償法改正(指定地域解除) 

4月 ･民生局福祉部を廃止し、高齢化対策部を設置 

･老人福祉課、高齢化対策室、失業対策室を廃止し、高年福

祉課、高年指導課を設置 

･児童福祉審議会を社会福祉審議会に統合 

･五条荘改築工事竣工 

･上野保育園を汁谷保育園と改称 

･名古屋市高年大学鯱城学園楽陶館(陶芸実習場)開設 

･老人クラブ社会参加モデル推進事業実施 

･肢体障害者自立促進活動事業開始 

･精神薄弱者グループホーム事業開始 

･国民健康保険料限度額改定(28万円→31万円) 

4月 ･リハビリ教室の充実(各保健所年6回) 4月 ･栄養士法改正 

･WHO世界看護指導者会議開催 

    5月 ･社会福祉士及び介護福祉士法公布(昭和63年4月施行) 

･身体障害者雇用促進法の改正 

6月 ･オストメイト社会適用訓練事業開始   6月 ･厚生省は在宅医療環境整備検討会を設置 

  7月 ･南保健所新築移転 7月 ･三重大学附属病院でB型肝炎ウィルスの感染で医師1人死

亡、医師と看護婦2人が重体 

    9月 ･精神保健法公布(昭和63年7月施行) 
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10月 ･名古屋市同和対策推進計画策定 

･第3セクター方式による重度障害者多数雇用企業「愛知玉野

情報システム」の設立 

･ねたきり老人等介護者教室開始 

10月 ･八事斎場 無煙無臭化、天然ガス化(46基) 

･市医師会夜間･深夜急病センター開設 

10月 ･厚生省国民医療総合対策本部が中間報告 

12月 ･障害者福祉啓発グラビア誌「WithYou」の発行     

昭和63年 

(1988) 

1月 ･富田いこいの家開設 

･社会福祉施設に緊急通報システム導入 

1月 ･(緑市民)南館増築により、病床数300床となる   

  2月 ･保健所でエイズ抗体検査を開始 2月 ･結核初の対象者の改善 

･結核予防法の入所命令、及び命令入所期間の改正(短期治

療) 

3月 ･ひとり暮らし老人緊急通報事業実施の発行 

･簡易宿泊所「船見寮」廃止 

3月 ･公害健康被害補償法改正に伴い指定地域解除   

4月 ･国民健康保険料限度額改定(31万円→35万円) 

･国民健康保険給付改善(助産費 10万円→13万円、葬祭費 

35,000円→5万円) 

･各社会福祉事務所に地域福祉担当主幹を配置 

･身体障害者ストマ用装具差額助成事業実施 

･在宅ねたきり老人の往診歯科医療サービス開始 

･社会福祉及び、介護福祉士法施行 

4月 ･60歳肺がん検診開始 

･公害健康相談事業拡大(東･西･昭和保健所) 

･リハビリ教室の充実(各保健所年10回) 

  

  5月 ･歯周病予防教室開始 

･薬物相談窓口業務開始 

  

6月 ･ねたきり老人介護者宿泊研修事業実施     

    7月 ･厚生省は痴呆性老人対策として、専門の治療 

病棟と通院治療施設を設置するための実施要網を通知 

･厚生省は組織改正により、大臣官房に老人保健福祉部設置 

8月 ･厚生省の「長寿社会対策推進会議」発足   8月 ･名古屋市新基本計画策定 

9月 ･名古屋市高年大学鯱城学園移転(教育館→生涯教育センタ

ー) 

    

10月 ･なごやかライフ推進プラン策定 

･名古屋市福祉健康センター事業団設立 

  10月 ･第1回全国健康福祉祭開催(兵庫) 

･訪問看護モデル事業11地区で開始 

12月 ･重度身体障害者緊急通報事業開始   12月 ･12月1日を世界エイズデーと定める(WHO) 

･世界人権宣言40周年記念･同和問題啓発 

･MMRワクチンの導入 

･映画「ちいさな指輸」制作発表 

平成元年 

(1989) 

    1月 ･後天性免疫不全症候群の予防に関する法律公布(2月施行) 

  2月 ･麻しん、風しん予防接種にMMRワクチン導入   

3月 ･視覚障害用ワードプロセッサー共同利用事業開始     

4月 ･身体障害者更生相談所移転 

･名古屋南歯科医療センター開設 

･精神薄弱者雇用促進事業開始 

4月 ･母乳教室開始 

･在宅療養支援事業開始(東、北、緑保健所) 

･リハビリ教室の充実(各保健所年12回) 

･むし歯予防教室開始 

･北保健所楠分室開設 

･西保健所山田分室開設 

･健康教育研修室開設(旧南保健所を改修) 

･名古屋南歯科医療センター開設 

･ミナミ調剤センター開設 

  

  6月 ･名古屋市保健医療福祉連絡協議会第1回開催 6月 ･地域保健将来構想報告書が厚生省より出る 

7月 ･シルバー人材センターで自転車リサイクル事業開始 

･名古屋市新基本計画推進計画策定 

7月 ･健全母性育成事業名称変更 

･身体障害者更生相談所との連携による訪問リハビリテー

ション開始 

7月 ･世界デザイン博覧会開催 

8月 ･痴呆性老人ナイトケア事業開始 

･痴呆性老人デイホーム事業開始 

･福祉会館デイサービス事業開始 

･第3セクター方式による重度障害者･精神薄弱者多数雇用企

業「名古屋昭和建物サービス」設立 

    

10月 ･高齢者スポーツ事業開始 

･福祉健康センター開設(健康診断項目にＥＫＧ、聴力等含

む) 

10月 ･在宅療養支援事業開始(千種･西･熱田･中川･南･名東保健

所) 

10月 ･労働安全衛生法改正 

･市制100周年記念式典 

    11月 ･歯科衛生士法一部改正 

    12月 ･高齢者保健福祉推進10ヵ年戦略「ゴールドプラン」策定 

平成2年 

(1990) 

1月 ･寿寮を寿荘と改称、新築移転     

  3月 ･市立看護専門学校廃止 

･港保健所新築移転(複合施設) 

･(緑市民)本館改造工事完成(昭和63年～平成元年度 2ヵ

年工事) 

  

4月 ･高齢化対策事業基金設置 

･身体障害者福祉ホームの開設 

･在宅心身障害児(者)緊急一時保護制度拡充(中度の精神薄

弱児･者まで対象拡大) 

4月 ･名古屋市在宅療養支援事業専門部会設置 

･在宅療養支援事業拡大(中村･中･昭和･瑞穂･港･守山･天白

保健所) 

･中央看護専門学校の看護学科→第一看護学科に改称、第二

看護学科増設 

4月 ･看護婦の養成カリキュラム改正 

･訪問看護開発室設置 

･老人福祉法等関係八法改正(在宅福祉施設策の法定化) 

5月 ･若杉作業所改築工事竣工     

6月 ･高齢者の生きがいと健康づくり推進事業開始   6月 ･老人福祉法等の一部を改正する法律公布 

･厚生省健康政策局長通知 

「地域保健活動の充実強化について」 

7月 ･名古屋市子ども会キャンプセンター「中津川キャンプ場」

の開設 

7月 ･在宅ねたきり高齢者訪問歯科診査開始 

･保健所保健予防課業務検討委員会答申 

  

8月 ･なごやかヘルプ事業開始     

9月 ･ライフデザイン事業開始     

    10月 ･第15回国勢調査(本市人口2,154,793人) 
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11月 ･同和問題と市民の意識調査実施 11月 ･精神障害者家族交流会を開始   

    12月 ･看護週間「看護の日」を制定(5月12日) 

平成3年 

(1991) 

1月 ･自立援助ホーム事業開始     

  3月 ･名古屋市特定呼吸器疾病患者医療救済条例失効(既存患者

は引き続き救済) 

3月 ･エイズ問題総合対策大綱策定 

4月 ･国民健康保険料限度額改定(35万円→39万円) 

･高齢化対策部を再編し、高齢対策課、高齢福祉課を設置 

･社会福祉事務所に民生課、福祉課を設置し、各区役所へ編

入(各区福祉部)地域福祉担当主幹廃止 

･重度精神薄弱者タクシー料金助成事業開始 

･ねたきり老人在宅心身障害児(者)移送サービス事業開始 

4月 ･二種混合、三種混合予防接種完全個別化 

･妊産婦歯科診査開始 

･大腸がん検診開始 

･保健所保健予防課機構改革 

(疾病予防→感染症､健康相談→健康推進係､成人衛生→

成人保健､訪問指導→保健看護) 

  

  5月 ･心の健康講演会を開始 5月 ･児童手当法の一部を改正する法律公布(4月1日施行) 

  6月 ･(東市民)東病棟増築工事が完成し538床となる 

･乳幼児健康診査個別通知勧奨開始 

･精神障害者交流事業を開始 

･3歳児眼科検診開始 

･3歳児聴覚検診開始 

  

8月 ･母子家庭等医療費助成対象拡大(父子家庭を追加) 

･高齢者国際交流団初派遣(オーストラリア) 

8月 ･保健所等情報システムの稼動 8月 ･救急救命士法施行 

9月 ･台風18号の影響による集中豪雨災害救助法3区適用(北･緑･

天白)(床上浸水 1,490世帯) 

  9月 ･訪問看護婦養成指導者講習会が厚生省委託事業として日

本看護協会で開始 

･各都道府県の「ナースバンク」を「ナースセンター」に改

組 

･老人保健法等の一部を改正 

    10月 ･老人保健法等の一部を改正する法律公布(4月1日、4月4日

施行) 

11月 ･福祉都市環境整備指針策定 11月 ･精神障害者家族交流大会を開始 

･骨粗しょう症予防事業開始 

11月 ･厚生省「障害老人の日常生活自立度(ねたきり度)判定基

準」の作成検討会報告書 

    12月 ･ＪＲ等の運賃割引が知的障害者へ適用拡大 

平成4年 

(1992) 

  1月 ･精神保健セミナーを開始 1月 ･老人保健法改正(一部負担金改定、老人訪問看護療養費の

支給、老人保健施設の入所対象者の拡大) 

3月 ･同和問題啓発映画「ひとりひとりの空」制作発表 3月 ･(東市民)MRI棟･手術等増築 3月 ･地域改善対策特定事業に係わる国の財政上の特別措置に

関する法律の一部を改正する法律公布(4月3日施行) 

4月 ･国民健康保険給付改善(助産費13万円→24万円) 

･高齢化対策部に福祉都市推進室を設置 

･障害福祉課に点訳者配置 

･ひきこもり･不登校児童対策事業開始 

･笹島寮改築竣工 

･在宅精神薄弱者ディサービス事業開始 

･老人訪問看護制度施行 

･診療報酬改訂 老人在宅情報提供料新設 

4月 ･衛生局機構改革(保健予防課看護係→成人保健課地域看護

係) 

･守山保健所志段味分室開設 

･母子健康手帳の外国語版 

･(英語･中国語)交付開始 

4月 ･保健事業第3次計画として大腸がん集団検診(平成4年～平

成11年) 

･ESCAP「アジア太平洋障害者の十年」決議 

･看護婦等の人材確保の促進に関する法律の制定 

･医療法の大改正 

5月 ･名古屋市老人クラブ連合会が愛知県老人クラブ連合会から

独立 

5月 ･港保健所南陽分室開設 5月 ･公共的建築物に関する福祉環境整備要綱制定(平成4年10

月施行) 

･道路交通法の改正(身体障害者用車いすの定義の明確化) 

6月 ･重度身体障害者リフトカー運行事業開始 

 

  6月 ･障害者の雇用の促進等に関する法律の改正 

･社会福祉事業法及び社会福祉施設職員退職手当共済法の

一部を改正する法律公布(人材確保法)(平成4年7月、平成5

年4月施行) 

7月 ･名古屋市新基本計画第2次推進計画策定   7月 ･厚生省老人保健福祉部が老人保健福祉局となる 

    9月 ･マドリードパラリンピック競技大会開催 

(初の知的障害者部門のスポーツ大会) 

10月 ･福祉都市環境整備推進資金融資制度創設     

11月 ･第2次名古屋市同和対策事業推進計画策定 

･第1回やさしさマーク交付式 

  11月 ･第1回全国精神薄弱者スポーツ大会開催(東京) 

    12月 ･第47回国連総会「12月3日を国際障害者デー」とする宣言

を採択 

平成5年 

(1993) 

    3月 ･「『障害者対策に関する新長期計画』ー全員参加の社会づ

くりをめざしてー」策定(障害者対策推進本部) 

4月 ･障害福祉部を新設し、障害施設課、障害福祉課を設置 

･地域療育センター開設 

･ひよし学園廃止 

･国民健康保険料限度額改定(39万円→41万円) 

･精神薄弱者福祉事務が政令指定都市移譲 

･外国人心身障害者給付金制度創設 

･乳幼児健全育成相談事業開始 

4月 ･(緑市民)緑市民病院附属天白診療所を廃止 

･エイズ抗体検査を原則無料化 

･MMR(麻しん、おたふくかぜ、風しん)ワクチンの接種を見

合わせ 

･看護管理者研修会、看護実務研修会開始 

4月 ･保母修学資金貸与制度廃止 

･障害者雇用対策基本方針を告示(労働省) 

･軽度の障害がある児童生徒に対する通級による指導を制

度化(文部省) 

    5月 ･｢福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律｣公布 

･母子及び寡婦福祉法の一部を改正する法律公布(平成6年1

月、平成6年4月施行) 

6月 ･地域リハビリテーション事業開始 6月 ･(守山市民)新病棟改築により200床稼働となる 6月 ･精神保健法の公布(平成6年4月施行) 

7月 ･社会福祉法人「なごや福祉施設協会」設立     

  8月 ･昭和保健所改築(複合施設)   

9月 ･精神薄弱者更生相談所 

(知的障害者センター･サンハート)開設 

    

10月 ･身体障害者白立支援事業開始 

･一時的保育事業開始 

    

11月 ･行政手続法公布 

･同和地区生活実態調査実施 

    

    12月 ･障害者基本法の公布(12月9日を「障害者の日」と規定) 
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平成6年 

(1994) 

     ･国際家族年 

1月 ･主任児童委員設置     

2月 ･名古屋市高齢者保健福祉計画策定     

    3月 ･児童手当法の一部を改正する法律公布(平成6年4月施行) 

4月 ･乳幼児医療費助成対象拡大(2歳未満児→3歳未満児) 

･児童の権利に関する条約批准 

･福祉健康センター名称変更 

(新名称:総合リハビリテーションセンター) 

･保育所世代間交流事業開始 

･国民健康保険料限度額改定(41万円→44万円) 

4月 ･子育て教室開始 

･委託なごやか健診(歯科検診)開始 

 

  

6月 ･障害者施策推進協議会設置   6月 ･健康保険法等の一部を改正する法律公布(平成6年10月施

行) 

･障害者の雇用の促進等に関する法律一部改正 

･「高齢者･身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の

建築に促進に関する法律(ハートビル法)」公布 

･「保健所法」が｢地域保健法」に改正(平成9年全面施行) 

    ７月 ･地域保健対策強化のための関係法律の整備に関する法律

公布(平成9年4月施行) 

    8月 ･予防接種法･結核予防法一部改正(接種を受ける義務が努

力義務に変更。予防接種の対象疾病から痘そう、コレラ、

インフルエンザ及びワイル病を削除。新たに破傷風を追加

平成6年10月施行) 

10月 ･国民健康保険･老人保健･医療助成の新電算システム開始 

･国民健康保険給付改善(助産費24万円→出産育児一時金30

万円) 

･福祉給付金制度改正(入院時食事療養費標準負担額の助成

開始) 

10月 ･入院時食事療養費、訪問看護療養費及び移送費の国民健康

保険保険給付創設 

･生活習慣改善指導事業開始 

  

11月 ･名古屋市障害者福祉新長期計画策定 

･第30回全国身体障害者スポーツ大会 

(ゆめぴっくあいち)本市で開催 

    

    12月 ･新高齢者保健福祉推進10か年戦略(新ゴールドプラン)の

策定 

･原爆被爆者に対する援護に関する法律公布 

「障害者白書」刊行(総理府) 

･「今後の子育て支援のための施策の基本的方向について」

(エンゼルプラン)策定 

平成7年 

(1995) 

1月 ･神戸市に応援職派遣(6月まで) 1月 ･阪神･淡路大震災の被害者支援のため医療救護班派遣(1月

～3月)、保健活動班派遣(2月～6月) 

･名古屋市老人保健施設施設整備費補助事業開始 

1月 ･阪神･淡路大震災 

2月 ･同和問題啓発映画「友情のキックオフ!」 

(アニメーション)制作発表 

    

4月 ･障害者住宅環境整備事業開始 

･国民健康保険料限度額改定(44万円→47万円) 

4月 ･風しん、日本脳炎予防接種個別化(ポリオ、BCG以外は指定

医療機関に委託して個別接種体制に) 

･B型肝炎母子感染防止事業廃止(健康保険給付対象となる) 

  

5月 ･子どものショートステイ事業開始  ･中央看護専門学校に看護第三学科を新設 5月 ･「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律」公布(平成7

年7月施行) 

    6月 ･「障害者週間」(12月3日～9日)を設定(障害者対策推進本

部) 

7月 ･名古屋市新基本計画第3次推進計画策定 7月 ･共働きカップルのためのパパママ教室開始 7月 ･社会保障制度審議会が公的介護保険制度の創設を勧告 

8月 ･高齢者保健福祉相談窓口を2区(中川･緑)に開設     

  9月 ･財団法人名古屋市高齢者療養サービス事業団設立   

10月 ･高齢社会対策基本法公布 10月 ･生活衛生センター発足 

･生活衛生センターに展示室(ムーシアム)開設 

･「名古屋市における地域保健のあり方について」答申(保

健所の機能強化に関する検討会) 

10月 ･第16回国勢調査(本市人口2,152,184人) 

11月 ･同和問題と市民の意識調査実施     

    12月 ･「障害者プラン」策定(障害者対策推進本部) 

平成8年 

(1996) 

4月 ･国民健康保険料限度額改定(47万円→50万円) 

･高齢者保健福祉相談窓口を9区に拡大 

･新宮坂保育園廃止 

･名古屋市高年大学鯱城学園移転開設 

4月 ･環境食品課に主査(薬務)を設置 

･精神保健福祉審議会設置 

･精神医療審査会設置 

･精神障害者通院患者リハビリテーン事業開始 

･精神保健職親制度開始(平成10年廃止) 

4月 ･精神保健福祉法大都市特例施行 

･「らい予防法」廃止 

    6月 ･岡山県で病原性大腸菌Ｏ157で女児死亡 

7月 ･とだがわこどもランド開設 

･痴呆性高齢者デイサービス事業開始 

･産休･育休あけ保育所入所予約事業開始 

7月 精神障害者福祉特別乗車券交付開始   

    9月 ･「優生保護法」が「母体保護法」に改正 

10月 ･身体障害者スポーツセンター名称変更 

(新名称:障害者スポーツセンター) 

10月 ･子育てサロンモデル事業開始 

･機能訓練事業に「地区リハビリ教室」を開設 

  

  11月 ･緑保健所新築移転   

    12月 ･人権擁護施策推進法公布(平成9年3月施行) 

平成9年 

(1997) 

  2月 ･(守山市民)MRI棟増築   

3月 ･名古屋市立保育短期大学廃止 3月 ･「名古屋市在宅寝たきり者委嘱訪問看護事業」の終了 3月 ･地域改善対策特定事業に係る国の財政上の特別措置に関

する法律の一部を改正する法律公布(平成9年3月施行) 

・新たな「地方衛生研究所設置要綱」の提示 

4月 ･社会福祉法人の設立認可、指導監督等の事務が愛知県から

移譲 

･養護施設若松寮移転開設のうえ、教育委貝会から移管 

･高齢者保健福祉相談窓口を全区に開設 

･外国人高齢者給付金制度創設 

･国民健康保険料限度額改定(50万円→52万円) 

4月 ･医薬品の一般販売業及び特別販売業の許可事務が愛知県

から移譲 

･診療所開設許可等の権限を愛知県より移譲 

4月 ･｢地域保健法｣全面施行 
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5月 ･児童虐待防止事業･電話相談「なごやっ子SOS」開設     

6月 ･重度身体障害者リフト付タクシー料金助成事業開始 

･総合リハビリテーションセンター新病棟開床(40→80床) 

  6月 ･児童福祉法等の一部を改正する法律公布(平成10年4月施

行) 

･健康保険法等の一部を改正する法律公布(平成9年9月施

行) 

7月 ･なごや福祉用具プラザ開設 

･高齢者就業支援センター開設 

7月 ･北･瑞穂･中川･天白保健所で高齢期心の健康相談日開設 7月 ･｢臓器移植法」成立 

8月 ･第3次名古屋市同和対策事業推進計画策定     

10月 ･24時問巡回型ホームヘルプサービス事業開始 

･生活援助型食事サービス事業試行開始 

･ゆうあいピック愛知･名古屋大会(知的障害者の全国スポー

ツ大会･第6回)の開催 

･知的障害者ガイドヘルパー派遣事業開始 

    

    11月 ･許可等の有効期間の延長に関する法律公布 

12月 ･植田寮更生施設増築(定員100人→150人)   12月 ･介護保険法公布(平成12年4月施行) 

･介護保険法施行法公布(平成12年4月施行) 

･厚生省介護保険制度実施推進本部、介護保険制度施行準備

室設置 

平成10年 

(1998) 

3月 ･福祉都市推進室廃止 3月 ･(緑市民)管理診療棟(北館)増築工事完成(平成8年～平成9

年度2ヵ年工事) 

  

4月 ･介護保険準備室設置 4月 ･西、南保健所に広域指導班(環境衛生)を設置 

･母と子の歯の健康教室開始 

･保健所機構改革(健康推進係→保健感染症係、感染症主査

廃止。衛生教育(学生指導、喫煙対策、健康づくりセミナ

ー等)が衛生教育及び医務担当主査から保健看護担当主査

へ分掌事務移管) 

  

5月 ･高齢者保健福祉計画･介護保険事業計画策定委員会設置 5月 ･県特定疾患医療給付事業対象者の医療費一部自己負担開

始 

  

8月 ･名古屋市遺児手当の支給要件を拡大(認知された児童を支

給対象児童に加えた) 

    

    9月 ･精神薄弱の用語の整理のための関係法律の一部を改正す

る法律公布 

10月 ･ねんりんピック'98愛知･名古屋(第11回全国健康福祉祭愛

知･名古屋大会)の開催 

  10月 ･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律(感染症法)公布(平成11年4月施行) 

  11月 ･訪問歯科指導開始   

平成11年 

(1999) 

     ･国際高齢者年 

1月 ･区役所福祉部福祉課に主査(介護保険準備)を設置     

2月 ･厚生院医療保護施設の療養環境改善(定員244人→224人)     

3月 ･名古屋市介護保険条例を公布 

･名古屋市介護保険条例施行細則を公布 

  3月 ･伝染病予防法廃止 

･性病予防法廃止 

･後天性免疫不全症候群の予防に関する法律廃止 

4月 ･知的障害者センター開設(知的障害者更生相談所、障害者･

高齢者権利擁護センター、障害者雇用支援センター) 

･区役所福祉部に主幹(介護保険準備)を設置 

･在宅サービスセンター(千種区･守山区)開設 

4月 ･(東市民)伝染病床を感染症病床に改称 

･名古屋市感染症予防協議会設置(名称変更) 

･保健所機構改革(次長制度導入、企画調査係､保健情報主査

設置､医療監視主査新設) 

･「学生実習｣｢健康づくりセミナー」各業務を保健情報担当

主査から保健看護担当主査へ分掌事務移管 

･衛生研究所機構改革(疫学情報部を新設、環境化学部と環

境医学部を統合して生活環境部を設置) 

･南区に平日夜間急病センター開設 

  

5月 ･盲ろう者通訳･ガイドヘルパー派遣事業開始 5月 ･名古屋市難病患者等居宅生活支援事業開始 

･市特定疾患医療給付事業対象者の医療費一部自己負担開

始 

  

    6月 ･精神保健福祉法の一部を改正する法律公布(平成12年4月、

平成14年4月施行) 

  7月 ･精神障害者介護等支援専門員養成研修会開始 7月 ･「結核緊急事態宣言」発表 

･地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する

法律公布(平成12年4月施行) 

8月 ･子育て支援長期指針策定     

  9月 ･精神障害者介護等支援サービス試行的事業開始   

10月 ･介護保険の準備要介護認定の開始 

･国民年金の新電算システム開始 

    

11月 ･第1回身体障害者･知的障害者介護等支援専門員養成研修開

催 

    

    12月 ･今後5カ年間の高齢者保健福祉施策の方向 

(ゴールドプラン21)の策定 

･「重点的に推進すべき少子化対策の具体的な実施計画」(新

エンゼルプランプラン)策定 

平成12年 

(2000) 

2月 

 

･在宅サービスセンター(南区)開設 2月 ･中村区住所不定者DOTS事業開始   

3月 ･サービス提供困難ケースのサポートの相談窓口を各区介護

福祉課に設置 

･在宅サービスセンター(瑞穂区)開設 

･高齢者保健福祉計画･介護保険事業計画 

～はつらつ長寿プランなごや2000～ 

(第1期計画)を策定 

  3月 ･市役所庁舎ISO14001の認証取得 
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4月 ･市機構改革により16局を10局に再編 

･民生局と衛生局が統合し、健康福祉局となる 

･監査指導室を設置 

･介護保険制度開始 

･介護保険準備室を廃止し、高齢福祉部内に介護保険課を設

置 

･区役所福祉部に介護福祉課を設置 

･福祉給付金制度改正(入院時食事療養費標準負担額の助成

廃止) 

･訪問介護利用者負担額軽減措置開始 

･要介護高齢者等福祉金事業開始 

･高齢者住宅改修相談事業開始 

･在宅要介護高齢者寝具貸与事業開始 

･家族介護者教室事業開始 

･高齢者自立支援生きがい通所事業開始 

･在宅介護支援センター開設 

4月 ･環境食品課を廃止し、環境薬務課、食品衛生課を設置 

･新斎場整備のため主幹(斎場整備)を設置 

･毒物及び劇物販売業の登録事務が愛知県から移譲 

･保健所を各区役所へ編入 

･介護予防事業「転倒予防教室」「痴呆予防教室」を開始 

･保健所リハビリ教室を老人保健法に基づく「Ａ型リハビリ

教室」、介護予防･生活支援事業に基づく「Ｂ型リハビリ

教室」に位置づけ実施 

･各区救急医療(時間外)対策協議会と区保健医療福祉連絡

協議会を廃止統合して保健所運営協議会で審議できるよ

う要綱を策定 

･(東市民)一般病床数488床、感染症病床数10床となる 

4月 ･事業系ゴミ全量有料化実施 

･地方分権一括法(第199条関係)施行(国民年金事務は機関

委任事務から法定受託事務へ) 

･「予防接種法」の改正により一類疾病に係る予防接種が義

務接種から努力義務に変更 

    5月 ･児童虐待の防止等に関する法律公布(平成12年11月施行) 

･児童手当法の一部を改正する法律公布(平成12年6月施行) 

･「高齢者･身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の

円滑化の促進に関する法律(交通バリアフリー法)」公布 

  6月 ･(東市民)内科の全日二次救急の開始 6月 ･「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正

する等の法律」公布 

7月 ･外国人精神障害者給付金事業開始     

  9月 ･東海豪雨の被災者支援のために保健師2交代制による24時

間体制の救護班設置 

9月 ･東海豪雨、全市に甚大な被害 

10月 ･高齢者自立支援訪問事業開始 

･生活援助軽サービス事業開始 

･介護保険の第1号被保険者の保険料徴収開始(基準額年額

34,507円) 

  10月 ･第17回国勢調査(本市人口2,171,557人) 

11月 ･在宅サービスセンター開設(中村区)、名楽福祉会館改築 11月 ･中村保健所改築(複合施設)   

12月 ･精神保健福祉センター開設 

･乳幼児医療費助成対象拡大(3歳未満児→4歳未満児) 

･乳幼児医療、障害者医療に所得制限導入 

    

平成13年 

(2001) 

1月 ･名古屋のびのび子育てサポート事業開始   1月 ･国省庁再編を実施。厚生労働省が誕生 

2月 ･名古屋市一時保護事業実施     

3月 ･ガイドウェイバス志段味線開通に伴い敬老特別乗車券及び

福祉特別乗車券適用拡充 

  3月 ･「地域における健康危機管理について～地域健康危機管理

ガイドライン～」作成 

4月 ･地域子ども相談室「子ども家庭支援センターさくら」開設 

･六郷保育園廃止 

4月 ･中央卸売市場衛生検査所改築   

5月 ･なごやこどもサポート連絡会議を設置 

･介護保険のホームページ(NAGOYAかいごネット)の開設 

    

6月 ･家族介護慰労金支給事業開始 6月 ･「子育て総合相談窓口」を全保健所に設置 

･匿名無料のHIV･HCV同時検査開始(10月まで) 

  

7月 ･国民健康保険出産育児一時金受領委任払制度実施     

8月 ･なごや子育て情報プラザを開設 

･市ホームレス援護施策推進本部を設置 

･軽費老人ホーム「清風荘」移転改築 

･在宅サービスセンター(中区、昭和区)開設 

･乳幼児医療費助成対象拡大(入院分4歳未満児→5歳未満児) 

･介護サービス事業者自己評価･ユーザー評価事業開始 

･介護保険アドバイザー派遣事業開始 

    

9月 ･在宅サービスセンター(港区)開設   9月 ･名古屋新世紀計画2010第一次実施計画策定 

･アメリカで同時多発テロ発生 

･国内初の狂牛病確定(千葉県の乳牛) 

10月 ･熱田区役所等複合施設完成 

･在宅サービスセンター(熱田区)開設 

10月 ･骨髄ドナー登録会を開始 

･子育てサロン開始 

･市牛海綿状脳症対策連絡調整会議を設置 

･食肉衛生検査所で牛海綿状脳症スクリーニング検査開始 

･熱田保健所新築移転(複合施設) 

10月 ･第1回全国障害者スポーツ大会、宮城県で開催(身体障害者

と知的障害者の全国大会を統合) 

･「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法

律」施行 

    11月 ･予防接種法改正(対象疾病を一類と二類に分け、二類とし

てインフルエンザを指定、高齢者に対し予防接種を実施) 

  12月 ･高齢者定期インフルエンザ予防接種を開始 12月 ･「保助看法」→「保健師助産師看護師法」に改正 

平成14年 

(2002) 

4月 ･児童福祉センターに児童虐待防止班を設置 4月 ･Ｃ型･Ｂ型肝炎ウイルス検査開始(40、45、50、55、60、65、

70歳等) 

･「名古屋市ホームレスDOTS事業実施要領」策定 

4月 ･地方分権一括法(第200条関係)施行 

･(国民年金保険料の収納事務等が国へ移管) 

5月 ･産後ヘルプ事業開始   5月 ･「身体障害者補助犬法」公布 

  6月 ･市民の火葬料、有料化 

･(城北)小児科の二次救急医療の拡充 

･(すべての土･日曜日･祝日･年末年始に実施) 

  

7月 ･精神障害者居宅介護等 

･(ホームヘルプサービス)事業全区で実施 

･障害者地域生活支援センターを16区に設置 

  7月 ･安全な血液製剤の安定供給に関する法律公布(15.7施行) 

8月 ･乳幼児医療費助成対象拡大(通院分4歳未満児→5歳未満児･

入院分5歳未満児→小学校入学前) 
･児童扶養手当認定･支給事務が愛知県から移譲 

  8月 ・「ホームレスの自立支援等に関する特別措置法」公布 

･「健康増進法」公布(平成15年5月施行) 

  9月 ･県特定疾患医療給付事業受給者療養実態調査の実施   
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10月 ･シェルター「白川公園前宿泊所」開設 

･老人医療費助成の対象年齢引上げ(68･69歳→段階的に73･

74歳) 

･福祉給付金制度の対象年齢引き上げ(68歳以上→段階的に

73歳以上) 

･老人保健医療の対象年齢引上げ(70歳以上→段階的に75歳

以上) 

･知的障害者基礎調査･精神保健福祉基礎調査実施 

    

11月 ･自立支援事業「あつた」開設   11月 ･SARS(重症急性呼吸器症候群)中国･広東省で発生(推定) 

･第16回日本エイズ学会(名古屋国際会議場)開催 

･母子及び寡婦福祉法等の一部を改正する法律公布(15.4施

行) 

    12月 ･「障害者基本計画」策定(閣議決定) 

平成15年 

(2003) 

2月 ･金山駅地区交通バリアフリー基本構想策定 

･福祉都市環境整備指針改定 

    

3月 ･高齢者保健福祉計画･介護保険事業計画 

～はつらつ長寿プランなごや2003～ 

(第2期計画)を策定 

･ちよだ学園･あつた学園廃止 

･福祉都市環境整備推進融資制度廃止 

3月 ･健康なごやプラン21策定 

･はつらつ長寿プラン2003公表 

･市立栄養専門学院閉校 

･平日夜間急病センター･南区休日急病診療所移転 

3月 ･名古屋新世紀計画2010第2次実施計画策定 

4月 ･同和対策室が市民経済局へ移管(→人権施策推進室) 

･介護保険料の改定(基準額 年額37,838円) 

･低所得者への介護保険料減免の実施 

･母子相談員を母子自立支援員に改称 

･母子寡婦福祉資金償還協力員の廃止 

･国民健康保険料限度額改定(介護分)(7万円→8万円) 

･国民健康保険世帯主給付割合(8割→7割) 

･北部地域療育センター開設 

･地域療育センター名称変更 

(新名称：西部地域療育センター) 

･宿所提供施設「熱田荘」定員50世帯→27世帯へ変更 

4月 ･定期予防接種(インフルエンザを除く)ワクチンの指定医

療機関への直接供給開始 

･思春期セミナー、子どもの事故防止教室開始 

･ニューファミリーセミナー開始･(母親教室、母乳推進事業

等の改正) 

･母子栄養食品支給廃止 

･妊娠中毒症療養援護費支給廃止 

･成人基本健康診査事業(自己負担1,000円導入) 

･成人基本健康診査事業、がん健診事業受診対象年齢の変更

(当該年度に40歳以上) 

･なごやか健診(骨粗しょう症追加) 

･60歳肺がん検診廃止 

･なごやか健診から胃がん、大腸がん、子宮がん、乳がん除

外 

･千種保健所で夜間エイズ検査を開始 

･中京病院において救命救急センター運営開始(第三次救急

医療体制) 

4月 ･支援費制度施行 

･介護保険の介護報酬の改定 

･介護保険の要介護認定の一次判定ソフトの改訂 

･ＳＡＲＳを新感染症として取り扱う決定 

  5月 ･名古屋第一赤十字病院において救命救急センター運営開

始(第三次救急医療体制) 

5月 ･食品安全基本法制定 

･食品衛生法改正 

  7月 ･走る食品衛生教室開始 

･食品安全･安心学習センター開設 

･食品安全サポーター開始 

7月 ･SARS伝播確認地域消滅(7月5日) 

･次世代育成支援対策推進法公布 

8月 ･乳幼児医療費助成対象拡大(通院分5歳未満児→小学校入学

前) 

･福祉給付金制度改正(非課税世帯への助成廃止) 

･盲導犬総合訓練センター開設 

 ･新斎場整備の予定地公表   

10月 ･生活援助型配食サービス(介護保険特別給付)の実施 

･自立支援配食サービス事業開始(生活援助型食事サービス

事業試行の廃止)(高齢者･身体障害者) 

10月 ･新斎場整備のため参事(斎場整備)、主幹(斎場整備)を設置 

･県特定疾患医療給付事業対象者の自己負担限度額を症状

と所得による認定に変更 

･(東、城西、城北、緑)管理型臨床研修病院の指定を受ける 

10月 ･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律及び検疫法の一部を改正する法律公布(平成15年11月施

行) 

  12月 ･市立病院整備基本計画策定   

平成16年 

(2004) 

1月 ･名古屋駅地区交通バリアフリー基本構想策定   1月 ･国内の鶏で鳥インフルエンザウイルス(H5N1)の感染を確

認(山口県) 

3月 ･簡易宿泊所「笹島寮」廃止 

･ハンディキャップゾーン名称変更 

(新名称:ユニバーサルゾーン) 

  3月 ･家庭用品規制法政令改正、ベンツピレン等3物質を規制対

象に追加し20物質に 

4月 ･被保護世帯の福祉奨学金制度廃止 

･指定管理者制度導入(福祉会館、いこいの家、児童館、笹島

寮) 

･児童交通遊園廃止 

･次世代育成支援室設置 

･「名古屋市障害者基本計画」策定 

･自立支援配食サービス事業を知的障害者に拡大 

･世帯第3子以降(３歳未満児)の保育料無料化開始 

･国民健康保険料隈度額改定(医療分)(52万円→53万円) 

･なごやつどいの広場事業開始 

･障害者･高齢者権利擁護センター北部事業所の開設 

･母子家庭等自立支援モデル事業実施 

4月 ･食品衛生監視指導等計画の公表 

･神経芽細胞腫検査廃止 

･4歳児及び5歳児歯の健康づくり事業開始に伴いピカピカ

歯みがき運動、幼稚園、保育所、歯科指導者講習会の廃止 

･委託肺がん検診開始 

･看護師を対象とした臨床実習指導者講習会を臨地実習指

導者講習会へ研修会名を変更し、研修期間を4週間から8

週間へ拡大 

4月 ･クリーニング業法を改正、利用者の利益保護･無店舗営業

を規制の対象に 

5月 ･更生施設「笹島寮」自立支援事業「なかむら」シェルター

「名城公園宿泊所」開設 

･第1回名古屋市障害者スポーツ大会開催(身体障害者と知的

障害者の大会を統合) 

    

  6月 ･医療安全相談窓口開設 

･医療安全推進協議会発足 

6月 ･障害者基本法改正 

･児童手当法の一部を改正する法律公布･施行(平成16年4月

遡及適用) 

7月 ･地域子育て支援センター事業開始 

･「ホームレス自立支援計画」策定 

7月 ･迅速検査法を利用した日曜日エイズ検査を開始(ナディア

パーク) 

  

  8月 ･食品衛生管理責任者講習会開始 

･特定不妊治療費助成事業開始 
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9月 ･敬老パス制度変更(一部負担制導入) 9月 ･名古屋市ホームレス健康支援事業要領策定 

･(東市民)(財)日本医療機能評価機構による病院機能評価

の認定(一般病院)を取得 

  

10月 ･障害者医療費助成対象拡大 

(精神保健福祉手帳1級所持者を追加) 

･西名古屋港線開業に伴い敬老パス及び福祉 

特別乗車券適用拡充 

･福祉給付金制度対象拡大(段階的に73歳以上→70歳以上) 

10月 ･瑞穂保健所新築移転(複合施設) 

･乳がん検診 マンモグラフィの導入 

･市特定疾患医療給付事業対象者の自己負担限度額を症状

と所得による認定に変更 

10月 ･新潟県中越地震 

11月 ･子育て支援手当制度実施 

･精神障害者スポーツ大会(バレーボール大会)開催 

11月 ･新潟県中越地震の被災者支援のため保健師派遣 

･「クオリティライフ21城北全体構想」策定 

  

12月 ･第1回ハートウォーミングコンサート開催   12月 ･フィブリノゲン製剤の納入先医療機関名等を公表 

･発達障害者支援法公布 

･特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する法律

公布（平成17年4月施行） 

平成17年 

(2005) 

    2月 ･国内初の、新型クロイツフェルト･ヤコブ病患者確認 

3月 ･児童相談所一時保護所敷地内で移転改築 

･「なごやか地域福祉2005」策定 

･「ひとり親家庭等自立支援計画」策定 

･「なごや 子ども･子育てわくわくプラン（名古屋市次世代

育成行動計画）」策定 

  3月 ･アンゴラで、マールブルグ病の集団感染 

4月 ･指定管理者制度導入 

（総合社会福祉会館、高齢者就業支援センター、総合リハビリテ

ーションセンター、熱田荘） 

･監査指導室を監査室に名称変更 

･老人医療費助成条例を廃止 

･「母子家庭等医療費助成」の名称を「ひとり親家庭等医療

費助成」に改正 

･民間児童養護施設夜勤補助制度開始 

4月 ･歯周疾患検診開始 

･クオリティライフ21城北推進室を設置 
  

  5月 ･日本脳炎予防接種原則中止 5月 ･山梨県の女子中学生がADEMを発症したことを受けて、日本

脳炎予防接種を見合わせ 

･日本脳炎ワクチン接種の積極的勧奨の差し控え 

    6月 ･国内の鶏で鳥インフルエンザ（H5N2）の感染を確認 

･動物の愛護及び管理に関する法律改正（平成18年6月施行） 
･食育基本法公布（平成17年7月施行） 

 7月 ･高齢者虐待相談センターの開設 

･高齢者短期入所ベッド確保事業開始 

7月 ･子宮体部がん検診開始 

･日本脳炎予防接種（第3期）廃止 

･ジフテリア･百日せき･破傷風（DPT）予防接種のDTワクチ

ン使用の廃止 

7月 ･「ユニバーサルデザイン政策大綱」策定（国土交通省） 

･予防接種法施行令の一部改正等（麻しん予防接種及び風し

ん予防接種の見直し（平成18年4月施行）、日本脳炎予防

接種（第3期）廃止、DPT予防接種のDTワクチン使用を廃止） 

    8月 ･愛知県遺児手当支給規則の一部を改正する規則施行 

10月 ･病後児保育モデル事業開始   10月 ･国内初の西ナイル熱患者発生（川崎市男性） 

    11月 ･世界のHIV感染者数が、4000万人を突破 

･障害者自立支援法公布（平成18年4月、10月施行） 

平成18年 

(2006) 

3月 ･栄･久屋大通駅地区交通バリアフリー基本構想策定 

･高齢者保健福祉計画･介護保険事業計画 

～はつらつ長寿プランなごや2006～ 

（第3期計画）を策定 

3月 ･「名古屋市立病院中期経営プラン」策定 

･麻しん予防接種及び風しん予防接種の廃止 

･中央看護専門学校の看護第三学科を閉科 

  

 4月 ･子ども青少年局を設置(健康福祉局児童家庭部等→子ども

青少年局) 

･指定管理者制度導入 

（休養温泉ホーム松ケ島、鯱城学園） 

･介護予防事業として、「福祉会館わくわく通所事業」、「高

齢者自立支援配食サービス事業」、「高齢者自立支援訪問

事業」等を開始 

･地域包括支援センター29ヵ所を16区に設置 

4月 ･市特定疾患医療給付事業対象疾患から橋本病を除外 

･特定高齢者施策としての介護予防事業を保健所、委託事業

所で開始 

運動器の機能向上事業 

低栄養改善事業 

口腔機能向上事業 

認知症うつ予防教室 

訪問型介護予防事業 

･骨粗しょう症検診開始 

･麻しん･風しん（MR）予防接種の第1期及び第2期の開始 

･任意麻しん予防接種及び任意風しん予防接種の開始 

･中央看護専門学校に研修部門を設置 

4月 ･介護保険に介護予防事業が加わる 

･障害者自立支援法施行 

･高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律施行 

   6月 ･MR予防接種において、MRワクチンに加え麻しんワクチン、

風しんワクチンも使用可 

･麻しん予防接種及び風しん予防接種の接種歴に関わらず、

MR予防接種（第2期）の接種可 

･任意麻しん予防接種及び任意風しん予防接種の廃止 

6月 ･薬事法の一部を改正する法律公布 

･健康保険法等の一部を改正する法律公布 

･改正された動物の愛護及び管理に関する法律施行 

･自殺対策基本法公布（平成18年10月施行） 

･高齢者･障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律公

布（平成18年12月施行） 

･予防接種法施行令の一部改正の一部改正等（MR予防接種に

おいてMRワクチンに加え麻しんワクチン風しんワクチン

も使用可、麻しん予防接種及び風しん予防接種の接種歴に

関わらずMR予防接種（第2期）の接種可） 

 7月 ･思春期･ひきこもりＥメール相談研究事業実施     

 8月 ･小学生医療費助成制度開始（小学1年～3年生、入院医療費

に限る） 

･乳幼児医療費助成制度の所得制限一部廃止（第3子以降の3

歳未満児） 

  8月 ･愛知県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会設置 

 10月 ･介護予防事業として、「高齢者はつらつ長寿推進事業」を

開始 

  10月 ･障害者自立支援法全面施行 

     11月 ･国内で36年ぶりに狂犬病患者が発生（京都市男性） 

   12月 ･名古屋市新斎場建設運営協議会設置 12月 ･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律等の一部を改正する法律公布（平成19年4月、6月施行） 

結核予防法廃止 

予防接種法の一部改正（結核を二類感染症に追加） 
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平成19年 

(2007) 

  1月 ･健康なごやプラン21中間評価を実施 1月 ･国内の鶏で鳥インフルエンザ(H5N1)の感染を確認 

   2月 ･名古屋市中央卸売市場南部市場内へ食肉衛生検査所が移

転 

  

 3月 ･第1期障害福祉計画を策定 

･シェルター「白川公園前宿泊所」閉鎖 

  3月 ･愛知県後期高齢者医療広域連合設置 

 4月 ･孤立死ゼロ･モデル事業実施 

･シルバーパワーを活用した地域力再生事業実施 

･在宅サービスセンター開設（東区）、高岳福祉会館改築 

    

     6月 ･がん対策推進基本計画策定 

   7月 ･新潟県中越沖地震の被災者支援のために保健師派遣   

   8月 ･新斎場の都市計画決定   

 9月 ･認知症高齢者を介護する家族支援事業開始     

     10月 ･温泉法の一部改正（10年毎の成分分析の義務化・承継承認

制度の新設） 

   11月 ･名古屋市食育推進計画を策定 

･なごや健康都市宣言 

  

   12月 ･名古屋市食の安全･安心条例公布（平成20年4月施行）   

平成20年 

(2008) 

1月 ･乳幼児医療費助成制度･小学生医療費助成制度の所得制限

廃止 

･小学生医療費助成対象拡大（小学3年生→小学6年生） 

  1月 ・「中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の

自立支援に関する法律」施行 

   2月 ･無料肝炎ウイルス検査の開始   

   3月 ･成人基本診査廃止   

 4月 ･高齢者の孤立死防止事業開始 

･国民健康保険特定健康診査実施 

･国民健康保険料限度額改定（医療分）（53万円→47万円） 

･国民健康保険後期高齢者支援金分の保険料徴収開始（限度

額 12万円） 

･国民健康保険料限度額改定（介護分）（8万円→9万円） 

4月 ･病院局を設置(健康福祉局病院事業本部→病院局) 

･医療制度改革により、特定健診特定保健指導開始 

･定期麻しん風しん予防接種（第3期・第4期）を開始（～平

成24年） 

･「名古屋市食の安全・安心条例」施行 

･肝炎患者医療給付事業の開始 

･新人看護職員研修会開始 

4月 ･後期高齢者医療制度開始 

     5月 ･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律等の一部を改正する法律公布、施行 

 8月 ･8月末豪雨災害に伴い、災害救助法全市に適用 

･「乳幼児医療費助成」の名称を「子ども医療費助成」に改

正 

･子ども医療費助成対象拡大（就学前→中学3年生、中学1年

～3年は入院医療費に限る。） 

･小学生医療費助成制度を廃止 

･障害者医療費助成・福祉給付金対象拡大（精神障害者保健

福祉手帳1級→2級） 

    

 10月 ･NHK放送受信料免除減免対象者拡大   10月 ･温泉法の一部改正（可燃性天然ガスの安全対策） 

平成21年 

(2009) 

3月 ･障害福祉計画（第2期）を策定 

･大曽根駅地区バリアフリー基本構想策定 

･はつらつ長寿プランなごや2009を策定 

･第2期ホームレスの自立の支援等に関する実施計画を策定 

･瑞穂福祉会館改築 

3月 ･がん相談情報サロン「ピアネット」の開設 

･市立病院改革プランを策定 

  

 4月 

 

･指定管理者制度導入 

（清風荘、安田荘、障害者スポーツセンター） 

･認知症総合相談窓口を各地域包括支援センターに設置 

･在宅サービスセンター開設(天白区) 

･国民健康保険料限度額改定(介護分)(9万円→10万円) 

4月 ･環境薬務課に薬務係を設置 

･薬局開設許可事務等が愛知県から移譲 

･中堅看護職員研修会開始 

4月 ･新型インフルエンザ（A/H1N1）の発生 

   6月 ･乾燥細胞培養日本脳炎ワクチンを定期の予防接種に用い

るワクチンとして追加 

6月 ･薬事法の一部を改正する法律施行 

7月 ･重度精神障害者タクシー料金助成事業開始     

  9月 市民の主催・参加する地域事業を対象としたAED貸与事業を

開始 

  

10月 

 

･65歳以上の被保険者世帯で国民健康保険料の特別徴収開始 

･住宅手当緊急特別措置事業開始（→平成25年住宅支援給付

事業） 

10月 ･新型インフルエンザ(A/H1N1)予防接種開始 

･愛知県特定疾患医療給付事業の対象疾患追加 

･女性特有のがん検診推進事業開始 

10月 ･特定疾患治療研究事業実施要綱の一部改正 

 (対象疾患を45疾患から56疾患に追加) 

11月 ･重度障害者入院時コミュニケーション支援事業開始     

平成22年 

(2010) 

1月  ･在宅サービスセンター開設(西区) 1月 ･西保健所新築移転（複合施設） 

･中保健所において土曜日エイズ検査を開始（即日検査） 

1月 ･社会保険庁が廃止され、日本年金機構が発足 

 3月 ･緑風荘身体障害者更生施設廃止     

 4月 ･指定管理者制度導入（きよすみ荘） 

･在宅サービスセンター開設(中川区) 

･高齢福祉部に認知症対策・地域ケア推進室を設置 

･国民健康保険料均等割額3%引き下げ 

･国民健康保険料限度額改定（医療分）（47万円→50万円） 

･国民健康保険料限度額改定（支援分）（12万円→13万円） 

4月 ･市特定疾患医療給付事業対象疾患から下垂体機能障害を

除外 

･がん検診 自己負担金を500円に統一(ワンコイン検診) 

･日本脳炎予防接種（第1期初回接種）積極的勧奨再開 

  

   5月 ･緑保健所徳重分室開設   

   6月 ･委託前立腺がん検診開始 6月 ･「地域主権戦略大綱」閣議決定 

 7月 ･民間戦災傷害者援護見舞金事業開始     

   8月 ･任意予防接種事業（水痘・おたふくかぜ）開始 

･日本脳炎予防接種、第1期の未接種者に対する特例措置 
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 10月 ･成年後見あんしんセンター開設 

･障害者自立支援配食サービス精神障害者へ対象拡大 

 

10月 ･任意予防接種事業に子宮頸がん・インフルエンザ菌b型（ヒ

ブ）・高齢者肺炎球菌を追加 

･3価ワクチンによるインフルエンザ予防接種開始（平成21

年10月開始の新型インフルエンザ（A/H1N1）予防接種は9

月末廃止） 

･ノロウイルス食中毒注意報・警報発令要綱策定 

･下垂体機能障害が名古屋市特定疾患医療給付事業から愛

知県特定疾患医療給付事業へ移行 

･公害対策業務を西・港・南・名東保健所に集約 

  

     12月 ･障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障

害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地

域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律公

布（平成24年4月までに段階的に施行） 

平成23年 

(2011) 

1月 ･地域包括支援センターの名称を「いきいき支援センター」

に変更 

1月 ･任意予防接種事業に小児肺炎球菌を追加、子宮頸がんは高

校1年まで対象年齢拡大、インフルエンザ菌ｂ型（ヒブ）

は5歳まで対象年齢を拡大し無料化 

1月 ･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律施行令の一部を改正する政令及び感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の一部を

改正する省令 

   3月 ･東日本大震災の被災者支援のため保健師、心のケアチーム

を派遣 

3月 ･新型インフルエンザ(A/H1N1)が季節性インフルエンザ対

策に移行(3月31日厚生労働大臣公表) 

 4月 ･指定管理者制度導入（緑寿荘） 

･緑風荘身体障害者授産施設を社会福祉法人による管理運営

へ移行 

･在宅サービスセンター開設(北区) 

･国民健康保険料限度額改定（医療分）（50万円→51万円） 

･国民健康保険料限度額改定（支援分）（13万円→14万円） 

･国民健康保険料限度額改定（介護分）（10万円→12万円） 

･東日本大震災の被災者支援のため陸前高田市へ職員を派遣 

4月 ･働く世代への大腸がん検診推進事業開始 

･犬･猫の引取りを有料化 

･東日本大震災の被災者支援のため陸前高田市へ職員を派

遣 

･日本脳炎予防接種(第1期追加接種及び平成23年度の小3～

4の第1期不足分)積極的勧奨再開 

  

   5月 ･日本脳炎予防接種、第1期及び第2期の未接種者に対する特

例措置 

･今年度に限り、麻しん風しん予防接種第4期に高校2年生相

当年齢を追加 

5月 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律

施行規則の一部を改正する省令 

 6月 ・生活保護就労意欲喚起事業開始   6月 ･障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す

る法律公布(平成24年10月1日施行) 

   7月 ･名古屋市動物愛護管理推進協議会設置 

･動物保護活動のため福島第一原発から半径20㎞以内の警

戒区域へ動物愛護センター技士を派遣 

  

     8月 ･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律公布(平成25年4月

までに段階的に施行) 

･障害者基本法の一部を改正する法律公布(一部を除き、同

日施行) 

 10月 ･子ども医療費助成対象拡大(通院医療費について中学3年生

まで対象) 

10月 ･中川区休日急病診療所及び守山区休日急病診療所に平日

夜間急病センターを開設 

･名古屋市食育推進計画(第2次)を策定 

10月 ･生食用食肉の規格基準施行 

平成24年 

(2012) 

1月 ･在宅サービスセンター開設(名東区)     

 3月 ･はつらつ長寿プランなごや2012を策定 

･障害福祉計画(第3期)を策定 

3月 ･名古屋市がん対策推進条例を制定 

･生活衛生センター展示室（ムーシアム）廃止 

･名古屋市食の安全･安心の確保のための行動計画を策定 

･名古屋市動物愛護推進員の委嘱開始 

  

 4月 ･名古屋市東部認定調査センター開設 

･名古屋市西部認定調査センター開設 

･黒石荘を社会福祉法人による管理運営へ移行 

･指定居宅サービス事業所等の指定・指導事務等が愛知県か

ら移譲 

･認知症疾患医療センター運営事業開始 

･認知症相談・連携体制強化事業開始 

･指定障害福祉サービス事業所等の指定・指導事務が愛知県

から移譲 

･知的障害者授産施設鳩岡作業所、若杉作業所、昭和橋作業

所を社会福祉法人による管理運営へ移行 

4月 ･夜間エイズ検査（千種･中保健所）に即日検査を導入 

･毒物劇物業務上取扱者に係る事務が愛知県から移譲 

･生食用食肉取扱い施設の条例による届出開始 

･ペットショップ等動物取扱業監視業務を動物愛護センタ

ーに集約 

･犬猫引取窓口を動物愛護センターに集約 

  

 5月 ･区役所支所における福祉業務を拡充 

･ひきこもり地域支援センター開設 

･障害者･高齢者権利擁護センター東部事業所の開設 

  5月 ･新型インフルエンザ等特別措置法公布（1年以内に施行） 

   6月 ･犬猫の飼主へのマイクロチップ装着費用補助の開始 6月 ･地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福

祉施策を講ずるための関係法律の整備に関する法律公布

（平成26年4月までに段階的に施行） 

･「ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法の一部を

改正する法律」公布 

･がん対策推進基本計画改訂 

 7月 ･各区に1カ所いきいき支援センターの分室を設置 7月 ･名古屋市医師会休日急病診療所が改築に伴い、名古屋医師

会急病センターへ名称変更 

7月 ･住民基本台帳法の一部を改正する法律施行（外国人住民を

適用対象に加えるもの） 

･牛肝臓の生食用提供・販売禁止 

   9月 ･不活化ポリオワクチンを定期の予防接種に用いるワクチ

ンとして追加（生ワクチンは廃止） 

9月 ･移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法

律公布 

･動物の愛護及び管理に関する法律の一部を改正する法律

公布（平成25年9月施行） 
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 10月 ･はいかい高齢者おかえり支援事業開始 

･障害者虐待相談センターの開設 

･障害者短期入所ベッド確保等事業 

･障害者就労支援センター2カ所開設 

10月 ･任意予防接種事業にロタウイルスを追加 10月 ･障害者虐待防止、障害者の擁護者に対する支援等に関する

法律施行 

   11月 ･四種混合ワクチンを定期の予防接種に用いるワクチンと

して追加 

  

   12月 ･陽子線治療資金の借り入れに対する利子補給制度開始 

･名古屋市理容師法施行条例公布 

･名古屋市美容師法施行条例公布 

･名古屋市クリーニング業法施行条例公布 

･名古屋市興行場法施行条例公布 

･名古屋市公衆浴場法施行条例公布 

･名古屋市旅館営業等の施設の構造設備の基準に関する条

例の一部を改正する条例公布（平成25年4月施行） 

  

平成25年 

(2013) 

1月 ･区役所におけるハローワークとの一体的就労支援事業開始     

     2月 ･四類感染症に重症熱性血小板減少症候群（SFTS）を追加す

る感染症法施行令公布（平成25年3月4日施行） 

   3月 ･中央看護専門学校の助産学科閉科 

･健康なごやプラン21（第2次）策定 

･名古屋市難病患者等居宅生活支援事業廃止 

3月 ･五類感染症に侵襲性インフルエンザ菌感染症、侵襲性髄膜

炎菌感染症及び侵襲性肺炎球菌感染症を追加する感染症

法施行規則公布（平成25年4月1日施行） 

 4月 ･指定管理者制度導入（寿荘） 

･高齢者の見守り支援事業開始 

4月 ･エックス線撮影業務を千種・中村・中・南保健所に集約 

･なごやかキャット推進事業開始 

4月 ･障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律施行（一部平成26年4月1日施行） 

･国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進

等に関する法律施行 

･予防接種法の一部改正（子宮頸がん、ヒブ、小児用肺炎球

菌の定期予防接種化） 

･鳥インフルエンザ（H7N9）を指定感染症として定める等の

政令公布（平成25年5月6日施行） 

   5月 

 

･中保健所移転（複合施設） 

･なごやナースキャリアサポートセンター開設 

  

   6月 

 

･予防接種後に全身の痛みを生じる事例が報告されている

ことにより、子宮頸がん予防接種の積極的勧奨を中止 

･風しん予防接種助成事業を開始 

･漬物製造施設及び生食用野菜・果実細切施設の条例による

届出開始 

6月 ･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律公布（平成27年4月

までに段階的に施行） 

･障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律公布（平

成28年4月1日施行） 

･「食品表示法」公布 

   9月 ･名古屋市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正

する条例公布（平成25年9月施行） 

  

     9月 ･基幹定点における届出対象疾患にロタウイルスによる感

染性胃腸炎を追加する感染症法施行規則公布（平成25年10

月14日施行） 

 10月 ･若年性認知症相談支援事業開始 

（認知症相談支援センター） 

    

     11月 ･薬事法等の一部を改正する法律公布（平成26年11月25日施

行） 

     12月 ･生活保護法の一部を改正する法律公布（平成27年4月まで

に段階的に施行） 

･生活困窮者自立支援法公布（平成27年4月施行） 

･中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自

立支援の支援に関する法律の一部を改正する法律公布（平

成26年10月施行） 

･薬事法及び薬剤師法の一部を改正する法律公布（平成26

年6月12日施行） 

平成26年 

(2014) 

1月 ･シルバー人材センター北部支部移転   1月 ･障害者の権利に関する条約批准・公布 

･移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法

律施行 

   2月 ･動物の飼養又は収容のための許可を必要とする区域の指

定について（告示） 

  

 3月 ･熱田福祉会館移転 

･障害者基本計画（第3次）を策定 

･シェルター「名城公園宿泊所」閉鎖 

3月 ･名古屋市新型インフルエンザ等対策行動計画策定 

･日曜日エイズ検査にスマートフォン等からの予約システ

ムを導入 

･動物愛護センターをリニューアルオープン 

  

 4月 ･名古屋市南部認定調査センター開設 

･指定管理者制度導入（寿楽荘） 

･障害者基幹相談支援センター開設（各区1か所） 

･希望荘を社会福祉法人による管理運営へ移行 

･国民健康保険料限度額改定（支援金分）（14万円→16万円） 

･国民健康保険料限度額改定（介護分）（12万円→14万円） 

  4月 ･精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正

する法律施行 

   5月 ･名古屋市南陽交流プラザ供用開始 5月 ･難病の患者に対する医療等に関する法律公布（平成27年1

月1日施行） 

     6月 ･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律公布（平成28年4月

までに段階的に施行） 

･地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するた

めの関係法律の整備等に関する法律公布 

･行政不服審査法の施行に伴う関係法律の整備等に関する

法律公布（平成28年4月1日施行） 
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 7月 ･仕事・暮らし自立サポートセンター開設 7月 ･愛知県広域予防接種事業に参加 7月 ･中東呼吸器症候群（MERS）を指定感染症として定める等の

政令公布（平成26年7月26日施行） 

 8月 ･第3期ホームレスの自立の支援等に関する実施計画を策定     

     9月 ･五類感染症にカルバペネム耐性腸内細菌科細菌感染症、水

痘（入院例に限る）、播種性クリプトコックス症を追加す

る感染症法施行規則公布（平成26年9月19日施行） 

 10月 ･市営住宅福祉向募集対象拡大（難病患者を追加）   10月 ･予防接種施行令の一部改正（水痘、高齢者肺炎球菌の定期

予防接種化） 

 11月 ･民間戦災傷害者の碑設置   11月 ･医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に

関する法律の一部を改正する法律公布（平成26年12月17

日施行） 

･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律の一部を改正する法律公布（平成28年4月までに段階的

に施行） 

平成27年 

(2015) 

1月 ･高額療養費の自己負担限度額細分化 

･出産育児一時金支給額の改正 

  1月 ･二類感染症に中東呼吸器症候群（MERS）及び鳥インフルエ

ンザ（H7N9）を追加する感染症法施行令公布（平成27年1

月21日施行） 

 3月 ･はつらつ長寿プランなごや2015を策定 

･なごやか地域福祉2015を策定 

･障害福祉計画（第4期）を策定 

    

 4月 ･特別児童扶養手当認定事務が愛知県から移譲 

･重症心身障害児者施設「ティンクルなごや」開設 

指定管理による運営 

･入院時食事療養費等の改正 

･国民健康保険料限度額改定（医療分）（51万円→52万円） 

･国民健康保険料限度額改定（支援金分）（16万円→17万円） 

･国民健康保険料限度額改定（介護分）（14万円→16万円） 

･名古屋市北部認定調査センター開設 

4月 ･名古屋歯科医療センターが名古屋歯科保健医療センター

に名称変更 

･保健委員を保健環境委員に変更、環境局と共管 

･名古屋市食品衛生法に基づく公衆衛生上講ずべき措置の

基準等に関する条例の一部を改正する条例施行 

4月 ･生活困窮者自立支援法施行 

･食品表示法施行 

   5月 ･名古屋北歯科保健医療センター移転 5月 ･持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険

法の一部を改正する法律公布（平成30年4月までに段階的

に施行） 

     6月 ･地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図

るための関係法律の整備に関する法律公布（平成30年4月

までに段階的に施行） 

･豚肉（内臓を含む）の生食用提供・販売禁止 

   7月 

 

･クオリティライフ21城北内にウエルネスガーデンオープ

ン 

･名古屋市立第二斎場供用開始 

  

 8月 ･仕事・暮らし自立サポートセンター金山・大曽根開設   8月 ･介護保険サービスの利用にかかる自己負担について、一部

2割負担を導入 

   9月 ･動物愛護センター30周年記念事業を実施   

 10月 ･在宅医療・介護連携支援センター市内8区に開設   10月 ･被用者年金一元化 

平成28年 

(2016) 

    2月 ･四類感染症にジカウイルス感染症を追加する感染症法施

行令公布（平成28年2月15日施行） 

   3月 ･名古屋市食育推進計画（第3次）策定 3月 ･自殺対策基本法の一部を改正する法律公布 （平成28年4

月施行） 

 4月 ･在宅医療・介護連携支援センター市内8区に開設（計16か所） 

･障害者自立支援配食サービス難病患者へ対象拡大 

･国民健康保険料限度額改定（医療分）（52万円→54万円） 

･国民健康保険料限度額改定（支援金分）（17万円→19万円） 

4月 ･特定毒物研究者に係る事務が愛知県から移譲 

･熊本地震の被災者支援のため保健師、DPATを派遣 

4月 ･障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律施行 

･食品表示法（品質事項）に係る事務・権限が愛知県から移

譲 

     5月 ･障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律及び児童福祉法の一部を改正する法律公布（平成30

年4月1日施行） 

 6月 ･介護予防・日常生活支援総合事業開始     

 8月 ･障害者差別相談センタ―開設     

   9月 ･名古屋南歯科保健医療センター移転   

 10月 ･障害者医療費助成制度及び福祉給付金支給制度対象者拡大

（指定難病） 

10月 ･胃がん検診に内視鏡検査を導入 

･名古屋市特定疾患医療給付事業の対象疾患のうち、ネフロ

ーゼ症候群の新規申請受付を終了 

10月 ･予防接種法施行令の一部改正（Ｂ型肝炎の定期予防接種

化） 

平成29年 

(2017) 

3月 ･福祉都市環境整備指針改定     

 4月 ･監査室を監査課に名称変更 4月 ･骨髄バンクドナー等助成金交付事業開始   

   6月 ･保健所において、性器クラミジア感染症検査を無料・匿名

で実施（6月、9月、12月） 

6月 ･ホームレスの自立の支援等に関する特別措置法の一部を

改正する法律施行（有効期限を新元号9年8月6日まで延

長） 

     8月 ･年金受給資格期間短縮（25年→10年） 

   10月 ･ひとり暮らし高齢者等の歯科口腔保健推進モデル事業開始   

平成30年 

(2018) 

  2月 ･住宅宿泊事業関係事務が愛知県から委譲   

 3月 ･はつらつ長寿プランなごや2018を策定 

･障害福祉計画（第5期）を策定 

3月 ･住宅宿泊事業の届出の受付開始 

･健康なごやプラン21（第2次）中間評価を実施 

3月 ･住宅宿泊事業法の一部施行 

 4月 ･国民健康保険料限度額改定（医療分）（54万円→58万円） 

･精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業

開始 

･措置入院者の退院後支援開始 

4月 ･1保健所16保健所支所に体制変更 

･感染症対策室を設置 

･特定医療費助成制度に係る事務が愛知県から移譲 

･名古屋市若年者の在宅ターミナルケア支援事業開始 

4月 ･改正社会福祉法施行（市町村の包括的な相談支援体制の

構築が努力義務化） 

･国民健康保険制度の都道府県単位化 

   6月 ･名古屋市住宅宿泊事業の実施の制限に関する条例施行 

･名古屋市旅館業法施行条例の一部改正施行 

6月 ･住宅宿泊事業法の全面施行 

･旅館業法、旅館業法施行令等の一部改正施行（基準緩和・

罰則強化） 
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7月 

･ 

 

依存症相談窓口開設 

 

 

7月 

 

 

･平成30年7月豪雨の被災者支援のため保健師等を派遣 

 

 

7月 

･食品衛生法等の一部を改正する法律公布（平成33年6月ま

でに段階的に施行） 

健康増進法の一部を改正する法律公布（平成31年1月24日、

令和元年7月1日、令和2年4月1日施行） 

     8月 ･介護保険サービスの利用にかかる自己負担について、一

部3割負担を導入 

 10月 ･上飯田連絡線において敬老パス、福祉特別乗車券の適用を開始  

･依存症専門医療機関、依存症治療拠点機関選定開始 

  10月 ･食品表示法の一部を改正する法律公布 

 11月 ･福祉特別乗車券の対象を難病患者の一部へ拡大     

 12月 ･障害のある人もない人も共に生きるための障害者差別解

消推進条例公布（平成31年4月施行） 

･いのちの支援なごやプラン（名古屋市自殺対策総合計画）を策定  

    

平成31年 

(2019) 

    1月 ･健康増進法の一部を改正する法律一部施行 

  

 

3月 

 

 

･障害者基本計画（第4次）を策定 

･第4期ホームレスの自立の支援等に関する実施計画を策定 

 

 

3月 

 

 

･名古屋市食の安全・安心の確保のための行動計画2023を

策定 

2月 ･予防接種法施行令の一部改正 

(風しん(第5期)予防接種の実施) 

 

 4月 ･障害のある人もない人も共に生きるための障害者差別解

消推進条例施行 

･指定管理者制度導入（植田寮） 

･国民健康保険料限度額改定（医療分）（58万円→61万円） 

4月 ･名古屋市アピアランスケア支援事業開始 

･第一次救急医療体制において外科診療を開始 

･任意風しん抗体検査助成事業を開始 

･任意風しん予防接種助成事業の対象者拡大 

4月 ･災害救助法の一部を改正する法律施行 

･食品衛生法等の一部を改正する法律の一部施行（広域的

な食中毒対策） 

 5月 ･精神障害者社会資源見学事業開始     

 6月 ･精神障害者住環境整備試行事業開始   6月 ･認知症施策推進大綱作成 

･視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律(読

書バリアフリー法)公布・施行 

･動物の愛護及び管理に関する法律等の一部を改正する法

律の公布（令和4年6月までに段階的に施行） 

 10月 ･障害者就労支援窓口「ウェルジョブなごや」開設 10月 ･令和元年東日本台風の被災者支援のため保健師等を派遣 10月 ･年金生活者支援給付金の支給に関する法律施行 

     11月 ･農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律公布 

 12月 ･改正災害救助法に基づき内閣総理大臣より救助実施市と

して指定（令和2年4月1日付効力発生） 

  12月 ･医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律の一部を改正する法律公布（令和4年12月1

日までに段階的に施行） 

令和2年 

(2020) 

1月 ･子ども医療費助成対象拡大(入院医療費について「18歳に

達する日以後の最初の3月31日まで」対象) 

･ものわすれ検診開始 

  

 

1月 ･新型コロナウイルス感染症の発生 

･新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等

の政令公布（令和2年2月1日施行） 

  

 

3月 

 

 

･なごやか地域福祉2020を策定 

･名古屋市成年後見制度利用促進計画を策定 

･認知症の人と家族が安心して暮らせるまちづくり条例公

布（令和2年4月1日施行） 

 

 

3月 

 

 

･任意予防接種事業に帯状疱疹を追加 

･名古屋市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正 

する条例公布（令和2年4月施行（一部令和2年6月及び令和2年10月施行））  

･名古屋市人とペットの共生推進プランを策定 

･名古屋市食品衛生法に基づく公衆衛生上講ずべき措置

の基準等に関する条例を廃止する等の条例公布 

2月 

 

3月 

･新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等

の政令施行 

･新型インフルエンザ等特別措置法等の一部を改正する法

律施行 

･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律施行令の一部を改正する政令 

･新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等

の政令施行 

 4月 ･名古屋市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を

定める条例施行 

･国民健康保険料限度額改定（医療分）（61万円→63万円） 

･国民健康保険料限度額改定（介護分）（16万円→17万円） 

･障害者スポーツ事業をスポーツ市民局(新局)に移管 

･名古屋市国民健康保険条例の一部改正施行（新型コロナ

ウイルス感染症に感染した被保険者に係る傷病手当金） 

4月 

 

 

 

･衛生研究所移転開所 

 （瑞穂区萩山町→守山区桜坂四丁目） 

･衛生研究所内に、感染症対策・調査センターを設置 

･第二次救急医療体制において土曜日の耳鼻咽喉科診療を

一旦休止 

･名古屋市子どもを受動喫煙から守る条例施行 

4月 ･健康増進法の一部を改正する法律全面施行 

･農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律施行 

 

 6月 

 

 

 

 

 

 

10月 

･名古屋市国民健康保険条例施行細則の一部改正(新型コ

ロナウイルス感染症に伴う保険料の減免の特例) 

 

 

 

 

 

･高齢者就業支援センター内にハローワーク相談窓口を設

置 

6月 

 

 

 

 

 

 

10月 

 

 

12月 

･ひとり暮らし高齢者等の歯科口腔保健推進モデル事業廃止 

･オーラルフレイル予防事業開始 

･名古屋市人とペットの共生サポートセンターでの相談受

付開始 

 

 

 

･保健医療型アウトリーチ支援モデル事業開始 

 

 

･新型コロナウイルス感染症対策部の設置 

･新型コロナウイルス感染症対策室の設置 

6月 

 

 

 

 

 

 

10月 

 

 

12月 

･社会福祉法改正（令和3年4月1日施行）（包括的な支援体

制の構築のための重層的支援体制整備事業の創設） 

･食品衛生法等の一部を改正する法律の一部施行（HACCP

に沿った衛生管理の制度化等） 

･動物の愛護及び管理に関する法律等の一部を改正する法 

律の一部施行（動物取扱業、特定動物に関する規制強化等） 

･新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等の政令施行 

･予防接種法施行令の一部改正(ロタウイルスの定期予防接種化)  

･被災者生活再建支援法の一部を改正する法律施行 

･予防接種法及び検疫法の一部を改正する法律等の施行について 

･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律第五十四条第一号の輸入禁止地域等を定める省令の一

部を改正する省令の施行 

令和3年 

(2021) 

 

 

3月 

 

 

･はつらつ長寿プランなごや2023を策定 

･障害福祉計画（第6期）を策定 

･休養温泉ホーム松ケ島廃止 

 

 

3月 

 

 

4月 

 

6月 

 

 

7月 

 

10月 

 

 

･名古屋市食育推進計画（第４次）策定 

･名古屋市食の安全・安心条例の一部を改正する条例公布 

（令和3年6月施行） 

･病院局の廃止に伴い、医療連携推進室を設置し市立病院を所管 

 

･名古屋市食品衛生法に基づく公衆衛生上講ずべき措置の

基準等に関する条例廃止 

 

･名古屋市旅館業法施行条例の一部改正施行 

･名古屋市公衆浴場法施行条例の一部改正施行 

･精神障害者居住体験支援モデル事業開始 

･口腔がん対策事業（口腔がん検診）開始 

1月 

 

3月 

 

 

 

 

6月 

･新型コロナウイルス感染症を指定感染症として定める等

の政令の一部を改正する政令等施行 

･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律等の改正 

 

 

 

･障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部

を改正する法律公布 

･食品衛生法等の一部を改正する法律の一部施行（新しい

営業許可・届出制度、食品等の回収の届出制度等） 

･食品表示法の一部を改正する法律施行 

･動物の愛護及び管理に関する法律等の一部を改正する法

律の一部施行（動物取扱業に関する規制強化） 
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令和4年 

（2022） 

1月 

 

 

2月 

 

 

 

 

 

3月 

4月 

 

 

 

 

6月 

 

 

11月 

･子ども医療費助成対象拡大(通院医療費について「18歳に

達する日以後の最初の3月31日まで」対象) 

･出産育児一時金支給額の改正 

･名鉄・近鉄及びJR東海の鉄道並びに名鉄バス及び三重交

通の路線バスに敬老パスの適用を開始 

･敬老パスについて、有効期間内における利用上限回数を

730回に設定 

･名鉄・近鉄及びJR東海の鉄道並びに名鉄バス及び三重交 

通の路線バスに福祉特別乗車券の適用を開始･ 

･福祉都市環境整備指針一部改定 

･国民健康保険料限度額改定（医療分）（63万円→65万円） 

･国民健康保険料限度額改定（支援金分）（19万円→20万円）  

･指定福祉避難所制度および備蓄物資購入等補助開始 

 

 

･八事福祉会館移転、名称を昭和福祉会館へ変更 

 

･ 

瑞穂公園陸上競技場地区バリアフリー基本構想策定 

 

 

 

2月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6月 

 

7月 

 

 

･ 

心のサポーター養成研修開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･動物愛護センターに猫の飼養施設「にゃごラーレ」を設置 

 

･夜間・休日における精神保健福祉法の警察官通報等対応窓口整備開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5月 

 

 

6月 

 

 

 

 

12月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る

施策の推進に関する法律（障害者アクセシビリティ・コ

ミュニケーション施策推進法）公布・施行 

･動物の愛護及び管理に関する法律等の一部を改正する法

律の一部施行（マイクロチップ関連事項） 

 

 

 

･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律等の一部を改正する法律公布及び一部施行 

令和5年 

（2023） 

 

 

3月 

 

 

4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10月 

 

 

 

･いのちの支援なごやプラン(第２次)（名古屋市自殺対策

総合計画(第２次)）を策定 

･名古屋市重層的支援体制整備事業実施計画を策定 

･厚生院医療保護施設を廃止し、附属病院を名古屋市立大

学医学部附属病院化 

･厚生院特別養護老人ホームの定員変更（300人→200人） 

･国民健康保険料限度額改定（支援金分）（20万円→22万

円） 

・出産育児一時金支給額の改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

･在宅医療・介護連携支援センター市内16か所を1か所に集

約 

･認知症精密検査費用助成開始（対象は4月1日以降の検査） 

1月 

 

3月 

 

 

4月 

･千種保健センター移転（仮庁舎） 

･中村保健センター新築移転（複合庁舎） 

･名古屋市動物の愛護及び管理に関する条例の一部を改正

する条例公布（令和5年6月施行） 

 

･病院事業を廃止し、緑市民病院を名古屋市立大学医学部附

属病院化 

･中央看護専門学校の名古屋市立大学看護学部への統合 

 

 

 

 

 

4月 

 

 

 

 

 

5月 

 

 

 

 

6月 

 

 

 

8月 

 

 

 

12月 

 

 

 

 

 

 

 

･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律の一部を改正する法律の一部施行 

・予防接種法施行令の一部改正（四種混合予防接種の対象

者拡大） 

・予防接種実施規則の一部改正（9価子宮頸がんワクチン

の追加） 

･生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備

に関する法律の公布（令和6年4月施行） 

・感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律施行規則の一部改正(新型コロナウイルス感染症の5 

類感染症移行) 

･行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律等の一部を改正する法律公布（健康

保険証の廃止） 

 

･名古屋市民生委員児童委員制度100周年記念大会の実施 

 

 

 

･生活衛生関係営業等の事業活動の継続に資する環境の整

備を図るための旅館業法等の一部を改正する法律施行

（事業譲渡による営業者の地位の承継、旅館業の施設に

おける感染症のまん延防止対策等） 

令和6年 

（2024） 

1月 

 

2月 

3月 

 

 

 

 

 

4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

6月 

 

10月 

 

11月 

･令和6年能登半島地震における福祉的ニーズの把握のた

め職員を派遣 

･敬老パスの利用回数の数えかたを変更 

･はつらつ長寿プランなごや2026を策定 

･第5期ホームレスの自立の支援等に関する実施計画を策

定 

･なごや障害児者福祉プラン（障害者基本計画（第５次）、 

･障害福祉計画（第７期））を策定 

･障害者･高齢者権利擁護センター西部事業所の開設 

･障害のある人もない人も共に生きるための障害者差別解

消推進条例の一部改正施行（事業者による合理的配慮の

提供の義務化） 

･国民健康保険料限度額改定（支援金分）（22万円→24万

円） 

 
 
 
 
･入院時食事療養費等の改正 
 
・障害者への合理的配慮の提供支援に係る助成事業開始 

・ナゴヤあいサポート事業開始 

･植田寮改築移転（救護定員108→200人） 

1月 

 

 

 

3月 

 

 

 

 

4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7月 

 

 

･令和6年能登半島地震の被災者支援のためDHEATを派遣 

･令和6年能登半島地震の被災者支援のため保健師等を派遣 

 

 

･名古屋市感染症予防計画策定 

･中央看護専門学校の看護第一学科閉科 

･名古屋市食の安全・安心の確保のための行動計画2028を策

定 

･健康なごやプラン21（第3次）策定 

･第一次救急体制における小児科診療の一部休止 

・令和6年能登半島地震に係る中長期派遣職員として保健師

を派遣（七尾市） 

 

 

 

 

 

 

 

･救急安心センターなごや（#7119）開始 

1月 

 

 

 

 

 

 

 

 

4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12月 

･共生社会の実現を推進するための認知症基本法施行 

 

 

 

 

 

 

 

 

･孤独・孤立対策推進法施行 

･障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部

を改正する法律施行 

･感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法

律の一部を改正する法律の一部施行 

・予防接種法施行令の一部改正（五種混合ワクチンの追加

及び新型コロナウイルスワクチンの定期接種化） 

・予防接種実施規則の一部改正（15価小児肺炎球菌ワクチ

ンの追加） 

 

 

 

 

 

･認知症施策推進基本計画（第1期）策定 

･行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部施行

（健康保険証の廃止） 



- 185 - 

年 社会福祉関係 公衆衛生関係 国の動向･その他 

令和7年 

（2025） 

3月 

 

 

 

 

4月 

･なごやか地域福祉2029を策定 

･第2期名古屋市成年後見制度利用促進計画を策定 

･名古屋市重層的支援体制整備事業実施計画（第2期）を策

定 

･認知症の人と家族が安心して暮らせるまちづくり条例の

一部を改正する条例公布（令和7年4月1日施行） 

･地域共生推進部の設置 

･地域共生推進課の設置 

・障害のある人もない人も共に生きるための障害者差別解

消推進条例の一部改正施行 

･名古屋市総合リハビリテーションセンター附属病院を名

古屋市立大学医学部附属病院化 

･厚生院救護施設及び植田寮更生施設廃止 

･国民健康保険料限度額改定（医療分）（65万円→66万円） 

・国民健康保険料限度額改定（支援金分）（24万円→26万円） 

･入院時食事療養費等の改正 

3月 

 

 

 

 

4月 

･中央看護専門学校の看護第二学科閉科 

･なごやナースキャリアサポートセンター閉鎖 

･中央看護専門学校閉校 

･名古屋市旅館等指導要綱廃止 

 

･名古屋市看護修学資金貸与条例廃止 

･名古屋市公衆衛生修学資金貸与条例廃止 

･名古屋市旅館業法施行条例の一部改正施行 

･名古屋市立八事斎場の再整備を開始 

 

 

 

 

 

 

4月 

 

 

 

 

5月 

 

 

 

 

 

・予防接種法施行令の一部改正（帯状疱疹の定期接種化及

び子宮頸がんキャッチアップ接種経過措置） 

・五類感染症に急性呼吸器感染症（ARI）を追加するとと

もに感染症発生動向調査における患者情報の収集及び検

体検査を行う感染症法省令等の施行（4月7日施行) 

・医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等

に関する法律等の一部を改正する法律公布（公布後3年ま

でに段階的に施行） 

令和8年 

（2026） 

 

 

 

 

 

 

 

4月 

 

 

 

 

 

 

 

 

・保健福祉業務オンライン申請等事務処理センター開設 

・国民健康保険料限度額改定（医療分）（66万円→67万円） 

・国民健康保険子ども・子育て支援金分の保険料徴収開始

（限度額 3万円） 

 

1月 

3月 

 

 

･港保健センター南陽分室移転（仮庁舎） 

･名古屋市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例公布

(令和8年4月施行(一部令和8年7月及び令和8年10月施行)) 

･名古屋市旅館業法の施行等に関する条例の一部を改正す

る条例公布（令和8年4月施行（一部令和8年7月施行）） 

・名古屋市新型インフルエンザ等対策行動計画改定 

・名古屋市食育推進計画（第5次）策定 

 

 

 

 

 

 

 

 

4月 

 

 

 

 

 

 

 

・予防接種法施行令の一部改正（ＲＳウイルス感染症ワク

チンの定期接種化）  

・予防接種実施規則の一部改正（高齢者肺炎球菌ワクチン

の変更及び2価・4価子宮頸がんワクチンの除外） 

 


